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第１章 報告書概要 

 

 

□効果測定のメリットについて 第6章 第7章へ

〇社会経済的効果を測定すると、どのような気づきがあるかを知りたい

本調査研究では、過年度に実施された効果測定の結果を予算要求に組み込

むという実践を行いました。その結果は第6章をご覧ください。

〇測定結果は、どのようなことに活用できるかを知りたい

第7章では、実証研究においてＰＤＣＡ各段階でどのような気づきがあったのか、

教育活動におけるPDCAサイクルを回すための方策についてまとめています。

□事例研究の結果について 第1章 第4章 第5章へ

〇地域振興に有効な教育実践の社会経済的効果を測定した事例を知りたい

本調査研究では、４事例について社会経済的効果の測定をしています。

概要を知りたい方は第１章を、詳細を知りたい方は第4章と第５章をご覧ください。

〇実証研究と類似の取組を自分たちでも行いたい

本調査研究では、各取組の成果について発現経路を示したロジックモデルや

効果測定の結果を示しています。これから類似の取組を立案されたいという方

は、予算要求等の際の説明・参考資料として活用ください。

□効果測定の実践方法について 第３章 参考資料へ

〇社会経済的効果をどうやって測定するのかが知りたい

本調査研究では、ロジックモデル、ルーブリック、SROIという３つの手法を用

いて効果測定をしています。各手法の詳細や手法別の測定手順については、

第３章をご覧ください。

また、参考資料には、それぞれの手法を用いて効果測定をする際に活用可

能なシート例を掲載していますので、御参照ください。

本報告書の活用方法 
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□「自立」、「協働」、「創造」を実現するために、エビデンスに基づくＰＤＣＡサイクル

の構築が必要とされている。 

 

第２期教育振興基本計画では、「自立」「協働」「創造」を基軸として新たな社会モデルを実現するための

生涯学習社会の構築が旗印として掲げられている。そして、この考え方は、次期教育振興基本計画にも引き継

がれることになっている。 

 

 

□多様なセクターにおいて、施策・事業の効果（特に、成果）を可視化することが当たり前

になりつつある。また、効果を可視化するためのツール整備も進められている。 

 

近年、日本国内では社会的企業（ソーシャルビジネス）を中心として「社会的インパクト評価」への注目が高

まっている。社会的インパクト評価とは、短期、長期の変化を含めて、取組の結果生じた社会的、環境的な成果

を定量的・定性的に把握し、価値判断を加えるという試みである。 

また、社会的インパクト評価の普及啓発に向けて官民協働で活動するイニシアチブも発足しています。このよ

うに、教育施策をはじめ、これまで効果が可視化しづらかった政策領域においても、社会的インパクトという形

で効果を可視化するためのツールの整備が着実に進められており、社会的な機運も高まりつつあります。 

取組の効果を多角的に検証し、改善につなげる、財源の獲得につなげる、協働者の確保につなげる、そのよう

な取組が当たり前になる社会が近付いています。 

 

 
 

 

「自立」「協働」「創造」への一歩として、今こそ、教育施策の効果を見える

化し、ＰＤＣＡサイクルを回して取組の価値を最大化するための方策を考える

時期です。それが当たり前になる社会が近付いています。 
  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本報告書の概要 
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□本調査研究の概要と活用した効果測定手法 

本調査研究では、地域振興に有効な教育活動の効果検証に必要な測定指標の検証と、効果検証に基づいて

PDCAサイクルを回す仕組みを明らかにすることを目的に、地域の関係者が連携して行う教育実践４事例につい

て、下図に整理した PDCAサイクルの実証研究を行いました。 

効果測定手法は、ロジックモデル、ルーブリックを用いたパフォーマンス評価、SROI（社会的投資収益率）の

３つを活用しました。 

なお、効果測定は、自治体の御担当者様、自治体の委託先あるいは自治体が財政的支援をしている教育実践主

体の御担当者様と協働で行いました。 

【実証研究の対象事例と概要】 

 
【活用した効果測定手法】 

 

地方創生

多気町・三重県立相可高校

食物調理科調理クラブ「高

校生レストラン事業」

子供の貧困対策

静岡市・静岡市子ども支援

コンソーシアム「生活困窮世

帯、ひとり親家庭等の子ども

への学習・生活支援事業」

キャリア教育・職業教育

女川町・認定ＮＰＯ法人カタ

リバ「コラボ・スクール女川向

学館」

不登校・中退対策、若年無

業者予防

川崎市・NPO法人フリース

ペースたまりば「ブリュッケ事

業」

【対象事例】 【概要】

Plan

計画

Do

実行

Check

分析

Action

活用

関係者間で中長期の目標を共有

するツール（ロジックモデル）の導入

取組の進捗状況を把握するための

プロジェクト管理システムの導入

【目標実現に向けた道筋の整理】

【効果測定の手法と指標の検討】

【データの収集】

教育的効果を測定する手法

（ルーブリック）の導入

社会経済的効果を測定する

手法（SROI）の導入

【データの分析】

取組と成果との因果関

係（経路）の分析

【効果測定結果の活用】
成果を予算要求や各種

報告に組み込む実践

ロジックモデル

 投入した資源（インプット）から活動（アクティビティ）、

結果（アウトプット）、成果（アウトカム）までを繋ぎ合わ

せて効果の発現経路を図示化したもの

 施策の効果や施策が地域課題の解決にどのように

寄与するのかを多角的かつ体系的に示すことができ

るツールで、ＰＤＣＡサイクルを回す上の基礎となる

＋

ルーブリックを用いたパフォーマンス評価 社会的投資収益率（ＳＲＯＩ）

 評価の観点と尺度からなる評価基準表を使って、何ら

かのパフォーマンスの質を段階的に測定する方法

 取組が実施された結果として発生した社会的インパクトに

ついて、貨幣価値に換算して定量的評価を行う方法

教育的効果の測定 社会経済的効果の測定



 4  

□４事例の実証研究から得た気づき 

 まず、取組の効果を多角的・体系的に整理ためにロジックモデルを活用することで、自治体と教育実践主

体との対話が生まれ、取組に対する共通理解を持つことができた。 

 次に、効果を測定する段階では、取組の成果指標（ロジックモデルと同時に整理することが前提）を共有

することで、互いに指標に係るデータを持ち寄ることができ、結果として詳細な効果検証ができた。 

 さらに、効果測定の結果を分析する過程では、ルーブリックを用いたパフォーマンス評価やＳＲＯＩを用

いた効果測定を行うことで、関係者各自の認識のズレが補正されるとともに、取組の成果を可視化される

ため関係者同士の対話の材料となった。 

 そして、効果測定の結果を活用する段階では、可視化された取組成果を基に課題が特定されたことで、子

供たちによりよい環境を作っていくための改善策等について議論でき、その議論の過程で自治体と教育実

践主体の間でさらなる対話が生まれた。 

 

【実証研究におけるＰＤＣＡ各段階の主な気づき】 

 

Action

活用

Check

分析

Do

実行

Plan

計画

□効果測定のプロセスは、関係者との対話のプロセス

効果をどのように測定するかという議論や効果測定のプロセスは、関係者間の対話

の機会を創出することが分かった。

□取組目標と道筋を図示・言語化することで関係者間で共通理解

取組の目標や目標達成に向けた道筋を図示化、言語化することは、関係者間の共

通理解を醸成した。また、自治体職員の異動があった際等においても、後任の人とも

早期に目標や目標達成に向けた道筋、そして現状等の認識を共有するためのツール

になることが分かった。

□取組の成果に係るデータを関係者が持ち寄れる仕組みをつくる

ことで、成果をより詳細に把握

取組の効果測定を協働して行うことで、自治体・教育実践主体等が互いにどのよう

なデータを把握しているのかを知ることにつながった。その結果、取組の成果をより詳

細に把握することができたとともに、因子分析のような詳細な分析も可能となった。

□取組の改善策の具体化

定性的な取組効果を定量化するなど客観化・可視化したことで、関係者各自の認

識のズレを知れた。その結果、取組の効果を最大化するためにどのような改善を行う

かという具体的な議論が進んだ。

□取組を改善する過程で、関係者の協働がさらに強化

具体的なデータを基に取組の改善策等を議論することで、関係者間での対話が深

まるとともに、役割分担が明確になった。また、より高い成果を生み出す体制づくりのた

めの議論もできた。

□取組成果の説明は協力者・共感者の巻き込みを促進

取組の成果を可視化したことで、人や資金等さらなる資源を呼び込む際に分かりや

すく論理的に説明できる材料ができた。また、視察者など類似の取組を実施したいと

考えている人たちへの説明材料もできた。
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□４事例の実証研究で見えた課題 

一方で、実証研究においては、下記のような課題も挙げられた。 

 

【実証研究におけるＰＤＣＡ各段階の主な課題】 

  
 

Action

活用

Check

分析

Do

実行

Plan

計画

□使用する言語の不一致

自治体と教育実践主体では、異なる事柄を同一の言葉を用いているケースがあっ

た。そのため、自治体と教育実践主体の両者が、評価を軸としながら概念を言葉に整

理し共有するプロセスが必要である。

□取組成果を捉える指標の不一致

教育実践主体からは、中長期的に成果が得られる取組であっても、自治体内では

その成果が予算獲得には直結しないため、短期的な結果が着目されてしまいがちで

ある。そのため、自治体と教育実践主体との間で指標毎に用途を共有するプロセスが

必要である。

□データ収集に係る負担感

教育実践主体からは、取組成果を把握するために事業終了時に追加的にアンケー

ト調査等を行うことへの負担に抵抗感があった。そのため、取組成果の把握のために、

アンケート調査等を行うことを見越して、事業実施前に自治体と教育実践主体との間

で、アンケート調査項目を作成して、取組実施後に前後比較を行うために、事業実施

前の状況を把握しておくことも必要である。

□効果測定へのインセンティブが不明確

取組成果の把握のために、アンケート調査等を行うことを見越して、事業実施前に

自治体と教育実践主体との間で、アンケート調査項目を作成しておく必要がある。

また、取組実施後に前後比較を行うために、事業実施前の状況を把握しておくこと

も必要である。

□比較対象のデータを収集することの難しさ

因果関係の分析をするためには、比較対象とする対照群のデータを取得し、実施し

ている事業の利用者との比較をする必要がある。しかし、取組に参加していない個人

のデータを取得するための策を講じるほか、分析方法の工夫が必要な場合がある。

□サンプル数の制約

多くの教育実践活動では、個々の取組の単位は比較的小規模であることが想定さ

れる。そのため、同一の取組を実施している他地域との連携によってサンプル数の制

約を乗り越えるという工夫が必要な場合もある。

□単年度事業の測定結果を予算要求の根拠とする時間的制約

予算要求に活用する実践から、事業の評価結果は、予算要求過程の最終場面で

効果的であるとの示唆が得られた。なお、自治体の予算編成スケジュール上、翌年

度の予算要求が秋口から開始されるため、新規事業の場合は、現実的には入手可

能なデータに多くの制約が課せられることとなる。
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上記のような課題を克服し、ロジックモデル等を用いて効果検証に基づいた PDCA サイクルを回すために

は、下記の方策が有効だと考えられる。 
 

・自治体が教育実践主体と連携して人的・金銭的資源の獲得を目指すこと 

・自治体と教育実践主体が事業改善を通じて効果や成果を最大化すること 

・自治体と教育実践主体が事業開始前にゴールを共有すること 

・自治体と教育実践主体が取組開始前に効果測定の計画について合意すること 

・国・都道府県が効果測定に必要なデータの活用環境を整備すること 

・官民が一体となって効果測定を支援する人材を育成すること 

 

 

□実証研究で活用した効果測定手法の活用場面 

本調査研究で行った内容が、従来の事務事業評価や施策評価における活用場面に加えて、主にどのような場

面で生きてくるのかをまとめた。自治体のＰＤＣＡサイクル見直しの際等に活用ください。 

 

 

☑ 課題解決に向けた道筋を整理する過程で、新規に必要な取組が見えてくる

新規計画を作成する際や施策体系を作成する際に、課題を解決するための道筋を図で表すことで、既存の取

組ではカバーできていない範囲が可視化され、新たにどのような取組が必要なのかが見えてくる。

既存の取組でカバーできていない領域を見つけて事業の立案につなげたい

ロジックモデルを使うと・・

取組の効果測定をされた自治体職員の感想

“新規で事業を立ち上げる際、事業目的やスキームを所定の様式に沿い文章で説明していますが、その効果ま

でを分かりやすく伝えることはどうしても難しいです。その際に、ロジックモデルを示すことができれば、当該事業で

はどのような主体が関わり、最終的に何を目指しているのかを簡潔なキーワードでまとめているため、財務部門

にとっても理解しやすく、担当課としても説明がしやすくなると思います。”

☑ 取組が課題解決に寄与しているか、どうすればより成果があげられるかが見えてくる

取組がどのような成果をあげてきたのかをロジックモデルで整理することで、取組がどのように課題解決につな

がっているのかを可視化できる。同時に、期待していた成果が出ていない部分が見えてきたり、取組を進めるに

つれて目標設定がずれてきてしまったこと等が分かる。その気づきが、取組の改善につながる。

取組の改善点を見つけて、もっと子供たちの環境を良くしたい

☑ 子供たちにどのような環境を用意すれば、課題解決につながるのかが見えてくる

ロジックモデルとあわせてルーブリックを活用すると、ルーブリックのなかでどの項目が伸びていると最終的に課

題解決につながるのかが分かる。たとえば、就労を目的とした取組の場合、あらかじめルーブリックの中身を就

労に向けた子供たちの状況・行動の変化を説明する内容にしておけば、子供たちにどのような環境を用意すれ

ば、最終アウトカムである就労が達成できるのかを知ることができる。

ロジックモデルとルーブリックを使うと・・

☑ 社会的価値を最大化するために適切な資源配分が見えてくる

ロジックモデルとあわせてSROIを活用すると、どの関係者へどれだけ便益がもたらされているのかが可視化さ

れ、取組の社会的価値を最大化するためにはどこに重点的に資源を配分すべきかが見えてくる。

ロジックモデルを使うと・・

ロジックモデルとSROIを使うと・・

本報告書の実証研究の成果をご覧ください。効果測定からどのような気づきがあったのかをまとめています。
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☑ 取組が課題解決に寄与しているか、どうすればより成果があげられるかが見えてくる

取組がどのような成果をあげてきたのかをロジックモデルで整理することで、取組がどのように課題解決につな

がっているのかを可視化できる。同時に、期待していた成果が出ていない部分が見えてきたり、取組を進めるに

つれて目標設定がずれてきてしまったこと等が分かる。その気づきが、取組の改善につながる。

取組の改善点を見つけて、もっと子供たちの環境を良くしたい

☑ 子供たちにどのような環境を用意すれば、課題解決につながるのかが見えてくる

ロジックモデルとあわせてルーブリックを活用すると、ルーブリックのなかでどの項目が伸びていると最終的に課

題解決につながるのかが分かる。たとえば、就労を目的とした取組の場合、あらかじめルーブリックの中身を就

労に向けた子供たちの状況・行動の変化を説明する内容にしておけば、子供たちにどのような環境を用意すれ

ば、最終アウトカムである就労が達成できるのかを知ることができる。

ロジックモデルとルーブリックを使うと・・

☑ 社会的価値を最大化するために適切な資源配分が見えてくる

ロジックモデルとあわせてSROIを活用すると、どの関係者へどれだけ便益がもたらされているのかが可視化さ

れ、取組の社会的価値を最大化するためにはどこに重点的に資源を配分すべきかが見えてくる。

ロジックモデルを使うと・・

ロジックモデルとSROIを使うと・・

本報告書の実証研究の成果をご覧ください。効果測定からどのような気づきがあったのかをまとめています。

ロジックモデルを使うと・・

☑ 社会課題解決に向けた共感に基づく投資を呼び込みやすくなる。

ふるさと納税やクラウドファウンディング等により民間資金を調達して地域の課題を解決しようという取組のほか、

ソーシャル・インパクト・ボンドという、官民連携の新しい投資スキームも生まれている。そのような社会課題解決に

向けた共感に基づく投資を呼び込むためには、共感者と取組のビジョンを共有することが必要であり、そのコミュニ

ケーションツールとして、ロジックモデルが取組に対する共通理解を醸成するのに役立つ。

外部から資金を呼び込みたい

取組の効果測定をされた自治体職員の感想

“SROIを測定したねらいは、基金創設から10年が経過し、民間からの寄附が減少傾向にあるなかで、助成事業

の効果を可視化することで基金への寄附を促進することにありました。さらに、関係者に事業の社会的価値を示

すことで非営利組織への社会的投資を促進することもねらいでした。”

ロジックモデルを使うと・・

☑ 教育実践主体と一緒に施策体系を考える際や、教育実践主体へ委託をする際にロ

ジックモデルを活用することで、実践主体と共通目標、共通指標を持つことができ、協

働の土壌を築くことができる。また、取組の進捗把握にも活用できる。

教育実践主体と協働で施策体系を考える際にロジックモデルを活用することで、課題解決に向けた道筋を共

有でき、一緒に地域課題を解決していこうという協働の土壌を築くことができる。

また、教育実践主体へ委託をする際にも、ロジックモデルや成果を測るための指標を委託事業者と共有する

ことで、同じ目標に向かって取組を進めることができる。さらに、指標に係るデータの収集も委託事業者と協働で

行うことも可能となり、取組の進捗把握や効率的な効果測定を行うことができる。

☑ 教育実践主体へ補助をする際に、資金を拠出する判断材料となる。また、実践主体が

成果志向になるきっかけにもなる。

教育実践主体の取組について補助をする際に、その申請書類のなかで教育実践主体からロジックモデルの

提案を求めることで、どの実践主体に資金を拠出すべきかを判断する材料となる。また、教育実践主体に申請

段階でロジックモデルを求めることは、成果を意識した取組の実行にもつながり、教育実践主体側のエンパワー

メントにもつながる。

市民協働を進めたい

ロジックモデルを使うと・・

取組の効果測定をされた自治体職員の感想

“市民がロジックモデルを作成する過程にかかわることで、行政にはない視点が得られ、さらに議論の過程で協

働の土壌が作れたと感じています。”

“ロジックモデルは、関係者が成果思考になれるツールであり、量ではなく質で評価するという機運を高めること

に寄与すると感じています。”

“測定の過程で、助成事業の実施主体との対話が生まれ、事業に対する相互理解が促進されました”

“行政が持っているデータは限られているので、協働者からのデータ提供がなければ効果測定は難しいです。”



 8  

 

 

 
 
 
 

ロジックモデルを使うと・・

☑ 教育実践主体と一緒に施策体系を考える際や、教育実践主体へ委託をする際にロ

ジックモデルを活用することで、実践主体と共通目標、共通指標を持つことができ、協

働の土壌を築くことができる。また、取組の進捗把握にも活用できる。

教育実践主体と協働で施策体系を考える際にロジックモデルを活用することで、課題解決に向けた道筋を共

有でき、一緒に地域課題を解決していこうという協働の土壌を築くことができる。

また、教育実践主体へ委託をする際にも、ロジックモデルや成果を測るための指標を委託事業者と共有する

ことで、同じ目標に向かって取組を進めることができる。さらに、指標に係るデータの収集も委託事業者と協働で

行うことも可能となり、取組の進捗把握や効率的な効果測定を行うことができる。

☑ 教育実践主体へ補助をする際に、資金を拠出する判断材料となる。また、実践主体が

成果志向になるきっかけにもなる。

教育実践主体の取組について補助をする際に、その申請書類のなかで教育実践主体からロジックモデルの

提案を求めることで、どの実践主体に資金を拠出すべきかを判断する材料となる。また、教育実践主体に申請

段階でロジックモデルを求めることは、成果を意識した取組の実行にもつながり、教育実践主体側のエンパワー

メントにもつながる。

市民協働を進めたい

ロジックモデルを使うと・・

取組の効果測定をされた自治体職員の感想

“市民がロジックモデルを作成する過程にかかわることで、行政にはない視点が得られ、さらに議論の過程で協

働の土壌が作れたと感じています。”

“ロジックモデルは、関係者が成果思考になれるツールであり、量ではなく質で評価するという機運を高めること

に寄与すると感じています。”

“測定の過程で、助成事業の実施主体との対話が生まれ、事業に対する相互理解が促進されました”

“行政が持っているデータは限られているので、協働者からのデータ提供がなければ効果測定は難しいです。”

☑ 首長部局などに対し、取組のビジョンや自課で取り組む意義を説明しやすくなる。

首長部局への説明など、端的に分かりやすい説明が求められる場面では、課題解決のために取組がなぜ必要

なのかを図示化している資料があると、その説明がしやすくなる。特に、複数課にまたがる事業の場合は、ロジック

モデルがあることで、課題解決に向けた他課とアプローチの違いについても説明しやすくなる。

☑ レバレッジが効いた部分を示すことができ、取組の拡大につながりやすくなる。

ロジックモデルと一緒に取組の効果を説明することで、取組によってレバレッジが効いた部分を示すことができる。

子供を対象とした取組の場合、取組の枠を超えて、地域や学校にどのような効果があったのかを整理することで、

取組を梃にした効果を示すことができ、取組を拡大するための説明がしやすくなる。

☑ 財務部局や議会に対して、中長期的にみた取組の投資対効果を説明しやすくなる。

教育施策は短期的に成果を出すことが難しい分野だが、ロジックモデルに加えて、取組の投資対効果をシュミ

レーションした資料があると、中長期的にみて投資対効果が期待できる取組について予算を呼び込みやすくなる。

特に投資対効果に敏感な議会や財務部局への説明材料に有効。

ロジックモデルとSROIを使うと・・

ロジックモデルを使うと・・

取組のための予算を獲得したい

ロジックモデルを使うと・・

取組の効果測定をされた自治体職員の感想

“厳しい財政状況下で成果重視の事業評価、予算査定が行われるなか、SROIは取組の効果を主観的ではなく

客観的に説明できる材料となりうると感じています。”
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実証研究の概要 

三重県多気町・三重県立相可高校調理クラブ「高校生レストラン」 

【事業概要】 

・県立高校の高校生が、部活動のなかで、調理・接客・運営を担う高校生レストラン「まごの店」を展開する取組。 

・取組のきっかけは、学校ではできない接客やコスト管理を体験する研修の場が欲しいと考えていた学校側の思い

と、農業振興のために農業者や農産物にもっとスポットが当たる仕組みが欲しいと考えていた町の思いが重なっ

たこと。 

・担当教員のサポートのもと、調理クラブの生徒が食材調達から調理、接客、会計まで全てを担っている。 
 

【自治体による支援内容】 

・多気町は、レストランの建設費や修繕費、備品購入費等を拠出している。それ以外の運営に係るランニングコス

トは全て高校が負担している。 

【ロジックモデル】 

【「高校生レストラン」のロジックモデル】 

 

【取組の成果】 

○既存データの分析に加え、生徒へのアンケート調査、ルーブリックを活用した教員による評価を実施したところ、

下表のとおりの成果が確認された。 

○生徒には研修施設を使ったクラブ活動に参加することで、「料理を提供する楽しさを実感する」、「接客力、コ

ミュニケーション力が向上する」、「ビジネス感覚が付く」、「協調性が向上する」、「技術力が向上する」な

どの成果が出ている。 

○学校には「入学希望者の維持」という成果が出ている。 

○学校、自治体・地域には「学校や町が注目を浴びる」という成果が出ている。 

○自治体・地域には、「地域のファンの増加、来訪者の増加」、「生徒の地域への関心・愛着が増す」、「高校と

地域の人・企業との連携機会の増加」という成果が出ている。 

 

事例１ 

「地方創生」分野 



 10  

【「高校生レストラン」の成果】 

関係者 アウトカム 段階 アウトカムの測定結果 

生徒 
料理を提供する楽しさを

実感する 
初期 

●「料理、スイーツを人に提供することは楽しい」（１年次⇒３年次） 

88.2％⇒94.1％ +5.9％ ※調理クラブに入っている３年生の結果 

100％ ⇒91.3％ -8.7％ ※調理クラブに入っていない３年生の結果 

接客力、コミュニケーショ

ン力が向上する 
初期 

●評点の変化量の平均 

1.67（調理クラブに入っている生徒） 

0.91（調理クラブに入っていない生徒） 

ビジネス感覚が付く 初期 

●評点の変化量の平均 

1.17（調理クラブに入っている生徒） 

0.82（調理クラブに入っていない生徒） 

協調性が向上する 初期 

●評点の変化量の平均 

1.39（調理クラブに入っている生徒） 

1.05（調理クラブに入っていない生徒） 

技術力が向上する 初期 
●コンクール入賞回数 

２件（H17）⇒４件（H27） 

料理人としてやっていく

意思、自信、忍耐力がつく 
中間 

●「多少の理不尽さには耐えられる自信がある」（１年次⇒３年次） 

64.7％⇒88.2％ +23.5％ ※調理クラブに入っている３年生の結果 

56.5％⇒52.2％ - 4.3％ ※調理クラブに入っていない３年生の結果 

グローバル志向の生徒が

増える 
長期 

●「将来、海外で仕事をしたい」（１年次⇒３年次） 

23.5％⇒35.3％ +11.8％ ※調理クラブに入っている３年生の結果 

30.4％⇒21.7％ - 8.7％ ※調理クラブに入っていない３年生の結果 

学校 入学希望者の維持、希望者

のレベル向上 
中間 

●入学希望者数 

57人（H23）⇒51人（H27） 

学校、 

自治体 

・地域 
学校や町が注目を浴びる

機会が増える 
初期 

●各種受賞歴 

H18からH28までで12件 

●メディア掲載件数 

H15からH28までで20冊×80枚。 

 うち２割が高校生レストラン関連 

自治体 

・地域 

地域のファンの増加、来訪

客の増加 
中間 

●ふるさと納税件数 27件（H27） 

（高校生レストランの返礼品を目的とした納税件数） 

生徒の地域への関心・愛着

が増す 
初期 

●「将来、県内で仕事をしたい」（１年次⇒３年次） 

35.3％⇒58.8％ +23.5％ ※調理クラブに入っている３年生の結果 

43.5％⇒39.1％ - 4.3％ ※調理クラブに入っていない３年生の結果 

●「将来、町内で仕事をしたい」（１年次⇒３年次） 

 5.9％⇒ 5.9％ +   0％  ※調理クラブに入っている３年生の結果 

 4.3％⇒   0％ - 4.3％ ※調理クラブに入っていない３年生の結果 

高校と地域の人・企業との

連携機会の増加 
中間 

●高校と企業との連携商品数 

H17からH27までで100件 

４件（H17）⇒８件（H27） 
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【教育の観点から子供たち及び関係者に及ぼした効果】 

○取組による子供たちへの教育効果を可視化するため、ルーブリックを活用した評価を実施した。 

○ルーブリックを活用した評価からは、高校生レストランの取組が、特に接客力やコミュニケーション力、協調性

を高める効果があることが分かった。 

【「高校生レストラン」のルーブリック】 

 ルーブリック 評価結果 

評価の観点４ 評価の観点３ 評価の観点２ 評価の観点１ 
１年次

平均 

３年次

平均 

接客力、コ

ミュニケー

ション力が

向上する 

プレゼン力が向上

し、活動に関連する

主体との意思疎通も

できている。周囲の

人々にホスピタリテ

ィを持って接するこ

とができている 

自ら積極的に接客サ

ービスを行うように

なっており、食材購

入のための交渉も自

ら行えるようになっ

ている 

周囲の指導により、

徐々に接客時の挨拶

ができるようになっ

ており、自らサービ

スを向上させようと

いう意欲が出てきて

いる 

自らの考えを表現する

プレゼン力や挨拶力が

育っていない 

1.78 3.44 

協調性が向

上する 

チームの中での自分

の役割を自覚し、責

任感を持って意欲的

に行動できている 

チームの中で、自分

の役割を自覚し、責

任感も出てきている 

チームの中で、自分

の役割を自覚し、行

動しようという意欲

が出ている 

チームの中での行動が

とれず、自分の発言や

行動にも責任感が薄い 

1.94 3.11 

ビジネス感

覚が付く 

コストに配慮した上

で、メニュー提案が

できるようになる 

食材の無駄や食材の

仕入れ値に敏感にな

る 

食材を無駄にしなく

なる 

コスト意識がない 1.89 3.28 

 

【地域振興の観点から地域に及ぼした効果】 

○取組による地域への効果を可視化するため、SROIを活用した効果測定を実施した。 

○高校生レストラン事業における主要なアウトカムのうち、金銭価値換算できるものに限定して算出した社会的価

値は188,713（千円）であった。 

○これらの社会的価値の合計に対する、高校生レストラン事業に対する投入額 92,397（千円）の割合を求める

と 2.04であり、高校生レストラン事業は１の投入額に対して 2.04の社会的価値が生み出される事業であるこ

とが示された。 

【「高校生レストラン」の社会的投資収益率（SROI）】 

関係者 
アウトカム 代理指標 H17からH28までの社

会的価値の合計 

（修正後） アウトカムの変化量 金銭価値 

生徒 
技術力の向上 

調理クラブで習得した下積み相当

年収 24,851（千円） 

17（人／年） 203.5（千円） 

学校 

地域 

学校や町が注目を浴びる機会が増える 新聞広告掲載料 
37,127（千円） 

23（件／年） 135（千円） 

学校や町が注目を浴びる機会が増える テレビ広告掲載料 
124,200（千円） 

54分 2,300（千円） 

自治体 

地域 

生徒の地域への関心・愛着が増す 
移住者１人を呼び込むのにかるコ

スト 2,535（千円） 

１（人／年） 254（千円） 
 
 

社会的価値の合計(千円） 188,713 

投入額の合計（千円） 92,397 

社会的投資収益率（SROI） 2.04 

（評価期間 平成17年度から平成28年度） 
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○成果の内訳をみると、学校・地域における「学校や町が注目を浴びる機会が増える」がその８割強を占め、この

事業の学校・地域へのインパクトが大きいことが伺える。生徒における「技術力の向上」は１割弱、自治体・地

域における「生徒の地域への関心・愛着が増す」が 1％程度を占めている。 

○生徒へに対するインパクトは、金銭価値換算された成果に占める割合は少ないが、アンケート結果やルーブリッ

クを活用した評価で見たとおり、生徒への教育的効果は十分確認されている。 

○自治体・地域に対するインパクトについては、金銭価値換算された成果に占める割合も小さく、町の「農業振興」

や町への「UIターンの増加」についての成果はまだ十分ではない。 

 

【取組の成功要因と課題】 

・成功要因 

生徒が実践力を付けるための機会・場所の創出 

○取組が成果をあげている要因として、調理クラブ指導員の存在がある。調理クラブ指導員である村林氏は、生徒

が実践力をつけることを重視しており、様々な努力を重ねて実践力がつけられるようなカリキュラムを組んでい

る。高校生レストラン事業により、生徒には技術力のみならず、接客力やビジネス感覚、協調性、理不尽さに耐

えられる忍耐力の向上という成果が生まれている。これらは指導者が技術を教えるのみならず、生徒が実践力を

付けるための機会・場所を作る努力をしてきたからこそ生まれている成果であると言える。 

 

・今後の改善点の示唆 

特産品開発などの面での連携強化 

○取組の課題は、自治体・地域に対するインパクトが弱いことである。特に、地域の主要なアウトカムである農業

振興への結びつきが弱い。高校生レストランは農業振興や地産地消を目的に始まった取組ではあったが、現状で

は取組が農業振興に結び付いたという実感は持たれていない。この背景には、高校生レストランが教育研修施設

という位置づけであることから、教育現場に商業的な要素を持ち込むのは難しく、どこまでなら連携できるのか

が分からなかったとのことである。 

自治体担当者としては、今後は商業的な要素を前面に出すわけではないが、町産の食材を利用した特産品開発な

どの面で連携し、「食のまち 多気」を一緒に盛り上げたいという思いを持っている。 

 

町産の食材使用量を増やすための働きかけと地元農業者とのマッチング 

○調理クラブの活動が拡大するなかで食材の需要に供給が追い付かなくなったことも、農業振興に結び付かなかっ

た要因である。全ての食材を町産で賄うことは当然難しいが、自治体担当者としては、今後はなるべく町産のも

のを使ってもらうよう働きかけていきたいし、レストランで使える質が担保できるよう地元の農業者を育成し、

マッチングを図っていきたいという思いを持っている。 

 

取組のねらいや思いの引継ぎ 

○さらに、取組の継続性も課題となっている。取組開始から10年以上が経過し、施設の老朽化も進み更なる設備

投資が必要な時期も迫っている。また、自治体と高校の双方において立ち上げ当初のねらい・思いを知っている

人が少なくなっている。取組の継続性を確保するためにも、事業の長期的なねらいを確認しあい、町と高校とが

お互いに WIN－WIN になるような関係づくりを改めて構築する必要があると思慮される。さらに、これまでの

取組を限られた人だけで共有するのではなく、次世代に取組のねらい・思いやノウハウを引き継ぐことが必要で

ある。 
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神奈川県川崎市・NPO法人フリースペースたまりば 

      「ブリュッケ事業」 

【事業概要】 

・生活保護受給世帯等の若者の精神面・生活面を包括的に支援することで、日常生活・社会生活・経済生活の自立

を促し、就労を促進することを目的として、川崎市からの委託によってNPO法人フリースペースたまりばが実

施する取組。 

・ひきこもり者に対して、居場所をつくり（居場所支援）、就労へのつなげていく（就労支援）ための活動を行っ

ている。 
 

【自治体による支援内容】 

・「川崎市生活保護受給世帯等若者就労自立支援事業」から、川崎市が委託費を拠出している。 

 

【ロジックモデル】 

【「ブリュッケ事業」のロジックモデル】 

 

 

【取組の成果】 

○ブリュッケが収集しているデータの分析に加え、ルーブリックを活用したスタッフによる評価を実施したとこ

ろ、下表のとおりの成果が確認された。 

○居場所支援によって、「居場所に通ってこられる」、「心を開くようになる（コミュニケーション能力の向上）」、

「求職活動への挑戦」などが向上しており、成果が出ている。アウトリーチ就労支援によっても「社会性の確立

（挨拶・身なり等）」や「求職活動への挑戦」の改善幅が大きい。こうした成果の上昇幅は統計的にも有意であ

る。 

○居場所支援では 1 年間で 3 名がパート就労につながっている。アウトリーチ就労支援では、3 名が正社員就労

に、3名がパート就労につながっており、「就労者増加」という成果が出ている。 

○行政によっては、生活保護費の抑制という成果が出ている。 
 
 
 
 

事例２ 

「就労支援」分野 
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【「ブリュッケ事業」の成果】 

関係者 アウトカム 段階 アウトカムの測定結果 

若者 

（居場所支

援） 

居場所に通ってこられる 最初期 ●評点の変化量の平均 
1.75⇒2.81 

心を開くようになる（コミュニケー

ション能力の向上） 

初期 ●評点の変化量の平均 
1.31⇒2.44 

集団に入っていける（コミュニケー

ション能力の向上） 

初期 ●評点の変化量の平均 
1.44⇒2.56 

睡眠等の生活が改善する 初期 ●評点の変化量の平均 
1.94⇒2.75 

食生活が改善する 初期 ●評点の変化量の平均 
2.06⇒2.56 

自分を表現でき、自ら企画を提案す

るようになる 

初期 ●評点の変化量の平均 
1.50⇒2.38 

自己肯定感が高まる 中間 ●評点の変化量の平均 
1.25⇒2.19 

求職活動への挑戦 中間 ●評点の変化量の平均 
1.07⇒2.57 

認知能力の向上・学習意欲が高まる 中間 ●評点の変化量の平均 
2.00⇒2.43 

若者（就労支

援） 

日常生活の確立（生活リズム、時間

を守る等） 

初期 ●評点の変化量の平均 

1.50⇒3.07 

社会性の確立（挨拶・身なり等） 初期 ●評点の変化量の平均 

2.36⇒3.57 

求職活動への挑戦 中間 ●評点の変化量の平均 

2.14⇒3.86 

若者 就労増加 最終 就労者数 

 正社員3人、パート6人 

生活保護からの脱出 最終 生活保護からの脱出者数 

 6人 

地域社会 就業者数の増加 最終 就業者数（同上） 

行政 労働力増加 中間 就業者数（同上） 

生活保護費の削減 中間 １人当たり生活保護額×生活保護からの脱出者数 
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【教育の観点から子供たち及び関係者に及ぼした効果】 

○取組による子供たちへの教育効果を可視化するため、ルーブリックを活用した評価を実施した。 

○ルーブリックを活用した評価からは、ブリュッケ事業の取組が、最初期アウトカムや就労意欲を顕著に上昇させ

る効果があることが示唆された。具体的には居場所に通って来ることや、コミュニケーション能力の向上、求職

活動への挑戦といった項目の上昇幅が大きい。 

 

【「ブリュッケ事業」のルーブリック（居場所支援）】 

成果 評価尺度  評価結果 

評価の観点４ 評価の観点３ 評価の観点２ 評価の観点１ 初期 現在 

最
初
期
ア
ウ
ト
カ
ム 

居場所に通っ
てこられる 

周囲のサポートなし
で、日常的に居場所
へ通ってこられるよ
うになる。 

周囲のサポートによ
り、定期的に居場所
へ通ってこられるよ
うになる。 
 

周囲のサポートによ
り、体調に合わせて
不定期に居場所へ通
ってこられるように
なる。 

興味を示すが、居場
所にくることはでき
ない。 

1.8 2.8 

心を開くよう
になる（コミ
ュニケーショ
ン能力の向
上） 

弱点や過去の困難さ
も含めて、人に話せ
るようになる。 
相手を意識したやり
とりができるように
なる。 

積極的に自分のこと
を話すようになる。 
対人関係のなかで自
己理解・他者理解が
進む。 

周囲のサポートによ
り、少しずつ自分の
話をするようにな
る。他人の話をきけ
るようになり、受け
答えができるように
なる。 

自ら話をしたり、話
しかけたりすること
ができない。 
他人の話に受け答え
ができない。 

1.3 2.4 

初
期
ア
ウ
ト
カ
ム 

集団に入って
いける（コミ
ュニケーショ
ン能力の向
上） 

初めての人とも、会
話を楽しめるように
なる。 

周囲のサポートがな
くても、人の輪の中
に入り、会話を楽し
むようになる。 

周囲のサポートがあ
れば、人の輪の中に
入れるようになる。 

人の輪の中に入って
いけない。 

1.4 2.6 

睡眠等の生活
が改善する 

睡眠、入浴、洗濯、
掃除などの生活習慣
が改善し、他者を意
識した身なりができ
るようになる。 

朝から居場所に通っ
てくるようになり、
身なりも気にするよ
うになる。 

居場所の日は、昼間
に起きられるように
なる。 

睡眠時間が不安定
で、昼夜逆転してい
る。 
生活習慣や身なりも
気にならない。 

1.9 2.8 

食生活が改善
する 

食への興味も広が
り、自分で食べたい
物を自分で作るよう
になり、暮らしが安
定していく。 

食への欲求が高ま
り、定期的に食事を
とるようになる。 
自分が食べたい物、
自分に必要な栄養素
も気になるようにな
る。 

日常的にブリュッケ
で手作りの温かい昼
食を食べるようにな
る。 

１日１食、コンビニ
弁当やパンを不定期
に食べる生活をして
いる。 

2.1 2.6 

自分を表現で
き、自ら企画
を提案するよ
うになる 

主体的に企画立案す
るようになる。 

興味があることにつ
いての企画の提案を
するようになる。 

他者の企画に興味を
示すようになり、企
画に参加するように
なる。 

他者の企画に興味を
示さず参加しない。 

1.5 2.4 

中
間
ア
ウ
ト
カ
ム 

自己肯定感が
高まる 

今の自分でも大丈夫
だという想いが芽生
え、新しいことに挑
戦する意欲が湧いて
くるようになる。 

様々な体験を通し、
自分にできること、
やってみたいことが
見えてきて、少しず
つ自分を肯定できる
ようになる。 

集団の中で様々な人
がいることを知り、
自分の弱さやできな
さを受け入れられる
ようになる。（自己
受容） 

「今の自分の存在を
いいとは思えない」、
「生きている価値が
見いだせない」など、
自分に否定的な感情
を持っている。 

1.3 2.2 

求職活動への

挑戦 

お試し就労や職場体
験、職業訓練、スキ
ルアップ講座などに
参加し、面接への挑
戦が始まる。 

就労意欲が向上し、
職場見学、ボランテ
ィア活動などに参加
するようになる。 

仕事への関心が芽生
え、興味のある仕
事・職種などの話が
できるようになる。 

安心できる居場所に
通い、グループワー
クなどにも参加し、
新たな成長が始ま
る。 

1.1 2.6 

認知能力の向

上・学習意欲

が高まる 

学習が進み、認知能
力の向上やスキルが
身に付く。 

就労等に向けた学習
に着手する。 

学習に対する関心が
芽生える。 

学びに対する意欲が
まったくない。 

2.0 2.4 
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【「ブリュッケ事業」のルーブリック（アウトリーチ就労支援）】 

成果 評価尺度 評価結果 

評価の観点４ 評価の観点３ 評価の観点２ 評価の観点１ 初期 現在 

初
期
ア
ウ
ト
カ
ム 

日常生活の確

立 

（生活リズ

ム、時 

間を守る等） 

朝起き、夜寝る生
活リズムができ
る。スタッフとの
約束時間が守れ
るようになる。 

１つひとつの原
因を克服し、改善
していく取組が
始まり、成果が生
まれるようにな
る。 

背景にある原因
について、スタッ
フと話し合える
ようになる。 

昼夜逆転、時間が
守れない。 

1.5 3.1 

社会性の確立

（挨 

拶・身なり等） 

 

相手の話しをよ
く聞く姿勢、敬語
を使うなど職場
での最低限のコ
ミュニケーショ
ン能力がつく。職
場（職種）に見合
った服装、身なり
ができるように
なる。 

入浴、衣服の洗
濯、洗顔、洗髪、
歯磨き、爪切りな
ど身なり全般の
清潔感が保たれ
るようになる。 

「おはようござ
います」「こんに
ちは」「失礼しま
す」など日常生活
における初歩的
な挨拶や臭い、鼻
毛など他人に不
快感を持たれな
い改善が始まる。 

挨拶ができない
身なりに問題が
ある。 

2.4 3.6 

中
間
ア
ウ
ト
カ
ム 

求職活動への

挑戦 

面接に挑戦する 

とともに、失敗 

しても立ち向か 

う姿勢が生まれ 

る。 

ステップアップ 

講座への参加や 

履歴書・自己ア 

ピール・職務経 

歴書づくりなど 

を通して、就職 

活動に挑む自信 

がつき始める。 

就労への自覚が 

生まれ、求人情 

報収集や職場見 

学、職場体験、 

ボランティア活 

動などに参加す 

るようになる。 

様々な困難 

を抱え、働くこ 

とへの意欲を持 

てないでいる 

が、スタッフと 

の話し合いを通 

じ信頼関係をつ 

くり始める。 

2.1 3.9 

 

【地域振興の観点から地域に及ぼした効果】 

○取組による地域への効果を可視化するため、SROIを活用した効果測定を実施した。 

○社会的価値は、就労増加と生活保護費抑制について算出した。社会的価値の合計は64,828（千円）であった。 

○これらの社会的価値の合計に対する、ブリュッケ事業に対する投入額24,500（千円）の割合を求めると2.65

であり、ブリュッケ事業は１の投入額に対して2.65の社会的価値が生み出される事業であることが示された。 

○成果の内訳をみると、正社員就労の増加と生活保護費の抑制が大きな割合を占めている。 

 

【「ブリュッケ事業」の社会的投資収益率（SROI）】 

関係者 

アウトカム 代理指標 H27からH32までの社

会的価値の合計 

（修正後） 
アウトカムの変化量 金銭価値 

居場所支援

参加者 

パート就労増加 20～24歳の短時間労働者の年収 
2,370（千円） 

3（人／年） 790（千円） 

アウト 

リーチ就労

支援参加者 

正社員就労増加 20～24歳の一般労働者の年収 
22,745（千円） 

3（人／年） 2771（千円） 

パート就労増加 20～24歳の短時間労働者の年収 
2,370（千円） 

3（人／年） 790（千円） 

行政 
生活保護費の抑制 1人当たり生活保護費 

37,342（千円） 
6（人／年） 1,687（千円） 
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【取組の成功要因と課題】 

・成功要因 

就労を見据えた支援 

○ブリュッケ事業では、特にアウトリーチ就労支援において多くの人数が就労につながっている。このように高い

就労率が実現できた背景としては、ブリュッケ担当者が就労支援をゴールとして見据えながら居場所支援を行っ

ていることが指摘できる。ブリュッケ事業の対象者は、川崎市内在住の生活保護受給世帯等の困難を抱える若者

で社会的ひきこもりと考えられる者だが、ひきこもり状態にある若者を就労にいきなりつなげていくことは難し

い。そのためブリュッケでは居場所事業を通じて日常生活や他者とのコミュニケーションの改善を図っている

が、そのなかで地域の経営者や諸分野の専門家、地域住民を巻き込みながら、交流の機会をつくったり、職場体

験の機会を提供したり、グループワークを行ったりしている。つまり就労支援を見据えながら居場所支援を行う

ことによって、高い就労率が実現できていると言える。 

 

・今後の改善点の示唆 

居場所支援からの就労率の低さと初期・中間アウトカムの改善効果 

○一方で、ブリュッケ事業の課題としては、居場所支援から就労支援につながっている人数が少ないことが指摘で

きる。居場所支援から就労につながっているのは３人にとどまっており、しかも全てがパート就労である。パー

ト就労の場合は定着率も低くなりがちであるため、可能な限り正社員就労につなげていく工夫が必要になると考

えられる。 

○しかしながらルーブリック評価をみると、居場所支援参加者であっても最初期・初期・中間アウトカムが大きく

上昇していることが分かる。就労につながった人はルーブリック評価が高い場合が多いことを踏まえると、現在

はまだ就労にはつながっていない居場所支援参加者であっても、粘り強い支援を続けることによって就労につな

がることが期待できる。居場所支援は就労という形で効果が出るまでに時間を要するが、ルーブリックのような

中間的な評価を行うことによって、外形的には見えにくい居場所支援の効果を見える化するこができ、事業の意

義に異なる角度から比較を当てることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

社会的価値の合計(千円）

投入額の合計（千円）

社会的投資収益率（SROI）

（評価期間

64,828

24,500

2.65

平成27から32年度）
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 静岡県静岡市・静岡市子ども支援コンソーシアム 

 「生活困窮世帯、ひとり親家庭等の子どもへの学習・生活支援事業」 

【事業概要】 

・静岡市内に活動拠点を置く、一般社団法人静岡市母子寡婦福祉会、一般社団法人てのひら、一般社団法人

静岡学習支援ネットワークの３法人によって構成される「静岡市子ども支援コンソーシアム」による、生

活困窮世帯、ひとり親世帯等の小学生・中学生への学習支援の取組。 

・概ね、週1回を目安に市内3区、各区内で実施。 

・「学習支援事業」とはいうが、学力や進学率の向上のみを目標とはしておらず、生活困窮世帯やひとり親

家庭等の子供にとって、落ち着ける居場所を提供することも目指した取組である。 

【自治体による支援内容】 

・静岡市は、「生活困窮世帯、ひとり親家庭等の子どもへの学習・生活支援事業」の委託費を拠出している。 

【ロジックモデル】 

【「学習支援事業」のロジックモデル】 

 

 

【取組の成果】 

○児童・生徒本人へのアンケート調査による評価を実施した。「学習支援事業に参加し始めた時点」と「今

現在」（平成28年12月頃）を前後比較したところ、下表のとおりの成果が確認された。 

○学習支援事業に参加することで、「学習習慣が身につくキッカケづくりの場となる」、「身近な目標がで

きる、将来のことが考えられる」、「学習意欲の向上」、「自己肯定感の醸成」、「進学意欲の向上」、

「落ち着ける居場所の獲得」の指標について、成果が出ている。 

○小学生・中学生別にみると、特に、中学生で成果が出ている項目が多い。「落ち着ける居場所の獲得」に

ついては、小学生、中学生ともに、成果が出ている。 

○保護者・家庭・学校は、子供自身からの評価であるため参考値であるが、アンケートの結果からは、小学

生・中学生ともに成果が出ていることが推測される。 

 

 

事例３ 

「子供の貧困」分野 

http://hotheart-shiz.com/
http://shizuoka-study-support.jimdo.com/
http://shizuoka-study-support.jimdo.com/
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【「学習支援事業」の成果】 

関係者 アウトカム 段階 アウトカムの測定結果 

子供 学習習慣が身につ

くキッカケづくり

の場となる 

初期 ●「学習をする習慣がある」 

小学生：57.2％⇒65.7％（開始時⇒現在） 

中学生：47.9％⇒68.8％（開始時⇒現在）※「とてもあてはまる」「あてあまる」の計 

身近な目標ができ

る、将来のことを

考えられる 

初期 ●「将来の夢や目標を持っている」 

小学生：88.6％⇒85.7％（開始時⇒現在） 

中学生：66.7％⇒75.0％（開始時⇒現在）※「とてもあてはまる」「あてあまる」の計 

学習意欲の向上 中間 ●「勉強が楽しい」 

小学生：62.9％⇒77.1％（開始時⇒現在） 

中学生：41.7％⇒60.4％（開始時⇒現在）※「とてもあてはまる」「あてあまる」の計 

自己肯定感の醸成 中間 ●「自分には良いところがある」 

小学生：62.9％⇒66.7％（開始時⇒現在） 

中学生：41.7％⇒56.2％（開始時⇒現在）※「とてもあてはまる」「あてあまる」の計 

自己開示の増加 中間 ●「自分の考えや意見を堂々と言える」 

小学生：74.3％⇒65.7％（開始時⇒現在） 

中学生：52.1％⇒56.3％（開始時⇒現在）※「とてもあてはまる」「あてあまる」の計 

出席の継続 最終 ●今年度事業開始以降、登録から平成28年9月末まで 

平均：68.3%（※参考値）※出席回数を個人ベースで収集、100%～数%まで分散が大きい 

進学意欲の向上 最終 ●「将来は高校に進学したい」 

小学生：84.4％⇒87.5％（開始時⇒現在） 

中学生：91.7％⇒93.7％（開始時⇒現在）※「とてもあてはまる」「あてあまる」の計 

落ち着ける居場所

ができる 

最終 ●「会場で過ごす時間は落ち着ける」 

小学生：65.7％⇒74.3％（開始時⇒現在） 

中学生：87.5％⇒95.8％（開始時⇒現在）※「とてもあてはまる」「あてあまる」の計 

保護者・家

庭・学校 

子供との関係の改

善 

最終 ●「お父さん・お母さん（保護者）に何でも話や相談ができる」（※参考値） 

小学生：60.0％⇒64.7％（開始時⇒現在） 

中学生：56.3％⇒62.5％（開始時⇒現在）※「とてもあてはまる」「あてあまる」の計 

●「学校の先生に何でも話や相談ができる」（※参考値） 

小学生：54.3％⇒54.3％（開始時⇒現在） 

中学生：35.4％⇒43.7％（開始時⇒現在）※「とてもあてはまる」「あてあまる」の計 

 

【教育の観点から子供たち及び関係者に及ぼした効果】 

○ルーブリックを用いたパフォーマンス評価について、静岡市子ども支援コンソーシアムにおいて、3 団体

共通の統一的なルーブリックを作成することが難しいために、実施することはできなかった。 

○具体的には、児童・生徒の均質性や活動内容にばらつきがあること、児童・生徒の家庭環境が様々である

こと、評価者（スタッフ）と児童・生徒の関係が流動的であることなどが理由で、統一的観点で評価を行

うことが難しいということが要因としてある。 

（※上記のような事情から、自己肯定感や自己開示なども含め、アンケートで幅広い項目を調査している） 

 

【地域振興の観点から地域に及ぼした効果】 

○取組による地域への効果を可視化するため、SROIを活用した効果測定を実施した。 

○「子供たちの居場所づくり」「安心感の醸成」といった心理面での成果に主眼を置いた活動であるため、

「学習塾」に近い機能ではなく、学童保育に近い機能を果たしていると考えられた。 

○上記の観点に基づき、金銭価値換算できるものに限定して算出した社会的価値は 17.443（千円）であっ

た。 

○これらの社会的価値の合計に対する、学習支援事業に対する投入額 10,003（千円）の割合を求めると、

学習支援事業は１の投入額に対して1.74の社会的価値が生み出される事業であることが示された。 
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【「学習支援事業」の社会的投資収益率（SROI）】 

関係者 
アウトカム 代理指標 H28の 

社会的価値の合計 

（修正後） アウトカムの変化量 金銭価値 

子供 

落ち着ける居場所ができる 

静岡市が運営費を拠出している放課後児

童クラブの 1 人当たりの運営費（年間運

営費÷全利用者数）＋放課後児童クラブ

利用者 1 人当たり負担分 平均料金（年

額） 
17,443（千円） 

72（人／年） 242.270（千円） 

 

社会的価値の合計(千円） 17,443 

投入額の合計（千円） 10,003 

社会的投資収益率（SROI） 1.74 

（評価期間 平成28年度） 

 

【取組の成功要因と課題】 

・成功要因 

支援対象者の選定 

○「落ち着ける居場所ができる」のアウトカムについて、小学生・中学生どちらも事業成果が出ていた背景

には、支援が必要な児童・生徒を対象とできていることが要因であると考えられる。特に静岡市では、ス

クールソーシャルワーカーが公立学校と連携し、家庭環境に課題を抱える子供を把握できる体制を構築し

ていたことが功を奏しているのではないかという認識を行政側は有していた。 

○一方、事業者側は同様の点に対して一定の意義を見出しつつ、それに加えて、「貧困家庭の子供」のなか

にはグラデーションがあり、本当に支援が必要な子供なのか、一定の生活水準はあるが学習塾には通えな

い程度の家庭の子供なのか、といった支援が対象者の更なる見極めが今後さらに意義のある活動をしてい

く上では重要ではないか、という点を指摘し、更なる事業の改善に向けた検討事項が挙げられた。 
 

「学習支援」だけでは限定的であるという認識の共有 

○「落ち着ける居場所ができる」について、小学生・中学生どちらも事業成果が出ていた理由として、上記

以外に、行政・事業者双方ともに、子供の貧困対策の文脈で事業を行う場合は、学習支援だけでは不十分

であり、生活面も含めた支援が必要であるという認識が共有されていることが要因の１つであることが示

唆される。 

○行政としては、上記の認識に基づき、学習支援事業とはいえ、学力向上・進路指導を主眼とする学習塾業

者への事業発注は考えておらず、生活支援面でも対応できる事業者の存在を把握した上で事業発注を行っ

ていた。一方の事業者も、子供の貧困は学習支援のみを行うだけでは解決されず、落ち着ける場所の獲得

などの生活支援との両輪で考える必要があるという認識であった。 

・今後の改善点の示唆 

○「落ち着ける居場所ができる」は高い成果が上がっている一方で、「自己開示の機会の増加」が 5-6割前

後に止まる実態から、依然と比較すれば落ち着ける居場所としての機能を果たしているかもしれないが、

まだ子供たちの中に押さえつけている感情や想いがあるのではないかと分析し、今後の活動にあたって

PDCAサイクルを回すきっかけを得られた。 

○加えて、今回は小中学生向けのアンケートを実施したが、特に小学生にとっては、①アンケートに回答す

るという行為自体が慣れていない、②少しでも量があると回答に飽きてしまう、③自分自身のことを十分

に認識できていないといった課題が挙げられた。 

○そのため、今後は、子供自身の認識だけではなく、子供たちを取り囲む関係者（ロジックモデル内にある

保護者や教員に加え、児童相談所の相談員など幅広い関係者）に対しても、調査をすることで、子供の成

長や変化を捉えることができるのではないか、という気づきが得られている。 
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宮城県女川町・認定ＮＰＯ法人カタリバ 

「コラボ・スクール女川向学館」 

【事業概要】 

・東日本大震災の被災地に住む子供に学習指導と心のケアを行う目的で、平成23年7月に設置された。旧

女川第一小学校（廃校）の校舎を活用して、女川町内に住む約 180人の生徒の受入れを行っている。 

・幼児、小中学生を対象とした講義を週6日、1日 4コマ実施。生徒は週１～2回、送迎バスを利用して女

川向学館に通学し、学年別・学習進捗度別の講義を受講するほか、宿題を出すことで学習習慣をつける取

組も行われている。自習室も設置。また、地域と連携したキャリア学習の授業も実施している。 

・高校生には、小中学生同様にキャリア学習や自習室の設置の他、マイプロジェクトと呼ぶ自主的な地域課

題解決型授業の実践を促し、メンターとして関わっている。また、高校卒業後の進路相談も行っている。 

・上記のすべてに共通していることとして、スタッフとの対話による「ナナメの関係」（年齢が比較的近い

が直接接点はない先輩的な存在）の構築を通じて、学力の向上や生活習慣の安定といったことに加え、自

ら目標を定め、それに向かって取り組む「ジブンゴト意識の向上」を促している。 
 

【自治体による支援内容】 

・当初はカタリバが自主事業として寄附金を原資にしていたが、現在は文部科学省からの補助事業（緊急ス

クールカウンセラー等活用事業交付金）を受けた女川町からの受託事業として運営している。 

・女川町教育委員会とカタリバはパートナーシップ協定を締結しており連携・協働の体制を強化している。 
 

【ロジックモデル】 

【「女川向学館」のロジックモデル】 

 

【取組の成果】 

○生徒本人へのアンケート調査結果を基に、取組の成果を測定した。集計にあたっては、前年度に女川向学

館に通っていた子供を「継続」、平成 28 年度から新たに通うようになった子供を「新規」として集計を

行った。 

○「学習時間の担保」のうち「平日の学習時間」において、中学生では新規より継続の生徒のほうが 1時間

以上学習していると回答した割合が高い。また、「学習意欲の向上」について、中学生で学校の数学の授

業が分かるようになったとの回答割合が新規より継続の生徒で高く、一定の成果がみられる。 

○高校生では「居場所の確保（安心・相談・挑戦）」「夢・目標の明確化」「課題に取り組む力の向上」「自

事例４ 

「キャリア教育」分野 
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己肯定感の向上」といった項目がいずれも9割以上となっている。 

【「女川向学館」の成果】 

関係者 アウトカム 段階 アウトカムの測定結果 

女川町に

住んでい

る小４～

高３ 

学習量の担保 初期 ●「平日の学習時間」が1時間以上 

小学生・新規：50.0％、継続：45.2％、中学生・新規：57.9％、

継続：74.4％、高校生・継続：27.3％ 

●「休日の学習時間」が1時間以上 

小学生・新規：33.3％、継続：22.6％、中学生・新規：36.8％、

継続：35.9％、高校生・継続：36.4％ 

学習意欲の向上 初期 ●「学校の英語の授業が分かるようになったか」 

中学生・新規：78.9％、継続：79.5％ 

●「学校の数学の授業が分かるようになったか」 

中学生・新規：63.2％、継続：79.5％ 

※「そう思う」「少しそう思う」と回答した割合 

ナナメの関係の構築 初期 ●「向学館の先生は話を聞いてくれるか」 

小学生・新規：41.7％、継続：38.7％、中学生・新規：89.5％、

継続：81.2％、高校生・継続：90.9％ 

※「そう思う」「少しそう思う」と回答した割合 

居場所の確保 

（安心・相談・挑戦） 

中間 ●「向学館では安心して自分を出すことができているか」 

小学生・新規：58.3％、継続：35.5％、中学生・新規：84.2％、

継続：71.8％、高校生・継続：100.0％ 

●「向学館は自分のやりたいことを応援してくれるか」 

小学生・新規：41.7％、継続：29.0％、中学生・新規：73.7％、

継続：71.8％、高校生・継続：100.0％ 

※「そう思う」「少しそう思う」と回答した割合 

夢・目標の明確化 中間 ●「向学館に通うことで将来や夢について考えるようになったか」 

小学生・新規：33.3％、継続：12.9％、中学生・新規：57.9％、

継続：56.4％、高校生・継続：90.9％ 

※「そう思う」「少しそう思う」と回答した割合 

課題に取り組む力の向

上 

中間 ●「向学館に通うことで自分のやらなくてはいけないことに対して

真剣に取り組むようになったか」 

小学生・新規：58.3％、継続：32.3％、中学生・新規：63.2％、

継続：74.4％、高校生・継続：100.0％ 

※「そう思う」「少しそう思う」と回答した割合 

自己肯定感の向上 中間 ●「向学館に通うことで自分が頑張ればいろんなことができるよう

になると感じるようになったか」 

小学生・新規：50.0％、継続：38.7％、中学生・新規：78.9％、

継続：71.8％、高校生・継続：100.0％ 

※「そう思う」「少しそう思う」と回答した割合 
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【教育の観点から子供たち及び関係者に及ぼした効果】 

○女川向学館では「探求力の向上」を成果（中間アウトカム）としてロジックモデル上に位置付けているが、

現段階では測定指標は設定していないことから、本事業ではルーブリック（案）を作成した。 

○「探究力の向上」は、女川向学館では「答えのない問いに自ら取り組む・チャレンジする」、あるいは「正

解のない問題を粘り強く考え、その解決に向けて行動している」状態と定義づけている。そのため、4 段

階のうち最上位の評価の観点4を「正解のない問いに対して解決／仮説を構築し、主体的に行動を起こす

ことで、新たな学びを得ている」とした。 

○今後、地域の小中学校や町役場とも調整し各評価点の定義を見直した上で、実際の活用が期待される。 
 

【地域振興の観点から地域に及ぼした効果】 

○取組による地域への効果を可視化するため、SROIを活用した効果測定を実施した。 

○特に保護者を中心として、女川向学館の講義受講が一般的な学習塾と類似した効果として「学力の向上」

につながることが強く期待されていること、女川向学館としては「世代が異なるスタッフとの対話」によ

る「ナナメの関係の構築」も重視していることから、これらについて測定したアウトカムを整理した上で、

代理指標を設定した。 

○上記に基づき、金銭価値換算できるものに限定して算出した社会的価値は 47,495（千円）であった。 

○これらの社会的価値の合計に対する、学習支援事業に対する投入額 30,239（千円）の割合を求めると、

女川向学館は１の投入額に対して1.60の社会的価値が生み出される事業であることが示された。 

 

【「学習支援事業」の社会的投資収益率（SROI）】 

関係者 
アウトカム 代理指標 H28の 

社会的価値の合計 

（修正後） アウトカムの変化量 金銭価値 

女川町に 

住んでいる 

小4～高3 

学習量の担保 学年別学習塾費 

30,980（千円） 32,055（時間／年）、 

130人 
144千円（小4）～357千円（高3） 

学習意欲の向上 学年別学習塾費 
8,489（千円） 

16,071（時間／年） （上に同じ） 

ナナメの関係の構築 
「緊急スクールカウンセラー等活用事業」の委

託費 8,856（千円） 

95（人／年） 186千円 
 

社会的価値の合計(千円） 47,495 

投入額の合計（千円） 30,239 

社会的投資収益率（SROI） 1.60 

（評価期間 平成28年度） 

 

【取組の成功要因と課題】 

・成功要因 

利用のハードルを下げる工夫 

○女川向学館では、送迎バスを運行していること、同級生の誘いを通じて子供に安心できる居場所としての

位置づけを得ていること、域内外の寄附を得て利用者負担をできる限り減じていることなど、利用者のニ

ーズをきめ細やかに汲み取って非営利組織ならではの事業モデルを構築していた。 

○結果として、女川向学館では設立以降、利用率が女川町内の小中学生の３割以上で推移しており、かつ継

続率も高い。 
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地域からの期待以上の成果を挙げる取組 

○女川向学館を運営する認定 NPO 法人カタリバが有するノウハウを生かし、女川向学館でも「マイプロジ

ェクト」を主に高校生に向けて実施している。 

○女川町へのヒアリングでは、委託事業で期待することとして「学力の向上」「居場所の確保」が挙げられ

たが、女川向学館ではこれらに加え、独自に「ジブンゴト意識の向上」に取り組むことで付加価値を高め

ていると言える。実際に、その成果の一部が評価内でも金銭価値換算でも定量的に示された（年間約886

万円相当）。 

 

「地域の信頼」という成果 

○東日本大震災から約4か月後に自主的に運営を開始したことなど、女川向学館は設立以来、地域との連携・

協働を重視して事業を構築してきたことから、学校の教師も含め、様々な関係者と円滑な連携を図ってお

り、地域に深く根差した事業となっていた。 

○こうした無形の「信頼」は、本事業で作成したロジックモデルや定量的な評価では直接的に表すことはで

きなかったが、事業の成果を高める要因となっていることが推察される。 

 

・今後の改善点の示唆 

○女川向学館では、子供の特性に応じた対応として、例えば、学習障害等の課題を有するケースや生活習慣

に大きな問題を抱えているケースに対応する方策に改善の余地があるとしていた。 

○取組の継続性の観点で、国の復興事業の予算が徐々に減少し、委託費も年々減少する中、数年後の事業運

営費をどのように設定するか、検討が必要な状況だった。女川向学館では今回のような効果測定により目

的以上の成果を挙げていることを示すモチベーションを有しており、また女川町でも学習支援・居場所提

供の機能確保のため効果測定の方法を模索中であったことから、今後さらに詳細な検討が望まれる。 

○効果測定方法の必要性の認識醸成に対する難しさとして、女川向学館からは現状、主に内部のスタッフと

の意識合わせにアウトカムの測定や評価を用いているということだった。測定結果に対して、資金提供者

などの外部からのフィードバックがあれば、団体自身が事業内容を改善する指針になったり、スタッフの

リテンションにつながったりする可能性も示唆された。評価の必要性について、社会全体で認識を高める

ことが求められる。 
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第２章 調査概要 

調査の背景と目的 

教育施策への期待 

日本各地で少子高齢化や都市部への人口集中が進行する中、条件不利性を抱える地方部においては人

口流出による過疎化や地域の産業の担い手不足が生じている。また、都市部においても地域コミュニテ

ィの希薄化や家庭の社会経済的背景による教育格差等の諸課題が顕在化している。 

このような地域がある一方、学校や子供を核として、地域社会、NPO法人、大学等が連携した教育実

践により、将来の地域の担い手となる人材の育成や地域コミュニティの活性化、不登校・中退予防、若

年無業者予防、及び子供の貧困対策等の成果が得られ、地域の持続的発展など教育施策が教育に留まら

ず地域課題にも奏功している事例もある。 

このように、地域の教育施策には自立・協働・創造が期待されているが、厳しい財政環境下において

自立的に教育活動を行うためには、外部の資金・資源等を呼び込む必要がある。そのため、地域の教育

施策がいかに効果的なものであるかを可視化することが重要となる。 

教育政策の効果を示す際の課題 

教育施策の効果を示す際の課題として、第一に、教育施策は目的とする効果の発現が将来にわたって

みられるものである、という特性を勘案した手法を用いる必要がある。教育施策は本来、息の長い取組

として効果測定を行わなければ正確な効果を示すことは難しいが、数年、場合によっては数十年もの間、

資金投入の説明責任や取組内容の改善について未対応のままとはいかないため、ねらった効果が生じつ

つあることを途中段階で定期的に示すことが求められる。ただし、短期的かつ断片的な効果の測定では

教育施策の効果を十分に表現できないとの指摘も多い。 

第二に、教育施策は多面的な効果をもたらす目的で講じられることが多く、例えば子供に対する教育

施策であれば、子供の成長を全人格的に捉えて効果を把握すべきだが、施策の目的に照らして個別に対

応せざるを得ない一方で、包括的な評価体系は少なくとも政策立案の現場には普及していない。加えて、

関係者が幅広いことから、効果を測定する人の視点の相違によって解釈も大きく異なる可能性があり、

効果測定結果の共有を図ることに対する重要性が高い。 

社会的インパクト評価1の潮流 

近年、日本国内では社会的企業（ソーシャルビジネス）を中心として「社会的インパクト評価」への

注目が高まっている。内閣府が平成 27年 12月から平成 28年３月にかけて開催した「共助社会づくり

懇談会 社会的インパクト評価検討ワーキング・グループ」では、報告書「社会的インパクト評価の推

進に向けて －社会的課題解決に向けた社会的インパクト評価の基本的概念と今後の対応策について－

                                                   
1 社会的インパクトとは、「短期、長期の変化を含め、当該事業や活動の結果として生じた社会的、環境的なアウトカム」

（内閣府（2016）「社会的インパクト評価の推進に向けて」より引用）を指し、社会的インパクト評価とは、「社会的

インパクトを定量的・定性的に把握し、当該事業や活動について価値判断を加えること」（同報告書より引用）を指して

いる。 
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2」をとりまとめている。同報告書では、社会的インパクトを「短期、長期の変化を含め、当該事業や

活動の結果として生じた社会的、環境的なアウトカム」、社会的インパクト評価を「社会的インパクト

を定量的・定性的に把握し、当該事業や活動について価値判断を加えること」と定義しており、短期的

な変化であっても定量・定性の両面から効果の有無を測定する手法を示している。 

また、同ワーキング・グループが契機となって設立された「社会的インパクト評価イニシアチブ3」

は、社会的インパクト評価の実行を主導するプラットフォームとして、普及啓発に向けて官民協働で活

動している。同イニシアチブでは、平成 28 年６月に「社会的インパクト評価ツールセット －教育－

（Version1.0）」を公表しており、教育分野にかかわる様々な事業での活用を想定して、社会的インパ

クト評価の具体的方法論を解説している。 

このように、教育施策をはじめ、これまで効果が可視化しづらかった政策領域においても、社会的イ

ンパクトという形で効果を可視化するためのツール整備が着実に進められており、社会的な機運も高ま

りつつある。 

エビデンスに基づく PDCAサイクルの必要性 

科学的な手法を用いて検証した政策・施策の効果発現に関する客観的根拠（エビデンス）を、政策の

立案段階から効果測定・フィードバックに至るまでの PDCAサイクルに一貫して取り入れようとする動

きは、特に諸外国では教育政策分野にも積極的に取り入れられてきたが、日本でも今後迅速に推進され

る見込みである。例えば、平成 28年６月２日閣議決定の「骨太方針 2016」でも、文教・科学技術政策

については「エビデンスに基づく PDCAサイクルの徹底」を基本方針とすること、「学校・教育環境に関

するデータや教育政策の成果及び費用、背景にある環境要因を総合的に考慮して予算要求を行うことな

ど、教育政策においてエビデンスに基づく PDCAサイクルを確立する」ことが明記されている。また、

文部科学省においても、次期教育振興基本計画の策定に際し、客観的根拠に基づく教育政策の重要性が

改めて示されるとともに、その実現方策が盛り込まれる見通しである。 

教育施策にエビデンスに基づく PDCAサイクルを導入することで、行政や教育実践主体が自らの取組

の説明責任を果たしやすくなるだけでなく、立案段階で効果を得やすい取組を検討したり、改善に向け

た方針を立てたり、得られた効果を予算形成に活用したりすることが可能となり、施策の効果が高まる

と期待される。また、客観的な方法で教育施策の効果を可視化することにより、教育を取り巻く多様な

関係者同士の建設的な対話が生まれ、協働も促されると考えられる。 

調査内容 

全国優良事例の調査と分析 

 調査方針 

地域振興に有効な教育活動の効果検証に必要な効果測定指標の検証と、効果検証に基づいて PDCAサ

イクルを回す仕組みを明らかにすることを目的に、地域の関係者が連携して行う教育活動のうち地域振

興への効果が認められる教育実践の４事例について、下図に整理した PDCAサイクル構築の実証研究を

                                                   
2 https://www.npo-homepage.go.jp/uploads/social-impact-hyouka-houkoku.pdf 

3 http://www.impactmeasurement.jp/ 

https://www.npo-homepage.go.jp/uploads/social-impact-hyouka-houkoku.pdf
http://www.impactmeasurement.jp/
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行った。 

 

図表 1 実証研究を行った PDCAサイクル 

 

 調査内容 

各取組の効果測定 

「計画」段階 

ロジックモデルの作成 

「計画」段階においては、効果測定の対象とする取組の範囲を特定した上で、その取組の長期的な目

標を明確化し、目標達成に向けた道筋をロジックモデルの形で整理した。 

ロジックモデルの詳細は後述するが、ロジックモデルとは、投入した資源（インプット）から活動（ア

クティビティ）、結果（アウトプット）、成果（アウトカム）までを繋ぎ合わせて効果の発現経路を図示

化したものである。ロジックモデルの作成に際しては、自治体及び取組主体へヒアリング調査を行った。

ヒアリング項目は下記のとおりである。 

図表 2 「計画」段階におけるヒアリング項目 

・効果測定の対象としたい取組とその内容 

・取組の対象、ねらい 

・取組の体制、役割分担 

・取組の資金源、事業規模 

・取組に係る効果測定の現状、保有しているデータ 

・取組の効果測定をする際に実現可能な追加調査、調査時期 

・取組に係る上位計画、施策、成果目標（※行政のみへのヒアリング項目） 

 

アウトカムを測定するための指標の検討 
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次に、ロジックモデルで整理したアウトカムを測定するための指標と指標に係るデータの収集方法に

ついて、自治体や取組主体と協議の上決定した。 

効果測定手法の検討 

効果測定手法としては、教育的効果の測定にはルーブリックを用いたパフォーマンス評価を導入し、

社会経済的効果の測定には SROI（社会的投資収益率）を導入した。 

各手法の詳細は後述するが、ルーブリックを用いた効果測定では、アクティビティから初期アウトカ

ムまでの効果をみており、SROI ではインプットから中間・最終アウトカムまでの効果をみている。手

法の概要と強み・弱みを整理したものが下表である。 

なお、SROIについては、SROIの専門家である SROIネットワークジャパン代表理事の伊藤健氏にアド

バイスをいただくことで、精緻な効果の測定に努めた。 

図表 3 効果測定手法の比較 

手法 概要 強み 弱み 

ルーブリックを用

いたパフォーマン

ス評価 

学習到達度を示す評価基

準を観点と尺度から効果

測定する方法 

思考・判断、関心・意欲・

態度、技能・表現等の効果

測定に適している 

組織の教育改善に対して

も有用 

教育施策と効果の因果関係は

分からない 

進学率の改善等の中長期的な

アウトカムは測定しにくい 

社会的投資 

利益率（SROI） 

費用便益分析よりも広く

社会的インパクトを捉え

て、投下された費用に対す

る便益を算出する 

事業がもたらす社会的価

値を幅広く捉えることが

できる 

教育施策とインパクトの因果

関係は別途測定が必要 

社会的価値の測定にある程度

の仮定が必要となる 

「実行」段階 

「実行」段階では、上記で整理した指標に係るデータの収集・整理を行った。データの収集に際して

は、既存データの整理を行ったほか、関係者へのアンケート調査を実施した。 

データの整理に際しては、エクセル上での整理に加えて、社会的インパクトの管理や可視化を支援す

るためのプロジェクト管理システム「Newdea」を活用した。 

「分析」段階 

「分析」段階では、「実行」段階で収集・整理したアウトカムを分析し、考察を加えた。 

アウトカムの分析に際しては、自治体や取組主体へのヒアリング調査を実施し、取組の成功要因や課

題を把握した。さらに、教育実践活動において PDCAサイクルを回すための課題についても把握した。 
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図表 4 「分析」段階におけるヒアリング項目 

□取組の成功要因、課題の把握に関する項目 

・取組の成果が出ている要因 

・取組の課題と改善点 

□教育実践活動において PDCAサイクルを回すための課題 

・効果測定をしたことによる気づき 

・効果測定結果の使途 

・効果測定をする際の課題 

・自前で効果測定をする際に必要な支援・ツール 

「活用」段階 

実証研究の成果を予算要求に組み込む実践 

「活用」段階では、昨年度実施された文部科学省調査「平成 27年度 地域政策等に関する調査研究」

（委託先：株式会社政策研究所）に引き続き、本調査研究でも実証研究に御協力いただいた静岡市にお

いて、昨年度整理した実証研究の成果を予算要求に組み込む実践を行った。 

有識者ヒアリング 

また、上記に加え、社会課題を解決するための新しい資金の流れに詳しい有識者へのヒアリングを通

じて、地域振興に有効な教育実践の成果を外部資金の獲得に結び付けるための方策についても示唆を得

た。ヒアリング対象は下記のとおりである。 

図表 5 ヒアリング対象とした有識者 

対象者名 所属・役職 

鵜尾 雅隆氏 株式会社ファンドレックス代表取締役 

小林 立明氏 ソーシャルファイナンス研究会代表 

先進事例ヒアリング 

さらに、本調査研究において活用している効果測定手法を用いて既にロジックモデル等を活用して

PDCAサイクルを回している自治体の先進的な取組についてヒアリング調査を行った。 

図表 6 ヒアリング対象とした先進事例 

ヒアリング対象事例 

ロジックモデルの活用事例 習志野市「男女共同参画施策」「子どもの発達支援施策」 

SROIの活用事例 豊島区「被保護者安心支援事業」 

SROIの活用事例 埼玉県「新しい公共支援事業」「埼玉県 NPO活動促進助成事業」 
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各取組を推進する上での課題の整理 

各取組の効果測定の結果を踏まえ、各取組の成功要因と課題を整理した。 

地域振興に役立つ教育モデルの構築に関する研究 

 取組と効果の因果関係の分析 

実証研究で効果測定をした取組のうち、分析に足るデータを有する２つの取組について、取組と成果

の因果関係を分析した。 

 取組に共通した成功要因の整理 

実証研究で効果測定をした４つの取組について、地域振興に有効な教育実践活動を成功させるための

共通要因と、その要因によって期待される成果を分析した。 

 地域振興に有効な教育実践活動において PDCAサイクルを回すための方策の提案 

２.２ で整理した地域振興に有効な教育実践活動を持続的・発展的な取組にするため、実証研究にお

いて PDCAサイクルを回した際の気づきや課題を整理し、地域振興に有効な教育実践活動において PDCA

サイクルを回すための方策を提案した。 

 有識者会議の設置 

実証研究における効果測定の精緻化や、効果測定結果を踏まえた地域振興に有効な教育活動及びその

改善方法の検討、それらを持続的・発展的な取組にするための方策の検討を主題として、社会的インパ

クト評価の専門家、教育分野、地域振興に精通する有識者５名からなる有識者会議を設置した。有識者

は下記のとおりである。 

図表 7 有識者会議委員（五十音順） 

対象者名 所属・役職 

伊藤 健氏 慶應義塾大学大学院 政策・メディア研究科 特任助教 

特定非営利活動法人 SROIネットワークジャパン 代表理事 

鵜尾 雅隆氏 株式会社ファンドレックス代表取締役 

岸川 政之氏 皇學館大学 現代日本社会学部 特命教授 

百五銀行 地域創生部 顧問 まちの宝創造アドバイザー 

末冨 芳氏 日本大学 文理学部教育学科 教授 

白水 始氏 東京大学 高大接続研究開発センター 教授 

東京大学 大学発教育支援コンソーシアム推進機構 機構長 

文部科学省 国立教育政策研究所フェロー 
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図表 8 有識者委員会の開催日時及び主な議事 

開催日時 主な議事 

平成 28年 12月５日(月) ・実証研究の内容について 
・取組の因果関係分析について 
・地域振興に有効な教育実践の評価の在り方について 

平成 29年３月７日(火) ・実証研究の内容について 
・取組の因果関係分析について 
・実証研究の成果を予算要求や各種報告に組み込む実践について 
・地域振興に有効な教育実践を普及させ、持続的・発展的な取組
にするための方策について 

調査スケジュール 

調査は、下記のスケジュールで実施した。 

 

  

上旬 下旬 上旬 下旬 上旬 下旬 上旬 下旬 上旬 下旬 上旬 下旬 上旬 下旬 上旬 下旬 上旬 下旬 上旬 下旬

昨年度調査のストックテイク

１．全国優良事例の調査と分析

事例の選定・依頼

各取組の効果測定

「計画」段階

　 ロジックモデルの作成

指標の検討

　 効果測定手法の検討

「実行」段階

データの収集 ● ●

「活用」段階

実証研究の成果を予算要求に組み込む実践 ● ●

有識者ヒアリング

先進事例ヒアリング

各取組を推進する上での課題の整理と解決策

２．地域振興に役立つ教育モデルの構築に関する研究

取組と効果の因果関係の分析

取組に共通した成功要因の整理

「有識者会議」の設置 １回 ２回

地域振興に有効な教育実践活動においてPDCAサイクル
を回すための方策の提案

成果のとりまとめ

1月 2月 3月6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

事例の選定

効果測定

委員就任依頼

調査研究の設計に関する意見収集

依頼

効果測定

繰り返し修正１次案作成

予算要求に

実証研究の成果を活用
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第３章 実証研究において用いた効果測定手法の概要 

取組と効果の関係の整理：ロジックモデルの活用 

ロジックモデルとは 

ロジックモデルとは、投入した資源（インプット）から活動（アクティビティ）、結果（アウトプッ

ト）、成果（アウトカム）までを繋ぎ合わせて効果の発現経路を図示化したものである。 

ロジックモデルでは、「もし、～ならば」という仮定のもと、各構成要素がつながっている。 

図の形式に決まったものはなく、ツリー状になっているものもあれば、単線型のものもある。また、

関係者別にインプットからアウトカムまでを整理した便益帰着構成表のような形をしているものもあ

る。 

図表 9 ロジックモデルの例 

 
（出典）家子他（2016）「エビデンスで変わる政策形成」MURC政策研究レポートより作成 

行政評価におけるロジックモデルの活用状況 

 全国の自治体における活用状況 

平成 24年に実施された全国自治体を対象としたアンケート調査結果4によると、行政評価においてロ

ジックモデルが作成されているのは、全国の自治体の 15.4％である。 

内訳をみると、総合計画の策定時に活用している自治体が 3.9％、行政評価にあたり活用している自

治体が 11.9％となっている。ロジックモデルを作成していない自治体は 82.2％である。 

ロジックモデルの概念自体は新しいものではなく、開発援助の世界を中心に古くからプロジェクトマ

ネジメントツールとして活用されてきたものではあるが、行政評価においてはまだ歴史の浅いものであ

る。 

                                                   
4 高崎経済大学地域政策学部・佐藤徹研究室が 2012 年 10 月～11 月に全国自治体 810 団体（市及び特別区）を対象に郵送

で行ったアンケート調査結果。総合計画担当、行政評価担当、財政担当課宛にアンケート調査票を送付して実施したもの

で、本報告書で紹介しているのは行政評価担当に送ったアンケート調査結果で、回収率は 73.8％である。 
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図表 10 全国の自治体におけるロジックモデルの作成状況 

 
（出典）佐藤徹（2013）「行政経営に関する全国自治体調査（概要版）－第１報－」 

 事務事業評価における活用事例 

以下では、ロジックモデルを行政評価のなかで活用している事例について紹介をする。福岡県福岡市

や愛知県稲沢市などでは、事務事業評価シートにロジックモデルとロジックモデルで整理したアウトカ

ムを測定するための指標を記入する欄を設け、指標に係るデータをトラックしている。 

図表 11 福岡市の事務事業評価シートにおけるロジックモデルの活用事例 

 
（出典）福岡市「事務事業マネジメントシート（平成 27年度実施分）中高生夢チャレンジ大学」 

ロジックモデル

は作成していな

い, 82.2%

行政評価にあ

たり作成し指標

導出に活用, 
8.4%

総合計画の策

定時に作成し

指標導出に活

用, 3.1%

行政評価にあ

たり作成し妥当

性評価に活用, 
3.1%

総合計画の策

定時に作成し

妥当性評価に

活用, 0.8%

その他, 2.4%
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 政策・施策評価における活用事例 

岩手県北上市では、総合計画のなかでロジックモデルを活用し、基本施策ごとに代表的な指標を、公

募の市民を中心としたきたかみ未来創造会議と協働で設定している。 

図表 12 ロジックモデルとセットで設定されている成果指標 

 
（出典）北上市「総合計画 2011-2020後期基本計画」 

 

豊岡市5では、平成 24年度より明治大学公共政策大学院の協力を得ながら、ロジックモデル（豊岡市

では、戦略体系図と呼ばれている）を用いた市民協働型評価を実施している。具体的には、６つの重要

政策について行政と市民がワークショップ形式での議論を経て戦略体系図を作成し、アウトカム指標を

設定している。平成 26年度には社会調査によりアウトカムに係る指標データを収集し、平成 27年度以

降は毎年同じ調査を実施することでデータをトラックしている。また、成果評価ができる職員を育成す

るため、選抜した若手職員を対象に戦略体系図の作成方法やファシリテーション方法等について集中研

修をしている。 

図表 13 豊岡市における子育て環境の充実分野における戦略体系図（抜粋） 

 

（出典）豊岡市「2016年度 主要施策説明書」 

                                                   
5 豊岡市におけるロジックモデルを活用した市民協働型評価については、源由理子（2014）「地域ガバナンスにおける協

働型プログラム評価の試み」評価クオータリー2014.7、真野毅（2015）「プログラム評価による自治体戦略の協働マネ

ジメント～豊岡市における新しいガバナンス体制の試み」日本評価研究第 15 巻第１号に詳述されている。 
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■行政におけるロジックモデルの活用事例■ 

【事例１ 習志野市「男女共同参画施策」「子どもの発達支援施策」】 

○ロジックモデルを活用した効果測定の取組概要 

 習志野市では、平成25年度より子どもの発達支援施策において、平成 26年度より男女共同参画施策

（ワーク・ライフ・バランス）においてロジックモデルを活用した協働型プログラム評価に取組んでい

る。 

 プログラムとは、「ある特定の社会的課題に対し、このような社会の変化を生じさせて改善改革を図る

という介入・活動の全般、及びそれを行うためのしくみや資源」（芹澤（2016）6より引用）で、作

戦と訳されることもある。プログラム評価とは、「最終アウトカムの実現をめざすための施策群を「手

段－目的」の関係性で常に見直し、施策の質の向上をめざすものであり、セットしたプログラム（施策

群）について定期的又は随時、その評価を想定するもの」（習志野市「こども発達支援施策ロジックモ

デルの活用についての提言書」より引用）である。 

 プログラム評価は、PDCAサイクルに対応させることができ、「P」の評価としてニーズ評価、セオリ

ー評価、「D」の評価としてプロセス評価、「C」と「A」の評価としてアウトカム／インパクト評価、

効率性評価の５つの評価階層がある。なかでも PDCAの「P」の段階であるセオリー評価に重きが置か

れており、プログラムがニーズに合致したものか、目的を達成するために効率的な組み立てになってい

るのかについて重点的な議論がなされる。そして、このセオリー評価のツールとして、ロジックモデル

が活用されている。 

 協働型プログラム評価とは、「協働パートナーとともに成果目標（アウトカム）を定め、ロジックや数

字を基にして優れた施策を創出し、成果を明らかにする政策評価の手法」（芹澤（2016）より引用）

である。 

 

○取組経緯 

 習志野市では、平成13年度から試行的に行政評価システムを導入し、平成14年度以降は段階を追っ

て事務事業評価を本格導入してきた。事務事業評価は、市民への説明責任を果たすこと、限られた人材・

財源を有効活用するためにプログラムの効率性を上げることを目的としたものであったが、厳しい財政

状況下では、議論の対象がコスト削減に集中しがちで効率性・効率性の向上の余地にはあまり目が向け

られてこなかった。 

 そこで、習志野市では、限られた財源を最大限効果的に活用し、効率性・生産性の向上に目を向けた評

価を導入しようと、明治大学公共政策大学院ガバナンス研究科 北大路信郷教授と、同ガバナンス研究

科 源由理子教授の協力を得ながら、協働型プログラム評価を実施している。 

 協働型プログラム評価に取組んだ背景には、担当者が明治大学公共政策大学院の卒業生であったことが

大きい。担当者は、兼ねてより協働型プログラム評価を導入する機会を伺っていたが、アウトプットベ

ースのマネジメントからアウトカムベースのマネジメントへ移行させるためには、審議会、市民、議会、

上司などの理解を得なければならず、それを大きなハードルと感じていた。そこで、担当者が管理職と

なったことを契機に、協働型プログラム評価の導入に踏み切った。 

 

○効果測定のプロセス 

 協働型プログラム評価の実施に際しては、所管課に加えて審議会、協議会、市民団体を集めてワークシ

ョップを行い、ロジックモデルを作成した。なお、審議会や協議会のなかには市民が入っている。習志

                                                   
6 芹澤佐知子（2016）「習志野市における協働型プログラム評価の実践－社会的課題の解決を志向する自治体政策マネジ

メントの課題、可能性と展望－」評価クオータリー2016.7 
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野市は、市民がロジックモデルを作成する過程にかかわることで、行政にはない視点が得られ、さらに

議論の過程で協働の土壌が作れたと感じている。 

 ワークショップは総勢30名程度で行われ、各テーブルには１人ファシリテーターがつき、総括を明治

大学公共政策大学院ガバナンス研究科教授の源由理子氏に依頼した。ワークショップは全３回で、１回

目はプログラム評価とはという説明から始まり、施策のアウトカムを話し合った。２回目は直接目的レ

ベルの議論をし、３回目は具体的手段について話し合った。ワークショップのなかでは、行政も市民も

対等に意見を出し合った。 

図表 14 習志野市におけるワーク・ライフ・バランスを推進するロジックモデル 

 
 

 ロジックモデル作成後は、明治大学発シンクタンクの公共経営・社会戦略研究所に委託し、ロジックモ

デルで整理したアウトカムに係るデータ収集を行うための社会調査（ベースライン調査）を実施した。

なお、公共経営・社会戦略研究所への委託費には、地方創生の補助金が活用されている。 

図表 15 習志野市における男女共同参画施策の推進のための協働型プログラム評価の経緯 

 

（出典）習志野市市民経済部男女共同参画センター所長 芹澤佐知子（2016）「習志野市における協働型プログラム評価

の実践～ワーク・ライフ・バランス施策の評価」総務省政策評価に関する統一研修資料（図表 14、図表 15ともに） 

 

○ロジックモデルを活用したことによる効果 

 プログラム評価のメリットとして、関係者の社会課題への関心度があがり、それにより協働の土壌が築

けることが挙げられた。特にロジックモデルは、関係者が成果思考になれるツールであり、量ではなく
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質で評価するという機運を高めることに寄与すると感じられている。 

 また、複数部署が関係している施策についてロジックモデルを導入すると、評価プロセスで得られる気

づきも大きいとのことであった。例えば、発達支援施策は、障がい福祉課、発達相談センター、幼稚園・

保育園、学校など様々な主体が関係しており、４つの部署が所管している。そのため、ロジックモデル

を作成する過程において、異なる部署が一同に会して発達支援のアウトカムを改めて確認しあい、共有

することができたことの意味は大きかったとのことである。 

 さらに、試行段階であるため成果評価の結果が予算にどう結びつくかは今後のことになるが、取組を変

える又は大きくするときに、目標達成に向けた道筋が分かりやすく図示されていると、予算獲得のため

の説明はしやすいだろうとの示唆があった。 
 

○ロジックモデルを活用した効果測定を行う際の課題 

 テクニカル面で言えば、ロジックモデルの作成に際し、評価専門家の助言は必要不可欠との見解であっ

た。ただ、テクニカル面の課題以上に、施策分野をもっと良くしたいというモチベーションが何よりも

重要であるとのことである。何のためにやるのかの理解とモチベーションがないと進まず、やらされて

いるとなれば、協力者もでないしまわりの壁も突破できないと感じられている。 

 ロジックモデルの作成に際しては、そのプロセスに意味があるため、時間をかけることを厭わないこと

が重要であるとの指摘があった。ぱっと作ってしまえば作れてしまうかもしれないが、その過程での気

づきは少なく、協働者も生まれない。また、変更を厭わないスタンスも重要で、変化の過程を全員が共

有することで気づきに変わる。 

 また、ロジックモデルの作成を含む協働型プログラム評価を行う際には、対象施策を限定するのが限定

的であろうとの見解であった。手間の問題もあるし、アウトカムが明確に設定できる施策ばかりではな

いためである。 

 協働型プログラム評価に適した施策としては、①目に見える効果を捉えにくいもの、②多様で広範囲な

社会活動にわたるため各々の目的意識がバラバラになりやすく、価値観の共有が必要なもの、③枠組み

が決まっておらず比較的自由度が高いもの、④担当者の自律性を重視し、創発的な取組が期待できるも

の、⑤行政だけで解決するには難しく協働パートナーと一体的に活動した方が効果的なものであると整

理されている。また、事業ベースよりも施策ベースのほうが導入に適しており、単年度で完結しないも

の、国の枠組みに向いているとの示唆があった。 
 

○ロジックモデルの活用方法 

 今後は、公共経営・社会戦略研究所に委託して実施したベースライン調査と同じ項目について、３年程

度ごとに調査をしてその変化を見ることで施策評価を行うことが検討されている。なお、単年度評価は

アウトカムではなくアウトプットで評価するとのことであった。 

 

  



I. 取組と効果の関係の整理：ロジックモデルの活用 ３．ロジックモデルを活用することによる利点 

 

 38  

ロジックモデルを活用することによる利点 

ロジックモデルは、その作成過程、活用過程において下記の利点がある。 

作成過程においては、関係者と一緒に作成をすることで協働の土壌が築け、関係者と目標達成に向け

た道筋を共有できる材料となる。 

活用過程においては、ロジックモデルとともにロジックモデルで整理したアウトカムに係るデータを

収集し、分析することで取組のマネジメントツールや取組の有効性を示す材料となる。 

図表 16 ロジックモデルを活用することによる利点 

ロジックモデルを活用することによる利点 

作成過程 ・関係者と対話をしながら作成することで、協働の土壌が築ける 

・関係者と取組の目標やそれに向けた道筋を確認、議論する材料となる 

・目的を達成するためには誰と協働するべきなのかを整理できる 

活用過程 ・取組の進捗管理や改善点を把握するためのマネジメントツールとなる 

・ロジックモデルの作成とロジックモデルで整理したアウトカムについて

効果測定をすることで、取組の有効性が示され、予算や寄附・投資など

の資金調達につながる 

ロジックモデルを活用した効果測定の方法7 

 ロジックモデルの作り方 

ロジックモデルの作り方は、Ｇ８社会的インパクト投資国内諮問委員会、社会的インパクト評価ワー

キング・グループが発行する「社会的インパクト評価ツールセット実践マニュアル」に詳述されている。

このマニュアルは、社会的インパクト評価イニシアチブのウェブサイトよりダウンロードが可能である。

ここでは、その概略を説明する。 

図表 17 ロジックモデル作成の４つのステップ 

 
（出典）Ｇ８社会的インパクト投資国内諮問委員会、社会的インパクト評価ワーキング・グループ（2016） 

「社会的インパクト評価ツールセット実践マニュアル」 

ステップ１：事業の目標と受益者の特定 

ステップ１はロジックモデルを作成する対象の取組と、その取組は誰に何の成果をもたらすことを目

的としているものかを考える段階である。「誰に」という部分を考えることで、目的を達成するために

は誰と協働するべきなのかを整理することができる。上述のとおり、ロジックモデルはその作成過程に

大きな学びがあり、そしてその学びは関係者と協働で作成することにより大きくなる。そこでステップ

１では誰とロジックモデルを作るのかについても決めておく。 

                                                   
7 本節は、社会的インパクトイニシアチブウェブサイト（http://shizuoka-study-support.jimdo.com/）及びウェブサイト上

からダウンロード可能な各種マニュアルを参照している。 

http://shizuoka-study-support.jimdo.com/
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図表 18 ステップ１における確認項目 

□どの取組を対象にロジックモデルを作るか 

□対象となる取組は誰にどのような成果をもたらすことを目的としているか 

□誰と協働してどのようなスケジュールでロジックモデルを作るか 

ステップ２：アウトカムの設定 

ステップ２は、アウトカムを考える段階である。ロジックモデルは図表 9 に示すとおり、左側から

インプット、アウトプット、アウトカムと並べていくことが多い。アウトカムは初期アウトカム、中間

アウトカム、最終アウトカムに分けることがあるが、分けた場合は最終アウトカム、中間アウトカム、

初期アウトカムの順に右側からロジックモデルを埋めていく。新規の事業の場合は右側からロジックモ

デルを埋めていくことが通常だが、既存の事業で既に成果が出ているものについてはインプットから埋

めていくほうが作りやすいことも多い。 

なお、初期アウトカム、中間アウトカム、最終アウトカムに関する共通した定義はなく、初期を１～

３年後、中間を４～６年後、長期を７～10年後としている資料8もあれば、初期を「人々の意識変容」、

中間を「人々の行動変容」、長期を「社会の変化」と定義している資料9もある。アウトカムの設定に

際しては、上述の明治大学公共政策大学院の北大路氏がその留意点を下記のようにまとめている。 

図表 19 アウトカムを設定する際の留意点 

具体的であること ・多くの人にとって、実現したい状態が具体的にイメージできること。

曖昧な表現や広すぎる概念、キャッチフレーズのようなものだと、

人によって解釈が大きく異なってしまう。 

将来実現したい望まし

い状態であること 

・手段ではなく、作成（プログラムのこと）が結果として貢献するは

ずの将来の望ましい変化であること。 

短期的で測定可能な成

果にこだわらないこと 

・成果を数値目標の形で設定し、成果を計測することを重視しすぎた

ために、計測できないアウトカム、実現を妨げるリスクが大きいア

ウトカム、実現に長い時間が掛かるアウトカム、などを避けて目的

設定する傾向があるが、たとえ測定が困難に見えても、アウトカム

は社会の将来の方向性を明確に示すものでなければならない。 

（出典）明治大学公共政策大学院ガバナンス研究科 北大路信郷（2015） 

「政策評価におけるロジックモデルとプログラム評価の有用性」総務省政策評価に関する統一研修資料より引用 

図表 20 ステップ２における確認項目 

□取組を通じてもたらしたい長期、中期、短期のアウトカムは何か 

□アウトカムは具体的か 

□アウトカムは将来実現したい望ましい状態を表しているか 

□測定可能な成果にこだわらずにアウトカムを設定できているか 

 

  

                                                   
8財団法人農林水産奨励会 農林水産政策情報センター（2003）「ロジックモデル策定ガイド」 

9 浅井経子（2012）「生涯学習振興関係の指標について―指標の種類と枠組みについてのメモ」文部科学省中央教育審議

会 第 62 回生涯学習分科会資料 

（http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo2/siryou/__icsFiles/afieldfile/2012/02/22/1316592_4.pdf） 

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo2/siryou/__icsFiles/afieldfile/2012/02/22/1316592_4.pdf
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ステップ３：アウトプット、活動、インプットの設定 

アウトカムの設定後は、アウトプット、活動（アクティビティ）、インプットを記入する。 

上述のとおり、ロジックモデルは「もし、～ならば」という仮定のもと、各構成要素がつながってい

るものであるので、ここではアウトカムとのつながりを配慮して、アウトプット、アクティビティ、イ

ンプットを記入する必要がある。明治大学公共政策大学院の北大路氏は、アウトカムを達成するための

手段を設定する際の留意点を下記のようにまとめている。 

図表 21 アウトカムを達成するための手段を設定する際の留意点 

整合性があること ・手段が目的達成に貢献するのか、その手段で成果を上げることがで

きるのか、以下の３つの関係性の整合性をみる。 

①最終アウトカムに対して中間アウトカムが貢献するか 

②中間アウトカムに対して主要手段が貢献するか 

③個別手段は主要手段の構成要素として十分か 

合理性があること ・目的達成のために有効な手段の組み合わせが選択されているか、単

に思いついた手段や横並びあるいは前例だからという理由だけで手

段が並んでいないか、重要かつ有効な手段が抜け落ちていることは

ないか、手段セットの合理性を確認する。 

（出典）明治大学公共政策大学院ガバナンス研究科 北大路信郷（2015） 

「政策評価におけるロジックモデルとプログラム評価の有用性」総務省政策評価に関する統一研修資料より引用 

図表 22 ステップ３における確認項目 

□アウトカムを実現させるための適切なアウトプット、アクティビティ、インプットが設

定できているか 

□それぞれの要素のつながりには整合性と合理性があるか 

ステップ４：最終確認 

ロジックモデルが完成したら、最後に見直しをする。アウトカムからインプットに遡って作成したも

のが、インプットからみたときに繋がりが適切かどうかをみる。あるいは、ロジックモデルは基本はア

ウトカムからインプットから遡って作成するものではあるが、インプットからアウトカムに向けて作成

した場合は、最終アウトカムが取組の目的と合致しているのかを確認する。 

図表 23 ステップ４における確認項目 

□ロジックモデルの各要素に関係のない項目はないか 

□重複している箇所はないか 

□作成したロジックモデルは、現実的に実行可能なものか 

□設定したアウトカムを起点とした時、インプット、活動、アウトプットの各要素が論理

的につながるか 

（出典）Ｇ８社会的インパクト投資国内諮問委員会、社会的インパクト評価ワーキング・グループ（2016） 

「社会的インパクト評価ツールセット実践マニュアル」 
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 アウトカムを測定するための指標の検討 

ロジックモデルを作成した後は、ロジックモデルで整理したアウトカムの中で、成果を測定するアウ

トカムを特定する。続いて、そのアウトカム測定するための指標と指標に係るデータの収集方法を決定

する。 

図表 24 アウトカムの測定指標と指標の収集方法の整理イメージ 

（高校生レストラン事業を対象とした実証研究より抜粋）（再掲） 

関係者 アウトカム 段階 アウトカムの測定指標 指標の収集方法 

学校 入学希望者の維持、希望
者のレベル向上 

中間 入学希望者 相可高校提供 

自治体・
地域 

地域のファンの増加、来
訪客の増加 

中間 
ふるさと納税件数（相可高校
への寄附分） 

多気町提供 

生徒の地域への関心・愛
着が増す 

初期 
「将来、多気町で仕事をした
い」、「将来、県内で仕事を
したい」 

生徒へのアンケート 

高校と地域の人・企業と
の連携機会の増加 

中間 高校と企業との連携商品数 相可高校提供 

 

ロジックモデルで整理したアウトカムの全てを把握することは難しく、なかには測定の難しいアウト

カムも含まれている。そこで、整理したアウトカムのなかから測定対象にする重要なアウトカムを選ぶ

必要がある。選出の基準は下記のとおりである。 

図表 25 ロジックモデルで整理したアウトカムのうち測定対象とするアウトカムの選び方 

□行政、取組主体、取組の成果がもたらされる相手にとって重要なアウトカムか 

□アウトカムと取組の関係性は直接的か 

□アウトカムは目的達成のために有効なものか 

□アウトカムの測定は現実的に可能か 

□アウトカムを測定した結果、信頼のあるデータが手に入るか 

（出典）Ｇ８社会的インパクト投資国内諮問委員会、社会的インパクト評価ワーキング・グループ（2016） 

「社会的インパクト評価ツールセット実践マニュアル」をもとに作成 
 

指標については、先行研究などが参考になる。なお、社会的インパクトイニシアチブでは、教育分野

に関する一般的なロジックモデルや指標一覧を整理している。 

図表 26 社会的インパクトイニシアチブで整理されている教育分野のアウトカム指標例 

 
（出典）Ｇ８社会的インパクト投資国内諮問委員会、社会的インパクト評価ワーキング・グループ（2016）「社会的インパクト評価ツー

ルセット 教育」より抜粋 
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～ロジックモデルの作成と効果測定指標の検討について～ 

ロジックモデルの作成に際しては、模造紙やポストイットを使うと整理がしやすい。 

本調査研究では、行政と取組主体へのヒアリングで把握した内容をもとに（図表 2参照）、アウトカム、

アウトプット、アクティビティ、インプットについて、まずは分類に関係なく、幅広にそれぞれの要素

をポストイットに書き出して白紙に貼り付けた。その後、分類別に配置し、重複や関係のない項目、つ

ながりの悪い項目を削除した。 

各要素を整理した後は、今度は違う色のポストイットを利用し、上記で整理したアウトカムを測定する

ための指標を書き出し、最初のポストイットの上に貼り付けていった。 

なお、習志野市においても、模造紙やポストイットを用いてロジックモデルが作成されている。 

図表 27 習志野市におけるロジックモデルを策定するワークショップの様子 

 
（出典）習志野市ウェブサイト 

 

 効果測定手法の検討 

効果測定の手法を検討する際には、指標に係るデータの収集方法（既存データの整理、ヒアリング調

査、アンケート調査など）と効果測定をする際の比較対象（取組前後の比較、全国データとの比較、取

組の対象になっていない人との比較、時系列の比較等）を決める。 

これらを決めた後は、アンケートやヒアリングの設問表やデータ整理のフォーマットを用意し、デー

タを収集する。 

 データの収集・分析 

アウトカムに係る指標データを収集したら、それを分析する。分析の際は、取組によってレバレッジ

が効いた部分を含めて効果を測定することが重要である。例えば、子供を対象とした取組の場合、取組

の枠を超えて、地域にはどのような効果があったのか、学校にはどのような効果があったのかを整理す

る。そうすることで、取組を梃にどの程度の効果があったのかを示すことができ、さらなる予算を投入

する際の根拠資料となる。 

さらに、対象者の個人別の成果や個人属性のデータ、比較対象となるデータが入手できる場合は、取

組の効果の因果関係を分析し、どのような属性の人に有効な取組なのかを深堀することが可能である。

これについては、第５章に詳述している。 

分析後は、その結果を関係者に示しながら、成果が出ている要因や成果が出ていない要因についてヒ

アリングをし、取組の改善につなげる。 
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～データの収集・分析について～ 

データの収集・分析はエクセル上で整理することも可能であるが、複数者間でデータを共有する場合、

クラウドサービスを利用すると便利である。 

本調査研究では、行政、取組主体、調査委託先の３者でデータを共有するため、社会的インパクト評価

の管理や可視化を支援するプロジェクト管理システム「Newdea」を活用した。「Newdea」は、アメ

リカの Newdea 社が開発し、日本では株式会社ファンドレックス社が販売しているプロジェクト管理

システムで、世界 130 か国以上で活用されているクラウドサービスである。ロジックモデルを入力で

きることやアウトカムベースでのプロジェクト管理が可能なことが特徴で、インパクトレポートを自動

で作成することもできるツールで、日本でも中央省庁や、非営利組織、企業等に導入実績がある。 

図表 28 「Newdea」を活用したロジックモデルの整理イメージ 

 

 

 

以上、ロジックモデルの作り方について概要を説明した。詳細は下記の資料等を参考にされたい。 

また、巻末にロジックモデルの作成シートをつけているので御参照されたい。 

 

図表 29 ロジックモデルの作り方を記した主な参考資料 

○Ｇ８社会的インパクト投資国内諮問委員会、社会的インパクト評価ワーキング・グループ（2016）「社会的インパクト評

価ツールセット実践マニュアル」 

http://www.impactmeasurement.jp/case/ 

※社会的インパクト評価イニシアチブウェブサイトよりダウンロード可 

○広島大学地域経済システム研究センター（2014）「政策評価・行政評価のためのロジックモデル・ワークブック」（茂木

康俊 訳） 

http://www-cres.senda.hiroshima-u.ac.jp/info/2014/logic_model_workbook.pdf 

※アメリカの非営利組織 Innovation Network,Incが発行した「Logic Model Workbook」を翻訳したもの 

○財団法人農林水産奨励会 農林水産政策情報センター（2003）「ロジックモデル策定ガイド」 

http://www.maff.go.jp/primaff/kenkyu/gaiyo/pdf/066.pdf 

※アメリカのＷ.Kケロッグ財団が発行した「Logic Model Development Guide」を翻訳したもの 

  

http://www.impactmeasurement.jp/case/
http://www-cres.senda.hiroshima-u.ac.jp/info/2014/logic_model_workbook.pdf
http://www.maff.go.jp/primaff/kenkyu/gaiyo/pdf/066.pdf
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教育の観点から子供たち及び関係者に及ぼした効果の見える化：ルーブ

リックの活用 

ルーブリックとは―教育評価の一手法 

 教育評価の方法 分類（１） 

前項で紹介したロジックモデルは、教育の取組にかかわらず適用可能なツールであるが、ルーブリッ

クは、教育評価を行う上での１つのツールである。 

そもそも、教育評価とは、「子供や親のねぶみをすることではなく、『教育』のありようについて第一

に責任のある、学校や教師の教育力や行政の政策能力をねぶみすること」（中内 1998 p.169）であり、

教育実践の実態を把握し、それを踏まえてさらに教育実践を改善する営みとして定義されている（西岡 

2015）。 

また、一言に教育評価といっても、その方法は様々である。西岡（2016b）は、現在までに登場してい

る教育評価の方法を下記の図表のように分類している。評価方法の単純さ・複雑さを縦軸に、筆記によ

る評価・実演による評価を横軸に取り、整理している。 

図表 30 教育評価の方法  

 

（出典）西岡（2016b）p.83より抜粋 
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評価方法として一般的に想像されがちなのが、○か×かで採点できる選択回答式の筆記テストである

が、これは限られた時間内で一定の人数を評価する上では効果的な方法である。 

さらに、思考力・判断力・表現力など、○か×かで採点が難しい内容については、筆記による評価で

は、自由記述式の問題が課され、さらに複雑になると、エッセイや小論文、プレゼンテーションや実演

などの課題が該当し、それらはパフォーマンス課題と分類される。パフォーマンス課題を評価する方法

として、筆記による場合はポートフォリオ評価10、実演や日々の振る舞いに着目して評価する場合はパ

フォーマンス評価と呼ばれる。ルーブリックは、このパフォーマンス評価を実施するための、１つのツ

ールのことを指す（後段で詳述）。 

 教育評価の方法 分類（２） 

教育評価は、＜直接評価か、間接評価か＞、＜量的評価か、質的評価か＞という 2つの軸でも分類が

できる（松下 2016）。まず、直接評価と間接評価の違いについて、下記図表にまとめている。評価者（教

員など）が評価対象者を評価する方法が、直接的か間接的かによって分かれる。 

図表 31 直接評価と間接評価の違い  

 

（出典）松下（2016）p.16をもとに、三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティングが図表化 
 

 

また、量的評価と質的評価の違いについて、下記図表にまとめている（松下 2016を参照）。 

量的評価は、測定・評価の客観性が重視され、評価結果が数値で表されるため、選抜（受験など）、ア

カウンタビリティ（外部に対する教育や学習の成果の説明など）では用いられやすい。他組織との比較

や経年比較なども行いやすくなる。 

 対して質的評価は、個々の児童・生徒・学生の学習や指導の改善のための情報を得ることに適してい

る。ただし、質的評価は、評価者の主観が伴うために、測定・評価の信頼性を担保するため、ルーブリ

ックなどのツールを用いた評価基準の明示化・共有化、複数人の評価者同士でのキャリブレーション（基

準合わせ）などが重要になり、恣意的・独断的にならずに、間主観性を持たせるための工夫が求められ

る（ルーブリックについては後段で詳述）。 

                                                   
10 ポートフォリオ評価については、西岡（2003）などが詳しい。 

内容 方法・評価の資料

直接評価
学習者の知識や能力の表出を通じて―「何を知り何が
できるか」を学習者自身に提示させることで、―学習の
プロセスや成果を直接的に評価すること。

プロジェクトやテストなど、大小さ
まざまな評価課題や日常的な観
察・対話など。

間接評価

学習者による学習についての自己報告を通じて―「ど
のように学習したか」や「何を知り何ができると思ってい
るか」を学習者自身に答えさせることによって―学習の
プロセスや成果を間接的に評価すること。

児童・生徒・学生本人による、自
己評価のアンケート、今日の授
業で学んだことなどをテーマにし
た、リアクションペーパー（ミニッ
ツペーパー）など。
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図表 32 量的評価と質的評価の違い  

 
（出典）松下（2016）p.17に、三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティングが一部加筆（評価機能部分の説明を追記） 

 

これらの評価軸を組み合わせると、教育評価の方法は下記図表のように整理ができる。パフォーマン

ス評価は、直接評価かつ質的評価の第Ⅳ象限に属することになる。 

図表 33 2軸による教育評価の分類  

 
（出典）松下（2016）p.18をもとに、三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング作成 

 ルーブリックとは：パフォーマンス評価のツール 

前述の教育評価に関する説明を踏まえ、改めてルーブリックについて整理をすると、容易に○×が付

けられない類いの資質・能力、数量的に測ることが難しい質的な資質・能力について評価をする際に用

いるツールの名称であり、学習者のパフォーマンスの質を評価するための評価基準表のことを指す。 

資質や能力は、初歩的な課題を解くのに必要な段階から、複合的に絡み合う課題を解決できる段階ま

で、幅をもった多次元的・多段階的な連続体であるため、それらを評価するためには、連続体のどこに

量的評価 質的評価

評価データ 量的データ 質的データ

評価対象 集団または個人 個人

評価目的 比較、選抜、アカウンタビリティなど 学習や指導の改善など

評価課題
細かく分割された問題
文脈独立的

複合的な課題
文脈依存的

評価基準 客観性を重視 間主観性を重視

評価結果 数値 文章や数値

評価機能
主に総括的評価
（一定の教育機関の終わりに、目標が達成され

たかどうかを見るための評価）

主に形成的評価
（一定の教育機関の途中に、どの程度、目標に

近づいているかを判断し、その後の進み方を考
える手かがりを得るための評価）

評価方法 客観テスト、質問紙調査など
パフォーマンス評価・ポートフォリオ評
価、感想文など

Ⅱ

質問紙調査（アンケ―ト調査）

（例）学習行動、学習観、興味・
関心、能力などに関する質問

紙

Ⅰ

学習者による自分の学びにつ
いての記述

（例）感想文、リアクションペー
パー（ミニッツペーパー）

Ⅲ

客観テスト

（例）多肢選択問題、正誤問題、
順序問題、求答式問題

Ⅳ

パフォーマンス評価

（例）多様な作品や実演

ポートフォリオ評価

（例）学習の証拠資料

間接評価

直接評価

量的評価 質的評価
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質的な差異を見出し、解釈を与え、区切りをつけるかの基準が必要になる。その差異の判断を明示・共

有するためのツールがルーブリックであり、特に、複数の資質・能力が絡み合いながら発揮されるパフ

ォーマンスを評価する際に強みを発揮し、多段階的に質の深まりを問う際に適している（松下 

2007,2012,2016など）。 

例えば、ウエイターやウエイトレスの例を挙げれば、就業当初は、先輩スタッフから手取り足取り指

示を受けて、ぎこちなく接客をしていた段階から、徐々に業務に慣れていき、自分で機転を利かせたサ

ービスが提供できたり、自然体で接客ができるようになる段階へと変化がみられる。こうした日常に埋

め込まれた状態で、どのような変化が見られるかを測るものとしてルーブリックによる解釈を与え、評

価をする際に活用される。 

図表 34 パフォーマンス評価の構図（ルーブリックの位置づけ） 

 
（出典）松下（2007 p.11, 2016 p.29）をもとに三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング作成 

 

具体的には、表形式で表され、表側に評価規準（評価の指標）と、表頭に評価基準（レベルの度合い

を示す数値段階）からなる（上記の表側・表頭の配置について原則なルールはなく、逆でも良い）。何ら

かのパフォーマンスの質を段階的に測定するために用いる評価基準表であり、ひとまとまりのパフォー

マンスの質を複数の側面から採点するための指標である。 

さらに、効果を測定するパフォーマンスについて、複数の観点を盛り込んだ形で作成されるルーブリ

ックを「全体的ルーブリック」、全体的ルーブリックに含まれる観点を個別にブレークダウンして作成す

るルーブリックを「観点別ルーブリック」と呼ぶ。 

図表 35 全体的ルーブリックと観点別ルーブリックの違い 

 
（出典）大貫他（2015）p.20を基に、三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング作成 

  

ルーブリック
（解釈）

論理的思考力・協調性・
コミュニケーション能力など

パフォーマンス

振る舞い

課題
（可視化）

学力資
質
・能
力

全体的
ルーブリック

レベル １ ２ ３ ４

記述語 ABC ABC ABC ABC

観点別
ルーブリック

指標とレベル １ ２ ３ ４

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ・Ｂ・Ｃの観点が盛り込まれたパターン

ＡＢＣの観点別に
記述語が分かれたパターン
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全体的ルーブリックのみで、パフォーマンスの質の効果測定が可能な場合は、必ずしも観点別ルーブ

リックを作成する必要はない。ただし、成長段階を測定したい観点が複数ある場合や、同一のパフォー

マンスでも見る角度によってレベルが異なるといった場合には、観点別ルーブリックを作成することが

必要になる。 

全体的ルーブリックと観点別ルーブリックの強み・弱みを下記図表でまとめている。それぞれの特性

を見極め、測定したい対象に応じた使い分けが必要になる。 

図表 36 全体的ルーブリックと観点別ルーブリックの強み・弱み 

 

（出典）大貫他（2015）p.33をもとに、三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティングが図表化 

 

実際のルーブリックの一例として、本報告書内で扱っている高校生レストラン事業の事例を基に作成

した、調理クラブに参加している高校生についての観点別ルーブリックを下記図表で紹介する。 

表側には効果測定の指標（技術力・コミュニケーション力、協調性、ビジネス感覚）、表頭には 1から

4段階の数値段階が示され、そこでできた 12個のセル 1つ 1つに、パフォーマンスの特徴を説明した記

述語が入っている。 

図表 37 ルーブリックの例（高校生レストラン事業を対象とした実証研究より抜粋） 

 
（出典）三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング作成 

○強み 課題全体の印象や幅広い教育目標について手早く信頼性のある評価を行うことができる

×弱み
１つの記述語に様々な観点を含むため得点が明確にならないことがある
個々の評価者が重視する観点が異なると信頼性が担保しづらくなる

○強み
観点ごとの児童・生徒・学生の取り組みの到達点を明らかにし、児童・生徒・学生に省察
を促したり、個のつまづきに応じた指導を行うことができる

×弱み
観点を分けすぎると煩雑さが増し、使いにくいものとなる
評価の実行可能性が低下する可能性がある

全体的
ルーブリック

観点別
ルーブリック

1 2 3 4

技術力、
コミュニケーション力

自らの考えを表現するプレ
ゼン力や挨拶力が育ってい
ない

周囲の指導により、徐々に
接客時の挨拶ができるよう
になっており、自らサービス
を向上させようという意欲が
出てきている

自ら積極的に接客サービス
を行うようになっており、食
材購入のための交渉力も自
ら行えるようになっている

プレゼン力が向上し、活動に
関連する主体との意思疎通
もできている。周囲の人々
にホスピタリティを持って接
することができている

協調性
チームの中での行動がとれ
ず、自分の発言や行動にも
責任感が薄い

チームの中で、自分の役割
を自覚し、行動しようという
意欲が出ている

チームの中で、自分の役割
を自覚し、責任感も出てきて
いる

チームの中での自分の役割
を自覚し、責任感を持って意
欲的に行動できている

ビジネス感覚 コスト意識がない 食材を無駄にしなくなる
食材の無駄や食材の仕入
れ値に敏感になる

コストに配慮したうえで、メ
ニュー提案ができるようにな
る

評価規準（評価の指標）

評価基準（数値段階）
一連の成長を見える化

パフォーマンスの特徴
を説明した記述語
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ルーブリックの活用状況 

ルーブリックの活用は、主に、アクティブ・ラーニングを実施する学校教育現場で、それらの活動の

効果をいかに測定するかという際に活用されるケースが大半であり、行政の事業評価や政策評価におい

て運用されている例は管見の限り見つけることができていない（有識者へのヒアリングにおいても、存

じていないとのことであった）。 

ルーブリックを用いたパフォーマンス評価は、その前提として、様々な知識やスキルを統合して使い

こなすことを求めるような複雑な課題（パフォーマンス課題）設定の必要がある。時間や空間を区切っ

て行われる「客観テスト」（選択回答式の筆記テストなど）で測ることができる資質や能力は限定的で

あるという批判を基盤としていることから、リアルな文脈の日常に近い状態で、子供たちがどのような

パフォーマンスや振る舞いを行うかを測定する。パフォーマンス課題には、エッセイ、研究レポートな

どの作成のように、何らかの「作品」を持って効果が測定されるものから、朗読、ディベート、実験、

演劇のように「実演」を持って効果が測定されるものもある（西岡 2015）。教科・科目も限定されず、

国語科、算数・数学科、社会科、理科、外国語科などの主要教科・科目に限らず、音楽科・美術科、技

術・家庭科、体育科などの教科・科目でもパフォーマンス課題の設定は可能である（実践事例は、西岡

（2016a）が詳しい）。 

本報告書で扱っている事例のうち、ルーブリックを活用した事例では、必ずしも、特定のパフォーマ

ンス課題に対するパフォーマンスを効果測定したものだけではなく、「中長期的な期間での変化」を扱

ったものが含まれているが、いずれにしても、客観テストでは測りにくい資質・能力を可視化し、教育

的効果を示すツールとして用いている11。 

ルーブリックを活用することによる利点と注意点 

ルーブリックを用いたパフォーマンス評価の利点として、評価者（当該教育実践者）側と被評価者（児

童・生徒・学生）側それぞれの立場から整理をしたい。また、それらを踏まえた上で、それぞれについ

てルーブリックを活用する上での注意点についても言及する。 

 評価者及び教育実践者にとっての利点・注意点 

 ルーブリックを用いることによる評価者及び教育実践側に期待される利点として、本事業との関わり

の中で最も期待できることは、複雑な要素が絡み合う取組や表出する振る舞いなどの質的な指標につい

て段階的に捉えることにより、「質を数値化するツール」としての機能をもつことである。 

児童・生徒・学生のパフォーマンス（作品・実演・振る舞い）の質を、ルーブリックを介して数値化

することで、客観テストや質問紙調査と同じように統計分析にかけることも可能になる（松下 2016）。

実際、パフォーマンス評価を取り入れた大規模アセスメントも、アメリカでは実施され始めていること

が報告されている（松下 2012）12。 

 一方で、パフォーマンス評価は評価基準表であるルーブリックを用いたとしても、どうしても評価者

の主観が入り込んできてしまうため、信頼性の確保が最大の課題である。質的なパフォーマンスを評価

するため、同じルーブリックを用いて評価しても、評価者によって評価結果が異なることが往々にして

ある。 

                                                   
11 なお、特定のパフォーマンス課題についてのルーブリックにおける記述語の抽象度を高めることで、中長期的なルーブ

リックを作成することが可能となる（大貫他 2015） 

12 アメリカで普及し、OECD-AHELO ジェネリックスキルの評価でも採用されたアメリカの CLA（Collefiate Learning 

Assessment）はその代表的な例として紹介されている（松下 2012,2016）。 
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 そこで、そうした主観性をできるだけ排除するための防止策として、評価者間信頼性（評価者間での

評価結果の一致の度合い）を高める工夫が求められる。具体的には、「モデレーション」と呼ばれる、複

数の評価者ないしは複数の評価チームが同じパフォーマンスを評価し、その評定結果を比較・検討する

ことによって、評価規準・基準について解釈の仕方を調整（moderate）しながら、評価者間での評価の

プロセスの一貫性を担保する取組である。 

 また、後段のルーブリックの作成部分でも詳述するように、ルーブリックの評価基準（数値段階）の

設定を粗くしすぎないことも重要である。例えば、レベルが 3段階の場合は、記述語により設定される

段階が粗くなり、1が非常に低いレベル、3が非常に高いレベルで、2のカバーする範囲が非常に広くな

ってしまい、微妙な差異やバラツキが掬い取れず信頼性に欠ける結果が生じてしまうことが懸念される

（松下 2016）。なお、松下他（2013）によれば、評価基準（数値段階）だけでなく、評価規準（評価指

標）について 6つ以上増やすと信頼性は大きく変わらないことが分かっている。 

 このように、間主観性を担保するための様々な工夫はなされているものの、評価者は、被評価者を日

常的に観察できる人にならざるを得ないこともパフォーマンス評価の特徴であるため、距離をとって評

価をすることは非常に難しい。恣意的・独断的な評価を完全に排除することは難しいため、評価者側に

相当な評価者リテラシーが求められる。継続的な評価者トレーニングが必要になると同時に、複数の評

価者によって効果を測定することが重要になる。 

 以上を踏まえれば、「定量的に数値化できない指標は全てルーブリックで対応できる」というわけでは

なく、評価者間で合意できた指標で、かつ、段階的に子供たちの成長を把握できる指標についてだけが

作成の対象となり、そのレベル合わせ等を含めて、丁寧な設計が求められることも改めて確認されたい13。 

 被評価者にとっての利点・注意点 

ルーブリックを用いたパフォーマンス評価により、被評価者である児童・生徒・学生本人たちにもメ

リットが期待される。 

ルーブリックを作成することで、作成評価対象に対する、評価者側の認識が映し出されることになる

ため、「何を評価のポイントとしてみているか」、「どのような様子を成長と捉えるか」が表されることに

なる（大貫他 2015）。そのため、（学習）活動の初期段階からルーブリックを、被評価者たちに示すこと

で、彼・彼女自身の自己省察や自己評価が促されたり、（特定の課題がある場合）課題に取り組む中で、

どこに注意をすれば良いか、どうすれば良い作品・実演ができるか、学習の水路づけを与えられること

が期待されている（松下 2016）。 

ただし、逆にいえば、どのレベルに達すれば最高段階かを明示されることにより、成長段階がルーブ

リック上での最高レベルで止まってしまい、それ以上の成長が期待しにくくなるという課題も併発しや

すい。「傾向と対策」的な学習を助長しかねないという懸念である。 

そのため、ルーブリックは一度作成したら終わりではなく、効果を測定する対象や時期などに応じて、

堪えず見直しを図り精度を高めて、子供たちの変化を動態的に捉えることができる状態をつくることが

求められる。 

 ルーブリックの妥当性 

なお、ルーブリックを用いたパフォーマンス評価結果の妥当性について、有識者へのヒアリングを実

                                                   
13 本文では特筆していないが、ルーブリックによる評価を導入する利点として、そのほかに、取組の目標がより明確にな

る／指導する教員側の指導方針の方向性が定まる／生徒の変容が捉えられるようになる／日常の活動を評価することが

できるようになるといった内容が実践者からあげられている（佐藤 2015）。 
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施したところ、（ルーブリック作成過程や評価に関わっている方々の状況にもよるが）その結果自体を「エ

ビデンス」と呼ぶには脆弱であるという意見があった。 

通常、学校教育現場に対して、「この取組は教育的に意義のある取組である」と示すときは、必ず授業

の指導案など生のデータを提出し、その添付資料という位置づけで、日頃児童・生徒・学生を観察して

いる教員自身により評価された（つまり自己評価の）ルーブリックを活用したパフォーマンス評価結果

を示すケースがほとんどであるという。 

そのため、ルーブリックの結果を読み解く場合、読者側にとっても注意が必要であり、評価者側は間

主観性を担保する努力が必要になることを繰り返し確認されたい。 

ルーブリックの作り方 

では、具体的にルーブリックはどのように作成すると良いか。作成の手順について、はじめに、特定

のパフォーマンス課題を課す場合のルーブリックは、以下の手順で作成することが勧められている（西

岡 2016b など）。ルーブリックを作成することで、各レベルに対応する典型的なパフォーマンスの事例

（これを「アンカ―作品」という）を整理することができるようになる。 

図表 38 特定課題ルーブリックの作り方 

① パフォーマンスする課題を実施し、学習者の作品を集める。 

② パッと見た印象で、「５ すばらしい」「４ 良い」「３ 合格」「２ もう一歩」「１ かな

りの改善が必要」といった五つのレベルで採点する。複数名で採点する場合は、お互いの採点が

分からないように工夫する（例えば、筆記による作品の場合は、評点を付箋紙に書き、作品の裏

に貼り付ける）。 

③ 全員が採点し終わったら、付箋紙を作品の表に貼り直し、レベル別に作品群に分ける。それぞれ

のレベルに対応する作品群について、どのような特徴が見られるのかを読み取り、話し合いなが

ら記述語を作成する。 

④ 一通りの記述語ができたら、評価が分かれた作品について検討し、それらの作品についても的確

に評価できるように記述を練り直す。 

⑤ 必要に応じて評価の観点を分けて、観点別ルーブリックにする。 

（出典）西岡（2016b）p.103 

 

なお、多くの行政事業では、学校教育内での教育実践と異なり、特定のパフォーマンス課題は設定し

ないケースが多いことが想定される。本報告書内で扱った事例もその例外ではなく、こうしたケースに

おいては、「質を数値化するツール」としてのルーブリックの意義に着目し、ロジックモデルなどと照ら

し合わせながら、当該教育実践を通して、児童・生徒・学生たちの特定の指標について、どのような状

態になることが目指されているのかという観点から作成することとなる。 

作成の手順は、上記図表で紹介した手順と大きな違いはなく、「パフォーマンス課題」が「何らかの事

業に基づく教育実践全体」に置き換わるイメージで捉えられるが、この場合、「何らかの特定の課題に対

する作品や実演」が不在のため、当該教育実践が目指している理念に沿った評価規準・基準を作成する

ことが、初期段階には必要になる。 

このとき、評価者に加えて、第三者が入り、そもそも当該教育実践は子供たちがどのような状態にな

ることを目指している取組なのかを丁寧にヒアリングするなどして、共同で作成していくことが信頼性

を担保するためにも望ましい。 

最後に、取り上げる評価指標のそれぞれについて、段階ごとに記述語を埋めていき、評価の観点・レ

ベル感について、評価者間で共通理解を図り、複数人で試行をしながら基準合わせを行っていくことで、
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精度の高い、一定の信頼性が担保されたルーブリックが作成される。記述語を検討する際には、抽象的

な表現には止めず、関係者間で共有できる具体的な状況・動作まで掘り下げた表現にすることが極めて

重要である。 

各団体や事業によって、目指す方向性が異なることは通常であるため、それぞれの目標、子供たちに

あってほしい姿にあったルーブリックを作成することが求められる。 

図表 39 ルーブリックの作り方 

 

 当該教育実践の目標・子供たちがどのような状態になることを目指しているのかを評価者（当該

教育実践者）内で認識の共有を図り、指標レベルまで落とし込む（ロジックモデルの作成と並行） 

① 教育実践の目標を指標レベルまで落とし込んだ後、数値化が難しい指標（例えばコミュニケーシ

ョン能力が身につくなど）について、整理し、表側に設定する 

② それぞれの評価指標について、各評価者（当該教育実践者）別にいくつかの段階別に（最初は４

段階で考えてみることを推奨） 該当する振る舞いやパフォーマンスについて、記述語を埋めてい

く。この際、抽象的な表現には止めず、関係者間で共有できる「具体的な状況・動作」まで掘り

下げた表現にすることが極めて重要となる 

③ 評価者（当該教育実践者）同士でお互いの記述語を共有し、それぞれの指標について段階の摺り

合わせを行う 

（出典）三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング作成 

ルーブリックを活用した教育的効果の検証方法 

 ルーブリックを用いることによる利点でも前述したように、本事業との関わりの中で最も期待できる

ことは、「質を数値化するツール」としての機能をもつことである。 

 そのため、ルーブリックを用いて収集したデータを基に、図表化するなどして、視覚的に効果を示す

ことができる強みを有している（その解釈や信頼性の担保についての注意点についても前述のとおり）。 

ただし、本節冒頭の教育評価に関する説明部分で前述したとおり、ルーブリックを用いたパフォーマ

ンス評価は、評価対象は個人（児童・生徒・学生１人１人）であるものの、その目的は、個々の児童・

生徒・学生を評価するものではなく、学級や団体という単位で、学習環境の見直しを測り、改善に生か

していくことが目的である。集団全体として、どのくらいの変化が見られているかを検証することを通

1 2 3 4

評価の指標（１）

評価の指標（２）

評価の指標（３）

数値化が難しい指標（例えばコミュニケーション能力
が身につくなど）について、整理し、表側に設定

各評価者別に、段階別に該当する振る舞いや
パフォーマンスについて、記述語を埋めていく

評価者同士でお互いの記述語を共有し、それぞれの
指標について段階の摺り合わせを行う

指標数の上限は特にない
（少なすぎると、捉えるべき指標が掬い切れない可能

性が高まり信頼性が落ちる要因になる）

段階数に決まりはないが、
４段階で作成している例が多い

①

②

③

抽象的な表現には止めず、関係者間で共
有できる「具体的な状況・動作」まで掘り
下げた表現にすることが極めて重要
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して、環境面を改善することに力点が置かれている（究極的には個々人の変化をみるために実施するも

のではない：有識者へのヒアリングより）。 

また、資質・能力のうち特に質的なもの（コミュニケーション能力など）は、単線的に上がっていく

ものではなく、その時々の状況等に応じて、評価が分かれるものでもある。そのためルーブリックを用

いたパフォーマンス評価の解釈に際しては、集団全体として、ある時点では 1～2を中心に分布していた

ものが、時間が経過するごとに 3～4へと分布がスライドしていく姿を目指していることとなる。 

 

具体的な検証方法は、何時点かに分けて、同一のルーブリックを用いて、同一の児童・生徒・学生の

ことを評価し、それぞれの間での変化量を見る方法が一般的である。ただし、変化の示し方は様々であ

り、本報告書内で取り上げている高校生レストラン事業の事例のように、評点の変化量を横軸に、割合

を縦軸に取って図表化する方法（エクセルの「散布図」を使用）や、各指標を頂点に多角形のレーダー

で変化量を表す形（エクセルの「レーダー」を使用）もある。 

図表 40 ルーブリックの変化量の示し方① 

 
（出典）三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング作成 

 

また、ほかの実践を参照すれば、定期的にルーブリックを用いた評価を継続し、グループ別にその変

化量を示したものもある（エクセルの「バブル」を使用）。 

下記図表を見れば一目瞭然であるが、高校 2年 7月の初期段階から、最終の高校 3年 7月まで、生徒

たち（グループ単位）の変化をみれば、レベル 1～2にかかる円が大きかったものから、徐々にレベル 3、

4の方向へと最も大きな円が移行していく姿が見て取れる。このように、数値化しづらい指標を、数値

化して捉え、視覚的に分かりやすい表現ができることはルーブリックの長所であるといえる。 

 

1.78

1.941.89

3.44

3.113.28

1

2

3

4

接客力、コミュニケー

ション力

協調性ビジネス感覚

１年次

３年次
0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

0 0.5 1 1.5 2 2.5 3

割
合

評点の変化量

調理クラブに入っている人

（変化量平均1.17）

調理クラブに入っていない人

（変化量平均0.82）

「協調性」の変化量

※調理クラブ参加者・被参加者別に前後比較
をした際の変化量をグラフ化

３指標の変化量

※指標として採用した、協調性、コミュニケーション力、
ビジネス感覚を頂点とするレーダー



II. 教育の観点から子供たち及び関係者に及ぼした効果の見える化：ルーブリックの活用 ５．ルーブリックを活用した教育的効果の検証方法 

 

 54  

図表 41 ルーブリックの変化量の示し方②：「表現方法と分析」の変化量 

 
（出典）佐藤（2015）pp.50-53をもとに、三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング作成 

 

以上、ルーブリックを用いたパフォーマンス評価について概要を説明したが、参考文献としてあげた

各種文献には実践例も紹介されているため参考にされたい。また、巻末にルーブリックの作成ツールを

つけているので御参照されたい。 

図表 42 ルーブリックを用いたパフォーマンス評価を記した主な参考資料 

○松下佳代, 2007, 『パフォーマンス評価――子供の思考と表現を評価する』日本標準． 

○松下佳代, 2012, 「パフォーマンス評価による学習の質の評価――学習評価の構図の分析に基づいて」『京都大学高等教

育研究』第 18号: 75-114． 

○松下佳代, 2016, 「アクティブ・ラーニングをどう評価するか」溝上慎一監修、松下佳代・石井英真編『アクティブ・ラ

ーニングの評価』東信堂: 3-25． 

○松下佳代・小野和宏・高橋雄介, 2013, 「レポート評価におけるルーブリックの開発とその信頼性の検討」『大学教育学

会誌』35(1): 107-15． 

○中内敏夫／上野浩道・木村元・久富善之・田中耕治編, 1998, 『「教室」をひらく――新・教育原論』（中内敏夫著作集

Ⅰ）藤原書店． 

○西岡加名恵, 2003, 『教科と総合に活かすポートフォリオ評価法』図書文化． 

○西岡加名恵, 2015,「教育評価とは何か」西岡加名恵・石井英真・田中耕治編『新しい教育評価入門――人を育てる評価

のために』有斐閣: 1-22． 

○西岡加名恵編著, 2016a, 『「資質・能力」を育てるパフォーマンス評価――アクティブ・ラーニングをどう充実させる

か』明示図書出版． 

○西岡加名恵,2016b, 『教科と総合学習のカリキュラム設計――パフォーマンス評価をどう活かすか』図書文化． 

○大貫守・福嶋祐貴・次橋秀樹・徳島祐彌・中西修一朗・本宮裕示郎, 2015, 「向光性の探究を評価するルーブリックの検

討」 

○佐藤哲也, 2015, 「生徒の自主性・自発性を高める課題研究の指導とその評価」 
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地域振興の観点から地域に及ぼした効果の見える化：社会的投資収益率

（SROI）の活用 

SROIとは14 

社会的投資収益率（Social Return on Investment : SROI）とは、財務会計における ROI（Return on 

Investment）と費用便益分析の考え方をベースとした手法で「社会的な活動に対して資金やリソースが

投じられ、プロジェクトが実施された結果として発生した社会的インパクトについて、貨幣価値に換算

された定量的評価を行うもの（伊藤 2014）15」である。 

SROI では、取組の社会的価値を貨幣価値に換算し、投入された費用に対して何倍の便益があったの

かを定量的に示す。貨幣価値に換算できない社会的価値もあるため、SROI 分析レポートでは、貨幣価

値換算した結果だけでなく、貨幣価値に換算できなかった定性的な成果もレポートで整理することが推

奨されている。 

SROI は、米国のロバーツ財団（Roberts Enterprise Development Fund : REDF）により開発された

手法で、平成19年からは英国内閣府とスコットランド政府が、SROIの活用を目指す会員組織であるSROI

ネットワーク等の組織と共同で手法の標準化を進め、平成 21年にはガイドラインを共同発行している。 

日本においては、特定非営利活動法人 SROIネットワークジャパンや株式会社公共経営・社会戦略研

究所が中心となり、SROI に関するセミナーやトレーニングの実施、コンサルティングサービスの提供

をしている。 

行政評価における SROIの活用状況 

日本では、企業の CSR活動、非営利セクターや財団の事業評価などを中心に SROIの活用事例が増え

ている。SROIの活用事例は、特定非営利活動法人 SROIネットワークジャパンや株式会社公共経営・社

会戦略研究所のウェブサイト、社会的インパクトイニシアチブのウェブサイトに掲載されている16。 

中央省庁においては、厚生労働省「新たな就労支援（中間的就労）事業の社会的価値に関する調査」、

「福祉事業における事業評価手法確立に向けた調査・研究事業」、「地域若者サポートステーション事業

の費用対効果調査研究事業」、国土交通省「多様な主体による地域づくり活動の社会的価値の評価に関

する調査」、環境省所管の一般社団法人新エネルギー導入促進協議会の「スマートコミュニティ構想普

及支援事業」などにおいて SROIを活用した実証研究がなされている。 

自治体においては、岩手県「県民協働型評価業務（テーマ：岩手県における若者支援策の可能性につ

いて）」、釧路市「生活保護自立支援プログラム」17や豊島区「被保護者あんしん支援事業」、埼玉県「新

しい公共支援事業」「埼玉県 NPO活動促進助成事業」などにおいて SROIを活用した効果測定がなされて

いる。 

                                                   
14本節は、SROI ネットワークジャパンウェブサイト（http://www.sroi-japan.org/）及び英国内閣府サードセクター局発行

の「Social Retern on Investment」（http://www.socialvalueuk.org/app/uploads/2016/03/1503SROI_TEXT.pdf）を参

照している。 

15 伊藤健（2014）「SROI－協働型の定量評価プロセスの構築」 玉村雅敏編著「社会イノベーションの科学―政策マー

ケティング・SROI・討論型世論調査」 

16 公共経営・社会戦略研究所ウェブサイト（http://koshaken.pmssi.co.jp/）、社会的インパクトイニシアチブウェブサイ

ト（http://www.impactmeasurement.jp/） 

17 釧路市における SROI を用いた事業評価については、釼谷ほか（2014）「SROI を用いた釧路市生活保護自立支援プロ

グラムの事業評価」社会福祉研究第 119 号に詳述されている。 

http://www.socialvalueuk.org/app/uploads/2016/03/1503SROI_TEXT.pdf
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■行政における SROIの活用事例■ 

【事例２ 豊島区「被保護者あんしん支援事業」】 

○SROIを活用した効果測定の取組概要 

 豊島区では、OJTの一環として平成26年度に「被保護者あんしん支援事業」について、SROIを活用

した効果測定を試みている。同事業は、平成23年４月より開始された委託事業である。 

 被保護者あんしん支援事業は、「生活保護受給者である高齢者に対し、訪問を実施し、きめ細かな生活

の見守りを行うことにより、高齢者ができる限り住み慣れた住まいで安心した生活を営み、生活の継続

を図ること」（実施要領より引用）を目的とした事業である。委託事業者の支援員が利用者宅へ訪問し、

訪問相談支援、生活課題解消支援、社会参加促進支援を行っている。利用者はおおむね 65歳以上の高

齢者で、生活福祉課、西部生活福祉課の担当ケースワーカーが事業の支援を必要とする対象者を抽出し

ている。 

 

○取組経緯 

 SROI を活用した効果測定に取り組んだきっかけは、同事業費は厚生労働省の補助金により満額補助さ

れていた事業であったが、法改正に伴い平成27年度から補助率が減らされるという話が出てきたこと

であった。実際に、平成27年度より同事業に対する厚生労働省の補助率は３／４に減額されている。 

 現場では、安心感や生きがいの増進といった事業の効果は感じていたものの効果を可視化できていなか

ったため、補助率が減らされた後も一般財源を獲得できるよう企画・財政に効果を示すことが必要なの

ではないかと感じていた。 

 そのような折、平成25年度に研修として生活福祉課、西部生活福祉課の職員が釧路市福祉事務所を訪

問したところ、釧路市が生活保護自立支援プログラムの事業評価に SROIを活用していることを知り、

それを契機に、SROI に関心を持った生活福祉課の職員３人で自立支援プログラム評価検討プロジェク

トチームを結成し、事業の効果測定に取り組むこととなった。 

 

○効果測定のプロセス 

 平成 26 年６月にプロジェクトチームを立ち上げた後、慶應義塾大学大学院 政策・メディア研究科特

任助教（当時）でありSROIネットワークジャパンの代表理事である伊藤健氏にアドバイザーを依頼し、

SROI についての理解を深めていった。それと並行して庁内調整を進め、８月～９月頃に関係者への個

別ヒアリングを実施した。伊藤氏には、代理指標の設定方法や寄与率の考え方等について３回程度アド

バイスをいただいたとのことであった。 

 ヒアリングは、被保護者、委託事業者の支援員、ケースワーカーに対して行われた。ヒアリング結果及

び所管課の資料からアウトカムを抽出し、インパクトマップを作成し、そのなかから金銭価値へ換算す

るアウトカムを特定した後、被保護者向けのアンケート調査票を設計した。 

 11 月～12 月にアンケート調査を実施し、それをもとにインパクトを試算し、３月に効果測定結果を

報告書の形にまとめている。 

 なお、SROI の算出に際しては、本来ならば死荷重、置換効果、逓減率も考慮すべきところであるが、

伊藤氏との相談の上、本調査研究ではそれらの項目に影響されないと仮定し、寄与率のみが考慮されて

いる。 

 

○SROIを活用して効果測定を行ったことの効果 

 取組の効果を数値化することで、成果の可視化が達成できたこと、より効果をあげるためにはどのよう

な方策が必要なのかについて提言することができたとのことであった。 

 さらに、効果測定の過程において、委託事業者の支援員、ケースワーカー、被保護者の間で共通言語が
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できた意味も大きいと感じられている。ケースワーカーは、従来は事業の対象者を抽出した後は委託事

業者の支援員に任せるというスタンスであったが、ケースワーカーと支援員が援助方針を話し合うこと

でより効果的な支援が可能になることを実感し、提言に盛り込んだとのことである。 

 

○SROIを活用して効果測定を行う際の課題 

 SROI を活用して効果測定をする際には、関係者間で納得できる金銭価値換算のための代理指標を設定

することが難しく、その代理指標の設定がとても重要であったと感じられている。欧米のように日本で

も、一定程度合意された代理指標があると、恣意性が排除されて効果測定の信憑性が高まるだろうとの

示唆があった。 

 金銭価値換算をする際は、民間で提供されているサービス料を代理指標として設定すると、周囲の納得

が得やすかったとのことである。例えば、利用者にとって外出機会の獲得というアウトカムについて、

社会参加事業へ１回参加すると介護保険制度のサービスである介護予防通所介護に１回参加したと同

等の効果があると仮定し、金銭価値に換算している。 

 また、評価対象者が多いと、誰にどのような効果があったのかを分析するための細かなデータの収集が

難しくなる上、関係者の合意形成を図ることが難しくなるため、対象は絞る必要があるだろうとの示唆

があった。なお、豊島区では、担当課が複数に渡るとデータの入手が難しくなるため、自課にあるデー

タだけで分析をすることを前提に効果測定が行われた。 

 

○効果測定結果の活用方法 

 SROI を効果測定の新たな手法として示すことはできたが、単年度のみの試行にとどまり、本格的な評

価手法としての導入には至っていない。 

 プロジェクトチームメンバーは、厳しい財政状況下で成果重視の事業評価、予算査定が行われるなか、

SROIは取組の効果を主観的ではなく客観的に説明できる材料となりうると感じている。 
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■行政における SROIの活用事例■ 

【事例３ 埼玉県 NPO基金助成事業の成果の見える化の試み】 

○SROIを活用した効果測定の取組概要 

 埼玉県では、平成26年に武蔵大学の粉川教授からアドバイスを得ながら、過去に助成をした新しい公

共支援事業と埼玉県 NPO 活動促進助成事業の中の各１事業について、SROI を活用した効果測定を行

った18。 

 これらの事業は、平成 16年４月に設立された埼玉県NPO基金を用いて実施されている事業である。

同基金は、設立当初は県が１億円を拠出し、民間からの寄附を合わせて運用している。 

 

○取組経緯 

 SROI を測定したねらいは、基金創設から 10 年が経過し、民間からの寄附が減少傾向にあるなかで、

助成事業の効果を可視化することで基金への寄附を促進することにあった。 

 さらに、埼玉県では、非営利組織の資金調達基盤の整備を目的に、金融機関やクラウドファウンディン

グサイトを運営する企業との提携を行っており、関係者に事業の社会的価値を示すことで非営利組織へ

の社会的投資19を促進することもねらいであった。 

 

○効果測定のプロセス 

 平成26年６月に基金事業のなかから効果測定の対象とする事業を決定した。新しい公共推進事業から

は「埼玉県ホームスタート推進事業」を、埼玉県 NPO活動促進助成事業からは「生産者と料理人と一

緒に出向く食育」を対象とした。 

 同時に、慶應義塾大学大学院 政策・メディア研究科特任助教であり SROI ネットワークジャパンの代

表理事である伊藤健氏の講義を受け、SROIについての理解を深めていった。 

 そして、武蔵大学の粉川教授の指導の下、８～９月にかけて関係者へのヒアリングを行い、その後、ロ

ジックモデルの作成やインパクトマップの作成、貨幣価値を換算する指標の設定等を進め、12 月には

SROI 値を算出した。その後、算出した結果について事業実施主体やアドバイザーと協議を重ね、平成

27年３月のNPO学会で効果測定の結果を発表した。 

 なお、これらの効果測定は、県職員７名体制で行われた。 

 

○SROIを活用して効果測定を行ったことの効果 

 SROI 測定のプロセスを通じて、SROI や社会的インパクト評価についての理解が深まった点が主な効

果として挙げられた。また、測定の過程で、助成事業の実施主体との対話が生まれ、事業に対する相互

理解が促進されたと感じられている。 

 

○SROIを活用して効果測定を行う際の課題 

 SROI を活用して効果測定を行う際の課題として、測定の結果をどう評価するのかが難しいという点が

挙げられた。SROIが１の事業と1.5の事業とあった場合に、どう評価をしていいのかが難しく、さら

に、貨幣価値を換算する指標の設定方法や金銭価値換算するアウトカムを増やすことで容易に数字が跳

ね上がってしまうこともその評価を難しくしている要因になっているとのことであった。 

 また、測定に係る工数の問題も指摘された。SROI の測定には多くの工数がかかるため、単年度の少額

                                                   
18 詳細は、粉川一郎（2016）「SROI 評価における課題と可能性」The Nonprofit Review Vol. 16(2016) No. 1  

19 社会的投資とは、「社会的な価値と経済的な価値の両立を目指した投融資等の資金提供」（日本財団（2015）「日本に

おける社会的投資の最前線」より引用）を指す。 
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事業のなかで、測定を行うことは現実的ではないだろうとのことであった。ただし、複数年かけて多額

の県費を投入する事業であれば、データの蓄積には労力を要するものの、予算要求の補助資料として使

える可能性があるだろうとの示唆があった。さらに、毎年内容が変わらない事業であれば、成果を比較

するツールとして使える可能性もあるとのことであった。 

 

○効果測定結果の活用方法 

 ①助成金の申請フォーマットの変更 

 効果測定を通じて、基金を活用した取組が誰にどのような成果をもたらすかを共有することが、県と助

成先の双方の取組に対する理解を深めることが分かったため、平成 27年度より共助づくり支援事業の

助成金の申請書のフォーマットのなかで、誰にどのような成果をもたらすのかを記載する箇所を新設し

ている。なお、共助づくり支援事業は、NPO と市町村や自治体、社会福祉協議会、任意団体などが３

主体以上で連携して取り組む事業で、対象分野は自由、助成金額は 20万～50万円となっている。 

 申請書には、平成26年度以前も取組の成果を記載する箇所は設けられていたが、それを関係者別に分

け、さらに成果の測定方法についても関係者別に記入するフォーマットとした。ただし、同事業は少額

の助成であることからイベント的な事業が大半を占め、成果や成果の測定方法を関係者別に書き分ける

ことが難しく、成果の測定方法はほとんどがアンケートとなっている。 

 そのため、平成29年度からはフォーマットを若干改変することが予定されているが、関係者別に成果

を整理する申請書フォーマットは、申請団体の意識を成果に向けるためのツールとしては有効と感じら

れている。 
 

②取組に関する外部への説明資料としての活用 

 SROI 測定の取組は、上述のとおり NPO 学会で発表されたほか、G８社会的インパクト投資タスクフ

ォース国内諮問委員会主催のシンポジウムや、日本ファンドレイジング協会主催のファンドレイジン

グ・日本2016などにおいて発表されており、県の取組の PRになっていると感じられている。 
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SROIを活用することによる利点 

SROI 活用方法には、マネジメントツールとしての活用、関係者との共有意識を醸成するためのコミ

ュニケーションツールとしての活用、組織外への説明ツールとしての活用の３つが考えられる。 

そして、SROI を活用することによる利点は、上述した平成 21 年に英国内閣府と SROI ネットワーク

の共同で発行された SROIガイドラインにおいては、提供するサービスの改善と組織の持続性の向上の

２つであると整理されている。具体的な利点は下表に整理したとおりで、SROI の活用方法によって異

なってくる。 

マネジメントツールとして活用する場合、SROI では取組がどのような社会的価値を将来的にもたら

すのかを予測できる点が大きな特徴である。というのも、SROI には過去に起きた事象の社会的価値を

測定する分析型と、将来において想定した成果が実現した場合の社会的価値を予測する予測型の２つが

あるからである。 

また、関係者とのコミュニケーションツールとしてできる点も、SROI の大きな特徴となっている。

これは、後述する SROI原則にあるとおり、SROIが関係者を巻き込んで行う参加型評価であるためであ

る。SROIは最終的な算出値に注目されがちであるが、SROIネットワークジャパンの伊藤氏は、SROIは

SROI 値そのものよりも、その過程において関係者間で取組がもたらす社会的価値についての合意形成

が図られ、取組が価値を生むプロセスについて理解が深まり、それが経営判断や投資判断などに活用さ

れることに価値があると繰り返し主張されている。 

組織外への説明ツールとして活用する場合は、予算や寄附・投資などの資金調達につながること、組

織への注目度や信用力が高まることが利点としてあげられる。 

図表 43 SROIを活用することによる利点 

SROIの活用方法 SROIを活用することによる利点 

マネジメントツールとし

て活用 

取組の改善 ・取組の社会的価値を認識・予測できる 

・取組の社会的価値をどう最大化するかについて議論するた

めの材料となる 

・取組に対して適切な資源配分を考える際の材料となる 

関係者との共有意識を醸

成するコミュニケーショ

ンツールとして活用 

・関係者と取組がもたらす社会的価値について合意が図られ

る 

・関係者と社会的価値を最大化するための道筋について対

話・共有できる 

組織外への説明ツールと

して活用 

組織の持続性

向上 

・予算や寄附・投資などの資金調達につながる 

・組織への注目度が高まる 

・組織の信用力が高まる 
 （出典）英国内閣府(2009)「Social Retern on Investment」を参考に三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティングが一部加筆 

SROIの分析方法 

 原則 

SROIガイドラインでは、SROI分析にあたり留意すべき７つの原則が定められている。 

上述のとおり、SROIは関係者を巻き込んで行う参加型評価であり、分析の過程で関係者と対話をし、

どのような変化が起こっているのかを理解することが重要となる。そして、SROI の活用事例のなかで

触れたとおり、SROI は代理指標の設定や金銭価値換算するアウトカムを増やすことで算出結果が大き

く変わってきてしまうため、都度の判断が必要な手法である。そこで、重要性が高いアウトカムのみを

金銭価値換算する対象とし、過大評価を避けることが原則として盛り込まれている。 
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図表 44 SROI分析の７つの原則 

１． 関係者を巻き込む 

２． どのような変化が起こっているか理解する 

３． 重要な要素を見逃さない 

４． 重要な要素のみを評価対象に取り込む 

５． 過大評価を避ける 

６． 透明性を確保する 

７． 分析結果を検証する 

 （出典）英国内閣府(2009)「Social Retern on Investment」 

 手順 

SROIガイドラインでは、SROI分析の６つの手順が詳述されている。以下では、この１つ１つの手順

について概要を説明する。 

また、ステップ２からステップ５についてはインパクトマップと呼ばれるシートを埋めていくことか

ら、最初にインパクトマップの構成を紹介する。 

図表 45 SROI分析の６つのステップ 

ステップ１ SROIのスコープ（分析範囲）とキーとなる関係者の特定 

ステップ２ アウトカムのマッピング 

ステップ３ アウトカムの実証とその価値評価 

ステップ４ 活動によるインパクトの確認 

ステップ５ SROI値の算出 

ステップ６ SROI分析の報告ならびに組織への定着 

 （出典）英国内閣府(2009)「Social Retern on Investment」 

 

インパクトマップのひな形は様々あるが、下記に一例を示す。 
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図表 46 インパクトマップのひな形 

 

ステップ１：スコープ（分析範囲）とキーとなる関係者の特定 

ステップ１は SROI分析をする対象の取組と、その取組に関わっている関係者のうちキーとなる関係

者を特定する段階であるが、まず、その準備段階として、SROI を通じて何を達成したいのか、その分

析結果を誰に向けて示し、何に活用するのかを整理することが大切である。 

上記が整理された後、具体的な分析範囲を決めていく。 

図表 47 ステップ１における確認項目 

●事前準備項目 

□何を目的として SROIを用いた効果測定を行うか 

□効果測定結果を誰に知ってもらいたいか 

□効果測定結果を、何に活用するか 

●分析範囲を決めるための検討項目 

□予測型（将来において想定した成果が実現した場合の社会的価値を予測する）にするか、 

分析型（過去に起きた事象の社会的価値を測定する）にするか 

□どの取組を分析対象とするか 

□分析対象期間はどう設定するか 

□分析対象とする取組には誰がどのように関わっていて、そのなかで分析対象とすべき 

キーとなる関係者は誰か 
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ステップ２：アウトカムのマッピング 

ステップ２はインパクトマップに関係者ごとのインプット、アウトプット、アウトカムを記入してい

く段階であるが、インパクトマップの作成に入る前に、まずは、分析対象とする取組の関係者と分析の

進め方についてあらかじめ協議をし、SROI 原則の１番目にあるとおり「関係者を巻き込む」ことが必

要である。インパクトマップの作成に際しては、特にアウトカムの考え方は、関係者間で見解が異なる

ことが多いため、関係者へのヒアリングなどを通じて関係者と繰り返し対話をしながら作成していく。 

図表 48 ステップ２における確認項目 

□関係者と分析の進め方を共有したか 

□インプット、アウトプット、アウトカムの分類は適切か 

□関係者別のインプット、アウトプット、アウトカムについて関係者間で合意できているか 

ステップ３：アウトカムの実証とその価値評価 

ステップ３はステップ２で整理したアウトカムについて、アウトカムを測るための指標を設定し、デ

ータを収集し、その価値を評価する段階である。 

アウトカムを測るための適切な指標やその収集方法については、関係者が詳しく、また関係者の協力

が必要なことから、関係者へのヒアリングなどを通じて決めていく。 

アウトカムデータが収集できたら、主要なアウトカムについて金銭価値換算するための代理指標を設

定し、金額に換算する。 

図表 49 ステップ３における確認項目 

□アウトカムを測定するための指標設定は適切か 

□指標のデータのうち、既存データが使えるものは何か 

□指標のデータのうち、新たにデータを取集するものはどのようにして収集するか 

□金銭価値換算するアウトカムは何か 

□金銭価値換算するための指標の設定は適切か、その情報源は何か 

 

なお、代理指標の設定の仕方は、「SROI実施ガイドライン」20に掲載されている。ガイドラインでは

仮想評価法による設定が紹介されている。仮想評価法とは、仮の設定に対する支払意思額や受入代償額

を関係者に聞くことで、アウトカムの価値を評価する方法である。例えば、ある取組により生活環境が

改善した場合に、生活環境の改善のためにいくらまでなら支払う意思があるかを聞き、その額をアウト

カムの価値とする。仮想評価法のほかにも、サービスを手に入れるために移動するための費用を価値と

して評価するトラベルコスト法などもある。 

                                                   
20 http://tama.sfc.keio.ac.jp/sest/guideline-sroi.pdf（文部科学省「科学技術イノベーション政策のための「政策のための科

学」推進事業」において、独立行政法人科学技術振興機構社会技術研究開発センターが実施した「科学技術イノベーショ

ン政策のための科学・研究開発プログラム」における平成 23 年度採択プロジェクト「科学技術への社会的期待の可視化・

定量化手法」の研究成果。研究代表者は玉村雅敏氏と伊藤健氏。） 

http://tama.sfc.keio.ac.jp/sest/guideline-sroi.pdf
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図表 50 代理指標（財務プロキシ）の設定方法 

 
 （出典）玉村・伊藤(2014)「SROI実施ガイドライン」 

ステップ４：活動によるインパクトの確認 

ステップ４では、SROI 分析の原則の５番目に記されている「過大評価を避ける」ために、下記の４

つの観点から取組以外の外部要因を差し引く。これにより、活動による真のインパクトが把握できる。

死荷重、転移率、寄与率、逓減率については関係者へのヒアリングやアンケートのなかで把握する。 

なお、SROI値をどれだけ精緻に算出するかは、SROI分析の活用方法にも左右される。分析結果を外

部資金の獲得につなげることを目的としている場合は精緻に行う必要があるが、内部マネジメントに使

う場合は多少荒い数値でも意味はある。 

図表 51 取組以外の要因を差し引く際の４つの観点 

 

 （出典）玉村・伊藤(2014)「SROI実施ガイドライン」 

図表 52 ステップ４における確認項目 

□死荷重、転移率、寄与率、逓減率についてのデータは収集できているか 

□外部要因を調べるなかで、分析対象とすべきなのに見落としていた関係者はいないか 



第３章 実証研究において用いた効果測定手法の概要  

 

65 

ステップ５：SROI値の算出 

ステップ５では、SROI 値を算出する。将来予測をする場合、計算対象にいれる年数は、活動の成果

の持続期間による。また、ここで、現在価値への割引計算や投資回収期間の計算をすることもある。 

SROI 値を算出したら、その総計や関係者別の内訳が実感にあっているかどうかを関係者と協議し、

もし実感にあっていないようであれば分析過程を見直す。 

図表 53 SROIの計算式 

SROI＝金銭価値に換算した社会的価値の総計÷投入した費用 

図表 54 ステップ５における確認項目 

□社会的価値の総計や、それを構成する関係者別の内訳は、関係者の実感にあっているか 

ステップ６：SROI分析の報告ならびに組織への定着 

最後に、SROIレポートを関係者と共有し、SROI分析を活用する段階になる。ここが最も重要なステ

ップである。効果測定は、それを活用して初めて有益なものとなる。測定結果を活用して、取組の改善

につなげるまでが SROI測定の一連の流れであり、ステップ６なしでは、SROIを活用することによる利

点を十分に享受できない。 

ここでは、ステップ１の事前準備で整理した項目を再確認しながら、SROI 分析結果を材料にしてど

のように取組の社会的価値を最大化できるのかを関係者と議論する。 

なお、SROI レポートは、ステップ５までで作成してきたインパクトマップに加えて、金銭価値に換

算しなかったアウトカムについても、定量的・定性的に評価した結果について解説を加える。さらに、

レポートの信頼性や透明性を高めるため、分析過程についても記述をすることが有効である。 

図表 55 ステップ６における確認項目 

□ステップ１における事前準備で検討したとおり、分析結果は活用できたか 

 

以上、SROIの分析方法について概要を説明したが、詳細は公表されている SROIレポートや下記の資

料等を参考にされたい。なお、各ステップにおける確認項目については、英国内閣府(2009)「Social 

Retern on Investment」に詳述されている。また、巻末にインパクトマップのシートをつけているので

御参照されたい。 

図表 56 SROIの分析方法を記した主な参考資料 

○英国内閣府(2009)「Social Retern on Investment」

http://www.socialvalueuk.org/app/uploads/2016/03/1503SROI_TEXT.pdf 

○慶應義塾大学 SFC研究所（研究代表者 玉村・伊藤）（2014）  

「SROI」実施ガイドライン http://tama.sfc.keio.ac.jp/sest/guideline-sroi.pdf 

○特定非営利法人 SROIネットワークジャパンウェブサイト http://www.sroi-japan.org/ 

○コミュニティ・ユース・バンク momo 「SROI測定ワークシート集」 

○社会的インパクト評価イニシアチブウェブサイト（SROIを活用した分析レポートの一覧を掲載） 

http://www.impactmeasurement.jp/case/ 

 

http://www.socialvalueuk.org/app/uploads/2016/03/1503SROI_TEXT.pdf
http://tama.sfc.keio.ac.jp/sest/guideline-sroi.pdf
http://www.sroi-japan.org/
http://www.impactmeasurement.jp/case/
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第４章 実証研究の結果 

調査対象 

実証研究の対象事例としては、自治体が財政的支援をしている取組のうち、第二期教育振興基本計画

上の重要課題である不登校対策、子供の貧困対策、キャリア教育・職業教育、地方創生のいずれかを含

むものとした。加えて、「地域振興に」有効な教育実践ということで、子供への教育的効果に加えて地

域社会への効果が期待できる取組とした。 

また、地域の教育施策には「協働」が求められていることから（第二期教育振興基本計画）、様々な

関係者が連携している取組を選定した。加えて、実証研究の成果を広く普及させる点にも留意し、ほか

の自治体や地域においても類似の取組が可能なものを選出した。 

図表 57 調査対象選定の視点 

・第二期教育振興基本計画上の重要課題を解決するものであること 

・子供への教育的効果に加えて地域社会への効果が期待できる取組であること 

・自治体が財政的支援をしている取組であること 

・様々な関係者が連携し、関わっている取組であること 

・ほかの自治体や地域においても類似の取組が可能であること 

・自治体、取組主体の協力が得られること 
 

以上の視点で選定した４事例は、下記のとおりである。 

図表 58 調査対象事例の概要 

分野 調査対象事例 取組、団体概要 他地域への展開可能性 

地方創生 多気町・三重県立

相可高校食物調理

科調理クラブ「高

校生レストラン事

業」 

 県立高校の高校生が部活動において、調理、接客、運営を担う

高校生レストラン「まごの店」を展開する取組。 

 レストランの建設資金は多気町と三重県が支出し、事業運営費

は高校生自らが売上等で調達。 

地域資源を活用した人

材育成に関する取組、地

域活性化を目的とした

取組等をする際に参考

となる 

不登校・中

退対策、若

年無業者

予防 

川崎市・NPO 法人

フリースペースた

まりば「ブリュッ

ケ事業」 

 生活保護受給世帯等の困難を抱える若者、社会的ひきこもりと

考えられる若者を対象に、日常生活・社会生活・経済生活の自

律を促し、就労を支援する取組。 

 取組主体は、不登校児童・生徒、高校中退者等への居場所作り

を通じて、多様な学びや生き方を支援し、自己肯定感を取り戻

すことを目的とした団体。 

 健康福祉局生活保護・自立支援室が事業費を支出。 

不登校対策を目的とす

る取組、就労支援の取組

等をする際に参考とな

る 

子供の貧困

対策 

静岡市・静岡市子

ども支援コンソー

シアム「生活困窮

世帯、ひとり親家

庭等の子どもへの

学習・生活支援事

業」 

 生活困窮世帯、ひとり親家庭等の小学校１年生から中学校３年

生の子供を対象に生活支援、学習支援を実施する取組。 

 取組主体は、一般社団法人てのひら、一般社団法人静岡市母子

寡婦福祉会、一般社団法人静岡学習支援ネットワークにより構

成されるコンソーシアム。 

 子どもみらい局子ども家庭課が事業費を支出。 

生活困窮者支援を目的

とする取組、子供の居場

所づくりに関する取組

等をする際に参考とな

る 

キャリア教

育・職業教

育 

女川町・認定ＮＰ

Ｏ法人カタリバ

「コラボ・スクー

ル女川向学館」 

 東日本大震災の被災地の主に小中学生を対象に学習指導と心の

ケアを行う取組。町の教育委員会とパートナーシップ協定を結

び学校の運営補助も行う。 

 取組主体は、高校生のキャリア学習プログラムや中高生向けの

地域課題解決を通じた教育プログラムなどを展開する団体。 

 向学館の設置費用（校舎回収費）は、個人・企業からの寄附と

財団の基金で調達。運営費には文部科学省から女川町への補助

事業費（緊急カウンセラー等派遣事業）が充てられている。 

放課後の居場所づくり

や学習支援、キャリア教

育に関する取組等をす

る際に参考となる 
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調査プロセスと結果 

多気町・三重県立相可高校食物調理科調理クラブ「高校生レストラン事業」 

 事業主体 

多気町 

位置・地勢 

三重県多気町は、平成 18年１月に旧多気町、旧勢和村が合併してできた人口 15,003人（平成 28年

9月 30日）の町である。三重県中央部の中南勢地域の松阪市と伊勢市の間に位置している。 

主要産業は、製造業を中心とする第２次産業で、伊勢自動車道と紀勢自動車道の勢和多気インターチ

ェンジ周辺にはシャープ株式会社や万協製薬株式会社などの工場が立地している。また、多気町の由来

は、多氣＝多くの命（氣）を育む町という説もあるように土地が肥沃で、伊勢いもやみかん、松阪牛な

どの特産品も多く、農業も盛んである。 

多気町における高校生レストランの位置づけ 

高校生レストランの取組は多気町の代名詞の１つとなっており、町のウェブサイトに掲載されている

ロゴや高速道路に設置されている町の案内標識は、「高校生レストランのまち 多気町」となっている。 

多気町では、高校生レストランの取組自体を計画の中で位置づけているわけではないが、平成 28年

１月に策定された「まち・ひと・しごと創生多気町総合戦略」の中では、「つながる力 ふれあう心 共

につくる “ええまち”多気町」を目指すための４つの基本目標の１つとして「『高校生レストラン』

を生み出した若者の夢が実現できる地域性を活かし、若い世代が出会い、安心して子供を産み、育て、

子供たちが夢にチャレンジすることができる子育て・教育環境の創出」が掲げられている。このように、

多気町には、高校生レストランの取組を契機として若者の活躍を町が応援するという姿勢が根付いてい

る。 

三重県立相可高校 

概況 

三重県立相可高校は、普通科と、農産物の生産・流通、園芸福祉、環境問題を学ぶ生産経済科、環境

にかかわる技術者を養成する環境創造科、食産業の担い手を育成する食物調理科を持つ生徒数 753人の

学校である。高校生レストランの取組の中心となっている食物調理科には、120人の生徒が在籍してい

る。 

食物調理科について 

食物調理科には調理師コースと製菓コースがあり、このうち調理師コースは、三重県の県立高校で唯

一、卒業と同時に調理師免許が取得できるコースとなっている。調理師コースの卒業生は、年度によっ

てばらつきがあるが約７割が就職をし、約３割が進学をしている。就職先はほぼ全員が食物関係で、調
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理師として就職する以外にサービス業につく卒業生も若干名いる。進学者もほぼ全員が食物関係の学科

に進んでいる。 

地域との連携について 

相可高校では、「生徒の夢をかなえる学校」、「地域と共に歩む学校」、「皆がやりがいを実感する学校」

の３つの理念を掲げており、このうち「地域と共に歩む学校」に関しては、生産経済科と食物調理科が、

「地域の多様な主体との連携による商品の共同開発及び地域開放講座の継続実施を通じた持続可能な

地域連携の在り方に関する実践研究の継続」をすることが行動計画として位置付けられている。実際に、

地域産品を活用した商品開発や地域の多様な主体との連携による商品の共同開発、町内の保育園や小中

学校を対象とした食育やキャリア教育の実施なども多く行われており、地域との連携に力を入れている。 

商品開発のほか、多気町のお祭りなどイベントにも積極的に参加し、食品・製菓の販売を行っている。 

 事業概要 

事業の経緯 

高校生レストラン「まごの店」とは、三重県多気町の体験交流施設である五桂池ふるさと村内に位置

する三重県立相可高校食物調理科生徒を中心とする調理クラブに所属する生徒のための実習施設であ

る。この実習施設は、平成 14年 10月 26日に五桂池ふるさと村にある農産物直売施設「おばあちゃん

の店」の食材を利用した施設として、最初は 20㎡程度の屋台の形態で設立された。店名が「まごの店」

なのは、「おばあちゃんの店」の前に設置された店だからである。 

実習施設の実現に向けて中心的な役割を担ったのは、当時多気町役場の農林商工課、農業振興兼商工

観光係長であった岸川政之氏と、相可高校調理クラブ顧問の村林新吾氏である。相可高校食物調理科は、

卒業と同時に調理師免許が取得できるが、カリュキュラムをこなして調理師免許を取得したとしても、

調理師としてやっていくのに必要な力を全て養えるわけではない。学校ではできない接客やコスト管理

を体験する研修の場が欲しいと考えていた村林氏の思いと、多気町の農業振興のために農業者や農産物

にもっとスポットが当たる仕組みが欲しいと考えていた岸川氏の思いが重なり、両者が形にしていった

のが高校生レストランである。相可高校では、「まごの店」の運営目的を下記の４点に整理している。 

図表 59 相可高校における「まごの店」の運営目的 

●地元食材を活用することで地産地消の活動を進める。 

●ふるさと村から地域に、明るくユニークで”元気な話題”を提供する。 

●相可高校食物調理科として、学校では経験のできない実習の場として活用する。 

●多気町の地元高校である相可高校生の活躍ぶりや地域住民との交流を町内外の多くの方々に知っていただ

く。 

（出典）相可高校ウェブサイト 

 

発案当初は高校生に何ができるのかという指摘も多く、賛同者は少なかった。そのため、研修施設の

設立に同意してくれる人を増やすための取組として、まずは五桂池ふるさと村内にある食堂で高校生を

アルバイトとして雇用してもらい、高校生の持つ可能性を地域の人に知ってもらうところからスタート

した。そして、高校生の働く様子を見たふるさと村の村長が研修施設の設立に同意し、ふるさと村が

400万円を出資する形で、村内に屋台という形態で最初の高校生レストランがオープンした。この時点

で町からの資金協力は無かったが、この取組がメディアの注目を集め、さらに平成 15年６月には高校
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生レストランの取組も手伝って相可高校食物調理科が文部科学省による高度な先進技術や伝統芸能を

取り入れた教育を進める専門高校を支援する「目指せスペシャリスト」事業の指定校として選出された

ことから、町としてもこの取組を応援しようということになり、町が建設費を供出する運びとなった。 

空調設備もない屋台での営業は、夏は食中毒のリスクが高く、冬は寒さゆえに集客が難しかった。さ

らに、調理クラブの生徒は懐石料理やフルコースを振る舞える力があったが、屋台では提供できる料理

が限られてしまっていた。そこで、本格的なレストランが建設される運びとなった。 

レストラン建設に際しては、「料理家を目指す高校生の夢を、建築家を目指す高校生が形にする。そ

の夢を多気町やふるさと村といった地域が応援する」ことを目指し、県内の工業高校の生徒に参加して

もらった設計コンペの入賞作品をもとに設計を行った。入賞作品は扇形の建物で、四角い形状の建物よ

りも 3,500万円以上建設費が嵩む結果となったが、高校生の夢を高校生が応援するというコンセプトを

貫き、県からの助成も得て、総工費約 8,900万円、座席数 65席の高校生レストラン「まごの店」が平

成 17年２月 19日にオープンした。 

事業の運営体制 

高校生レストランは、町が「多気町五桂池ふるさと村の設置及び管理に関する条例」に基づき設置し

た体験交流施設五桂池ふるさと村の中に位置しており、五桂池ふるさと村の運営は指定管理者制度によ

り、五桂の自治会が担っている。 

なお、最初の屋台の形態の「まごの店」を設立する際に、高校とふるさと村と町の３者の間で覚書が

交わされており、その中で、「まごの店」の全ての責任はふるさと村が持つという取り決めになってい

る。このような取り決めをした背景には、県の教育委員会が管轄する高校の取組の中で、食中毒などの

問題が発生した際に、誰が責任を持つのかを明確にする必要があったためとのことである。 

レストランの運営は、担当教員のサポートのもと、調理クラブの生徒が食材調達から調理、接客、会

計まで全て担っている。運営に関わっている調理クラブの生徒は、調理師コースに所属する 60名のう

ち 50名程度と、製菓コースの生徒が数名、普通科の生徒が１名である。 

調理クラブでは、月曜日から水曜日は基礎練習をし、木曜日と金曜日は週末の仕込みをし、授業のな

い土曜日・日曜日・祝日にレストランを運営している。調理クラブの生徒は４班に分かれてシフトを組

んでおり、１度にレストランの運営にあたっている人数は、クラブ員の半数程度である。 

事業の内容 

高校生レストラン「まごの店」では、土曜日・日曜日・祝日に１食 1,300円で１日当たり 180食程度

を提供している。メニューは、生徒が持っている調理技術を隈なく使えるように考案されており、ほと

んど固定である。なお、調理場には、実技試験を通過した生徒のみが入れる。 

食材は、相可高校の「まごの店」の運営目的にもあるとおり、地産地消を意識してなるべく松阪地域

のものが調達されている。全体の半数程度が松阪地域の食材とのことであるが、うち多気町産のものは

僅かである。 

当初は、食材をふるさと村の農産物直売施設「おばあちゃんの店」から仕入れており、町産のものが

大半を占めていたが、需要が高まるにつれてそこだけでは賄えなくなったため、現在は市場からも調達

している。 

また、土曜日には、レストランの一画で、製菓コースの生徒が授業でつくったお菓子を「まごの店ス

イーツ」として販売する実習も行われている。 

他地域への展開 

多気町の高校生レストランの取組は、ドラマ化されたこともあり、全国的な注目を集め、他地域での
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展開も出てきている。平成 28年９月には、青森県おいらせ町が、地域活性化と地域を担う人材育成を

目的に、百石高校食物調理科が所属する家庭クラブが運営する高校生レストラン｢キッチンいちょうの

森｣を観光施設の中にオープンさせている。 

また、高校生レストランの取組は、高校生が地域資源を活用し地域のビジネスを創出する取組であり、

ソーシャルビジネス振興の取組としても注目されており、高校生レストランの仕掛け人である岸川氏も

「ソーシャル・ビジネス・プロジェクト」というモデルで、取組を広めている。 

そして、このモデルに共感した自治体・高校が、各地で高校と地域が連携して地域課題にビジネスの

手法を用いて挑戦する取組を展開している。三重県南伊勢高校では、南伊勢町の特産品を生徒が選び、

それらを詰め合わせたギフト商品として販売している。沖縄県宮古島市では、地元の高校生が「高校生

仕事クラブ」を立ち上げ、平成 25年より平日は大人が運営し、休日は高校生が運営するカフェ「んま

がぬ家」（沖縄の方言で「まごの店」の意味）を展開している。 

そして、このような取組に共感する高校が、平成 25年より年に１回集まり、お互いの取組を発表し

あっている。（平成 25年から平成 27年は「全国高校生”S”セレクション」として、平成 28年からは

「全国高校生 SBP（Social Business Project）交流フェア」として開催。） 

 自治体による支援内容 

高校生レストランに関して、多気町では、最初の建設費や修繕費、備品購入費等を拠出している。そ

れ以外の運営に係るランニングコストは全て高校が負担している。 

建設費としては、町のほかに県の補助金も使われている。町からは 62,889,100円が供出され、県か

らは「三重県型デカップリング市町村総合支援事業費補助金」として 2,000万円が拠出された。県の補

助金は、農林地等の公益的機能の維持・増進を図ることを目的としたものである。 

図表 60 高校生レストラン事業に対する現在までの多気町からの拠出金額 

費目 金額（円） 主な用途 

建築費 62,889,100 建設費 

追加工事費 7,810,950 ステージ設置、駐車場舗装 

修繕費 7,831,066 トイレ修繕、エアコン修繕、VIPルーム腰壁改修 

備品購入費 3,372,873 客席備品 

そのほか（消耗品等） 6,820,550 食器、ビデオ作成、看板、シール、のぼり旗 

総額 88,724,539 
 

（出典）多気町提供資料 

 実証研究のプロセスと内容 

実証研究は、下記のスケジュールで実施した。 

図表 61 高校生レストラン事業における実証研究の流れ 

時期 実施項目 

H28年８月～９月 相可高校、多気町への実証研究への協力依頼 

H28年９月 
相可高校、多気町への訪問ヒアリング 

取組概要、目的、体制、成果、取組に係る保有データ・資料の確認・提供依頼 

H28年９月 
ロジックモデルの作成、修正 

効果測定指標の検討 

H28年 10月 
ロジックモデル、効果測定指標の確定 

ルーブリックの検討、確定 
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時期 実施項目 

H28年 11月～１２月 
生徒へのアンケート調査実施 

ルーブリックに基づく効果測定実施 

H29年１月 
SROI算出 

相可高校、多気町への訪問ヒアリング 

 効果測定期間 

高校生レストラン事業の効果測定期間は、現在のまごの店がオープンした平成 17 年度から平成 28

年度までとした。ただし、直近のデータしかないものについては、その部分のみ効果を測定した。 

 取組と効果の関係の整理（ロジックモデル） 

高校生レストラン事業の取組と効果の関係を整理したロジックモデルは以下のとおりである。 

高校と多気町へのヒアリングから、事業の主な関係者は、生徒、学校、自治体・地域とした。また、

ヒアリングのなかで確認できた主要なアウトカムについては強調して記している。 

生徒は研修施設を使ったクラブ活動に参加することで、接客、料理の提供、高級食材の取り扱いなど

授業ではできないことを経験することができる。それにより、初期の成果として、「料理を提供する楽

しさを実感する」、「接客力、コミュニケーション力が向上する」、「ビジネス感覚が付く」、「協調性が向

上する」、「技術力が向上する」などが見込まれる。結果、高校生レストランでの経験が原体験となり、

「料理人としてやっていく意思、自信、忍耐力がつく」という成果につながっている。また、高級食材

の取り扱い頻度が増えたことにより、技術力が向上し、「高度な技術が必要とされる職場への就職者の

増加」という成果につながり、「飲食業界における活躍の幅の増加」という最終的な成果が見込まれる。 

学校は、研修施設で調理指導をすることにより、「食物調理科の教育カリュキュラムが充実する」、「学

校や町が注目を浴びる機会が増える」という初期成果が見込まれる。その結果、「求人の増加」や「入

学希望者の維持」、「他の学科への刺激」、「海外との交流機会の増加」などにつながり、「学校運営の持

続性の向上」と「学校全体のレベルの向上」という最終的な成果が見込まれる。 

自治体・地域においては、町が注目を浴びる機会が増えることにより、「地域食材の認知度向上」や

「地域のファン・来訪客の増加」という成果につながり、最終的には当初からの目的であった「農業の

振興」につながることが期待されている。さらに、高校生レストランができたことで、地域の人がレス

トランにおける高校生の活躍を見る機会が増え、地域にありながら遠い存在であった高校の活動、実力

を知ることや、高校と地域の人・企業との連携機会の増加につながっており、最終的には「生徒の地域

への関心・愛着心の増加」、「UIターンの増加」が期待されている。 
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図表 62 高校生レストラン事業におけるロジックモデル 

 

 事業の投入要素（インプット）と活動結果（アウトプット） 

事業の投入要素（インプット） 

高校生レストラン事業のインプットは、生徒については調理クラブの生徒約 50人、学校については

調理クラブの指導教員１人、自治体・地域については研修施設建設費の拠出額である。 

先述のとおり、多気町がこれまでに高校生レストランに拠出している金額は、88,724,539円である。 

図表 63 高校生レストラン事業におけるインプット 

関係者 事業のインプット 

生徒 調理クラブの生徒 50人 

学校 指導教員 １人  

自治体・地域 研修施設の建設・修繕費等 88,724,539円 

事業の活動結果（アウトプット） 

接客・料理の提供 

接客数・料理の提供数は下記のとおりである。なお、平成 21年と平成 23年の接客数・料理の提供

数が他年度よりも多いが、平成 21年は開催日数が多かったためであり、平成 23年はドラマの放映（平

成 23 年５月～６月）の影響と想定される。平成 25 年度以降は、15,000～16,000 食で安定推移して

いる。 
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図表 64 接客数・料理の提供数の推移 

 
（出典）相可高校提供資料 

高級食材の取扱い 

高校生レストラン「まごの店」では、１食 1,300円で食事を提供しているが、その７～８割は材料

費とのことである。「まごの店」のメニューには、松阪牛や伊勢いも、鯛などの高級食材が使われて

おり、伊勢海老やアワビなどが取り扱われることもある。 

そして、生徒がこれらの高級食材を取り扱うのは、レストランを開店する土曜日・日曜日・祝日や

その仕込みをする木曜日・金曜日だけではなく、月曜日から水曜日の基礎練習の際にも取り扱ってい

る。食材費はレストランの売上から拠出されており、保護者からのお金だけで食材を賄っていた時分

と比較すると、このような高級食材を取り扱う機会は格段に増加したとのことである。１食 1,300

円のうち７割程度は食材費ということであり、仮に７割で計算すると、年間 1,500万円程度が食材費

として使われている計算になる。 

なお、調理クラブでは、「まごの店」での活動に加えて弁当の販売等も行っており、それらの売上

もレストランや弁当の食材費に回っている。弁当販売等の売上をあわせると調理クラブの年間売上額

は約 5,000万円程度であり、仮にその７割が食材費とすると、年間 3,500万円程度の食材費として使

われていることになる。 

研修施設での調理指導 

レストラン開店日は、土曜日・日曜日・祝日を基本としているため、祝日の回数や学校行事等に影

響は受けるが、年度によって大きな変化はなく年間 90日程度となっている。 

 事業の成果（アウトカム） 

成果の測定指標と指標の収集方法 

高校生レストラン事業における関係者別のアウトカムの測定指標、指標の収集方法は下記のとおりで

ある。前段のロジックモデルで整理したアウトカムのうち、測定が可能な成果について再整理した。 

指標の収集に際しては、多気町や相可高校にデータの提供を依頼したほか、相可高校の生徒へのアン

ケート調査を実施した。また、「接客力、コミュニケーション力が向上する」、「ビジネス感覚が付く」、

「協調性が向上する」に関する成果は定量的な把握が難しいため、ルーブリックを用いた評価を実施し

た。 

  

H21
(H21.3～
H22.2)

H22
(H22.3～
H23.2)

H23
(H23.3～
H24.2)

H24
(H24.3～
H25.2)

H25
(H25.3～
H26.2)

H26
(H26.3～
H27.2)

H27
(H27.3～
H28.2)

接客数（人・食） 20,012 16,516 20,213 18,750 15,285 15,958 15,981
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図表 65 高校生レストラン事業のアウトカムとその測定方法 

関係者 アウトカム 段階 アウトカムの測定指標 指標の収集方法 

生徒 料理を提供する楽しさ

を実感する 
初期 

「料理、スイーツを人に提供す

ることは楽しい」 

生徒へのアンケート（対象は１～３

年生の食物調理科生徒） 

接客力、コミュニケーシ

ョン力が向上する 
初期 ルーブリックを用いた評価 

ビジネス感覚が付く 初期 ルーブリックを用いた評価 

協調性が向上する 初期 ルーブリックを用いた評価 

技術力が向上する 初期 コンクール入賞回数 相可高校提供 

料理人としてやってい

く意思、自信、忍耐力が

つく 

中間 
「多少の理不尽さには耐えられ

る自信がある」 
生徒へのアンケート 

グローバル志向の生徒

が増える 
長期 「将来、海外で仕事をしたい」 生徒へのアンケート 

学校 入学希望者の維持、希望

者のレベル向上 
中間 入学希望者 相可高校提供 

学校、自

治体・地

域 

学校や町が注目を浴び

る機会が増える 
初期 メディア掲載件数、各種受賞歴 相可高校提供 

自治体・

地域 

地域のファンの増加、来

訪客の増加 
中間 

ふるさと納税件数（相可高校へ

の寄附分） 
多気町提供 

生徒の地域への関心・愛

着が増す 
初期 

「将来、多気町で仕事をした

い」、「将来、県内で仕事をし

たい」 

生徒へのアンケート 

高校と地域の人・企業と

の連携機会の増加 
中間 高校と企業との連携商品数 相可高校提供 

成果の測定 

総括 

図表 66 高校生レストラン事業のアウトカム 

関係者 アウトカム 段階 アウトカムの測定結果 

生徒 
料理を提供する楽しさを
実感する 

初期 
●「料理、スイーツを人に提供することは楽しい」（１年次⇒３年次） 
88.2％⇒94.1％ +5.9％ ※調理クラブに入っている３年生の結果 

100％ ⇒91.3％ -8.7％ ※調理クラブに入っていない３年生の結果 

接客力、コミュニケーショ
ン力が向上する 

初期 
●評点の変化量の平均 
1.67（調理クラブに入っている生徒） 
0.91（調理クラブに入っていない生徒） 

ビジネス感覚が付く 初期 
●評点の変化量の平均 
1.17（調理クラブに入っている生徒） 
0.82（調理クラブに入っていない生徒） 

協調性が向上する 初期 
●評点の変化量の平均 
1.39（調理クラブに入っている生徒） 
1.05（調理クラブに入っていない生徒） 

技術力が向上する 初期 
●コンクール入賞回数 
２件（H17）⇒４件（H27） 
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関係者 アウトカム 段階 アウトカムの測定結果 

料理人としてやっていく
意思、自信、忍耐力がつく 

中間 
●「多少の理不尽さには耐えられる自信がある」（１年次⇒３年次） 
64.7％⇒88.2％ +23.5％ ※調理クラブに入っている３年生の結果 

56.5％⇒52.2％ - 4.3％ ※調理クラブに入っていない３年生の結果 

グローバル志向の生徒が
増える 

長期 
●「将来、海外で仕事をしたい」（１年次⇒３年次） 
23.5％⇒35.3％ +11.8％ ※調理クラブに入っている３年生の結果 

30.4％⇒21.7％ - 8.7％ ※調理クラブに入っていない３年生の結果 

学校 入学希望者の維持、希望者
のレベル向上 

中間 
●入学希望者数 
57人（H23）⇒51人（H27） 

学校、
自治
体・地
域 

学校や町が注目を浴びる
機会が増える 

初期 

●各種受賞歴 
H18から H28までで 12件 

●メディア掲載件数 
H15から H28までで 20冊×80枚。うち２割が高校生レストラン関連 

自治
体・地
域 

地域のファンの増加、来訪
客の増加 

中間 
●ふるさと納税件数 27件（H27） 
（高校生レストランの返礼品を目的とした納税件数） 

生徒の地域への関心・愛着
が増す 

初期 

●「将来、県内で仕事をしたい」（１年次⇒３年次） 
35.3％⇒58.8％ +23.5％ ※調理クラブに入っている３年生の結果 

43.5％⇒39.1％ - 4.3％ ※調理クラブに入っていない３年生の結果 
●「将来、町内で仕事をしたい」（１年次⇒３年次） 
 5.9％⇒ 5.9％ +   0％  ※調理クラブに入っている３年生の結果 

 4.3％⇒   0％ - 4.3％ ※調理クラブに入っていない３年生の結果 

高校と地域の人・企業との
連携機会の増加 

中間 
●高校と企業との連携商品数 
H17から H27までで 100件 
４件（H17）⇒８件（H27） 

項目ごとの測定結果 

「料理を提供する楽しさを実感する」 

食物調理科所属の１～３年生、113 人を対象としたアンケートによると、「料理、スイーツを人に

提供することは楽しい」（「よく当てはまる」と「当てはまる」の合計）と回答した生徒の割合は、全

体では微減しているが、調理クラブに入っている生徒では増加している。 

３年生だけを抽出してみても、全体や調理クラブに入っていない生徒におけるその割合が減少する

なか、調理クラブに入っている生徒においては割合が変わっておらず、調理クラブにおける活動の成

果がうかがえる。 

図表 67 「料理、スイーツを人に提供することは楽しい」と回答した生徒の割合 

 
（注）１～３年生までの回答内容 

図表 68 ３年生における「料理、スイーツを人に提供することは楽しい」と回答した生徒の割合 

 

（注）３年生のみの回答内容 

（出典）相可高校食物調理科を対象としたアンケート調査  

高校入学時 現在

全体(n=113) 97.3% 97.2% -0.1%

調理クラブに入っている生徒(n=49) 95.9% 97.8% 1.9%

調理クラブに入っていない生徒(n=64) 98.4% 96.8% -1.7%

当てはまる割合（よく当てはまると

当てはまるの合計） 変化量【料理、スイーツを人に提供することは楽しい】

高校入学時 高校３年時

全体（n=40) 95.0% 92.5% -2.5%

調理クラブに入っている生徒（n=17) 88.2% 94.1% 5.9%

調理クラブに入っていない生徒（n=23) 100.0% 91.3% -8.7%

変化量

当てはまる割合（よく当てはまると

当てはまるの合計）【料理、スイーツを人に提供することは楽しい】
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「技術力が向上する」 

平成 17年以降のコンクール入賞件数の推移をみると、増減はしているが、全体として増加傾向に

あることが分かる。なお、この入賞件数は調理クラブとして受賞したもののみならず、学校として入

賞したものも含まれていることに留意が必要である。 

図表 69 コンクール入賞件数の推移 

 
（出典）相可高校提供資料 

 

また、高校教員へのヒアリングによると、生徒の技術力が向上したことで有名なホテル、レストラ

ン、割烹などへ就職する生徒が増えているとのことであった。また、高校への求人数も増え、就職先

の地域的な広がりも出てきているとのことであった。 

なお、生徒の活躍の幅が広がっているのは、技術力の向上だけによるものではなく、コンクールな

どを通じて教員と有名シェフとの交流が増えたことや情報発信の機会が増えたことも大きいとのこ

とである。 

「料理人としてやっていく意思、自信、忍耐力がつく」 

食物調理科の生徒を対象としたアンケートによると、「多少の理不尽さには耐えられる自信がある」

割合は（「よく当てはまる」と「当てはまる」の合計）、調理クラブに入っている生徒のほうが入って

いない生徒と比較して伸び幅が大きい。３年生だけを抽出してみると、その差はさらに明確である。 

図表 70 「多少の理不尽さには耐えられる自信がある」と回答した生徒の割合 

 

（注）１～３年生までの回答内容 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

コンクール入賞件数（件） 2 2 2 4 3 3 3 5 4 9 4

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

高校入学時 現在

全体(n=113) 66.4% 75.0% 8.6%

調理クラブに入っている生徒(n=49) 71.4% 84.8% 13.4%

調理クラブに入っていない生徒(n=64) 62.5% 67.7% 5.2%

当てはまる割合（よく当てはまると

当てはまるの合計） 変化量【多少の理不尽さには耐えられる自信がある】
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図表 71 ３年生における「多少の理不尽さには耐えられる自信がある」と回答した生徒の割合 

 
（注）３年生のみの回答内容 

（出典）相可高校食物調理科生徒を対象としたアンケート調査 
 

高校教員へのヒアリングでも正確な数値はとっていないが、就職先における就業継続率やたとえ１

つの企業で長続きしなくても調理師として長く職に就いている人は増えているだろうという話しが

あった。 

調理師の世界は、早朝から仕込みをしたり、決まった時間に食事をとることも難しかったりなど、

学校生活とのギャップが大きい世界である。高校生レストランでの研修は、社会に出たときとある程

度近い生活を体験することで、料理人としてやっていく意思、自信、忍耐力をつけることに寄与する

ものであると思慮される。 

「グローバル志向の生徒が増える」 

食物調理科の生徒を対象としたアンケートによると、「将来、海外で仕事をしたい」割合は（「よく

当てはまる」と「当てはまる」の合計）、全体として微減しているが、調理クラブに入っている生徒

はその割合が増加している。 

３年生だけを抽出してみると、その差はさらに明確である。 

図表 72 「将来、海外で仕事をしたい」と回答した生徒の割合 

 

（注）１～３年生までの回答内容 

図表 73 ３年生における「将来、海外で仕事をしたい」と回答した生徒の割合 

 
（注）３年生のみの回答内容 

（出典）相可高校食物調理科生徒を対象としたアンケート調査 

 

調理クラブに入っている生徒において、将来、海外で仕事をすることを希望する生徒が増えている

背景の１つには、海外との交流機会が増加していることも影響していると考えられる。 

三重県では、海外の展示会や平成 28年５月に開催された主要国首脳会議の首脳夫人らの昼食会な

どにおいて、調理クラブの生徒が活躍できる場を設けている。高校教員へのヒアリングによると、県

がこのようなグローバルな情報発信の機会を与えてくれたことで海外の学校からの学校交流のオフ

高校入学時 高校３年時

全体（n=40) 60.0% 67.5% 7.5%

調理クラブに入っている生徒（n=17) 64.7% 88.2% 23.5%

調理クラブに入っていない生徒（n=23) 56.5% 52.2% -4.3%

【多少の理不尽さには耐えられる自信がある】

当てはまる割合（よく当てはまると

当てはまるの合計） 変化量

高校入学時 現在

全体(n=113) 25.7% 23.4% -2.3%

調理クラブに入っている生徒(n=49) 26.5% 28.3% 1.7%

調理クラブに入っていない生徒(n=64) 25.0% 19.7% -5.3%

【将来、海外で仕事をしたい】
当てはまる割合（よく当てはまると

当てはまるの合計） 変化量

高校入学時 高校３年時

全体（n=40) 27.5% 27.5% 0.0%

調理クラブに入っている生徒（n=17) 23.5% 35.3% 11.8%

調理クラブに入っていない生徒（n=23) 30.4% 21.7% -8.7%

【将来、海外で仕事をしたい】

当てはまる割合（よく当てはまると

当てはまるの合計） 変化量
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ァーが増え、学校間の交流の中でも生徒は海外と触れる機会を持てているとのことであった。 

「入学希望者の維持、希望者のレベル向上」 

入学志望者数と志願倍率の推移は下図のとおりである。三重県立高校の志願倍率の平均よりも低い

ものの、交通至便性がさほどよくない立地で、入学志望者数を維持できているということは大きな成

果であると評価できる。実際、同じ多気郡では、平成 24年に三重県立宮川高等学校が廃校（相可高

等学校へ統合）しており、さらに周辺では平成 20年に三重県立南伊勢高等学校南志摩校舎が廃校（南

伊勢校舎へ統合）、同年に三重県立尾鷲高等学校長嶋校が廃校（尾鷲高等学校へ統合、その後廃校）

するなど、県立高校統廃合の動きがある。 

図表 74 入学志望者数と志願倍率の推移 

 

（出典）相可高校提供資料 

 

希望者のレベル向上に関する定量的なデータはないが、高校教員へのヒアリングの中では、食物調

理科を志望する子の中には進学校に入るようなレベルの生徒も出てきている、入学志望者の地域的な

広がりが出てきているという話しがあった。 

「学校や町が注目を浴びる機会が増える」 

相可高校食物調理科や調理クラブは、食・農の分野や地域振興の分野において数々の賞を受賞して

いる。平成 17年以降の受賞歴をみると、「まごの店」としては４件、調理クラブとして３件、食物調

理科として３件、そのほか２件の受賞歴がある。 

図表 75 各種受賞歴 

年 受賞内容 受賞者 

H18 国土交通省大臣表彰 てづくり郷土賞「地域整備部門」 まごの店 

 農林水産省 地産地消優良活動事業表彰「特別賞」 食物調理科 

H19 
JA全中・日本放送協会 日本農業省特別部門 「食の架け

橋賞」 

まごの店 

H20 地産地消ネットワークみえ「みえの地産地消大賞」 食物調理科 

H21 関西元気文化圏賞「ニューパワー賞」 食物調理科 

H22 地域づくり総務大臣表彰「優秀賞」 多気町及び相可高校 

H23 H24 H25 H26 H27

入学志望者数（人） 57 78 50 53 51

志願倍率 1.43 1.95 1.25 1.33 1.28
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年 受賞内容 受賞者 

 地方新聞社・共同通信社 「地域再生大賞」 調理クラブ 

 
フード・アクション・ニッポンアワード 2010 

コミュニケーション・啓発部門「最優秀賞」 

まごの店 

H23 サントリー文化財団 「地域文化賞」 調理クラブ 

H25 三重テレビ元気大賞「優秀賞」 調理クラブ 

H26 国土交通省大臣表彰 てづくり郷土賞「大賞」 まごの店 

H28 調理師養成施設協会 食育文化功労賞 ― 

（出典）相可高校提供資料 

 

メディア掲載件数に関しては定量的なデータはないが、食物調理科が平成 15年より蓄積している

新聞記事のスクラップブックは、平成 28 年までで 20 冊×80 枚に及んでおり、うち２割程度が高校

生レストランに関する記事とのことである。 

全ての新聞記事を保管できているわけではないため、メディア掲載はそれ以上と思慮される。加え

て、高校生レストラン関係の本の出版、週に１回の地元新聞社へのレシピ提供、月に１回の雑誌への

寄稿、ドラマ「高校生レストラン」の放映、伊勢志摩サミット関連のドキュメンタリー番組の放映な

どを含めると、高校生レストラン事業による宣伝効果は相当程度あると評価できる。 

「地域のファン、来訪客の増加」 

「地域のファン、来訪客の増加」の効果を測定する指標としては、観光・交流人口や移住人口など

が考えられるが、高校生レストランの取組による効果を取り出すことが難しいため、今回はふるさと

納税における高校生レストラン関連の返礼品を目的とした寄附件数を指標として設定した。 

高校生レストラン関連の返礼品を開始したのは、平成 26年９月からで、内容は「まごの店」の食

事券（２名分）と「まごの店スイーツ」の焼き菓子セットとなっている。 

ふるさと納税件数の推移は下記のとおりである。平成 27年度においては 27件の寄附があり、たい

ていは１人１件の申し込みであることから、高校生レストランの取組によって 27人のふるさと納税

者が増えたとした。 

図表 76 多気町ふるさと納税全体件数及び高校生レストランの返礼品を目的とした件数 

年度 全体件数 「まごの店」の返礼品を目的とした件数 

H26 2,666件 14件 

H27 6,665件 27件 

（H28） （3,291件） （15件） 

（注釈）「まごの店」関連の返礼品は平成 26年９月より開始。H28年度は１月末時点の数字。 

（出典）多気町提供資料 

 

なお、来訪者の増加という点では、高校生レストラン事業を仕掛けた有識者によると、高校生レス

トランの視察は大体年間 70回程度あり、１回につき５人程度、議会の視察になれば 10人以上が来町

するとのことであった。また、高校生レストランの視察者だけで地元のホテルに年間 300人は宿泊し

ているとの話もあった。 

「生徒の地域への関心・愛着が増す」 

食物調理科の生徒を対象としたアンケートによると、「将来、県内で仕事をしたい」割合は（「よく
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当てはまる」と「当てはまる」の合計）、調理クラブに入っていない生徒が減少するなか、調理クラ

ブに入っている生徒は 8.5ポイント増加している。 

３年生だけを抽出してみると、その差はさらに明確であり、調理クラブにおける活動の成果がうか

がえる。 

図表 77 「将来、県内で仕事をしたい」と回答した生徒の割合 

 

（注）１～３年生までの回答内容 

図表 78 ３年生における「将来、県内で仕事をしたい」と回答した生徒の割合 

 
（注）３年生のみの回答内容 

（出典）相可高校食物調理科生徒を対象としたアンケート調査 

 

他方、「地域」を県内ではなく多気町に限定してみると、「将来、多気町で仕事をしたい」割合は（「よ

く当てはまる」と「当てはまる」の合計）、調理クラブに入っている、入っていないにかかわらず減

少している。 

３年生だけを抽出してみると、調理クラブに入っている生徒においてはその割合は横ばいの 5.9％

となっている。これは人数にすると１名である。なお、高校教員へのヒアリングによると、３年生の

食物調理クラブに入っている生徒のうち、多気町出身者は１名とのことであった。 

図表 79 「将来、多気町で仕事をしたい」と回答した生徒の割合 

 

（注）１～３年生までの回答内容 

図表 80 ３年生における「将来、多気町で仕事をしたい」と回答した生徒の割合 

 
（注）３年生のみの回答内容 

（出典）相可高校食物調理科の生徒を対象としたアンケート調査 

高校入学時 現在

全体(n=113) 36.3% 39.8% 3.5%

調理クラブに入っている生徒(n=49) 30.6% 39.1% 8.5%

調理クラブに入っていない生徒(n=64) 40.6% 40.3% -0.3%

変化量【将来、県内で仕事をしたい】
当てはまる割合（よく当てはまると

当てはまるの合計）

高校入学時 高校３年時

全体（n=40) 40.0% 47.5% 7.5%

調理クラブに入っている生徒（n=17) 35.3% 58.8% 23.5%

調理クラブに入っていない生徒（n=23) 43.5% 39.1% -4.3%

【将来、県内で仕事をしたい】

当てはまる割合（よく当てはまると

当てはまるの合計） 変化量

高校入学時 現在

全体(n=113) 2.7% 0.9% -1.7%

調理クラブに入っている生徒(n=49) 4.1% 2.2% -1.9%

調理クラブに入っていない生徒(n=64) 1.6% 0.0% -1.6%

【将来、多気町で仕事をしたい】
当てはまる割合（よく当てはまると

当てはまるの合計） 変化量

高校入学時 高校３年時

全体（n=40) 5.0% 2.5% -2.5%

調理クラブに入っている生徒（n=17) 5.9% 5.9% 0.0%

調理クラブに入っていない生徒（n=23) 4.3% 0.0% -4.3%

【将来、多気町で仕事をしたい】

当てはまる割合（よく当てはまると

当てはまるの合計） 変化量
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「高校と地域の人・企業との連携機会の増加」 

食物調理科と企業との連携実績は下記のとおりである。平成 17年から平成 27年までの連携実績は

100件である。なお、同じ連携先と同じテーマの連携を複数回行っている場合、この数には入ってい

ない。また、下表には連携開始年度が不明のものは入れていない。 

時系列でみると、平成 26年、平成 27年は減少しているものの高校生レストランをオープンした当

初と比較すると伸びている。 

県内企業との連携実績もあるが、全国規模の小売業者や食品製造業者、メディアとの連携も多く、

三重県や多気町をはじめ、大学や県のアンテナショップ、商工会等との連携実績の数も多い。 

なお、多気町の企業と連携した商品開発実績は、河武醸造と連携した醤油と、せいわの里まめやと

連携したサブレの２件である。 

図表 81 食物調理科と企業との連携実績 

連携開始年度 件数 平成 27年度末時点で継続している主な案件 

H17 ４ ・河武醸造：相可高校仕様醤油 

H18 ８ 
・三重テレビぎゅーとら：相可高校青春弁当監修 
・夕刊三重新聞：レシピ掲載 

H19 ５ 
・まる天：メニュー開発 
・しんぷる（三重のタウン誌）：レシピ掲載 

H20 ３ ・伊勢新聞：「秘密のレシピ」本出版 

H21 ６ 
・サークル K・サンクス：監修弁当 
・ミエマン醤油：伊勢うどんのたれ 
・松菱：イベント 料理教室 

H22 ６ 
・せいわの里まめや：だいずんサブレ 
・奥野食品：レシピ提供 

H23 ９ 
・うれし野ラボ：黒にんにくドレッシング等開発 
・カネ美食品：監修弁当 
・井村屋・多気町：伊勢茶もちアイス監修 

H24 17 
・三重大学：神宮奉納弁当 
・伊勢漁協：真鯛レシピ 
・多気 CATV：料理番組 

H25 20 
・三重県アンテナショップ：イベント 
・おやつカンパニー：スナック菓子 
・三越・伊勢丹：監修おせち 

H26 11 
・にんべん：だしバーレシピ 
・クイーンアリス：出張レストラン 
・河村麹屋：手づくりみそ 

H27 ８ 
・三重県雇用経済部：サミット歓迎レセプション 
・松阪鶏焼肉隊：味噌だれ 

（注釈）連携開始年度が不明なものについては上記表に含めていない 

（出典）相可高校提供資料 

 教育の観点から子供たち及び関係者に及ぼした効果の検証 

ルーブリックの作成 

「接客力、コミュニケーション力が向上する」、「ビジネス感覚が付く」、「協調性が向上する」に関し

ては、ルーブリックを用いた評価を実施した。 

ルーブリックの作成に際しては、相可高校調理クラブ顧問の教員に御協力いただき、それぞれの成果

を達成度のレベル別に４段階に分け、段階別の状態を言語化した。 

評価に際しては、食物調理科の担任教員に御協力いただき、食物調理科の３年生 40人全員について、
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１年次の評価と３年次の評価をつけていただいた。 

図表 82 高校生レストラン事業におけるルーブリック 

 評価の観点４ 評価の観点３ 評価の観点２ 評価の観点１ 

接客力、コミ

ュニケーショ

ン力が向上す

る 

プレゼン力が向上し、活

動に関連する主体との

意思疎通もできている。

周囲の人々にホスピタ

リティを持って接する

ことができている 

自ら積極的に接客サー

ビスを行うようになっ

ており、食材購入のため

の交渉も自ら行えるよ

うになっている 

周囲の指導により、徐々

に接客時の挨拶ができ

るようになっており、自

らサービスを向上させ

ようという意欲が出て

きている 

自らの考えを表現する

プレゼン力や挨拶力が

育っていない 

協調性が向上

する 

チームの中での自分の

役割を自覚し、責任感を

持って意欲的に行動で

きている 

チームの中で、自分の役

割を自覚し、責任感も出

てきている 

チームの中で、自分の役

割を自覚し、行動しよう

という意欲が出ている 

チームの中での行動が

とれず、自分の発言や行

動にも責任感が薄い 

ビジネス感覚

が付く 

コストに配慮した上で、

メニュー提案ができる

ようになる 

食材の無駄や食材の仕

入れ値に敏感になる 

食材を無駄にしなくな

る 

コスト意識がない 

ルーブリックを用いた評価結果 

総括 

食物調理科３年生のうち、調理クラブに入っている生徒について、接客力・コミュニケーション力、

協調性、ビジネス感覚の変化をルーブリックを用いて評価した結果が以下のレーダーチャートである。 

接客力・コミュニケーション力、協調性、ビジネス感覚ともに１年次から３年次にかけて評点が大

きく伸びている。伸び幅は接客力、コミュニケーション力が最も大きく、高校生レストラン事業が接

客力、コミュニケーション力の向上に大きく寄与していることが分かる。 

図表 83 ルーブリックを用いた評価結果 
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項目ごとの測定結果 

「接客力、コミュニケーション力が向上する」 

「接客力、コミュニケーション力が向上する」に関する生徒の変化をみると、調理クラブに入ってい

る生徒においては、1年次と３年次で評価点が同じ生徒はおらず、全員の評価点があがっている。変化

量の平均は 1.67であった。調理クラブに入っていない生徒の変化量の平均は 0.91であり、この差が調

理クラブにおける活動の成果と言える。 

図表 84 「接客力、コミュニケーション力が向上する」における生徒の変化 

 

「協調性が向上する」 

「協調性が向上する」に関する生徒の変化をみると、調理クラブに入っている生徒においては、変化

量の平均は 1.17であった。調理クラブに入っていない生徒の変化量の平均は 0.82であり、この差が調

理クラブにおける活動の成果と言える。 

図表 85 「協調性が向上する」における生徒の変化 
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「ビジネス感覚が付く」 

「ビジネス感覚が付く」に関する生徒の変化をみると、調理クラブに入っている生徒においては、変

化量の平均は 1.39であった。調理クラブに入っていない生徒の変化量の平均は 1.05であり、この差が

調理クラブにおける活動の成果である。 

図表 86 「ビジネス感覚が付く」における生徒の変化 

 

 地域振興の観点から地域に及ぼした効果の検証 

基本設計 

投入額 

事業への投入要素は図表 63のとおりであるが、生徒の投入時間は、今回考慮しないこととする。 

教員については、高校教員へのヒアリングより、休日に部活動をした場合に１日当たり 3,400円の手

当が出ていることが把握できたことから、レストランの年間開店日をかけあわせると年間 306千円とな

り、12年間の合計は 3,672千円と算出された。したがって、投入額は、92,397千円となる。 

図表 87 高校生レストラン事業における投入額 

関係者 投入額 

学校 指導教員１人、年間 90日、12年間分 3,672千円 

自治体・地域 研修施設の建設・修繕費等 88,725千円  

合計 92,397 千円 

アウトカムの金銭価値換算方法 

相可高校並びに多気町へのヒアリングにおいて確認された生徒、学校、自治体・地域のそれぞれの主

要なアウトカムである「技術力が向上する」、「学校や町が注目を浴びる機会が増える」、「UI ターンの

増加」の３項目について、それぞれの社会的価値を金銭価値に換算した後、それを投入額で除した社会

的投資収益率を算出した。 
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なお、上記のほかにも、生徒への主要なアウトカムとして「料理を提供する楽しさを実感する」、「接

客力、コミュニケーション力が向上する」が、自治体・地域への主要なアウトカムとして「農業の振興」

が期待されているが、金銭価値への換算が難しいため今回は対象外とした。 

社会的投資収益率を算出したアウトカムと金銭価値換算の方法は下図のとおりである。 

図表 88 アウトカムの金銭価値換算の方法 

関係者 
アウトカ

ム 
アウトカムの 

変化量 
変化量の設定方法 

金銭価値へ換
算するための
代理指標 

代理指標の設定方法 

生徒 
技術力の
向上 

調理クラブに
加入している
高校３年生の
人数 

調理クラブには 50 人
が所属しており、高校
１年生から３年生まで
等しく分布していると
仮定 

調理クラブで
習得した下積
み相当年収 

・昨年度に実施された卒業生雇用主ヒア
リングより調理クラブの研修は１年間
の下積み効果がある旨を把握21 

・厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
の 19歳以下の調理師の固定給の男女平
均と、20歳～24歳の固定給の男女平均
の差分に換算。 

学校 
地域 

学校や町
が注目を
浴びる機
会が増え
る 

新聞・雑誌へ
の掲載件数/
年 

ヒアリングにおいて、
14年間でためたスクラ
ップブックは 20 冊×
80件であり、そのうち
２割程度が高校生レス
トランに関する記事で
あることを把握 

新聞広告掲載
料 

・地元紙である伊勢新聞の広告掲載料に
換算 

ドラマ「高校
生レストラ
ン」の CM放映
時間（分） 

日本民間放送連盟によ
り、１時間番組の場合
６分の CM 時間量が標
準と定められているこ
とから、９話分を計上 

テレビ広告掲
載料 

・ドラマが放映された日本テレビのスポ
ンサー料に換算 

行政・ 
地域 

UI ターン
の増加 

調理クラブ所
属の生徒のう
ち、「将来多
気町内で仕事
をしたい」と
回答した人数 

生徒へのアンケート結
果より左記の人数を把
握 

移住者１人を
呼び込むのに
かるコスト 

・三重県の「移住促進情報発信拠点運営
事業費」、「移住促進に向けた農山漁
村魅力発信事業費」（H28）を移住者目
標者数（H28）で除した数値に設定 

算出方法 

生徒の「技術力向上」に係る社会的価値 

「技術力向上」に係る成果の変化量は、高校３年間調理クラブに加入していた人数とした。調理クラ

ブには 50人が在籍していることから、実際にはばらつきはあるものの、高校１～３年生が等しく分布

していると仮定した。 

代理指標の設定に際しては、昨年度実施された文部科学省調査「平成 27年度 地域政策等に関する

調査研究」において実施された、調理クラブ卒業生の雇用主へのヒアリング結果を活用した。ヒアリン

グ調査では、調理クラブ卒業生は、調理師免許を取得可能な一般の高校専門課程又は専門学校の卒業生

と比較して、「就職先での約１年分の実働に伴う賃金分の研修効果がある」という確認が取れている。

そこで、調理クラブにおける研修は、19歳時（高校卒業時）の調理師の年収と 20歳時（就職してから

１年後）の調理の年収の差分にあたる効果があったとして代理指標を設定した。 

具体的には、平成 27 年度厚生労働省「賃金構造基本統計調査」における、19 歳以下と 20～24 歳ま

での調理師の固定給の男女平均の差分を便益として計上した。なお、同調査においては、従業員規模別

                                                   
21 文部科学省調査「平成 27年度 地域政策等に関する調査研究 地域振興に有効な教育実践の実態把握とその普及方策に

関する実証研究」（委託先：株式会社政策研究所）において実施された、調理クラブ経験者の就職先料理店（三重県伊勢

市の割烹及び東京都千代田区の割烹）へのヒアリング調査のなかで、「調理師免許を取得可能な一般の高校専門課程又は

専門学校の卒業生と比較して、就職先での約１年分の実働に伴う賃金分の研修効果がある」（同報告書より引用）との旨

を把握。 
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の給与額が公開されているが、従業員規模は 10～99人と設定した。 

学校の「学校や町が注目を浴びる機会が増える」に係る社会的価値 

「学校や町が注目を浴びる機会が増える」に係る成果の変化量は、新聞・雑誌への掲載件数と、ドラ

マ「高校生レストラン」の広告放映時間とした。 

新聞・雑誌への掲載件数については、先述のとおり、高校が把握しているものに限定しても平成 15

年から平成28年までで80枚格納可能なスクラップブック 20冊分の２割程度に相当していることから、

実際にはばらつきはあるが、毎年同程度のメディア掲載件数があったと仮定した。代理指標は、地元新

聞である伊勢新聞の広告掲載料に設定した。 

ドラマ「高校生レストラン」の広告放映時間については、日本民間放送連盟により１時間につき６分

が標準の広告放映時間と定められていることから、９話分の時間を計上した。代理指標は、ドラマが放

映された日本テレビのスポンサー料とした。なお、広告には放映料と制作料とがあるが、今回は放映料

のみを考慮した。 

自治体・地域の「生徒の地域への関心・愛着が増す」に係る社会的価値 

「生徒の地域への関心・愛着が増す」に係る成果の変化量は、アンケートのなかで、「将来多気町内

で仕事をしたい」と回答した高校３年生の調理クラブの生徒数とした。 

代理指標の設定に際しては、調理クラブの活動があったことで、Uターン者誘致に係る事業費が節約

されたと仮定し、三重県が実施している平成 28年度移住促進情報発信拠点運営事業費22及び平成 28年

度移住促進に向けた農山漁村魅力発信事業費23を同年度の移住者目標で除した数値24を設定した。 

事業以外の要因の考慮 

高校生レストラン事業の実施によって生じたアウトカムのみを測定するため、この事業がなくても生

じたであろう成果（死荷重）を取り除く必要がある。 

「技術力の向上」に関しては、調理クラブでの実習以外にも授業においても実習は行われている。調

理クラブにおいては、平日に３時間／日×５日間の実習と週末に８時間／日×年間 90日の実習時間が

設けられている。なお、週末の実習は班ごとにシフトが決まっており、調理クラブの半数の生徒が毎回

出席している。クラブがあるのが年間 29週と仮定し、それを３年間続けると、調理クラブでの実習時

間は３年間で 2,385時間である。他方、授業における実習時間は週に２回、１回平均５時間なので、３

年間で 870 時間である。つまり、調理クラブの生徒が経験している実習時間 3,255 時間のうち 26.7％

の 870時間分の実習時間の結果向上した技術力は、高校生レストラン事業がなくても生じた成果である

ため、その分を死荷重として差し引く必要がある。「生徒の地域への関心・愛着が増す」に関しては、

調理クラブ以外の高校３年生で「将来多気町内で仕事をしたい」と回答した生徒はいなかったことから、

この事業がなくても生じたであろう死荷重は０％と設定した。 

                                                   
22 三重県が展開する移住促進のための情報発信拠点の運営事業費で、首都圏における移住相談窓口の運営や関西圏におけ

る相談デスクの設置費用等の事業費を含んでいる。 

23 三重県が展開する移住促進のための情報発信費で、都市部の若者を対象に移住希望者に対して、農山漁村・農山村の暮

らしを体験するプログラムを提供。 

24 三重県資料によると、平成 28 年度の移住者目標は 130 人。「ええとこやんか三重 移住相談センター」など県の相談

窓口や空き家バンクなどの市町村相談窓口で把握した移住者数から設定された数値。 
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算出結果 

上記の仮定のもと、生徒、学校、自治体・地域における主要なアウトカムについて金銭価値換算をし

た結果が下表である。なお、評価期間は、上述のとおり、現在のまごの店がオープンした平成 17年度

から平成 28年度までとした。 

まず、「技術力の向上」については、調理クラブに加入している高校３年生の人数に、調理クラブで

習得した下積み相当年収を掛け合わせた。取組開始３年後から効果が表れたと想定し、平成 19年から

平成 28年までの累積値を算出すると 50/3（人）×203.5（千円／人）×10年間で 33,917（千円）とな

る。これに死荷重を差し引くと、24,851（千円）となる。 

「学校や町が注目を浴びる機会が増える」については、14年間でためたスクラップブックは 20冊で

１冊につき 80件の記事があり、その２割が高校生レストランの記事である。これに地元伊勢新聞の広

告料を掛け合わせ、取組初年度から効果が表れたと想定し、平成 17年から平成 28年までの累積値を算

出すると 20冊×80件/冊/14年間×２割×135.3（千円）×12年間で 37,127（千円）となる。さらに、

ドラマで取り上げられた効果としては、ドラマ「高校生レストラン」における CM時間量にスポンサー

料をかけあわせ、54（分）×2,300（千円/分）で 124,200（千円）となる。 

「生徒の地域への関心・愛着が増す」に関しては、アンケートのなかで将来多気町で仕事をしたいと

回答した生徒数に、移住者１人を呼び込むのにかかるコストをかけあわせた。高校３年間の調理クラブ

での経験により生徒の地域への関心・愛着が増すと想定し、取組開始３年後の平成 19 年から平成 28

年までの累積値を計上したところ、１（人）×254（千円／人）×10年間で 2,535（千円）となった。 

図表 89 アウトカムを金銭価値換算した結果 

関係者 
アウトカム 

金銭価値へ換算する

ための代理指標 
H17からH28までの

社会的価値の合計 

事業以外の

要因の考慮 

修正後の社会

的価値の合計 
アウトカムの変化量 金銭価値 

生徒 
技術力の向上 

調理クラブで習得し

た下積み相当年収 
33,917 

（千円） 

死荷重 

26.7％ 

24,851 

（千円） 
17（人／年） 203.5（千円）25 

学校 

地域 

学校や町が注目を浴び

る機会が増える 
新聞広告掲載料 37,127 

（千円） 
― 

37,127 

（千円） 
23（件／年） 135（千円）26 

学校や町が注目を浴び

る機会が増える 
テレビ広告掲載料 124,200 

（千円） 
― 

124,200 

（千円） 
54（分）27 2,300（千円）28 

行政 

地域 

生徒の地域への関心・

愛着が増す 

移住者１人を呼び込

むのにかるコスト 
2,535 

（千円） 
－ 

2,535 

（千円） 
１（人／年） 254（千円）29 

                                                   
25 厚生労働省「平成 27年 賃金構造基本統計調査」における従業員規模 10～99人の企業・事業所に勤務する 19歳以下の

調理師の固定給の男女平均 1,700（千円）と、同規模の企業・事業所に勤務する 20 歳～24 歳の調理師の固定給の男女平

均 1,904（千円）の差分。 

26 伊勢新聞における突出し広告、1/4×２段の広告掲載料。 

27 ドラマ９話分の CM 時間。日本民間放送連盟により、１時間番組の場合６分の CM 時間量が標準時間と定められている

ことから、９話分の時間を計上。 

28 ドラマが放映された日本テレビのスポンサー料は、15 秒で 400 千円 ～750 千円より中間値を取って 575 千円とし、分

あたりに換算。（情報源は、廣告社が提供する「広告ダイレクト」ページ） 
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これらを合計すると、高校生レストラン事業における主要なアウトカムのうち、金銭価値換算できる

ものに限定して算出した社会的価値は 188,713（千円）であった。 

これらの社会的価値の合計に対する、高校生レストラン事業に対する投入額 92,397（千円）の割合

を求めると、社会的投資収益率は 2.04と算出された。つまり、高校生レストラン事業は１の投入額に

対して 2.04の社会的価値が生み出される事業であることが示された。 

なお、今回は、金銭価値に換算できない主要なアウトカムについては計算に入れていない上、「学校

や町が注目を浴びる機会が増える」の社会的価値については、学校側が把握できていないメディア露出

分や把握はできているが計上していない伊勢志摩サミット関連のドキュメンタリー番組などの放映な

どを含めると、上記の推計以上に膨らむことが予想される。 

図表 90 高校生レストラン事業における社会的投資率 

社会的価値の合計(千円） 188,713 

投入額の合計（千円） 92,397 

社会的投資収益率（SROI） 2.04 

（評価期間 平成 17年度から平成 28年度） 

 

SROI 分析における成果の内訳をみると、学校・地域における「学校や町が注目を浴びる機会が増え

る」がその８割強を占め、この事業の学校・地域へのインパクトが大きいことが伺える。生徒における

「技術力の向上」は１割弱、自治体・地域における「生徒の地域への関心・愛着が増す」が 1％程度を

占めている。 

生徒へに対するインパクトは、金銭価値換算された成果に占める割合は少ないが、アンケート結果や

ルーブリックを活用した評価で見たとおり、生徒への教育的効果は十分確認されている。 

自治体・地域に対するインパクトについては、金銭価値換算された成果に占める割合も小さく、町の

「農業振興」や町への「UI ターンの増加」についての成果はまだ十分ではない。高校生レストラン事

業が町からの拠出金によって支えられていることを考慮すると、事業が町にもたらす成果を最大化する

ための施策の展開が必要である。 

 取組の成功要因と課題 

成功要因 

生徒が実践力を付けるための機会・場所の創出 

取組が成果をあげている要因として、町と高校教員へのヒアリングの双方から、調理クラブ指導員の

存在が挙げられた。調理クラブ指導員とは、高校生レストラン事業の立ち上げ人でもある相可高校の村

林氏のことである。村林氏は、高校を卒業してすぐに就職する生徒も多いなかで、生徒が実践力をつけ

ることを重視しており、様々な努力を重ねて指導カリキュラムを充実させている。例えば、教育過程の

なかで営業行為をすることはできないため、部活動単位で高校生レストランを運営したり、授業用の部

屋で作った弁当を販売したりすることはできないため、授業用の部屋とは別の部屋で弁当の製造・販売

の認可を取るなど、生徒に実践力を付ける機会を提供するための工夫を重ねてきている。 

                                                                                                                                                                         
29 三重県の「移住促進情報発信拠点運営事業費」（H28）は 29,518 千円。「移住促進に向けた農山漁村魅力発信事業費」

（H28）は 3,439 千円。移住者目標者数（H28）は 130 人。 
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高校生レストラン事業により、生徒には技術力のみならず、接客力やビジネス感覚、協調性、理不尽

さに耐えられる忍耐力の向上という成果が生まれている。これらは指導者が技術を教えるのみならず、

生徒が実践力を付けるための機会・場所を作る努力をしてきたからこそ生まれている成果であると言え

る。 

今後の改善点の示唆、効果測定をしたことの気づき 

特産品開発などの面での連携強化 

取組の課題としては、SROI分析でみたとおり、自治体・地域に対するインパクトが弱いことである。

特に、町が主要なアウトカムとして重視している農業振興への結びつきは弱い。高校生レストランは農

業振興や地産地消を目的に始まった取組ではあったが、現状では取組が農業振興に結び付いたという実

感は持たれていない。この背景には、高校生レストランが教育研修施設という位置づけであることから、

町が高校にどこまで働きかけてよいのか距離感がうまく掴めなかったことがあるという意見があった。

教育現場に商業的な要素を持ち込むのは難しく、どこまでなら連携できるのかが分からなかったとのこ

とである。 

自治体担当者としては、今後は商業的な要素を前面に出すわけではないが、町産の食材を利用した特

産品開発などの面で連携し、「食のまち 多気」を一緒に盛り上げていけたらという思いを持っている。 

町産の食材使用量を増やすための働きかけと地元農業者とのマッチング 

加えて、調理クラブの活動が拡大するなかで食材の需要に供給が追い付かなくなったことも、農業振

興に結び付かなかった要因と考えられる。「まごの店」は、当初は店の前にある「おばあちゃんの店」

から食材を供給していたが、店が拡大し、提供するメニューも多様化し、さらに弁当の製造販売をする

など活動が拡大するなかで、町産のものだけでは賄えなくなってきた。高校側は、地元産の食材を意識

して使っているが、高校が認識する「地元」は町ではなく松阪地域であり、県である。 

多気町には海産物もないため、全ての食材を町産で賄うことは当然難しいが、自治体担当者としては、

今後はなるべく町産のものを使ってもらうように働きかけていきたいし、レストランで使える質が担保

できるように地元の農業者を育成し、マッチングを図っていきたいという思いを持っている。 

取組のねらいや思いの引継ぎ 

さらに、町、高校ともに取組の継続性を課題として認識していた。取組開始から 10年以上が経過し、

施設の老朽化も進み更なる設備投資が必要な時期も迫っている。また、行政と高校の双方において立ち

上げ当初のねらい・思いを知っている人が少なくなっており、完全にいなくなってしまう時期も迫って

いる。成功要因として挙げられていた指導員も近く定年を迎える。 

取組の継続性を確保するためにも、事業の長期的なねらいを確認しあい、町と高校とがお互いに WIN

－WINになるような関係づくりを改めて構築する必要があると思慮される。さらに、これまでの取組を

限られた人だけで共有するのではなく、次世代に取組のねらい・思いやノウハウを引き継ぐことが必要

である。 
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川崎市・NPO法人フリースペースたまりば「ブリュッケ事業」 

 事業主体30 

「ブリュッケ事業」は、川崎市より「川崎市生活保護受給世帯等若者就労自立支援事業」として、特

定非営利活動法人フリースペースたまりばが受託し運営している事業である。 

フリースペースたまりばは、平成 3 年から学校や家庭、地域の中に自分の居場所を見いだせない子

供・若者たちが通うフリースペースとして開設した。平成 15年に特定非営利活動法人化（NPO）され、

現在は「川崎市子ども夢パーク」（指定管理者）「フリースペースえん」等を運営している。「川崎市子

ども夢パーク」は、JR南武線津田山駅のそばにあり、「ありのままの自分でいられる場」、「多様に育ち、

学ぶ子どもの居場所」、「自分の責任で自由に遊ぶ場」、「つくりつづけていく場」、「子どもたちが動かし

ていける場」などの理念を掲げている。 

川崎市 

神奈川県川崎市は、神奈川県の北東部に位置する人口 147.5万人（平成 27年国勢調査）である。京

浜工業地帯の中にあり、製鉄所や化学工場、機械・電機工業などの建設が進み現在に至っている。近年

では研究開発拠点の集積も進んでいる。 

ブリュッケ 

ブリュッケは、川崎市健康福祉局生活保護・自立支援室の所管により、特定非営利活動法人フリース

ペースたまりばが川崎市高津区新作に平成 26年 10月 1日に開設した施設である。 

 事業概要 

事業目的は「生活保護受給世帯等の若者の精神面・生活面を包括的に支援することで、日常生活・社

会生活・経済生活の自立を促し、就労を促進する」（事業委託仕様書）ことであり、対象者は市内在住

の生活保護受給世帯等の 15歳から 29歳の社会的ひきこもり状態にある者である。 

ひきこもり状態にある若者に対して、居場所をつくり（居場所支援）、就労へとつなげていく（就労

支援）ための活動を行っている。 

なお内閣府（2010）「ひきこもり実態調査」では、ひきこもり者は全国で約 70万人と推計されている

が、川崎市の人口比から推計すると、市内には約 7,000人のひきこもりがいると推計されている31。そ

のうち、生活保護を受給している若者は 430人と推計されている32。 

事業の執行体制は、常勤職員としてセンター長 1 名、事務長 1 名、支援相談員 1 名、就労支援員 1

名の合計 4名が従事している。加えて非常勤職員として、週 4日の居場所支援員、週 1日の居場所支援

員及び支援相談員、就労支援員がそれぞれ各 1名ずつ従事している。加えて、総合アドバイザーとして

フリースペースたまりばの理事長、スーパーバイザーとして大学教授が業務サポートしている。 

                                                   
30 本節は、特定非営利活動法人フリースペースたまりばホームページ http://www.tamariba.org/、川崎市子ども夢パーク

ホームページ http://www.yumepark.net/index.html を参照している。 

31 川崎市保健福祉センター「社会的ひきこもり対策事業」説明資料。 

32 川崎市生活保護・自立支援室編『現場発！生活保護自立支援川崎モデルの実践』 

http://www.tamariba.org/
http://www.yumepark.net/index.html
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 自治体による支援内容 

「川崎市生活保護受給世帯等若者就労自立支援事業」から、平成 26年度は 2500万円、平成 27年度

は 2450万円の委託費が支出されている。所管は健康福祉局生活保護・自立支援室である。平成 26年度

はセーフティネット補助金によって国から 10/10支援を受けて実施したが、平成 27年度は自立支援法

に基づく補助メニューのなかで 3/4の補助を受けて実施している。 

 実証研究のプロセスと内容 

実証研究は下記のスケジュールで実施した。 

図表 91 ブリュッケ事業における実証研究の流れ 

時期 実施項目 

H28年８月 
フリースペースたまりば、ブリュッケへの実証研究への協力依頼 

取組概要、目的、体制、成果、取組に係る保有データ・資料の確認・提供 

H28年９月 
川崎市への協力依頼 

取組概要、目的、体制、成果、取組に係る保有データ・資料の確認・提供依頼 

H28年 10月 ロジックモデル・ルーブリックの検討、作成、修正 

H28年 11月～12月 

川崎市への訪問インタビュー 

ロジックモデル・ルーブリックの確定 

既存データの整理、ルーブリックに基づく効果測定実施 

H29年１月～２月 

ルーブリック分析 

因果関係分析 

SROI算出 

川崎市、ブリュッケへの訪問ヒアリング 

 効果測定期間 

ブリュッケの事業は半年の準備期間を経て、平成 26年 10月 1日から開設したが、今回は平成 27年

度（平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日）を分析対象とした。就労支援の効果は長期にわたって

発現するが、就労後の定着率や生活保護廃止後の再保護率を加味して、今回の分析では事業終了後 5

年間（平成 32年度まで）を効果測定期間とした。 

 取組と効果の関係の整理（ロジックモデル） 

ブリュッケのロジックモデルは以下のとおりである。 

ブリュッケの事業は行政（川崎市）の予算措置によって賄われており、ブリュッケへの参加者も福祉

事務所からの紹介によっている。また地域の経営者や諸分野の専門家などがブリュッケの事業に協力を

している。 

対象は社会的ひきこもり状態にある若者である。若者は、ブリュッケが提供する居場所やアウトリー

チに参加する。居場所では、朝のミーティング、共食タイム（スタッフと一緒に昼食をつくり、配膳し、

片付けまでを行う）、グループワーク、フリータイムで構成されている。アウトリーチでは主に就労支

援がなされる。 

ブリュッケの事業の初期アウトカムは、「居場所に通ってこられる」、「心を開くようになる」、「人に

会ってみようと思える」、「生活が改善する」、「自ら企画するようになる」などである。ひきこもり状態

にある若者が一足飛びに就労までたどり着くことが難しいため、まずはこうした精神的な要素や日常生

活に関する要素が初期アウトカムとなる。その結果、自己肯定感が高まったり、就労意欲が高まったり、

学習意欲・知識欲が高まったりすることが期待されるが、これらが中間アウトカムになる。ブリュッケ
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の事業としての最終アウトカムは、就労の増加と、それに伴う生活保護からの脱出となる。 

一方、地域社会にとっては、ブリュッケの若者との交流を通じて、社会的引きこもり状態にある若者

への理解が高まるとともに、地域交流が活性化することが初期アウトカムとなる。そうした若者への理

解が進み、多様なバックグラウンドを持つ就業者が増加することによって、雇用の多様性が高まり企業

が活性化することが期待される。 

ブリュッケはケースワーカー（CW）向けの研修会・個別ケース相談会を開催しており、行政にとって

は CWのスキル等が向上することが初期アウトカムとなる。加えて、家庭が安定し、世帯全体の収入増

につながることによって生活保護費が減少し、税収が増加することが中間アウトカムとなる。行政の最

終アウトカムは、将来の貧困抑制であり、貧困の連鎖を未然に防止することである。 

図表 92 ブリュッケ事業におけるロジックモデル 

 

 事業の投入要素（インプット）と活動結果（アウトプット） 

主たるインプット要素は、行政による予算措置と社会的ひきこもり状態にある若者である。行政によ

る予算措置については、各年度でおよそ 2500万円ずつである。社会的ひきこもり状態にある若者は川

崎市内に 7000人ほどいると推計されている。 
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図表 93 ブリュッケ事業におけるインプット 

関係者 インプット 測定指標 指標の収集方法 H27年度 

（Ｈ27.4～Ｈ28.3月） 

行政 予算措置 川崎市からの予算額 ブリュッケ提供 2450万円 

若者 社会的ひきこもり状態

にあり生活保護を受給

している若者数 

社会的ひきこもり状態

にあり生活保護を受給

している若者数 

川崎市生活保護・自立

支援室編『現場発！生

活保護自立支援川崎モ

デルの実践』 

430人 

 

主たるアウトプット要素は、若者によるブリュッケの参加及び支援類型別の参加者数である。各年度

の数値について、ブリュッケから既に提供いただいている。 

ブリュッケは、週 3日、年間 150日程度オープンしており、これもアウトプット要素となる。 

図表 94 ブリュッケ事業におけるアウトプット 

関係者 アウトプット 測定指標 指標の収集方法 H27年度 

（Ｈ27.4～Ｈ28.3月） 

若者 ブリュッケへの参加 居場所、食事づくり、企

画等への参加者数 

ブリュッケ提供 52人 

若者 支援類型別の対象者数 就労支援、居場所支援等

への参加者数 

ブリュッケ提供 就労支援 22 人、定着支援

9 人、居場所支援 16 人、

アウトリーチ 17人、CWへ

の助言・援助 16人等 

ブリュッケ ブリュッケのオープン

日数 

アウトリーチ活動日数 

ブリュッケオープン日

数 

アウトリーチ活動日数 

お試し就労日数 

ブリュッケ提供 150日（週３日） 

100日（週２日） 

ブリュッケ ケースワーカー支援 研修会の開催数 

インテーク支援数 

  

 事業の成果（アウトカム） 

成果の測定指標と指標の収集方法 

ロジックモデルの部分で述べたとおり、若者に対する初期アウトカムは「心を開くようになる」、「自

ら企画するようになる」、「コミュニケーションできるようになる」、「生活が改善する」といった精神的

な要素や日常生活に関する要素となる。中間アウトカムは「就労意欲が高まる」、「自己肯定感が高まる」

といった要素である。こうした初期・中間アウトカムは定量的な把握が難しいため、ルーブリックを用

いた評価を検討したい。最終アウトカムは生活保護からの脱出者数や就労者数である。こうした指標は

定量的な予測が容易であり、既にブリュッケから提供をいただいている。 

地域によってのアウトカムである就業者数については、若者に関するアウトカムと同様の指標で測定

可能であり、定量的に把握できる。 

行政にとっての中間アウトカムは地域の労働力が増加することによって生活保護費が減少し、税収が

増加することである。生活保護費の減少や税収については、１人当たり生活保護費や税収を生活保護か

らの脱出者数や就業者数に乗じることによって、全体の金額を算出する。行政にとっての最終アウトカ

ムである将来の貧困減少は、定量的な補足は難しいと考えられる。 
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図表 95 ブリュッケ事業のアウトカムとその測定方法 

関係者 アウトカム 段階 アウトカムの測定指標 指標の収集方法 

若者 居場所に通ってこられる、心を開くよ

うになる、人に会ってみようと思える、

生活が改善する、自ら企画するように

なる 

初期 ルーブリックを用いた評価 

自己肯定感が高まる、就労意欲が高ま

る、学習意欲・知識欲が高まる 

中間 ルーブリックを用いた評価 

就労増加 最終 就労者数 ブリュッケ提供 

所得増加 最終 就労者数×所得 賃金構造基本調査 

生活保護からの脱出 最終 生活保護からの脱出者数 ブリュッケ提供 

地域社会 就業者数の増加 最終 就業者数  

行政 労働力増加 中間 就業者数 ブリュッケ提供 

生活保護費の削減 中間 １人当たり生活保護額×生活

保護からの脱出者数 

ブリュッケ提供 

税収増加 中間 １人当たり所得×税率 行政にとってのアウト

カムだが、所得増加のう

ち数であるため推計は

行わない 

将来の貧困減少 最終  推計が困難であるため

今回は推計を行わない 

成果の測定 

総括 

図表 96 ブリュッケ事業のアウトカム 

関係者 アウトカム 段階 アウトカムの測定結果 

若者 

（居場所支

援） 

居場所に通ってこられる 最初期 ●評点の変化量の平均 

1.75⇒2.81 

心を開くようになる（コミュニケー

ション能力の向上） 

初期 ●評点の変化量の平均 

1.31⇒2.44 

集団に入っていける（コミュニケー

ション能力の向上） 

初期 ●評点の変化量の平均 

1.44⇒2.56 

睡眠等の生活が改善する 初期 ●評点の変化量の平均 

1.94⇒2.75 

食生活が改善する 初期 ●評点の変化量の平均 

2.06⇒2.56 

自分を表現でき、自ら企画を提案す

るようになる 

初期 ●評点の変化量の平均 

1.50⇒2.38 

自己肯定感が高まる 中間 ●評点の変化量の平均 

1.25⇒2.19 

求職活動への挑戦 中間 ●評点の変化量の平均 

1.07⇒2.57 

認知能力の向上・学習意欲が高まる 中間 ●評点の変化量の平均 

2.00⇒2.43 

若者（就労

支援） 

日常生活の確立（生活リズム、時間

を守る等） 

初期 ●評点の変化量の平均 

1.50⇒3.07 
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関係者 アウトカム 段階 アウトカムの測定結果 

社会性の確立（挨拶・身なり等） 初期 ●評点の変化量の平均 

2.36⇒3.57 

求職活動への挑戦 中間 ●評点の変化量の平均 

2.14⇒3.86 

若者 就労増加 最終 就労者数 

 正社員 3人 

パート 6人 

生活保護からの脱出 最終 生活保護からの脱出者数 

 6人 

地域社会 就業者数の増加 最終 就業者数（同上） 

行政 労働力増加 中間 就業者数（同上） 

生活保護費の削減 中間 １人当たり生活保護額×生活保護からの脱出者数 

項目ごとの測定結果 

就労増加 

居場所支援及びアウトリーチ就労支援を受けた人について、就労増加効果を整理したものが図表 

97である。なお一時的に就労したが、すぐに離職してしまった人は人数に含まれていない。 

居場所支援については、正社員になった人は０人だが、パートとして就労できた人は３人である。

一方、アウトリーチ就労支援については、正社員として就労できた人とパートとして就労できた人が

それぞれ 3人ずつとなっている。アウトリーチ就労支援については、半数弱の人が就労につながって

おり、居場所支援者と比較すると就労までのハードルが低いことがうかがえる。 

図表 97 就労増加効果 

 正社員 パート 支援者合計 

居場所支援 ０人 ３人 16人 

アウトリーチ就労支援 ３人 ３人 14人 

生活保護からの脱出 

居場所支援及びアウトリーチ就労支援を受けた人について、生活保護からの脱出（生活保護廃止）

した人の人数を整理したのが図表 98である。居場所支援者のうち生活保護から脱出したのは 1人で、

アウトリーチ就労支援のうち生活保護から脱出したのは５人である。こちらについても、アウトリー

チ就労支援は 1/3以上が生活保護からの脱出につながっており、居場所支援者と比較すると生活保護

からの脱出までのハードルが低いことがうかがえる。 

図表 98 生活保護からの脱出効果 

 生活保護からの脱出 支援者合計 

居場所支援 １人 16人 

アウトリーチ就労支援 ５人 14人 
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 教育の観点から子供たち及び関係者に及ぼした効果の検証 

ルーブリックの作成 

ブリュッケの現場スタッフや市の担当職員に御協力をいただきルーブリックを作成した。ルーブリッ

クは居場所支援とアウトリーチ就労支援の２つに分けて作成した。ルーブリックはそれぞれの成果を達

成度のレベル別に４段階に分け、段階別の状態を言語化している。 

居場所支援のルーブリックは、最初期アウトカム、初期アウトカム、中間アウトカムに大別される。

最初期アウトカムとしては「居場所に通ってこられる」と「心を開くようになる」があり、初期アウト

カムとしては「集団に入っていける」、「睡眠等の生活が改善する」、「食生活が改善する」、「自分を表現

でき、自ら企画を提案するようになる」がある。中間アウトカムとしては「自己肯定感が高まる」、「求

職活動への挑戦」、「認知能力の向上・学習意欲が高まる」がある。就労意欲の高まりは、就労の直前の

状態だと考えることができる。 

アウトリーチ就労支援の初期アウトカムは、「日常生活の確立（生活リズム、時間を守る等）」と「社

会性の確立（挨拶・身なり等）」であり、中間アウトカムは居場所支援と同様の「求職活動への挑戦」

である。 

図表 99 ブリュッケ事業におけるルーブリック（居場所支援） 

成果 評価尺度 

評価の観点４ 評価の観点３ 評価の観点２ 評価の観点１ 

最
初
期
ア
ウ
ト
カ
ム 

居場所に通ってこら
れる 

周囲のサポートな
しで、日常的に居
場所へ通ってこら
れるようになる。 

周囲のサポート
により、定期的に
居場所へ通って
こられるように
なる。 
 

周囲のサポートによ
り、体調に合わせて
不定期に居場所へ通
ってこられるように
なる。 

興味を示すが、居
場所にくることは
できない。 

心を開くようになる
（コミュニケーショ
ン能力の向上） 

弱点や過去の困難
さも含めて、人に
話せるようにな
る。 
相手を意識したや
りとりができるよ
うになる。 

積極的に自分の
ことを話すよう
になる。 
対人関係のなか
で自己理解・他者
理解が進む。 

周囲のサポートによ
り、少しずつ自分の
話をするようにな
る。他人の話をきけ
るようになり、受け
答えができるように
なる。 

自ら話をしたり、
話しかけたりする
ことができない。 
他人の話に受け答
えができない。 

初
期
ア
ウ
ト
カ
ム 

集団に入っていける
（コミュニケーショ
ン能力の向上） 

初めての人とも、
会話を楽しめるよ
うになる。 

周囲のサポート
がなくても、人の
輪の中に入り、会
話を楽しむよう
になる。 

周囲のサポートがあ
れば、人の輪の中に
入れるようになる。 

人の輪の中に入っ
ていけない。 

睡眠等の生活が改善
する 

睡眠、入浴、洗濯、
掃除などの生活習
慣が改善し、他者
を意識した身なり
ができるようにな
る。 

朝から居場所に
通ってくるよう
になり、身なりも
気にするように
なる。 

居場所の日は、昼間
に起きられるように
なる。 

睡眠時間が不安定
で、昼夜逆転して
いる。 
生活習慣や身なり
も気にならない。 

食生活が改善する 食への興味も広が
り、自分で食べた
い物を自分で作る
ようになり、暮ら
しが安定してい
く。 

食への欲求が高
まり、定期的に食
事をとるように
なる。 
自分が食べたい
物、自分に必要な
栄養素も気にな
るようになる。 

日常的にブリュッケ
で手作りの温かい昼
食を食べるようにな
る。 

１日１食、コンビ
ニ弁当やパンを不
定期に食べる生活
をしている。 

自分を表現でき、自ら
企画を提案するよう
になる 

主体的に企画立案
するようになる。 

興味があること
についての企画
の提案をするよ
うになる。 

他者の企画に興味を
示すようになり、企
画に参加するように
なる。 

他者の企画に興味
を示さず参加しな
い。 
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成果 評価尺度 

評価の観点４ 評価の観点３ 評価の観点２ 評価の観点１ 

中
間
ア
ウ
ト
カ
ム 

自己肯定感が高まる 今の自分でも大丈
夫だという想いが
芽生え、新しいこ
とに挑戦する意欲
が湧いてくるよう
になる。 

様々な体験を通
し、自分にできる
こと、やってみた
いことが見えて
きて、少しずつ自
分を肯定できる
ようになる。 

集団の中で様々な人
がいることを知り、
自分の弱さやできな
さを受け入れられる
ようになる。（自己
受容） 

「今の自分の存在
をいいとは思えな
い」、「生きてい
る価値が見いだせ
ない」など、自分
に否定的な感情を
持っている。 

求職活動への挑戦 お試し就労や職場
体験、職業訓練、
スキルアップ講座
などに参加し、面
接への挑戦が始ま
る。 

就労意欲が向上
し、職場見学、ボ
ランティア活動
などに参加する
ようになる。 

仕事への関心が芽生
え、興味のある仕
事・職種などの話が
できるようになる。 

安心できる居場所
に通い、グループ
ワークなどにも参
加し、新たな成長
が始まる。 

認知能力の向上・学習

意欲が高まる 

学習が進み、認知
能力の向上やスキ
ルが身に付く。 

就労等に向けた
学習に着手する。 

学習に対する関心が
芽生える。 

学びに対する意欲
がまったくない。 

図表 100 ブリュッケ事業におけるルーブリック（アウトリーチ就労支援） 

成果 評価尺度 

評価の観点４ 評価の観点３ 評価の観点２ 評価の観点１ 

初
期
ア
ウ
ト
カ
ム 

日常生活の確立（生

活リズム、時間を守

る等） 

朝起き、夜寝る生
活リズムができ
る。スタッフとの
約束時間が守れる
ようになる。 

１つひとつの原因
を克服し、改善し
ていく取組が始ま
り、成果が生まれ
るようになる。 

背景にある原因に
ついて、スタッフ
と話し合えるよう
になる。 

昼夜逆転、時間が守
れない。 
 

社会性の確立（挨

拶・身なり等） 

相手の話しをよく
聞く姿勢、敬語を
使うなど職場での
最低限のコミュニ
ケーション能力が
つく。職場（職種）
に見合った服装、
身なりができるよ
うになる。 

入浴、衣服の洗濯、
洗顔、洗髪、歯磨
き、爪切りなど身
なり全般の清潔感
が保たれるように
なる。 

「おはようござい
ます」「こんにち
は」「失礼します」
など日常生活にお
ける初歩的な挨拶
や臭い、鼻毛など
他人に不快感を持
たれない改善が始
まる。 

挨拶ができない身
なりに問題がある。 

中
間
ア
ウ
ト
カ
ム 

求職活動への挑戦 面接に挑戦する 

とともに、失敗 

しても立ち向か 

う姿勢が生まれ 

る。 

ステップアップ 

講座への参加や 

履歴書・自己ア 

ピール・職務経 

歴書づくりなど 

を通して、就職 

活動に挑む自信 

がつき始める。 

就労への自覚が 

生まれ、求人情 

報収集や職場見 

学、職場体験、 

ボランティア活 

動などに参加す 

るようになる。 

様々な困難 

を抱え、働くこ 

とへの意欲を持 

てないでいる 

が、スタッフと 

の話し合いを通 

じ信頼関係をつ 

くり始める。 

ルーブリックを用いた評価結果 

居場所支援者 16人のルーブリック評価の結果を、初期（事業前）と現在（評価時点）について平

均値を整理したものが図表 101 である。いずれの項目についても、ルーブリックの結果は全体とし

て改善していることが分かるが、特に改善幅が大きいのは最初期アウトカムの２項目と、中間アウト

カムのうちの「求職活動への挑戦」である。一方で、初期アウトカムと中間アウトカムの「認知能力

の向上・学習意欲が高まる」については全体としての伸び幅は小さくなっている。以上から、ブリュ

ッケ事業は、最初期アウトカムを高める効果と、就労促進効果が大きいものと考えられる。 



II. 調査プロセスと結果 ２．川崎市・NPO法人フリースペースたまりば「ブリュッケ事業」 

 

 98  

図表 101 居場所支援者のルーブリック評価結果 

 
 

居場所支援者のルーブリック評価の結果を、就労できた人（就労者）と就労できていない人（未就

労者）別にみると、以下のような特徴が確認できる。第一に、就労できた人と就労できなかった人は、

初期時点でのルーブリック評価には大差がない。つまり、居場所支援によって評価が大きく上昇した

人ほど就労につながっていることが分かる。第二に、就労できた人は最初期アウトカム、初期アウト

カムのうちの睡眠等の生活が改善する、そして中間アウトカムの自己肯定感が高まる、の上昇幅が非

常に大きくなっていることが分かる。つまり、ルーブリック評価のうち、これらの要素は就労に大き

な影響を与える可能性がある。第三に、就労できた人の現在のアウトカムは各項目で３前後になって

おり、就労を促進するためには、ルーブリック評価で３を目指すことが、ひとつのマイルストーンと

なるものと考えられる。 

図表 102 居場所支援者のルーブリック評価結果 
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アウトリーチ就労支援者14人のルーブリック評価の結果を、同様に示したものが図表 103である。

いずれの項目についても、ルーブリックの結果は全体として改善していることが分かるが、特に改善

幅が大きいのは「社会性の確立（挨拶・身なり等）」と「求職活動への挑戦」である。アウトリーチ

就労支援の面からみても、ブリュッケ事業は、就労促進効果が大きいものと考えられる。 

図表 103 アウトリーチ就労支援者のルーブリック評価結果 

 

 

居場所支援と同様に、就労できた人（就労者）と就労できていない人（未就労者）にみると、以下

のような特徴が確認できる。第一に、居場所支援の場合と同様に、就労できた人もできなかった人も、

初期時点のルーブリック評価には大差がないことが分かる。第二に、就労につながっているひとは全

ての項目で平均が３を超えており、就労につながるためには全ての項目で３を目指すことが重要にな

ると考えられる。 

図表 104 アウトリーチ就労支援者のルーブリック評価結果 
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 地域振興の観点から地域に及ぼした効果の検証 

基本設計 

投入額 

事業への投入要素は、前述した川崎市からの委託金額であり、平成 27年度は 2,450万円となる。

ここから居場所支援・アウトリーチ支援の費用がまかなわれているため、投入額は 2,450万円となる。 

アウトカムの金銭換算方法 

アウトカムの金銭価値換算の方法は図表のとおりである。アウトカムは大きく分けて所得の増加と

生活保護費の削減の２つに分けることができる。所得の増加はさらに、正社員とパートに分けること

ができる。正社員については、厚生労働省「平成 27年賃金構造基本調査」の産業計男女計の一般労

働者の年収を用いた。居場所支援・アウトリーチ支援の対象が若者であることにかんがみて、年収は

20～24 歳のものを用いた。パートについても、同様のデータの短時間労働者の年収を用いた。生活

保護費の削減については、厚生労働省「被保護者調査」から１人当たりの生活保護費を計算し、その

数値を用いた。 

逓減率の設定 

いったん就労をしたとしても、その後定着できない場合があるため逓減率を加味した。パートの場

合、１年以上就労継続できているケースがあまりないため、アウトカムははじめの１年間のみ発生す

ると仮定した（２年目には全員がドロップオフすると仮定）。正社員については、2/3 程度が定着し

て就業継続しているため、逓減率は 2/3とした。 

生活保護についても、いったん生活保護が廃止されたとしても、再度生活保護に戻ってしまうケー

スがある。ヒアリングでは、一度生活保護が廃止されると、再度生活保護に戻るケースが少ないこと

が確認できたため、再保護率は２割と設定した。 
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図表 105 アウトカムの金銭価値換算の方法 

 

 

算出結果 

上記の仮定のもと、居場所支援参加者、アウトリーチ就労支援参加者、行政におけるアウトカムにつ

いて金銭価値換算をした結果が下表である。なお、評価期間は、上述のとおり、事業終了後５年間で

2020 年度までとした。具体的な計算方法は以下のとおりである。また就労者については、継続的に就

労できている人だけをカウントしている。 

まず居場所支援参加者の正社員就労はゼロ人であったため、社会的価値も 0円となる。パート就労に

3人であり、１人当たり年収が 79.0万円であるため、3人×79.0＝237.0万円が社会的価値となる。パ

ート就労者は２年目には全員がドロップオフすると仮定しているため、2年目以降の価値は0円となる。 

アウトリーチ就労支援参加者の正社員就労は3人であり、１人当たりの年収が277.1万円であるため、

社会的価値は 3人×277.1 万円＝831.2 万円が社会的価値となる。2年目以降は 1/3 ずつドロップオフ

していく。パート就労者については、居場所支援参加者と同じ計算式となる。 

行政については、生活保護からの脱出者が、居場所支援参加者とアウトリーチ就労支援参加者の合計

で 6 人であり、１人当たりの生活保護費が 168.7 万円であるため、6人×168.7 万円＝1,012.2万円が

初年度の社会的価値となる。2年目以降は毎年 2割ずつドロップオフしていく。 

以上の計算により、社会的価値の合計は 6,483万円となる。一方で、投入額は 2,450万円であるため、

社会的投資収益率は 2.65となる。なお、初年度のみの社会的価値は 2,317万円であるため、初年度の

段階でも投入額と社会的価値がほぼ均衡していることが分かる。 

関係者 アウトカム

項目
アウトカムの

変化量
単価・
数量

情報源
アウトカムを金
銭価値換算する
ための代理指標

単価・
数量

情報源

居場所支
援参加者

就労増加（正
社員）

就労者数（正社
員）（人）

0
居場所支援のうち正
社員就労を継続して
いる人はいない。

年間収入（千
円）

2,771
厚生労働省「平成27年賃金構造基
本調査」、産業計男女計の20～24
歳の一般労働者の年収

就労増加
（パート）

就労者数（パー
ト）（人）

3
居場所支援のうち3名
がパート就労を継続
している。

年間収入（千
円）

790

厚生労働省「平成27年賃金構造基
本調査」、産業計男女計の20～24
歳の短時間労働者の年収
パートの場合、1年超の継続就労は
少ないため、２年目以降のアウト
カムはゼロとした。

アウト
リーチ就
労支援参
加者

就労増加（正
社員）

就労者数（正社
員）（人）

3

アウトリーチ就労支
援のうち3名が正社員
就労を継続してい
る。

年間収入（千
円）

2,771

厚生労働省「平成27年賃金構造基
本調査」、産業計男女計の20～24
歳の一般労働者の年収
正社員の場合、2／3程度の定着率
であるため、定着率を2／3と設定
した。

就労増加
（パート）

就労者数（パー
ト）（人）

3

アウトリーチ就労支
援のうち3名がパート
就労を継続してい
る。

年間収入（千
円）

790

厚生労働省「平成27年賃金構造基
本調査」、産業計男女計の20～24
歳の短時間労働者の年収
パートの場合、1年超の継続就労は
少ないため、２年目以降のアウト
カムはゼロとした。

行政

生活保護から
の脱出（居場
所支援参加
者）

生活保護からの
脱出者数（人）

1
居場所支援のうち1名
が保護廃止になって
いる。

一人当たりの年
間生活保護費
（千円）

1,687

厚生労働省「被保護者調査」
保護廃止後、再び生活保護となる
のは２割程度であるため、再保護
率は２割とした。

生活保護から
の脱出（アウ
トリーチ就労
支援参加者）

生活保護からの
脱出者数（人）

5
アウトリーチ就労支
援のうち5名が保護廃
止になっている。

一人当たりの年
間生活保護費
（千円）

1,687

厚生労働省「被保護者調査」
保護廃止後、再び生活保護となる
のは２割程度であるため、再保護
率は２割とした。

アウトカムの金銭価値換算
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図表 106 社会的投資収益率の測定結果（単位：千円） 

 

図表 107 ブリュッケ事業における社会的投資率 

 

 

 取組の成功要因と課題 

成功要因 

就労を見据えた支援 

ブリュッケ事業では、特にアウトリーチ就労支援において多くの人数が就労につながっている。この

ように高い就労率が実現できた背景としては、ブリュッケ担当者が就労支援をゴールとして見据えなが

ら居場所支援を行っていることが指摘できる。ブリュッケ事業の対象者は、川崎市内在住の生活保護受

関係者 アウトカム

項目
アウトカムの

変化量
単価・
数量

1年目
(2015)

2年目
(2016)

3年目
(2017)

4年目
(2018)

5年目
(2019)

6年目
(2020)

合計 死荷重
死荷重の
設定方法

修正後合計

居場所支
援参加者

就労増加（正
社員）

就労者数（正社
員）（人）

0 0 0 0 0 0 0 0 0

就労増加
（パート）

就労者数（パー
ト）（人）

3 2,370 0 0 0 0 0 2,370 2,370

アウト
リーチ就
労支援参
加者

就労増加（正
社員）

就労者数（正社
員）（人）

3 8,312 5,541 3,694 2,463 1,642 1,095 22,745 22,745

就労増加
（パート）

就労者数（パー
ト）（人）

3 2,370 0 0 0 0 2,370 2,370

行政

生活保護から
の脱出（居場
所支援参加
者）

生活保護からの
脱出者数（人）

1 1,687 1,350 1,080 864 691 553 6,224 6,224

生活保護から
の脱出（アウ
トリーチ就労
支援参加者）

生活保護からの
脱出者数（人）

5 8,435 6,748 5,398 4,319 3,455 2,764 31,118 31,118

合計（千円） 64,828

社会的価値の合計(千円）

投入額の合計（千円）

社会的投資収益率
（SROI）

（評価期間

64,828

24,500

2.65

平成27から32年度）
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給世帯等の困難を抱える若者で社会的ひきこもりと考えられる者だが、ひきこもり状態にある若者を就

労にいきなりつなげていくことは難しい。そのためブリュッケでは居場所事業を通じて日常生活や他者

とのコミュニケーションの改善を図っているが、そのなかで地域の経営者や諸分野の専門家、地域住民

を巻き込みながら、交流の機会をつくったり、職場体験の機会を提供したり、グループワークを行った

りしている。つまり就労支援を見据えながら居場所支援を行うことによって、高い就労率が実現できて

いると言える。 

今後の改善点の示唆、効果測定をしたことの気づき 

居場所支援からの就労率の低さと初期・中間アウトカムの改善効果 

一方で、ブリュッケ事業の課題としては、居場所支援から就労支援につながっている人数が少ないこ

とが指摘できる。居場所支援から就労につながっているのは３人にとどまっており、しかも全てがパー

ト就労である。パート就労の場合は定着率も低くなりがちであるため、可能な限り正社員就労につなげ

ていく工夫が必要になると考えられる。 

しかしながらルーブリック評価をみると、居場所支援参加者であっても最初期・初期・中間アウトカ

ムが大きく上昇していることが分かる。就労につながった人はルーブリック評価が高い場合が多いこと

を踏まえると、現在はまだ就労にはつながっていない居場所支援参加者であっても、粘り強い支援を続

けることによって就労につながることが期待できる。居場所支援は就労という形で効果が出るまでに時

間を要するが、ルーブリックのような中間的な評価を行うことによって、外形的には見えにくい居場所

支援の効果を見える化するこができ、事業の意義に異なる角度から比較を当てることができた。 

事業の意義に関する共通理解の形成 

実証研究のなかで、ロジックモデルによってブリュッケ事業の全体像を整理するともに、初期・中間

アウトカムについてはルーブリックの作成を行った。その過程において、事業者や行政の間で、ブリュ

ッケ事業の全体像や意義について共通理解が形成された。 
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静岡市・静岡市子ども支援コンソーシアム「生活困窮世帯、ひとり親家庭等の子ども

への学習・生活支援事業」 

 事業主体33 

静岡市子ども未来局子ども家庭課が実施している「静岡市生活困窮世帯、ひとり親家庭等の子どもへ

の学習・生活支援事業」が本項での対象事業である。本事業は２年目を迎えており、2年連続で静岡市

子ども支援コンソーシアムが受託をしている。 

静岡市 

静岡県静岡市は、静岡県の中部に位置する政令指定都市であり、同県の県庁所在地である。大御所時

代の徳川家康公の城下町であり駿府城下を基盤とした商業都市の旧静岡市と、国際貿易拠点である清水

港を擁する旧清水市が、平成 22年に新設合併した。葵区、駿河区、清水区の３区から構成され、葵区

が最も大きな区域を有する。 

住民基本台帳登録人口（平成 27年 12月 31日時点）は、約 71万 2,000人であるが、各区の総人口に

は大きな差は無い。 

図表 108 静岡市と各区の人口 

 
（出典）住民基本台帳登録人口（2015年 12月 31日現在、日本人＋外国人） 

静岡市子ども支援コンソーシアム 

静岡市子ども支援コンソーシアムは、平成 27年３月に結成された、生活困窮世帯、ひとり親世帯等

の子供たちの支援を目的としたコンソーシアムであり、いずれも静岡市に活動拠点を置く、一般社団法

人静岡市母子寡婦福祉会、一般社団法人てのひら、一般社団法人静岡学習支援ネットワークの３法人に

よって構成されている。 

３団体とも、生活困窮世帯、ひとり親世帯等の子供たちの支援を団体の目的として掲げている点は共

                                                   
33 本節は、静岡市子ども支援コンソーシアムウェブサイト（http://shizuoka-study-support.jimdo.com/静岡市子ども支援

コンソーシアム/）、 一般社団法人静岡市母子寡婦福祉会ウェブサイト（http://hotheart-shiz.com/）、一般社団法人ての

ひ ら 事 業 紹 介 パ ン フ レ ッ ト 、 一 般 社 団 法 人 静 岡 学 習 支 援 ネ ッ ト ワ ー ク ウ ェ ブ サ イ ト

（http://shizuoka-study-support.jimdo.com/）を参照している。 
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通しているが、それぞれの団体の歴史、活動拠点、抱える人員規模、体制等は異なっており、コンソー

シアムを組むことでそれぞれの強みを生かす形で、支援の輪の拡大を目指している。本事業においては、

一般社団法人静岡市母子寡婦福祉会がコンソーシアムの統括窓口となっている。 

一般社団法人母子寡婦福祉会 

一般社団法人静岡市母子寡婦福祉会（以降、「母子会」とも略記）は、昭和 25年に設立された静岡未

亡人会をルーツとして、静岡市内に住むひとり親家庭と寡婦で構成する福祉団体であり、働きながら１

人で子育てをしなければならないひとり親家庭に対して、親子で楽しく遊ぶことや、将来を考えるため

の支援を目的として設立されている団体である。 

会員数は合計 243名であり、内訳は母子会員 144名、寡婦会員 24名、賛助会員 75名となっている。

母子会の活動資金は、静岡市からの補助金や静岡市社会協議会の助成金、賛助会からの寄附金、会員か

らの会費が主である。母子だけでなく、父子も入会が可能である。 

一般社団法人てのひら 

一般社団法人てのひら（以降、「てのひら」とも略記）は、こども・若者・女性の貧困対策及び、家

族の機能不全化・貧困の世代間連鎖の予防を目的として、平成 27年から取組を開始している団体であ

る。静岡市にある、「独立型社会福祉士事務所 子どもと家族の相談室 寺子屋お～ぷん・どあ」が、

平成 24年から生活支援「ホッとホ～ムてのひら」の活動を開始し、その後、学習支援「カラフル・ピ

～ス」、こども食堂「そらいろ食堂」の活動に取り組んできたことが母体となっている。 

団体の目標として、①子供、若者たちに「希望」と「信頼」及び「この世は生きるに値する」との思

いを感じてもらうための「安心・安全な関係と場」（居場所）を提供する、②保護者・家族に対する子

育て家庭支援を通しての「事前的・長期的・包括的支援体制」づくりを掲げており、貧困問題は、学習

支援と生活支援の双方を必要とする複雑に絡み合う課題であるという認識から、幅広い支援を行ってい

る。 

一般社団法人静岡学習支援ネットワーク 

一般社団法人静岡学習支援ネットワーク（以降、「SSS」とも略記）は、静岡県立大学の学生が中心と

なり立ち上げた学生団体であり、平成 24年 2月から活動を開始している。「勉強をしたくても、できな

い子供たち」の力になりたいという思いをもった大学生が集まり、学習支援を中心としながらも、子供

たちの安心感の醸成・居場所づくりも目的として、事業を行っている。平成 27年３月には法人格を取

得し、一般社団法人化している。基本的な運営は学生が中心であり、幹部などのみ、大学教員や元教員

が就任している。 

 事業概要 

本事業の目的は、静岡市の生活困窮世帯、ひとり親家庭等の小学校１年生から中学校３年生の児童・

生徒（以下、「子供」）を対象として、ボランティアの協力を得て、安心して過ごせる居場所を提供する

とともに、子供の気持ちに寄り添った学習支援及び生活支援を実施することにより、学習や生活への意

欲を培い、子供たちの健全な成長を支えることで貧困の世代間連鎖が発生しないようにすることである。 

委託業務内容は、①「主に小学生への学習支援」、「主に中学生への学習支援」を、おおむね、週１回

を目安に各区１か所で実施、②「特に生活支援が必要な子どもへの生活支援」を、おおむね、週１回を

目安に市内 2か所で実施の大きく 2つに分かれる。受託事業者は、①が静岡市子ども支援コンソーシア

ム、②が一般社団法人てのひらとなっている。 

本調査研究では、静岡市との調整の結果、①のコンソーシアムを組成する 3団体がかかわる学習支援

http://hotheart-shiz.com/
http://hotheart-shiz.com/
http://shizuoka-study-support.jimdo.com/
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事業のみを効果測定対象事業とすることとした。なお、学習支援事業の業務内容は、対象が小学生か中

学生かによって分かれている。 

小学生への学習支援 

主に小学生への学習支援は、以下のとおりである。 

 ３区で各１教室を開催する。（母子会が１教室、てのひらが２教室担当） 

 開催頻度はおおむね週１回、開催時間は準備等も含め２時間程度を目安とする。 

 定員は１か所 20名程度とする。 

 できる限りマンツーマンでの対応が望ましいことから、学習支援ボランティア１人が対応する子

供の数は、最大でも３人程度とする。 

 各教室を管理し、学習支援ボランティアを統括する学習支援ボランティアリーダーを１人配置する。  

※ただし、兄弟が通っている、家から近い等の理由から、中学生の生徒が母子会もしくはてのひら

に通っているケースも僅かだがある。 

中学生への学習支援 

また、主に中学生への学習支援は以下のとおりである。 

 ３区で各１教室を開催する。（SSSが３教室担当） 

 開催頻度はおおむね週１回、開催時間は準備等も含め２時間程度を目安とする。 

 定員は１か所 20名程度とする。 

 できる限りマンツーマンでの対応が望ましいことから、学習支援ボランティア１人が対応する子

供の数は最大でも３人程度とする。 

 各教室を管理し、学習支援ボランティアを統括する学習支援ボランティアリーダーを１人配置する。  

※ただし、兄弟が通っている、家から近い等の理由から、小学生の児童が、SSS に通っているケー

スも僅かだがある。 

加えて、支援対象者から利用料を徴収しないことが前提条件とされている。支援の対象者は、静岡市

内に居住しており、①生活保護受給世帯、準要保護世帯の子供（生活困窮世帯の子供）、②児童扶養手

当受給世帯の子供（ひとり親家庭の子供）、③その他当事業の対象とすることが適当であると認められ

た子供である。 

 自治体による支援内容 

「静岡市生活困窮世帯、ひとり親家庭等の子どもへの学習・生活支援業務」として、所管である静岡

市子ども未来局子ども家庭課から、平成 27年度は 1,296万円、平成 28年度は約 1,550万円の委託費が

支出されている。ただし、これは学習支援事業と生活支援事業を合わせた金額であり、さらに、学習支

援事業は 3団体に分割されている。 

予算の内訳 

学習支援事業と生活支援事業の予算の内訳は、図表のとおりである。学習支援に着目すると、平成

27年度は 9,996,600円、平成 28年度は、10,002,500円が割り当てられている。これらの予算の分配は、

静岡市子ども支援コンソーシアム内における議論により、調整された結果である。 

全体総額は、平成 27年度から平成 28年度にかけて 250万円程度の増額となっているが、総額に占め

る学習支援事業費は、2 年度間で大きな違いはない。主に、増額分は、生活支援事業に回されており、

生活支援事業費は、平成 27年度から平成 28年度にかけて 1.8倍の増額となっていることが分かる。 
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図表 109 静岡市生活困窮世帯、ひとり親家庭等の子どもへの学習・生活支援業務事業予算内訳（円） 

 

学習支援事業 

（３団体） 

生活支援事業 

（てのひら のみ） 
合計 

平成 27年度 9,966,600 2,993,400 12,960,000 

平成 28年度 10,002,500 5,495,500 15,498,000 

 

さらに、この中で、学習支援事業の団体ごとの予算内訳をまとめたのものが、下の図表である。 

学習支援事業費全体では増額しているが、小学生を主な支援対象としている、母子会及びてのひらは、

平成 27年度と比較して、平成 28年度は減額していることがわかる。 

一方で、中学生 3教室を担当している SSSは、平成 27年度から平成 28年度にかけて、1.2倍弱の増

加率を示している。 

図表 110 静岡市生活困窮世帯、ひとり親家庭等の子どもへの「学習支援業務」予算内訳（円） 

 

母子会 

（小学校 1教室） 

てのひら 

（小学校２教室） 

SSS 

（中学校３教室） 

学習支援事業合

計 

平成 27年度 2,435,336 2,738,400 4,792,864 9,966,600 

平成 28年度 2,343,000 2,045,500 5,614,000 10,002,500 

 

予算の内訳については、生活支援と学習支援を明確に分けて実施していないのが実態であり、結果的

に計上されている内容として、こうした予算内訳になっている（静岡市子ども支援コンソーシアム窓口

の母子会担当者）ということであった。 

事業の位置づけ 

静岡市では、平成 27年３月に子供の貧困対策推進計画を含む「静岡市子ども・子育てプラン」を策

定している。計画期間は、平成 27年からの５か年である。計画では、３つの基本目標と５つの施策目

標がたてられており、子供の貧困対策推進計画に係るものとしては、「すべての子どもの育ちを支援す

るまちづくり」という基本目標の下にたてられた、施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える

環境づくり」を達成するための基本施策として「厳しい環境に置かれた子どもとその家庭への支援」が

盛り込まれている。今回の実証研究の対象としている事業は、この基本施策の中の重点事業に位置付け

られているものである。 

そして、施策目標１の成果指標としては、「将来の夢や目標を持っていると答える児童・生徒の割合」、

「自分が誰かの役に立っていると思う子ども・著者の割合」（自己有用感）、「自分にはよいところがあ

ると思う児童・生徒の割合」（自己肯定感）などが含まれている。 
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図表 111 静岡市子ども・子育てプランにおける子供の貧困対策を含む施策の成果指標 

 
（出典）静岡市子ども・子育てプラン（2015年３月） 

 

なお、平成 26年４月に国が定めた「子供の貧困対策に関する大綱」に掲げられた指標について、静岡

市が公表しているデータはないが、県の状況は下記のとおりとなっている。 

図表 112 静岡県における子供の貧困対策に関する指標 

 
（出典）静岡県子どもの貧困対策計画（2016年３月） 
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図表 113 （参考）国の「子供の貧困対策に関する大綱」における指標 

 

注）2015年 8月 28日時点の数値 

（出典）第３回子どもの貧困対策会議 参考資料１（2015年８月） 
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 実証研究のプロセスと内容 

実証研究は、下記のスケジュールで実施した。 

図表 114 静岡市実施事業における実証研究の流れ 

時期 実施項目 

H28年８月 

静岡市役所、静岡市教育委員会、静岡市子ども支援コンソーシアム３団体への実

証研究への協力依頼 

ヒアリング項目の作成 

H28年８月～９月 
静岡市役所、静岡市子ども支援コンソーシアム３団体訪問ヒアリング 

取組概要、目的、体制、成果、取組に係る保有データ・資料の確認・提供依頼 

H28年９月 
ロジックモデルの作成、修正 

効果測定指標の検討 

H28年 10月 
ロジックモデルの確定 

効果測定指標の確定 

H28年 11月 
昨年度の実績データ、静岡市役所実施の利用者アンケートの再集計 

アンケート調査票の作成・協力依頼 

H28年 12月～H29年１月 今年度の利用者アンケートの実施 

H29年１月～２月 

今年度の利用者アンケートの集計・分析 

SROI算出 

静岡市役所、静岡市子ども支援コンソーシアム３団体訪問ヒアリング 

 

分析にあたっては、静岡市役所が、平成 27年事業に関わりサービスを受けた子供及びその保護者向

けに実施したアンケート調査34の一部、及び、今年度、当社が作成・実施した利用者アンケート調査の

結果を主に用いる。 

今年度の利用者アンケートは、静岡市子ども・子育てプランにおける子供の貧困対策を含む施策の成

果指標、昨年度の利用者アンケート等を踏まえ、静岡市役所とも調整の上、下記の要領で実施した。 

図表 115 今年度の利用者アンケートの実施概要 

項目 内容 

調査方法・対象 

静岡市子ども支援コンソーシアム３団体へ、調査票を郵送 

学習支援事業のサービスを受けている、子供本人に回答してもらう 

「今現在」と「通い始めた時点」のそれぞれについて回答してもらう。 

回収状況 
有効回答数：84／121（有効回答率：69.4%） 

（母子会：15／2７、てのひら：26／42、SSS：43／52） 

 効果測定期間 

効果測定期間は、平成 27年度（平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日）及び平成 28年度（平成

28年 4月 1日～平成 28年 11月 30日）の１年 7か月とした。 

 取組と効果の関係の整理（ロジックモデル） 

生活困窮世帯、ひとり親家庭等の子供への学習・生活支援事業のロジックモデルは以下のとおりであ

                                                   
34 静岡市子ども未来局により、昨年度事業のサービス利用者（子供及びその保護者）に向けに実施したアンケート調査。

55 名からの回答があり、学年別の内訳は次のとおり。小 1：4 人、小 2：3 人、小 3：6 人、小 4：5 人、小 5：11 人、小

6：6 人、中 1：2 人、中 2：11 人、中 3：8 人。 



第４章 実証研究の結果  

 

111 

る。事業の関係者は、子供、保護者・家庭、学校（教員）、静岡市に分かれる。 

子供は、学習支援への参加によって、アウトプットとして、事業趣旨に即して、学習機会が増加する

ことはもちろんのこと、そこでスタッフとして働く大学生とかかわる機会が増加すること、また学校外

の友達や団体スタッフの大人ともかかわる機会が発生する。そうした結果、初期アウトカムとして「学

習習慣が身につくキッカケづくりの場となる」、「身近な目標ができる、将来のことを考えられる」、「学

校外での繋がりの構築、孤立感の解消」が期待される。 

その後、中間アウトカムとして「学習意欲の向上」、「精神的に安定する、集中力がつく」、「自己肯定

感の醸成、自己開示の増加」へと繫がることが期待される。特に学生スタッフとの関わりにより、高校

進学や大学進学を考えることもできなかった子供たちが、大学生スタッフを身近な目標として意識する

ことができ、そのことで、学習意欲の向上や精神的な落ち着きなどへの波及していく。 

最終的なアウトカムとして、学習支援事業であるため「進学意欲の向上」もあるが、3団体の理念に

も通ずる点として、最終的な進学ではなく、それ以前の「出席の継続」や「落ち着ける居場所ができる」

こと、「社会への信頼感が生まれる」ことがより重視されている。 

 

一方、子供を支える側の保護者・家庭及び学校（教員）は次のとおりである。 

まず保護者・家庭は、子供が学習支援事業に参加することで、教室に通わせる「保護者同士のつなが

りの形成」がなされること、「子供を見る機会が増加」することがアウトプットとして挙げられる。 

そのことで、初期アウトカムとして、「子供との良い距離感が形成」され、また、「家庭では見せない

子供の顔を知る」ことができるようになり、続けて中間アウトカムとして「家庭外での人間関係や相談

先の構築」、「子供への先入観や固定観念への気づきが得られる」ことが期待される。 

最終アウトカムは「子供との関係改善」、「支援機関との連携の促進・支援の輪の拡大」が期待されて

おり、学習支援を入口として、子供及び保護者を取り巻く環境の好転が目指されている。 

 

また、学校（教員）は、学習支援事業に参加している児童・生徒を受け持っている担任や学年主任等

の先生が見学に来ることで、「子供を見る機会が増加」（アウトプット）し、「学校で見せない子供の顔

を知ることができる」（初期アウトカム）。 

その結果、保護者と同様に、「子供への先入観や固定観念への気づきが得られる」ことが期待され、

「子供との関係改善」、「支援機関との連携の促進・支援の輪の拡大」へと繫がることが目指されている。 

 

最後に行政機関として、事業を発注している静岡市は、この学習生活支援事業がしっかりと遂行され

ることで、「支援対象者の定員が確保・拡大」されることがアウトプットとして期待されている。さら

に、「遅滞ない効率的な事業の運営の継続」（初期アウトカム）、「事業の高度化、支援対象者への適切な

支援の実施」（中間アウトカム）とつづき、最終的には、子供、保護者・家庭、学校（教員）の各種最

終アウトカムが統合され、「支援対象者・保護者の事業からの卒業」→「貧困の連鎖を断つ」ことが目

指されている。 
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図表 116 生活困窮世帯、ひとり親家庭等の子供への学習・生活支援事業におけるロジックモデル 

 

 事業の投入要素（インプット）と活動結果（アウトプット） 

事業の投入要素（インプット） 

主たるインプット要素は、行政による予算措置と貧困家庭の子供である。行政のよる予算措置につい

ては、平成 27年度で 1,296万円、平成 28年度で 1,550万円である。 

図表 117 生活困窮世帯、ひとり親家庭等の子供への学習・生活支援事業におけるインプット 

関係者 事業のインプット 

子供 生活困窮世帯、ひとり親家庭等の小中学生 定員 20人×6教室（平成 27年度） 

保護者・家庭 生活困窮世帯、ひとり親家庭の保護者 

行政 学習生活支援事業事業費等 平成 27年度：1,296万円、平成 28年度：1,550万円 
 

事業初年度である、平成 27年度の事業参加実績は以下のとおりである。 

子供の登録人数は、小学生 60名、中学生 58名、計 118名が支援対象者数であった。 

図表 118 子供の登録人数（平成 27年度） 

  葵区 駿河区 清水区 合計 

母子会（小学生１教室） 22 - - 22 

てのひら（小学生２教室） - 18 20 38 

SSS（中学生３教室） 17 21 20 58 

合計 39 39 40 118 

（出典）静岡市子ども支援コンソーシアムより提供 
 

事業２年度目である、平成 28年度の事業参加実績は以下のとおりである。 

子供の登録人数は、小学生 60名、中学生 58名、計 118名が支援対象者数であった。 
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図表 119 子供の登録人数（平成 28年度） 

  葵区 駿河区 清水区 合計 

母子会（小学生１教室） 27 - - 27 

てのひら（小学生２教室） - 20 22 42 

SSS（中学生３教室） 20 16 16 52 

合計 47 36 38 121 

（出典）静岡市子ども支援コンソーシアムより提供 

事業の活動結果（アウトプット） 

子供の学習機会の増加 

子供の学習機会の増加に関連して、参加者数（延べ人数）の各月別の推移は以下のとおりである。各

月ごとに実施回数が異なるため、月ごとの単純な比較はできない。 

図表 120 平成 27年度事業 団体別・月別参加者数（延べ数） 

母子会 

 

てのひら 

 

SSS 

 

（出典）静岡市子ども支援コンソーシアムより提供 
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友達や周囲の学生スタッフとのかかわる機会の増加 

本事業は、学習支援を目的としているが、学習の成績を伸ばすという目的のほかにも、ロジックモデ

ルで示したとおり、一緒に勉強をする友人やボランティアの学生スタッフとの出会いにより、精神的な

安定や将来の目標が生まれることも目指されている。 

今年度実施したアンケート調査の結果（前後比較）では、小学生・中学生ともに、参加時点よりも現

在の方が、会場での友人関係の形成が進んでいることがわかる。 

図表 121 会場に友だちがいるかどうか（前後比較） 

 

 

また、同様に、学生スタッフとの関係形成状況（前後比較）をみても、小学生・中学生ともに、参加

時点よりも現在の方が、関係形成が進んでいることがわかる。特に小学生の方が、「とてもあてはまる」

と回答した割合が 8割を超えており、中学生よりも高い割合になっている。 

図表 122 会場のお兄さん・お姉さんに頼れるかどうか（前後比較） 
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 事業の成果（アウトカム） 

成果の測定指標と指標の収集方法 

図表 123 静岡市 学習支援事業のアウトカムとその測定方法 

関係者 アウトカム 段階 アウトカムの測定指標 指標の収集方法 

子供 学習習慣が身につくキッカケづく

りの場となる 

初期 学習習慣の定着度 児童・生徒への簡易アンケート 

身近な目標ができる、将来のこと

を考えられる 

初期 将来目標の獲得状況 児童・生徒への簡易アンケート 

学習意欲の向上 中間 学習への満足度 児童・生徒への簡易アンケート 

自己肯定感の醸成 中間 自己肯定感の認識度 児童・生徒への簡易アンケート 

自己開示の増加 中間 自己開示への心理的抵抗感

の低減 

児童・生徒への簡易アンケート 

出席の継続 最終 継続出席率 各団体から提供 

進学意欲の向上 最終 高校進学意欲 児童・生徒への簡易アンケート 

落ち着ける居場所ができる 最終 会場で過ごす時間の落ち着

き度 

児童・生徒への簡易アンケート 

保護者・ 

家庭・学校 

子供との関係の改善 最終 子供との関係形成状況 児童・生徒への簡易アンケート 

成果の測定 

総括 

図表 124 静岡市 学習支援事業のアウトカム 

関係者 アウトカム 段階 アウトカムの測定結果 

子供 学習習慣が身に

つくキッカケづ

くりの場となる 

初期 ●「学習をする習慣がある」 

小学生：57.2％⇒65.7％（開始時⇒現在） 

中学生：47.9％⇒68.8％（開始時⇒現在）※「とてもあてはまる」「あてあまる」の計 

身近な目標がで

きる、将来のこと

を考えられる 

初期 ●「将来の夢や目標を持っている」 

小学生：88.6％⇒85.7％（開始時⇒現在） 

中学生：66.7％⇒75.0％（開始時⇒現在）※「とてもあてはまる」「あてあまる」の計 

学習意欲の向上 中間 ●「勉強が楽しい」 

小学生：62.9％⇒77.1％（開始時⇒現在） 

中学生：41.7％⇒60.4％（開始時⇒現在）※「とてもあてはまる」「あてあまる」の計 

自己肯定感の醸

成 

中間 ●「自分には良いところがある」 

小学生：62.9％⇒66.7％（開始時⇒現在） 

中学生：41.7％⇒56.2％（開始時⇒現在）※「とてもあてはまる」「あてあまる」の計 

自己開示の増加 中間 ●「自分の考えや意見を堂々と言える」 

小学生：74.3％⇒65.7％（開始時⇒現在） 

中学生：52.1％⇒56.3％（開始時⇒現在）※「とてもあてはまる」「あてあまる」の計 

出席の継続 最終 ●今年度事業開始以降、登録から平成 28年 9月末まで 

平均：68.3%（※参考値） 

※出席回数を個人ベースで収集、100%～数%まで分散が大きい 
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関係者 アウトカム 段階 アウトカムの測定結果 

進学意欲の向上 最終 ●「将来は高校に進学したい」 

小学生：84.4％⇒87.5％（開始時⇒現在） 

中学生：91.7％⇒93.7％（開始時⇒現在）※「とてもあてはまる」「あてあまる」の計 

 落ち着ける居場

所ができる 

最終 ●「会場で過ごす時間は落ち着ける」 

小学生：65.7％⇒74.3％（開始時⇒現在） 

中学生：87.5％⇒95.8％（開始時⇒現在）※「とてもあてはまる」「あてあまる」の計 

保護

者・家

庭・学校 

子供との関係の

改善 

最終 ●「お父さん・お母さん（保護者）に何でも話や相談ができる」（※参考値） 

小学生：60.0％⇒64.7％（開始時⇒現在） 

中学生：56.3％⇒62.5％（開始時⇒現在）※「とてもあてはまる」「あてあまる」の計 

●「学校の先生に何でも話や相談ができる」（※参考値） 

小学生：54.3％⇒54.3％（開始時⇒現在） 

中学生：35.4％⇒43.7％（開始時⇒現在）※「とてもあてはまる」「あてあまる」の計 

項目ごとの測定結果 

学習習慣が身につくきっかけづくりの場となる 

学習習慣が身についたかどうかについて、児童・生徒本人に実施した調査結果をみると、小学生・

中学生ともに、参加時点より現在の方が、学習習慣が身についた割合が高まっているが、特に中学生

の方が、事業効果が高くあらわれているといえる。 

図表 125 学習をする習慣があるかどうか（前後比較） 

 

身近な目標ができる、将来のことを考えられる 

本事業では、事業に参加した児童・生徒が、大人や学生スタッフとの出会いにより、将来の目標が生

まれることも期待されている。「将来の夢や目標を持っているか」についてアンケート調査結果をみると、

「とてもあてはまる」「あてはまる」を足した割合は小学生の方が高くなっている。 

だが、中学生の方が、「とてもあてはまる」「あてはまる」ともに現在の方が、参加時点よりも高くな

っている。小学生は、「とてもあてはまる」の割合がむしろ低くなっている。 

 また、静岡市が「子ども・子育てプラン」において掲げている数値目標（小学生 89%以上、中学生 74%）

と比較すると、小学生は未達状況の一方で、中学生はちょうど 74%に達している。今回の調査結果から

は、特に中学生において、今後も継続的な支援を行うことで、この割合が高まっていくことが期待され

る。 
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図表 126 将来の夢や目標を持っているかどうか（前後比較） 

 

学習意欲の向上 

学習意欲が向上したか（勉強が楽しいかどうか（満足度））について、児童・生徒本人に実施した調査

結果をみると、小学生・中学生ともに、参加時点より現在の方が、学習習慣が身についた割合が高まっ

ている。特に、小学生の方が、勉強を楽しいと感じる割合が高まっている。中学生も「あてはまる」と

回答した割合は高まっている（計 60.4%）。 

図表 127 勉強が楽しいかどうか（前後比較） 

 

自己肯定感の醸成 

友だちや周りのスタッフとの関係が構築され、安心感が芽生えてくることで、自分自身を認める気持

ち（自己肯定感）が徐々に醸成されていくことが目指されている。 

児童・生徒向けのアンケート調査結果では、小学生の前後の変化はほとんどみられていないが、中学

生では、参加前後で、自己肯定感が大きく伸びる結果が得られている。 

ただし、静岡市が「子ども・子育てプラン」において掲げている数値目標（小学生 82%以上、中学生 73%）

よりは低位に止まっている。今回の調査結果からは、特に中学生において、今後も継続的な支援を行う

ことで、この割合が高まっていくことが期待される。 
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図表 128 自分には良いところがあるかどうか（前後比較） 

 

自己開示の増加 

友だちや周りのスタッフとの関係が構築され、安心感が芽生えてくることにより、自分の考えや意見

を開示できるようになることが期待される。 

児童・生徒向けのアンケート結果では、特に中学生においてアウトカムがみられており、「とてもあ

てはまる」「あてはまる」を足した割合は、52.1%→58.3%に増加している。一方で、小学生はむしろ、

肯定的な回答の割合が減少している。 

図表 129 自分の考えや意見を堂々と言えるかどうか（前後比較） 

 

出席の継続 

学習習慣が身についていき、勉強が楽しく感じることで、教室への出席率が高まることがロジック

モデル上は説明される。 

今回、月ベースでの変化を捉えることはデータ収集の制約上不可能であったが、今年度事業開始時

以降、登録から 9月末までの回数のうち出席回数を個人ベースで収集した（全 93人分）。 

集計の結果、出席率 100%から、数%まで分散が大きいが、平均すると、68.3%の出席率であった。 

今後、継続的に出席状況を把握していくことで、どのような属性の子供に対して、このような支援

事業の効果が最大化するのか等の調査研究が期待される。 

28.6%

30.3%

8.3%

14.6%

34.3%

36.4%

33.3%

41.7%

20.0%

18.2%

35.4%

22.9%

17.1%

15.2%

22.9%

20.8%

6.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学生

小学生

中学生

中学生

参
加
時
点

(n
=3

5
)

現
在

(n
=3

3
)

参
加
時
点

(n
=4

8
)

現
在

(n
=4

8
)

とてもあてはまる まああてはまる あまりあてはまらない まったくあてはまらない 無回答

37.1%

40.0%

22.9%

25.0%

37.1%

25.7%

29.2%

31.3%

8.6%

20.0%

29.2%

27.1%

17.1%

14.3%

18.8%

16.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学生

小学生

中学生

中学生

参
加
時
点

(n
=3

5
)

現
在

(n
=3

5
)

参
加
時
点

(n
=4

8
)

現
在

(n
=4

8
)

とてもあてはまる まああてはまる あまりあてはまらない まったくあてはまらない



第４章 実証研究の結果  

 

119 

進学意欲の向上 

学習習慣が身についていき、勉強が楽しく感じることで、将来の進学意欲が高まることが期待されて

いる。児童・生徒向けのアンケートでは、「将来は高校に進学したいか」、特に中学生での、肯定的な認

識（進学意欲の向上）がみられている。目の前に高校受験が近づいている状況で、95％近くの生徒が進

学を希望していることがわかる。 

図表 130 将来は高校に進学したいかどうか（前後比較） 

 

落ち着ける居場所ができる 

学習支援事業ではあるが、事業の対象となる児童・生徒にとって、家庭や学校とは離れた、居場所と

なることも、事業の効果として期待されている。 

「会場で過ごす時間は落ち着ける」というアンケート項目の結果では、小学生、中学生ともに、肯定

的な回答が高い割合を占めている。特に中学生では、95%以上が、「とてもあてはまる」「あてはまる」に

回答をしている。 
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図表 131 会場で過ごす時間は落ち着けるかどうか（前後比較） 

 

家庭・学校の、子供との関係改善（参考） 

調査設計の関係上、今回は子供向けの調査しかできなかったため参考値に過ぎないが、家庭及び学校

の最終アウトカムに位置づけられる「子供との関係改善」について、児童・生徒向けのアンケート結果

を参考までに紹介する。 

保護者との関係形成状況については、小学生・中学生ともに参加前後で大きな変化はみられない。 

学校の先生との関係形成状況では、小学生にはほとんど変化がみられないが、中学生では、「とてもあ

てはまる」「あてはまる」と回答した割合が高くなっている35。 

図表 132 お父さん・お母さん（保護者）に何でも話や相談ができるかどうか（前後比較） 

 

                                                   
35 ただし、「何でも話や相談ができる」状態が、完全に良好な関係であるかどうかは吟味が必要であり、本調査結果の解

釈も一定の留保が必要である。 
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図表 133 学校の先生に何でも話や相談ができるかどうか（前後比較） 

 

 教育の観点から子供たち及び関係者に及ぼした効果の検証 

ルーブリックを用いたパフォーマンス評価に対する懸念 

ルーブリックを用いたパフォーマンス評価について、各団体及び静岡市役所とのヒアリングを重ねた

結果、静岡市子ども支援コンソーシアムにおいて、3 団体共通の統一的な評価指標（ルーブリック）を

作成することが難しく、評価も難しいということが指摘された。 

具体的な理由としては、大きく 3つの理由が挙げられた。 

児童・生徒の均質性の観点 

1 枚の評価シートで全ての子供たちの状態を測れるほど支援対象者に均質性はなく、また活動内容も

それぞれ個々によって少しずつ異なるために、統一的な観点での評価は難しい。 

児童・生徒の家庭の状況 

家庭にそれぞれの問題を抱えていることに加えて、発達障害を抱えている、親が外国籍であるなど、

＋αの事情を抱えている子供が複数おり、統一的な観点でみることはほぼできないという背景があるこ

と。 

評価者（スタッフ）と児童・生徒の関係 

同一のスタッフが同一の子供継続的に対応している環境ではなく、どちらも流動的に変わるため、評

価者側としても継続的な観点から変化を捉えられる体制ではないこと。 
 

上記のような事情から、本事例では、教育的効果についても、児童・生徒・保護者へのアンケート調

査を基に成果指標を整理することを試みることとしている。 
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 地域振興の観点から地域に及ぼした効果の検証 

基本設計 

投入額 

事業への投入要素は、前述した静岡市からの委託金額であり、平成 28年度は 1,550万円、そのうち

学習支援事業に係る投入額は、約 1,000万円となる。 

アウトカムの金銭価値換算方法 

ロジックモデルで示しているとおり、本事業は、学習支援事業ではあるものの、成績の向上だけでな

く、むしろそれよりも、子供たちの居場所づくりや安心感の醸成といった落ち着いて学習できる環境を

作ることといった、心理的な面での成果に主眼を置いて活動をしている。こうした理念に基づき、例え

ば、「将来の目標の獲得」や「関係の改善」のような指標が多く目指されている事業は、金銭換算に適

さないケースが多いことが、有識者のヒアリングからも指摘された。 

このようなケースにおいて、主要な成果を、ハードアウトカム（定量的に把握し、金銭換算もするも

の）とソフトアウトカム（定量的に把握はするが、金銭換算はしないもの）に分けて捉えることが一般

的であり、本事例は、ソフトアウトカムが多い事例であるといえる。 

心理面での落ち着きや居場所の獲得が目指される本事業の取組は、いわゆる学童保育（正式名は、放

課後児童健全育成事業）に近い機能を果たしているのではないかと考えられる。そのため、「落ち着け

る居場所ができる」というアウトカムの代理指標として学童保育に係る利用料と設定し、SROI（社会的

投資収益率）を算出した。 

図表 134 アウトカムの金銭価値換算の方法 

関係者 アウトカム 
アウトカムの 

変化量 
変化量の設定方法 

金銭価値へ換算する

ための代理指標 
代理指標の設定方法 

子供 

落ち着ける
居場所がで

きる 

会場では落ち

着けると回答

した児童・生

徒の数 

アンケート回答時点

にて、「会場で過ご

す時間は落ち着け

る」と回答した児

童・生徒数 

静岡市が運営費を拠

出している放課後児

童クラブの 1 人当た

りの運営費（年間運

営費÷全利用者数） 

＋放課後児童クラブ

利用者負担分 平均

料金（年額） 

 本事業は、学習支援事業で

はあるが、学習以前の子供

たちの居場所づくりや安心

感の醸成を重視。 

 類似の機能を果たしている

機関として放課後児童クラ

ブ（学童保育）が考えられ

たため、指標として設定。 

 

なお、アンケートにおける変化量については、下記図表のとおりである。 

図表 135 「会場では落ち着ける」と回答した児童・生徒の前後変化（単位：人） 

落ち着ける（とてもあてはまる＋まああてはま
ると回答した人数） 

落ち着けない（あまりあてはまらない＋まった
くあてはまらないと回答した人数） 

合計 

72 12 84 

算出結果 

利用者の児童・生徒対象に実施したアンケートで、回答時点（現時点）において「会場は落ち着ける」

と回答した児童・生徒数に、静岡市が拠出して実施している放課後児童クラブの年間運営費＋放課後児

童クラブの利用者の年間負担分（平常月の利用料の地域平均額×12 か月分）を掛け合わせた。以上の
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計算で算出された社会的価値 17,443（千円）を、平成 28年度委託費のうち学習支援事業費である 10,003

（千円）で割り戻すと、社会的投資収益率は 1.74と算出された。 

図表 136 アウトカムを金銭価値換算した結果 

関係者 
アウトカム 金銭価値へ換算するための代理指標 社会的価値

の合計 

事業以外

の要因の

考慮 

修正後の社会

的価値の合計 
アウトカムの変化量 金銭価値 

子供 

落ち着ける居場所

ができる 

静岡市が運営費を拠出している放

課後児童クラブの 1 人当たりの運

営費（年間運営費÷全利用者数） 

＋放課後児童クラブ利用者 1 人当

たり負担分 平均料金（年額） 

17,443 

（千円）36 
― 

17,443 

（千円） 

72（人／年） 242,270（千円）37 

図表 137 静岡市事業における社会的投資率 

社会的価値の合計(千円） 17,443 

投入額の合計（千円） 10,003 

社会的投資収益率（SROI） 1.74 

 取組の成功要因と課題 

成功要因 

支援対象者の選定 

取組のうち、特に「落ち着ける居場所ができる」のアウトカムについて、小学生・中学生どちらも事

業の効果が窺われた点について、行政側からは、支援が必要な児童・生徒を対象とできていることが大

きいのではないかという点が指摘された。特に静岡市では、スクールソーシャルワーカーが公立学校と

連携し、家庭環境に課題を抱える子供を把握できる体制を作っていることが背景にあるのではないかと

いう認識を行政側は有していた。 

一方、事業者側は同様の点に対して、スクールソーシャルワーカーの存在・機能に対して一定の意義

を見出しつつ、それに加えて、一括りされやすい「貧困家庭の子供」のなかにはグラデーションがあり、

本当に支援が必要な子供なのか、一定の生活水準はあるが学習塾には通えない程度の家庭の子供なのか、

といった支援が対象者の更なる見極めが、今後さらに意義のある活動をしていく上では重要ではないか、

という点の指摘があった38。こうした事業につながれている子供はまだ大丈夫だが、支援の手が行き届

                                                   
36①静岡市が運営費を拠出している放課後児童クラブの 1 人あたりの運営費（年間運営費 592,273 千円÷ 全利用者数

4,226人=140.270千円／1人）、②放課後児童クラブ利用者 1人あたり負担分 平均料金（年額）（9.5千円×12か月=102

千円／1人）、③「会場は落ち着ける」と回答した児童・生徒数（72人）。17,443千円は、（①＋②）÷③で算出。 
37①静岡市が運営費を拠出している放課後児童クラブの 1人あたりの運営費（年間運営費 592,273千円÷ 全利用者数 4,226

人=140.270 千円／1 人）、②放課後児童クラブ利用者 1 人あたり負担分 平均料金（年額）（9.5 千円×12 か月=102 千

円／1人）。242,270千円は、①＋②で算出。 

38 貧困ラインの見極めにあたっては、自力で当事業を行っている教室まで来られる家庭か否か（保護者が送迎可能かどう

か）が一つの観点になるとの指摘があった。 
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いていない子供は市内にも少なくない実態がある。 

事業者側の認識としては、事業の対象者数を確保するという段階は既に終えており、その質をいかに

高めながら、活動の幅を拡げていくかという観点へと意識が移っていた。 

「学習支援」だけでは限定的であるという認識の共有 

前掲した「落ち着ける居場所ができる」について、小学生・中学生どちらも事業の効果が窺われた理

由として、対象者の選定以外に、行政・事業者双方ともに、子供の貧困対策の文脈で事業を行う場合は、

学習支援だけでは不十分であり、生活面も含めた支援が必要であるという認識が共有されていることが

要因の１つであることが示唆される。 

行政としては、上記の認識に基づき、学習支援事業とはいえ、学力向上・進路指導を主眼とする学習

塾業者への事業発注は考えておらず、生活支援面でも対応できる事業者の存在を把握した上で事業発注

を行っていた。一方の事業者も、子供の貧困は学習支援のみを行うだけでは解決されず、落ち着ける場

所の獲得などの生活支援との両輪で考える必要があるという認識であった。 

今後の改善点の示唆、効果測定をしたことの気づき 

さらに、事業者からは、「落ち着ける居場所ができる」は高い成果が上がっている一方で、「自己開示

の機会の増加」が５～６割前後に止まる実態から、以前と比較すれば落ち着ける居場所としての機能を

果たしているかもしれないが、まだ子供たちの中に押さえつけている感情や想いがあるのではないかと

分析し、今後の活動にあたって PDCAサイクルを回すきっかけを得たという感想が語られた。 

加えて、今回は小中学生向けのアンケートを実施したが、特に小学生にとっては、①アンケートに回

答するという行為自体が慣れていない、②少しでも量があると回答に飽きてしまう、③自分自身のこと

を十分に認識できていないといった課題が挙げられた。そのため、今後は、子供自身の認識だけではな

く、子供たちを取り囲む関係者（ロジックモデル内にある保護者や教員に加え、児童相談所の相談員な

ど幅広い関係者）に対しても、調査をすることで、子供の成長や変化を捉えることができるのではない

か、という気づきが得られている。 
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女川町・認定ＮＰＯ法人カタリバ「コラボ・スクール女川向学館」 

 事業主体 

女川町 

位置・地勢 

宮城県女川町は、宮城県の東、牡鹿半島基部に位置しており、「平成 27年国勢調査」によると、人口 

6,334人、世帯数 3,154世帯である。北上山地と太平洋が交わるリアス式海岸が天然の良港を形成して

おり、カキやホタテ・ホヤ・銀鮭などの養殖業が盛んで、魚市場に年間を通じて暖流･寒流の豊富な魚

種が数多く水揚げされている。平成 23年 3月の東日本大震災により、町中心部は壊滅的な被害を受け、

現在、1日も早い復興に向けて各種の取組を行っている。 

女川町における女川向学館の位置づけ 

女川町では、学校教育の充実のための取組の１つとして学力向上を進めているが、その具体的な方策

の１つとしてティーム・ティーチング（以下「Ｔ・Ｔ」と略記）を導入している。認定 NPO法人カタリ

バが運営する「コラボ・スクール女川向学館」（以下「女川向学館」と略記）では、平成 27年３月に女

川町教育委員会とパートナーシップ協定を締結し、Ｔ・Ｔの実施に協力するとともに、地域住民やＰＴ

Ａの代表等と全教員が加わっている「女川の教育を考える会」にも参画し、町が抱える教育課題を地域

全体で解決しようとする取組にも一定の役割を果たしている。 

図表 138 女川町における向学館の位置づけ 

学校教育の充実を図る上で、多様な主体との協働も重要です。認定特定非営利法人カタリバは、震災直後よ

り４年半以上、女川町において、子供たちへの学習支援、心のケアを行ってきたところであり、平成 27 年

３月、女川町教育委員会とカタリバの連携・協働を確認するパートナーシップ協定を締結しました。 

平成 28 年度、同団体の運営する「女川向学館」には、約 120 名、約３割の児童生徒が通っており、放課後

の「学び場」と「居場所」を提供し、心のケアにつなげるとともに、学習時間の担保、学力の向上において

も成果を出していますが、それに加えて直接学校の教育活動に加わり、授業Ｔ・Ｔ（ティーム・ティーチン

グ）等に当たり、教職員が子供たち一人一人により寄り添いやすい体制を整え、学校における心のケアの充

実に貢献してくれています。 

（出典）平成 28年度女川町教育要覧 

カタリバ 

概況 

認定 NPO 法人カタリバは、2001 年の設立以来、中高生へのキャリア教育活動である「カタリ場」と

呼ぶ対話の場を教育機関に提供している。「カタリ場」では、キャスト（大学生等）と中高生の対話の

場を教育機関内で開催するものであるが、その発展型として、2007 年には東京都の教育支援コーディ

ネーター制度の対象になるなど、行政や教育機関との協働による事業展開も進めており、現在は「マイ

プロ」（マイプロジェクト）と呼ぶ、中高生向けの地域課題解決型授業を通じたプログラムの実践にも

注力している。 
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コラボ・スクール事業について 

カタリバの東北地域における事業「コラボ・スクール」は、2011 年 3 月の東日本大震災を契機に、

放課後学習を行う学外教育プログラムである。なお、コラボ・スクールで設置された校舎所在地は、宮

城県女川町（女川向学館）及び岩手県大槌町（大槌臨学舎）の 2か所であり、本研究では女川向学館を

対象としている。 

コラボ・スクール事業の位置づけ 

現在、カタリバでは組織全体のビジョンを「どんな環境に生まれ育っても、『未来は自分で創り出せ

る』と信じられる社会」として位置づけようとしており、そのためのミッションとして①学校に対話を 

②社会に居場所と出番を ③全ての 10代の「学びの意欲」を育む の 3点を掲げる方向で議論が進んで

いる。これらのミッションは、「意欲があれば解決につながる」との仮説に基づいており、その意欲を

喚起するために教師以外の大人も「ナナメの関係」として子供にかかわること、「安心な学び」と出会

える放課後の場を用意してテーマを探求する喜びを経験できること、といった価値観のもと定められた

ものである。 

コラボ・スクール事業は、これら 3つのミッションの実現方法の 1つとして捉えられている。 

 事業概要 

事業の経緯 

女川向学館は、東日本大震災の被災地に住む子供（主に小中学生）に学習指導と心のケアを行う目的

で、2011年 7月 4日に準備開校し、8月 4日から本開校となった。「女川向学館」という名称は、女川

町の「港」の発展と、「向」学心を持つ児童生徒の育成を願って名づけられたものである。 

事業の運営体制 

カタリバによるコラボ・スクール事業の校舎設置（改装費用等）は、個人・企業からの寄附、及び公

益社団法人ハタチ基金（日本財団から運営を継承した、東日本大震災被災地域の子供に学び・自立の機

会を 20年間に渡り提供する基金）によるものである。 

なお、女川向学館の現在の運営費は、文部科学省からの補助事業（緊急スクールカウンセラー等活用

事業交付金）を受けた女川町からの受託事業として賄われており、事業費は年間総額 5,000万円程度で

推移している。 

女川向学館で勤務しているカタリバのスタッフは、平成 28年８月末時点で 16名である。構成は、女

川町をはじめとする近隣出身者、教育関係からの転職者、都市部からの就職者がそれぞれ同数程度とな

っている。また、コラボ・スクール事業では１年間の実践型教育インターン制度も設けている。 

事業の内容 

女川向学館では、主に小中学生を対象として、週 6日、1日 4コマの講義を実施している。通ってい

る生徒数は約 180人で、向学館では放課後に小中学校から向学館まで送迎するバスを運行しており、生

徒はそれぞれ週 1～2回通っている。 

校舎内では、学年ごとに学習進捗度別のクラスが設けられ、学校の授業の復習ができるカリキュラム
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となっており、基礎学力の向上に重点を置いた指導が行われている。また、宿題を出して子供に学習の

習慣をつける取組も行っているほか、自習室も設けられており、受験を控えた生徒などが自主的に学習

に集中できる環境が整えられている。 

さらに、女川向学館では小中学校と密に連携しており、学校の運営補助として女川向学館のスタッフ

が授業に加わるＴ・Ｔも行っている。また、地域や外部との連携（ボランティア受入れ、「女川町の CM

を作ろう」「復幸祭で店を出店しよう」などのキャリア教育／等）を女川向学館が支援しており、教師

が子供と向き合う時間の確保に貢献している。 

なお、女川町には宮城県女川高等学校があったが、平成 26年３月 31日をもって閉校となり、現在、

町内には高等学校はない。ただし、向学館では高校生の受入れも行っており、自習室の利用と、マイプ

ロの支援を実施している。 

 自治体による支援内容 

女川町では、前述のとおり、文部科学省の補助事業を女川向学館カタリバに委託しており、主に資金

面で女川向学館の支援を行っている。 

ただし、それ以外にも、パートナーシップ協定の締結を通じ、旧女川第一小学校（廃校）の校舎を無

償貸与しているほか、地域内で開催される様々な教育関連の会合に構成員として招くなど、密な連携を

図っている。また、広報誌に向学館の情報を掲載するなど、情報発信面からの支援も行っている。 

 実証研究のプロセスと内容 

実証研究は、下記のスケジュールで実施した。 

図表 139 女川向学館における実証研究の流れ 

時期 実施項目 

H28年８月 
女川向学館、女川町への実証研究への協力依頼 
ヒアリング項目の作成 

H28年８月 
女川向学館、女川町への訪問ヒアリング 
取組概要、目的、体制、成果、取組に係る保有データ・資料の確認 

H28年９月～11月 
ロジックモデルの作成、修正 
効果測定指標の検討 

H28年 12月 
効果測定指標の確定、保有データの提供 
ルーブリック（案）の検討 

H29年２月 
ロジックモデルの確定 
ルーブリック（案）の確定、効果測定の実施 
プロジェクト管理システム「Newdea」への入力・分析 

 効果測定期間 

女川向学館では、プロジェクト管理システム「Newdea」によるデータ収集に御協力いただけることか

ら、平成 28年度の第 3四半期まで（平成 28年 4月 1日～平成 28年 12月 31日）の９か月間とした。 

 取組と効果の関係の整理（ロジックモデル） 

女川向学館（コラボ・スクール事業）におけるロジックモデルは以下のとおりである。 

関係者は、女川町に住んでいる小中学生、保護者、学校（教員）、地域・町役場、寄附者に大別でき

る。 

このうち、女川町に住んでいる小学生・中学生・高校生は、放課後の時間に女川向学館に行くことで、
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講義、宿題、自主学習といった学習機会を提供される。その結果、学習習慣や学習意欲の向上が学習習

慣の定着や学力の向上につながると考えられる。また、学校の同世代の友人と過ごす時間があるだけで

なく、世代の異なる女川向学館のスタッフとの面談や会話の機会もあるほか、マイプロやキャリア学習

を通じてキャリア情報を入手することもできる。そのため、友人やスタッフなど話ができる関係性の知

人との関わりが維持され、生徒にとっての安心できる居場所確保になるとも期待される。さらに、キャ

リア情報を得る過程でロールモデルと出会ったり、「ナナメの関係性」（年齢が比較的近いが直接接点は

ない先輩的な存在）が構築できたりすることで、夢や目標の明確化や自己肯定感の向上につながり、こ

れらがひいてはジブンゴト意識の向上や生活習慣の安定といった、カタリバで最終的な成果と位置づけ

ているアウトカムに寄与することが想定されている。 

保護者については、女川向学館では受講料は設定されていないものの、寄附の呼びかけは行われてい

る。保護者としては、生徒を女川向学館に通わせる目的として、都市部（仙台もしくは東京）と同水準

の教育機会を子供に確保したいとの気持ちが強く、学習習慣の定着や学力の向上を強く期待している。

また、子供を女川向学館に通わせることで就労可能時間が確保でき、結果的に被災からの生活再建に寄

与することが期待される。 

地域・町役場とは、委託事業費のほか、パートナーシップ協定の締結（旧女川第一小学校跡地の無償

貸与を含む）、教育関係者と地域が教育について議論する「女川の教育を考える会」の場へのカタリバ

の参画呼び掛けを行っている。また、地域住民の教育への関心が高まり、地域としての教育力の向上に

つながると考えられる。 

寄附者とは、ここでは、被災地を支援したいとの思いはあるものの、自分自身で直接的な支援ができ

ない代わりにカタリバに寄附をすることで、震災からの復興を担っている人々である。寄附者に対して

は、カタリバが女川向学館の活動状況をブログやメールマガジンで情報発信しており、このフィードバ

ックによって寄附をしたことに納得感が生まれ、社会貢献ニーズが満たされるだけでなく、女川向学館

との継続的な関係性を通じて、社会課題に主体的に取り組む参加者が増加することにつながる。 

図表 140 女川向学館におけるロジックモデル 
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 事業の投入要素（インプット）と活動結果（アウトプット） 

事業の投入要素（インプット） 

主たるインプット要素は、女川町からの委託事業費と、保護者からの寄附、地域外の寄附者からの寄

附である。 

図表 141 女川向学館における投入要素（インプット） 

関係者 事業の投入要素（インプット） 

女川町に住んでいる小４～高３生 通学（年間） 合計 32,055時間 

保護者 寄附 合計 6,000千円 

地域・町役場 委託事業費（緊急スクールカウンセラー等活用事業） 43,000千円 

寄附者 （女川向学館のみの集計はしていないため省略） 

事業の活動結果（アウトプット） 

本事業では、各ステークホルダーが子供に対する活動結果及び成果に着目していることから、女川町

に住んでいる小学校４年生～高校３年生の生徒（向学館の対象者）のアウトプット及びアウトカムのみ

を測定することとした。 

図表 142 女川向学館における活動結果（アウトプット） 

関係者 結果（アウトプット） 結果の測定指標 指標の収集方法 

女川町に住
んでいる小
４～高３ 

講義の受講 講義出席率 事業活動報告 

宿題の実施 宿題提出率 事業活動報告 

自主学習の機会 自習室利用者数 事業活動報告 

友人と過ごす放課後の
時間 

出席のべ人数 事業活動報告 

マイプロジェクトの実
施 

マイプロジェクト実施回数 事業活動報告 

活動結果の測定 

活動結果の測定は、プロジェクト管理システム「Newdea」を活用した。データを入力し、同システム

内の「インパクトレポート」ボタンをクリックすれば自動的にグラフ等が生成され出力されることから、

以下ではそのレポートの出力結果を掲載している。 

講義の受講 

講義出席率は、夏休みに大きく落ち込むことがあるものの、全体としては 8割前後で推移している。

また、多くの学年で夏休み前に比べて夏休み後の出席率が微減する傾向があるものの、中学 3年生は夏

休み後には微増しており、9割近い出席率となっている。 
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図表 143 学年別 講義出席率 
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宿題の実施 

女川向学館で宿題を課さない場合もあるため、宿題提出率は各学年とも大きく変動している。 

図表 144 学年別 宿題提出率 
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自主学習の機会 

自習室の利用者数は学校種別で把握しているため、小学 1～3年生の利用者数も含まれた数字を掲載し

ている。小学生より中学生の方が１か月当たりの利用者数は多いが、バラつきも大きい。 

図表 145 学校種別 自習室利用者数 

 

  



第４章 実証研究の結果  

 

133 

友人と過ごす放課後の時間 

講義出席のべ人数は、年度が変わる 3月に大きく減少し、夏休みのある 8月にも一定程度減少してい

るが、ほかの時期はそこまで大きな変動はみられない。 

図表 146 学年別 講義出席のべ人数 
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マイプロジェクトの実施 

マイプロジェクトの実施は高校生を対象としており、月間 10回程度実施されている。 

図表 147 （高校生）マイプロジェクト実施のべ回数 

 

 事業の成果（アウトカム） 

成果の測定指標と指標の収集方法 

女川向学館で測定を検討しているアウトカムは、以下の初期アウトカムと中間アウトカムであり、い

ずれも年２回実施している生徒アンケートでの回答結果からデータを得た。なお、「探究力の向上」に

ついては、別途ルーブリック評価（案）を作成した（本事業内では測定は未実施）。 

図表 148 女川向学館における活動成果（アウトカム）とその測定方法 

関係者 成果（アウトカム） 段階 成果の測定指標 指標の収集
方法 

女川町に
住んでい
る小４～
高３ 

学習量の担保 初期 平日の学習時間、休日の学習時間 

女川向学館
が年２回実
施している
生徒アンケ
ート 

学習意欲の向上 初期 学校の授業が分かるようになった割合 

ナナメの関係の構築 初期 向学館の先生は話を聞いてくれると思うか 

居場所の確保 
（安心・相談・挑戦） 

中間 
向学館では安心して自分を出すことができていると思うか 
向学館は自分のやりたいことを応援してくれると思うか 

夢・目標の明確化 中間 
向学館に通うことで将来や夢について考えるようになったと思う
か 

課題に取り組む力の
向上 

中間 
向学館に通うことで自分のやらなくてはいけないことに対して真
剣に取り組むようになったと思うか 

自己肯定感の向上 中間 
向学館に通うことで、自分が頑張ればいろんなことができるよう
になると感じるようになったと思うか 
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成果の測定 

ここでは、女川向学館が実施した平成 28年 8月のアンケート結果を分析した。なお、集計にあたって

は、小学４年生～高校３年生を対象とし、回答者を小学校・中学校・高校のそれぞれに分けた上で、さ

らに前年度に女川向学館に通っていた子供を「継続」、平成 28年度から新たに通うようになった子供を

「新規」として集計を行った。高校生は「新規」はおらず（0人）、「継続」のみの集計となっている。 

総括 

図表 149 女川向学館のアウトカム 

関係者 アウトカム 段階 アウトカムの測定結果 

女川町に

住んでい

る小4～高

3 

学習量の担保 初期 ●「平日の学習時間」が 1時間以上 
小学生・新規：50.0％、継続：45.2％、中学生・新規：57.9％、
継続：74.4％、高校生・継続：27.3％ 

●「休日の学習時間」が 1時間以上 
小学生・新規：33.3％、継続：22.6％、中学生・新規：36.8％、
継続：35.9％、高校生・継続：36.4％ 

学習意欲の向上 初期 ●「学校の英語の授業が分かるようになったか」 
中学生・新規：78.9％、継続：79.5％ 

●「学校の数学の授業が分かるようになったか」 
中学生・新規：63.2％、継続：79.5％ 
※「そう思う」「少しそう思う」と回答した割合 

ナナメの関係の構築 初期 ●「向学館の先生は話を聞いてくれるか」 
小学生・新規：41.7％、継続：38.7％、中学生・新規：89.5％、
継続：81.2％、高校生・継続：90.9％ 

※「そう思う」「少しそう思う」と回答した割合 

居場所の確保 
（安心・相談・挑戦） 

中間 ●「向学館では安心して自分を出すことができているか」 
小学生・新規：58.3％、継続：35.5％、中学生・新規：84.2％、
継続：71.8％、高校生・継続：100.0％ 

●「向学館は自分のやりたいことを応援してくれるか」 
小学生・新規：41.7％、継続：29.0％、中学生・新規：73.7％、
継続：71.8％、高校生・継続：100.0％ 

※「そう思う」「少しそう思う」と回答した割合 

夢・目標の明確化 中間 ●「向学館に通うことで将来や夢について考えるようになったか」 
小学生・新規：33.3％、継続：12.9％、中学生・新規：57.9％、
継続：56.4％、高校生・継続：90.9％ 

※「そう思う」「少しそう思う」と回答した割合 

課題に取り組む力の向
上 

中間 ●「向学館に通うことで自分のやらなくてはいけないことに対して
真剣に取り組むようになったか」 

小学生・新規：58.3％、継続：32.3％、中学生・新規：63.2％、
継続：74.4％、高校生・継続：100.0％ 

※「そう思う」「少しそう思う」と回答した割合 

自己肯定感の向上 中間 ●「向学館に通うことで自分が頑張ればいろんなことができるよう
になると感じるようになったか」 

小学生・新規：50.0％、継続：38.7％、中学生・新規：78.9％、
継続：71.8％、高校生・継続：100.0％ 

※「そう思う」「少しそう思う」と回答した割合 

学習量の担保 

平日の学習時間（1日当たり、女川向学館での講義も含む）としては、各区分とも「1時間以上 2時間

未満」または「30分以上 1時間未満」の割合が最も高かった。 

一方、休日の学習時間については、いずれの区分でも「全くしない」との回答があった。 
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図表 150 対象区分別 平日の学習時間 

 

図表 151 対象区分別 休日の学習時間 

 

学習意欲の向上 

「向学館で勉強することで、学区の勉強が分かる」ようになったかについては、教科別に尋ねられて

いるが、その中で登録している全ての子供が受講する、中学生の英語と数学を集計した。 

「中学・継続」では、英語も数学も「少しそう思う」の割合が最も高く（それぞれ 51.3％、43.6％）、

「中学・新規」では「そう思う」の割合が最も高かった（どちらも 42.1％）。 

図表 152 対象区分別 学校の英語の授業が分かるようになったか 

 

図表 153 対象区分別 学校の数学の授業が分かるようになったと思うか 

 

合計 3時間以上
2時間以上
3時間未満

1時間以上
2時間未満

30分以上1
時間未満

30分未満 全くしない 無回答

31 0 3 11 13 4 0 0
100.0% 0.0% 9.7% 35.5% 41.9% 12.9% 0.0% 0.0%

12 1 1 4 4 1 1 0
100.0% 8.3% 8.3% 33.3% 33.3% 8.3% 8.3% 0.0%

39 3 7 19 4 6 0 0
100.0% 7.7% 17.9% 48.7% 10.3% 15.4% 0.0% 0.0%

19 0 4 7 3 3 2 0
100.0% 0.0% 21.1% 36.8% 15.8% 15.8% 10.5% 0.0%

11 0 2 1 5 1 2 0
100.0% 0.0% 18.2% 9.1% 45.5% 9.1% 18.2% 0.0%

高校・継続

中学・新規

中学・継続

小学・新規

小学・継続

合計 3時間以上
2時間以上
3時間未満

1時間以上
2時間未満

30分以上1
時間未満

30分未満 全くしない 無回答

31 0 0 7 11 10 2 1
100.0% 0.0% 0.0% 22.6% 35.5% 32.3% 6.5% 3.2%

12 0 0 4 2 4 2 0
100.0% 0.0% 0.0% 33.3% 16.7% 33.3% 16.7% 0.0%

39 3 2 9 12 6 7 0
100.0% 7.7% 5.1% 23.1% 30.8% 15.4% 17.9% 0.0%

19 2 1 4 4 5 3 0
100.0% 10.5% 5.3% 21.1% 21.1% 26.3% 15.8% 0.0%

11 0 2 2 4 1 2 0
100.0% 0.0% 18.2% 18.2% 36.4% 9.1% 18.2% 0.0%

小学・新規

中学・継続

中学・新規

高校・継続

小学・継続

合計 そう思う
少しそう思
う

あまりそう
思わない

全くそう思
わない

無回答

39 11 20 6 0 2
100.0% 28.2% 51.3% 15.4% 0.0% 5.1%

19 8 7 2 1 1
100.0% 42.1% 36.8% 10.5% 5.3% 5.3%

中学・継続

中学・新規

合計 そう思う
少しそう思
う

あまりそう
思わない

全くそう思
わない

無回答

39 14 17 8 0 0
100.0% 35.9% 43.6% 20.5% 0.0% 0.0%

19 8 4 6 1 1
100.0% 42.1% 21.1% 31.6% 5.3% 5.3%

中学・継続

中学・新規
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ナナメの関係の構築 

「向学館の先生はあなたの話を聞いてくれる」かについては、「高校・継続」では「そう思う」が 11

人中 9人（81.8％）と高かった。 

図表 154 対象区分別 向学館の先生は話を聞いてくれるか 

 

居場所の確保（安心・相談・挑戦） 

「向学館では安心して自分を出すことができている」かは、小学生は「あまりそう思わない」「全くそ

う思わない」と回答した割合が高かったが、中学生以上は「そう思う」「少しそう思う」の割合が高かっ

た。「向学館は自分のやりたいことを応援してくれる」も同様の傾向だった。 

図表 155 対象区分別 向学館では安心して自分を出すことができているか 

 

図表 156 対象区分別 向学館は自分のやりたいことを応援してくれるか 

 

合計 そう思う
少しそう思
う

あまりそう
思わない

全くそう思
わない

無回答

31 3 9 6 13 0
100.0% 9.7% 29.0% 19.4% 41.9% 0.0%

12 1 4 3 1 3
100.0% 8.3% 33.3% 25.0% 8.3% 25.0%

39 11 21 5 2 0
100.0% 28.2% 53.8% 12.8% 5.1% 0.0%

19 9 8 0 1 1
100.0% 47.4% 42.1% 0.0% 5.3% 5.3%

11 9 1 0 0 1
100.0% 81.8% 9.1% 0.0% 0.0% 9.1%

中学・新規

高校・継続

小学・継続

小学・新規

中学・継続

合計 そう思う
少しそう思
う

あまりそう
思わない

全くそう思
わない

31 3 8 10 10
100.0% 9.7% 25.8% 32.3% 32.3%

12 4 3 5 0
100.0% 33.3% 25.0% 41.7% 0.0%

39 12 16 8 3
100.0% 30.8% 41.0% 20.5% 7.7%

19 9 7 2 1
100.0% 47.4% 36.8% 10.5% 5.3%

11 6 5 0 0
100.0% 54.5% 45.5% 0.0% 0.0%

高校・継続

小学・継続

小学・新規

中学・継続

中学・新規

合計 そう思う
少しそう思
う

あまりそう
思わない

全くそう思
わない

31 2 7 11 11
100.0% 6.5% 22.6% 35.5% 35.5%

12 2 3 6 1
100.0% 16.7% 25.0% 50.0% 8.3%

39 14 14 8 3
100.0% 35.9% 35.9% 20.5% 7.7%

19 8 6 4 1
100.0% 42.1% 31.6% 21.1% 5.3%

11 8 3 0 0
100.0% 72.7% 27.3% 0.0% 0.0%

小学・継続

小学・新規

中学・継続

中学・新規

高校・継続
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夢・目標の明確化 

「向学館に通うことで将来や夢について考えるようになった」かについて、小学生は「あまりそう思

わない」との回答割合が最も高かったが、中学生は「少しそう思う」、高校生は「そう思う」と回答した

割合が高かった。 

図表 157 対象区分別 将来や夢について考えるようになったか 

 

課題に取り組む力の向上 

「向学館に通うことで自分のやらなくてはいけないことに対して真剣に取り組むようになった」か尋

ねたところ、中学生以上では「少しそう思う」との回答が最も高かった。 

図表 158 対象区分別 やらなくてはいけないことに対して真剣に取り組むようになったか 

 

自己肯定感の向上 

「向学館に通うことで、自分が頑張ればいろんなことができるようになると感じるようになった」か

については、小学生は「あまりそう思わない」との回答割合が高かったが、中学生では「少しそう思う」、

高校生では「そう思う」と回答した割合が最も高かった。 

合計 そう思う
少しそう思
う

あまりそう
思わない

全くそう思
わない

31 1 3 16 11
100.0% 3.2% 9.7% 51.6% 35.5%

12 1 3 5 3
100.0% 8.3% 25.0% 41.7% 25.0%

39 3 19 12 5
100.0% 7.7% 48.7% 30.8% 12.8%

19 3 8 6 2
100.0% 15.8% 42.1% 31.6% 10.5%

11 7 3 1 0
100.0% 63.6% 27.3% 9.1% 0.0%

小学・継続

小学・新規

中学・継続

中学・新規

高校・継続

合計 そう思う
少しそう思
う

あまりそう
思わない

全くそう思
わない

31 1 9 11 10
100.0% 3.2% 29.0% 35.5% 32.3%

12 2 5 5 0
100.0% 16.7% 41.7% 41.7% 0.0%

39 6 23 9 1
100.0% 15.4% 59.0% 23.1% 2.6%

19 3 9 5 2
100.0% 15.8% 47.4% 26.3% 10.5%

11 5 6 0 0
100.0% 45.5% 54.5% 0.0% 0.0%

小学・新規

中学・継続

中学・新規

高校・継続

小学・継続
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図表 159 対象区分別 頑張ればいろんなことができるようになると感じるようになったか 

 

 教育の観点から子供たちに及ぼした効果の検証 

ルーブリック（案）の作成 

女川向学館では「探求力の向上」を成果（中間アウトカム）としてロジックモデル上に位置付けてい

るが、現段階では測定指標は設定していない。 

「探究力の向上」は、女川向学館では「答えのない問いに自ら取り組む・チャレンジする」、あるい

は「正解のない問題を粘り強く考え、その解決に向けて行動している」状態と定義づけており、多面的

に効果測定すべき事項であることから、本事業ではルーブリック（案）を作成した。 

今後は、下記のルーブリック（案）を参考にしながら、地域の小中学校や町役場とも調整の上、各評

価点の定義の見直しを図るとともに、団体内外での活用方法を検討する予定である。 

図表 160 女川向学館におけるルーブリック（案） 

 評価の観点４ 評価の観点３ 評価の観点２ 評価の観点１ 

探求力の向上 正解のない問いに対し
て解決／仮説を構築し、
主体的に行動を起こす
ことで、新たな学びを得
ている 

問いに対する解決／仮
説の方向性を定め、行動
に向けた準備をしてい
る 

問いに関する情報を入
手しており、解決／仮説
の構築に向けて考えを
深めている 

問いについて情報収集
を行い、解決／仮説の探
索を始めている 

 

  

合計 そう思う
少しそう思
う

あまりそう
思わない

全くそう思
わない

31 2 10 10 9
100.0% 6.5% 32.3% 32.3% 29.0%

12 2 4 5 1
100.0% 16.7% 33.3% 41.7% 8.3%

39 10 18 9 2
100.0% 25.6% 46.2% 23.1% 5.1%

19 6 9 4 0
100.0% 31.6% 47.4% 21.1% 0.0%

11 7 4 0 0
100.0% 63.6% 36.4% 0.0% 0.0%

中学・継続

中学・新規

高校・継続

小学・継続

小学・新規



II. 調査プロセスと結果 ４．女川町・認定ＮＰＯ法人カタリバ「コラボ・スクール女川向学館」 

 

 140  

 地域振興の観点から地域に及ぼした効果の検証 

基本設計 

測定対象とするアウトカム 

女川向学館のヒアリングからは、関係者（ステークホルダー）のうち保護者は学力の向上を特に重視

しているとのことだったが、これに加えて、地域・町役場や女川向学館自身からは、子供の多様な学び

に資することも意識されていた。そのため、ここでは主要なアウトカムとして「学習量の担保」、「学習

意欲の向上」、「ナナメの関係の構築」の３指標を取り上げ、SROI の手法を用いて金銭価値換算を試み

ることとした。 

「学習量の担保」「学習意欲の向上」「ナナメの関係の構築」は、いずれもロジックモデル上の成果（初

期アウトカム）に位置づけられている。このうち、ロジックモデル上で「学習量の担保」は「講義の受

講」「宿題の実施」「自主学習の機会」の３つの結果（アウトプット）から導出され、「学習習慣の定着」

「課題に取り組む力の向上」の２つの成果（中間アウトカム）につながっている。 

「学習意欲の向上」は、結果（アウトプット）としては「講義の受講」１つのみで、成果（中間アウ

トカム）は「学習習慣の定着」「課題に取り組む力の向上」の２つとされる。それぞれ、結果（アウト

プット）と成果（中間アウトカム）が重複していることが特徴である。他方、「ナナメの関係の構築」

は、結果（アウトプット）が「世代が異なるスタッフとの対話」、成果（中間アウトカム）が「自己肯

定感の向上」と、「学習量の担保」「学習意欲の向上」とは独立したものとして捉えられている。 

投入額 

女川向学館の事業費として投入されている平成 28年度の金額は、既にみたように地域・町役場から

の委託事業費と保護者及び寄附者の寄附金によって構成されている。 

ただし、女川町は女川湾を囲んで南北に長いこと、住宅密集地が町内２か所に分かれていること、勾

配が急な道が多いことから、女川向学館では送迎バスを運行させることで子供や親への通学の負担感を

軽減している。ただし、送迎バスのルートに入らない地域（住宅密集地以外）に居住する子供について

はタクシーの利用を認めており、その経費も支出している。これらは女川向学館に子供が安全かつ定期

的に通う前提とされているが、女川町及び女川向学館へのヒアリングから、事業でねらったアウトカム

に直接寄与するものではないとのコメントがあったため、インプットからは差し引くこととした。また、

女川向学館では小学 1～3年生を対象とした講義や自習室の開放も行っているが、今回の効果測定対象

からは外れるため、人数比分を差し引いた。そのため、検証上の投入額は総額で 30,239千円である。 

図表 161 女川向学館における投入額 

関係者 投入額 

地域・町役場 

委託事業費（緊急スクールカウンセラー等活用事業）から送迎バスの委

託費＋一部地域に居住する子供のタクシー代を差し引き、小学 1～3年生の

人数比を差し引いた金額  24,239千円 39 

保護者 寄附 6,000千円 

合計 30,239千円 

                                                   
39 平成 28 年度の委託費 43,000 千円から送迎バス等の委託費 14,100 千円を差し引いた上で、小学 1～3 年生の割合 16.1％

を除した。 
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アウトカムの金銭価値換算方法 

女川向学館へのヒアリングから、特に保護者を中心として、女川向学館の講義受講が一般的な学習塾

と類似した効果として「学力の向上」につながることが強く期待されているということだった。そのた

め、「学習量の担保」「学習意欲の向上」については、行動レベルの成果指標として「女川向学館での時

間」「自宅自習時間」を金銭価値で捉えることとした。 

また、「ナナメの関係の構築」については、ロジックモデル上、「世代が異なるスタッフとの対話」に

より得られることとされている。これは、女川向学館のスタッフとの関係構築に相当するものと捉えら

れるが、関係構築には一定期間を要するとの考えのもと、子供の女川向学館の利用が１年以上継続して

いる（新規利用者でない）ことを条件とした。 

図表 162 アウトカムの金銭価値換算の方法 

関係者 アウトカム 
アウトカムの 

変化量 
変化量の設定方法 

金銭価値へ換
算するための
代理指標 

代理指標の設定方法 

女川町に 
住んでいる
小４～高 3 

学習量の担
保 

女川向学館で
の学習時間 

女川向学館提供デ
ータ（登録数×出席
率×受講時間） 

学年別学習塾
費 40 

・女川向学館は地域の学習塾
と同等の出席率・頻度・講
義時間であるとみなす 

・文部科学省「平成 26年度子
供の学習費調査」より、学
年別の平均額（公立学校）
を乗じる 

学習意欲の
向上 

自宅自習時間 
生徒へのアンケー
ト結果 

ナナメの関
係の構築 

スタッフとの
関係が 1年以上
継続中の生徒
数 

女川向学館提供デ
ータ 

「緊急スクー
ルカウンセラ
ー 等 活 用 事
業」委託費 

・「女川町教育要覧」を参照 

算出方法 

生徒の「学習量の担保」に係る社会的価値 

まず、「学習量の担保」として、女川向学館での学習時間は子供たちが講義を受講した年間の総時間

数と捉えることができる。子供たちの登録数や出席率は女川向学館で把握しているため、講義が行われ

る小学校４年生から中学校３年生については、学年ごとの平均受講時間を登録数と出席率に乗じて年間

の総受講時間を算出した。高校生への講義は行われないが、女川向学館のヒアリングから、女川向学館

での自習やマイプロジェクトの平均時間を用いることとした。 

金銭換算するための代理指標としては学年別の学習塾費を用いることとし、女川向学館を地域の学習

塾と同等の出席率・頻度・講義時間であるとみなして、文部科学省「平成 26年度子供の学習費調査」

より、生徒数に学年別の平均額（公立学校）を乗じて算出した。 

生徒の「学習意欲の向上」に係る社会的価値 

「学習意欲の向上」の変化量としての自宅自習時間の増分は、女川向学館が子供たち自身を対象とし

て実施しているアンケート調査から把握することとした。女川向学館が実施しているアンケート調査の

うち平成 28年 8月に実施した結果から学習時間の総量（女川向学館での受講時間を含む）を把握し、

ここから女川向学館での受講時間を差し引いて自宅自習時間を算出した。 

                                                   
40 文部科学省「平成 26 年度子供の学習費調査」における、学年別の支出者平均額を用いることとした。 
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その上で、「学習量の担保」と同様に、学年別の学習塾費を代理指標とする金銭換算を試みた。 

生徒の「ナナメの関係の構築」に係る社会的価値 

本調査研究では、生徒と女川向学館のスタッフとの関係が１年以上継続していることを「ナナメの関

係の構築」と捉えることとした。女川向学館では生徒の継続利用の有無を把握していることから、前年

度から継続利用している生徒を「ナナメの関係の構築」ができている生徒と捉えた。 

金銭換算にあたっては、「緊急スクールカウンセラー等活用事業」委託費を代理指標として用いるこ

ととした。 

事業以外の要因の考慮 

女川向学館がなくても生じたであろう成果（死荷重）について、「学習量の担保」に関しては、女川

向学館へのヒアリングから、女川町内には学習塾が少ないこと、学習塾を利用している子供たちは女川

向学館には通わなくなることから、死荷重は生じていないものと捉えた。 

「学習意欲の向上」に関しては、通っている子供の多くが自宅での学習習慣がほとんどないケースが

多いとの女川向学館へのヒアリング結果を参考に、10％に設定した。 

「ナナメの関係の構築」については、女川向学館に緊急スクールカウンセラー等活用事業として実施

している事業のうち、利用している子供たちとの対話にどの程度の人的資源を投入しているかを尋ね、

女川向学館での講義以外の時間を通じた子供の対話に半分程度の時間を割いているとの回答があった

ため、50％とした。 

算出結果 

上記の仮定のもと、女川向学館の主要なアウトカムについて金銭価値換算をした結果が下表である。

なお、効果測定期間は平成 28年度の 1年間とした。具体的な計算方法は以下のとおりである。 

まず、「学習量の担保」について、期間中の小学 4年生から高校 3年生までの利用生徒数は 130人（講

義時間合計で 32,055時間）であり、これに学年別の学習塾費（小学 4年生で 144千円～高校 3年生で

357千円）を掛け合わせて 30,980千円となった。「学習意欲の向上」については、自宅自習時間が 130

人の合計で 16,071時間となり、これを学年別の総講義時間で割り返すことで、学年別学習塾費に置き

換えたところ 9,432千円となるが、死荷重分の 10％を差し引いて、最終的に 8,489千円となった。「ナ

ナメの関係の構築」については、継続して利用している生徒が 95人、生徒 1人当たり委託費が 186千

円であることから、両者を掛け合わせて 17,713千円となったが、死荷重を 50％と設定したことを考慮

し、最終益に 8,856千円となった。 
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図表 163 アウトカムを金銭価値換算した結果 

関係者 

アウトカム 
金銭価値へ換算す

るための代理指標 H28年度の社会的

価値の合計 

事業以外の

要因の考慮 

修正後の社会

的価値の合計 アウトカムの 

変化量 
金銭価値 

女川町に 

住んでいる 

小４～高 3 

学習量の担保 学年別学習塾費 

30,980（千円） － 
30,980 

（千円） 
32,055（時間／年）、 

130人 

144 千円（小 4）～

357千円（高 3） 

学習意欲の向上 学年別学習塾費 
9,432（千円） 

死荷重 

10％ 

8,489 

（千円） 16,071（時間／年） （上に同じ） 

ナナメの関係の構築 

「緊急スクールカ

ウンセラー等活用

事業」の委託費 
17,713（千円） 

死荷重 

50％ 

8,856 

（千円） 

95（人／年）41 186千円42 

 

これらを合算し、女川向学館の主要なアウトカムを金銭価値換算した場合、算出した社会的価値は合

計で 47,495千円となった。この社会的価値の合計を投入額 30,239千円で割り戻すと、社会的投資収益

率は 1.60と算出された。つまり、女川向学館は１の投入額に対して 1.60の社会的価値が生み出される

事業であるという結果を得た。 

なお、本試算結果は、主要なアウトカムとして設定したもののみを金銭価値換算しているため「スト

レスの低減」「ロールモデルを見つける」といったアウトカムが勘案されていないことに加え、効果測

定期間を単年度としたものであり、保守的な推計結果となっていることに留意されたい。 

図表 164 女川向学館における社会的投資率 

社会的価値の合計(千円） 47,495 

投入額の合計（千円） 30,239 

社会的投資収益率（SROI） 1.60 

 

また、SROI 分析における「修正後の社会的価値の合計」の総額に対するアウトカム別の割合をみる

と、「学習量の担保」は 64.1％、「学習意欲の向上」は 17.6％、「ナナメの関係の構築」は 16.3％と、「学

習量の担保」が約 3分の 2を占める結果となっていた。 

 取組の成功要因と課題 

成功要因 

取組が成果をあげている要因として、まず、女川向学館では徹底して利用のハードルを下げるための

工夫を取り入れていることが挙げられる。女川町の地形的な課題については送迎バスの運行等で対応し

ていること、子供の心理的抵抗感については同級生の誘いを通じて彼らの安心できる居場所としての位

                                                   
41 女川向学館が実施したアンケート回答者（小学 4 年生～高校 3 年生）のうち、前年度も継続していた子供の人数。なお、

アンケート回答者の総数は 130 人。 

42 本推計に該当する委託費を利用者数（130 人）で除したもの。 
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置づけを得ていること、保護者の経済的負担については委託費のほかにも域外の寄附者の賛同を得るた

めの情報発信を行うことで利用者負担をできる限り減じていることなど、利用者のニーズをきめ細やか

に汲み取って非営利組織ならではの事業モデルを構築している。設立以降、女川町内の小中学生の３割

以上が利用しているという利用率の高さは、このような工夫によって達成されているものと推察される。 

また、地域からの期待以上の成果をねらった事業構成としている点も、成功要因の１つと考えられる。

女川向学館を運営する認定 NPO法人カタリバでは、キャリア学習の機会提供で多くの自治体との協働を

通じて実績を重ねてきているが、女川向学館においては、同団体の提唱する「マイプロジェクト」の実

施支援を、主に高校生に向けて実施している。町へのヒアリングでは、委託事業で期待することとして

「学力の向上」「居場所の確保」が挙げられたが、女川向学館ではこれらに加え、独自に「ジブンゴト

意識の向上」に取り組むことで付加価値を高めていると言え、その結果の一部は本事業の金銭価値換算

でも定量的に示されている（年間約 886万円に相当）。 

最後に、女川向学館の設立の経緯として震災から約５か月後には運営が開始されたことや、女川町か

らの資金的支援が全くない状態で寄附だけで運営していたこと、Ｔ・Ｔ等を通じて学校の教師とも円滑

な連携を図っていることなど、様々な関係者と強固なネットワークを築き、地域に深く根差した事業と

なっている点も成功要因として見逃せない。こうした無形の「信頼」は、本事業で作成したロジックモ

デル自体には表れてはいないものの、女川町とのパートナーシップ協定の締結にその断片を垣間見るこ

とができる。 

今後の改善点の示唆、効果測定をしたことの気づき 

女川向学館の取組における今後の課題のうち、事業内容自体については、女川向学館自身から、子供

の特性に応じた対応に改善の余地があるとの意見があった。例えば、学習障害等の課題を有するケース

や生活習慣に大きな問題を抱えているケースでは、ほかの子供と比較すると成果が得られているとの実

感がないため、対応策に改善の余地があるとされていた。 

また、取組の継続性については、国の復興事業の予算が徐々に減少する中で、委託費も年々減少して

おり、数年後の事業運営費をどのように賄うかを検討する必要がある。この点について、女川向学館で

は今回のような効果測定によって、目的に叶った成果が達成できていることを関係者に丁寧に説明した

いとの意向を持ち、既に独自の効果測定も行っていた。他方、女川町では、同様の学習支援・居場所提

供の機能を確保し続けるためにどのような効果測定が必要かを模索しているタイミングだったとのこ

とであり、今後さらに詳細な検討が望まれる。 

さらに、効果測定方法の必要性の認識醸成に対する難しさについても指摘があった。女川向学館から

は、現状では団体として評価を行うモチベーションや測定結果の活用方法は、主に内部のスタッフとの

意識合わせであり、外部への説明責任はそれほど強くは求められていないということだった。女川向学

館としては、測定結果に対して外部からフィードバックがあれば自らの事業内容を改善する指針にもな

るし、リテンションにもつながると効果測定に非常に前向きな考え方だったが、そのような機会を得る

には、社会全体で効果測定の必要性について認識が高まる必要があると言える。 
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第５章 取組と効果の因果関係の分析 

取組の効果と因果関係経路の把握 

因果関係把握の難しさ 

取組の効果を因果関係として把握することは、想像以上に難しいことが知られている。例えば、図の

ようにある取組が学力に及ぼす効果を測定する場合、取組から学力への矢印の大きさが取組の効果と解

釈できる。この場合、取組を行った子供と行っていない子供を単純に比較しても、取組の効果を測定し

たことにはならない。 

図表 165 学力に対する取組の効果 

 

その理由を整理したものが下図である。第一は「欠落変数」である。例えば家庭環境など学力に影響

を及ぼす要因がほかにある場合、それを無視して分析を行うと、取組の効果にはバイアスが生まれてし

まう。教育熱心な家庭の場合、そもそも子供の学力が高くなりやすくかつ学校外教育の取組にも熱心、

といったケースが該当する。 

第二は「サンプルセレクション」である。効果測定を行う場合、データの入手が容易な子供だけを分

析対象にする場合、測定された効果にバイアスが生まれてしまうおそれがある。 

第三は「逆の因果関係」である。例えば、もともと学力の高い子供ほど意欲が高く、学校外教育への

取組に参加する傾向がある場合、取組を行った子供と行っていない子供を比較しても、効果の測定はで

きない。 

取組効果の因果関係を把握するためには、こうした種々の要素を考慮する必要がある。 

図表 166 因果関係の把握を難しくする要因の代表例 

要因 内容 

欠落変数 アウトカムに及ぼすそのほかの要因を無視してしまっていることによってバイアスが生

まれる。 

ｻﾝﾌﾟﾙｾﾚｸｼｮﾝ 分析に利用しているサンプルに何らかの偏りがあることによってバイアスが生まれる。 

逆の因果関係 逆方向の因果関係がある場合にバイアスが生まれる。 

取組

学力
家庭
環境
等
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因果関係把握の方法 

因果関係を把握するための手法を整理したものが下図である。表の上にあるものが因果関係を精緻に

把握できる方法であり、下に行くほど相関関係の分析に留まってしまう。 

図表 167 因果関係測定手法の比較 

因果関係測定手法 概要 強み 弱み 

ランダム化 

比較試験（RCT） 

 取組を受ける人と受けな

い人をランダムに割当 

 因果関係の有無を正確に

測定することができる 

 実施には手間とコストを

要する 

回帰分析  最小二乗法と呼ばれる手

法によって統計的に分析

する 

 欠落変数の問題に対処す

ることができる 

 ｻﾝﾌﾟﾙｾﾚｸｼｮﾝや逆の因果関

係の問題には対処できな

い 

前後比較  取組を受ける前と受けた

後でアウトカムを比較 

 もともとの学力の高さ等

を加味した分析ができる 

 ｻﾝﾌﾟﾙｾﾚｸｼｮﾝや逆の因果関

係の問題には対処できな

い 

単純比較  取組を受けた子供と受け

ていない子供を比較 

 簡便に実施することがで

きる 

 測定結果を因果関係とみ

なすことは難しい 

 

ランダム化比較試験（RCT）の概念図を示したものが下図である。RCT では、取組を行うかどうかを

ランダムに振り分けることによって、効果を測定する手法であり、因果関係を正確に測定できる点が強

みである。しかしながら、実施には手間や時間的・金銭的なコストを要することになるため、その適用

は容易ではない。 

図表 168 ランダム化比較試験の概念図 

 

回帰分析、前後比較、単純比較も効果測定を行うための手法だが、RCTに比べると因果関係を厳密に

測定することは難しいが、しかしながら、いずれの手法も入手しやすいデータのみで分析できるケース

が多いことが利点である。回帰分析の場合、欠落変数の問題に対処することができる点が利点である。

前後比較の場合、同一の個人の事前と事後のアウトカムを比較することになるため、もともとの学力の

高さ等を加味した分析ができる。単純比較は取組を受けた子供と受けていない子供を比較手法であり、

非常に簡便な分析方法だが、様々な要素を考慮することがまったくできない。 

（出所）小林庸平（2014）「政策効果分析の潮流とランダム化比較実験を用いたアンケート督促効果の分析」

被験者

処置群

対照群

被験者をランダム

に振り分け

処置群のアウトカム

指標を計測

対照群のアウトカム

指標を計測

処置群と対照群の

アウトカム指標の差
政策効果
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本調査研究における因果関係分析 

分析対象事業 

以上の点を踏まえると、因果関係分析を行うためには、以下の条件が整っている必要がある。 

第一が個人レベルのデータ取得である。因果関係分析を行うためには、統計的には検定を行うことが

不可欠であり、個人レベルのデータを一定数以上収集できる必要がある。 

第二が比較対象（対照群）となるデータの取得である。どういった因果関係測定手法を用いるとして

も、取組の効果を推定するためには比較対象となる対照群のデータが不可欠となる。例えば、取組に参

加した子供と参加していない子供のデータや、同一個人における取組への参加前後のデータなどが必要

となる。 

第三がアウトカムに影響を与え得る個人属性データの取得である。欠落変数によって生じるバイアス

を回避したり、個人属性別の取組の効果の違いを明らかにしたりするためには、アウトカムに影響を与

え得る個人属性データを、可能な限り幅広く収集できることが望ましい。 

以上の三点を踏まえて、今回の因果関係分析では、「高校生レストラン」と「ブリュッケ」を分析対

象事業と位置付けたい。 

分析項目 

分析項目は以下のように設定する。取組前後における比較分析は 0でみたとおり、4事例全てで行っ

ているが、高校生レストランは高校生の取組前後のデータだけではなく、取組に参加していない個人の

データまで収集できている点が強みであるため、取組前後のデータと取組参加・非参加の両方のデータ

を組み合わせることによって因果関係をより精緻に明らかにする。一方で、ブリュッケの取組は、個人

のバックグラウンド（不登校経験、家庭の状況、生活習慣等）を収集できている点が強みであるため、

取組前後でのアウトカムの変化が、個人属性によってどのように異なりえるのかを分析する。 

図表 169 分析項目 

 高校生レストラン ブリュッケ 

取組前後での効果分析 ○ ○ 

取組に参加していない個人のデータを用いた効果分析 ○  

個人属性別の効果分析  ○ 
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因果関係分析：高校生レストラン事業 

 分析の枠組み 

高校生レストラン事業のデータを用いて推定するのは以下の式である。 
 

∆𝑦𝑖 = 𝛼 + 𝛽𝑐𝑖 + 𝜀𝑖 
 

ここで、∆𝑦𝑖はアウトカム指標の取組前後（高校入学時と現在等）の差分であり、アンケート及びル

ーブリックによって把握した項目となる。𝑐𝑖は調理クラブに入っている場合に 1を取るダミー変数であ

る。𝜀𝑖は誤差項である。𝛼は定数項であるため、アウトカム指標の取組前後での平均的な変化量を表す。

一方𝛽はアウトカム指標の取組前後での変化量が、調理クラブに入っている生徒の場合にどのくらい上

乗せされるか（マイナスの場合は下押しされるか）を表している。つまり𝛽がプラスで統計的に有意で

あれば、調理クラブによってアウトカム指標が改善しているものと考えることができるのである。 

 分析結果 

アンケート分析 

アンケートの推定結果を示したのが次の図表である。表では、前述の式の𝛽の推定値を示している。

推定は、高校１年生から３年生までの全ての生徒のデータを用いたものと、高校３年生のみに限定した

ものとに分けている。アウトカム指標は、各項目について「よくあてはまる」が 5で、「まったくあて

はまらない」が 1となる 5段階の数値となっている。つまりベータがプラスであれば、アウトカム指標

に対して調理クラブがポジティブな影響を与えていると考えることができる。 

推定結果をみると、全生徒のデータを用いた推定と高校３年生のみのデータを用いた推定では、「料

理、スイーツを人に提供することは楽しい」と「多少の理不尽さに耐えられる自信がある」がともに統

計的に有意にプラスになっていることが分かる。数値の絶対値をみると、特に後者の上昇幅が大きい。

加えて、高校３年生に限定した推定では「もっと技術力を磨きたい」もプラスで統計的に有意になって

いる。そのほかの項目については、おおむねプラスで推定されているものの、統計的に有意ではない。 

以上の結果から、調理クラブについては、料理に対する興味やモチベーション、社会に出る上での基

礎的な素養を高める効果を有していると考えることができる。 

図表 170 アンケートの推定結果 

 

料理、ス
イーツを人
に提供す
ることは楽
しい

もっと技術
力を磨き
たい

多少の理
不尽さに
は耐えら
れる自信
がある

多気町や
三重県の
食材に関
心がある

多気町や
三重県が
好きだ

多気町や
三重県に
役立つこと
をしたい

将来、多
気町で仕
事をしたい

将来、県
内で仕事
をしたい

将来、海
外で仕事
をしたい

全生徒 β 0.227* 0.119 0.304* 0.0670 -0.123 -0.0117 -0.0224 0.146 0.108

(0.117) (0.104) (0.183) (0.172) (0.136) (0.175) (0.106) (0.168) (0.158)

サンプルサイズ 108 108 108 107 108 106 108 108 107

決定係数 0.034 0.012 0.025 0.001 0.008 0.000 0.000 0.007 0.004

高校３年生 β 0.422* 0.348* 0.731* 0.281 0.0742 -0.193 -0.102 0.251 -0.0256

(0.236) (0.202) (0.384) (0.370) (0.258) (0.328) (0.163) (0.383) (0.241)

サンプルサイズ 40 40 40 40 40 39 40 40 40

決定係数 0.078 0.072 0.087 0.015 0.002 0.009 0.010 0.011 0.000

カッコ内は標準誤差
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
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ルーブリック分析 

ルーブリックの推定結果を示したのが次の図表である。表では、前述の式の𝛽の推定値と𝛼の推定値

を示している。 

推定結果をみると、「接客力、コミュニケーション力が向上する」と「協調性が向上する」は、調理

クラブに加入していると統計的に有意に上昇することが分かる。「ビジネス感覚が付く」については、

統計的には有意とは言えないものの、調理クラブに加入している生徒の方が上昇する傾向にはある。 

以上より、調理クラブへの加入は、特に基本的な技術力や協調性などを高める効果があるものと考え

られる。 

図表 171 ルーブリックの推定結果 

 

  

接客力、コ
ミュニケー
ション力が
向上する

協調性が
向上する

ビジネス
感覚が付
く

β 0.758*** 0.348* 0.343

(0.162) (0.177) (0.214)

α 0.909*** 0.818*** 1.045***

(0.108) (0.119) (0.144)

サンプルサイズ 40 40 40

決定係数 0.367 0.093 0.063

カッコ内は標準誤差
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
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因果関係分析：ブリュッケ事業 

 分析の枠組み 

ブリュッケ事業におけるロジックモデルを再掲したものが図表 172 である。このロジックモデルを

ベースに、以下のような因果関係分析を行いたい。 

第一が取組前後での効果分析である。ルーブリックによって評価した最初期アウトカム、初期アウト

カム、中間アウトカムを前後比較することによって、居場所支援事業と就労支援事業の効果を測定する。 

第二が、若者の個人属性が最初期・初期・中間アウトカムに与える影響の分析である。居場所支援事

業や就労支援事業は、効果の出やすい人と出にくい人がいる可能性がある。個人属性別の影響分析を行

うことによって、どういった若者への支援が効果的なのかを明らかにすることができる。 

第三が、ルーブリックによって測定した最初期・初期・中間アウトカムが、最終アウトカムである就

職活動や就労につながっているかどうかの分析である。ルーブリックによって測定されたアウトカムの

上昇によって、就職活動を行う確率や就労できる確率があがるのであれば、こうした中間的なアウトカ

ムを高めることの意味を正当化することができる。 

第一の分析は平均値の差の検定を用いて行い、第二・第三の分析は回帰分析を用いて行う。なおブリ

ュッケの事業は主に居場所支援と就労支援で構成されており、ルーブリックも別個に作成されているた

め、分析も別々に行う。 

図表 172 ブリュッケ事業におけるロジックモデル（再掲） 

 

 分析の詳細 

分析に用いるアウトカム変数は以下のとおりである。最初期アウトカム変化量、初期アウトカム変化

量、中間アウトカム変化量は、ルーブリックのアウトカム指標の支援開始時から現在までの変化量であ
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る。各アウトカムのなかには 1～3つの項目が含まれているが、各項目の平均値を用いている。 

就業に関するアウトカム指標としては、就職活動ダミーと就職ダミーを用いる。これらの分析ではダ

ミー変数を被説明変数とした線形確率モデル（Linear Probabilistic Model）を用いる。 

図表 173 分析に用いるアウトカム変数 

アウトカム変数 内容 

最初期アウトカム変化量 最初期アウトカム（2項目）の平均値の変化量 

初期アウトカム変化量 初期アウトカム（居場所支援 3 項目、就労支援 2

項目）の平均値の変化量 

中間アウトカム変化量 中間アウトカム（居場所支援 3 項目、就労支援 1

位項目）の平均値の変化量 

就職活動ダミー 就職活動を行っている場合に 1を取るダミー変数 

就職ダミー 就職できた場合に 1を取るダミー変数 

 

分析に用いる個人属性等の説明変数を整理したものが下図である。 

性別や学歴は基本属性として考慮している。支援開始時年齢は、支援開始の時期が早いほど効果が大

きい可能性があると考えられるため考慮している。ひきこもり年数や中学校・高校不登校ダミーについ

ては、ひきこもりの期間や不登校のタイミングによって、支援の効果が異なる可能性があると考えられ

るため考慮している。 

両親離婚ダミーと両親 DV・虐待・ネグレクトダミーは、家庭の状況を考慮した変数である。 

図表 174 分析に用いる説明変数 

説明変数 内容 

女性ダミー 女性の場合に 1を取るダミー変数 

支援開始時年齢 居場所支援・就労支援を受け始めた時点での年

齢 

中学校不登校ダミー 中学校時に不登校を開始した場合に 1 を取る

ダミー変数（データに含まれる個人は全員が不

登校経験者であるため、基準は小学校時に不登

校を開始した場合となる） 

高校不登校ダミー 高校時に不登校を開始した場合に 1 を取るダ

ミー変数（データに含まれる個人は全員が不登

校経験者であるため、基準は小学校時に不登校

を開始した場合となる） 

高校・専門学校卒業ダミー 高校・専門学校を卒業している場合に 1を取る

ダミー変数 

ひきこもり年数 ひきこもりをしていた年数 

両親離婚ダミー 両親が離婚している場合に 1 を取るダミー変

数 

両親 DV・虐待・ネグレク

トダミー 

両親から DV や虐待、ネグレクトを受けていた

場合に 1を取るダミー変数 
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 分析結果 

最初期・初期・中間アウトカムの前後比較分析 

最初期・初期・中間アウトカムの前後比較分析を居場所支援について行ったものが図表 175である。

最初期・初期・中間アウトカムのそれぞれについて、1列目に事前（支援開始時点）の平均値を、2列

目に現在（調査時点）の平均値を示しており、3列目には支援開始時点から調査時点までの変化量を示

している。分析期間中、居場所支援を受けた若者は 16人である。 

各アウトカムの平均値の変化量をみると、全てのアウトカムが上昇していることが分かる。加えて、

これらのアウトカムの変化量は全て 1％水準で統計的に有意である。変化量がもっとも大きいのが最初

期アウトカムの 1.09であり、次いで中間アウトカムの 1.00、初期アウトカムの 0.83となっている。 

 

図表 175 最初期・初期・中間アウトカムの前後比較分析結果（居場所支援） 

 

 

就労支援のアウトカムの前後比較分析を行ったものが図表 176 である。就労支援は初期アウトカム

と中間アウトカムのみとなっている。初期・中間いずれについてもアウトカムの変化量はプラスになっ

ており、就労支援の前後で統計的に有意に上昇していることが分かる。 

以上を踏まえると、ルーブリック評価に基づくアウトカム指標については、居場所支援も就労支援も

明確な上昇効果があると言える。 

図表 176 最初期・初期・中間アウトカムの前後比較分析結果（就労支援） 

 

個人属性が最初期・初期・中間アウトカムの変化量に与える影響分析 

個人属性が最初期・初期・中間アウトカムの変化量に与える影響の回帰分析結果を示したものが図表 

177である。左の 3列は居場所支援におけるアウトカム変化量に与える分析であり、右の 2列は就労支

援におけるアウトカムの変化量に与える分析である。 

居場所支援についてもっとも特徴的な部分は支援開始時年齢である。支援開始時年齢の係数はマイナ

スで推定されており、最初期アウトカムと初期アウトカムについては統計的に有意となっている。つま

り支援開始時の年齢が高いとアウトカムの変化が小さくなってしまうことを意味している。このことか

ら早期支援の重要性が高いことが示唆される。また、中学校不登校ダミー（基準は小学校不登校）はプ

ラスで有意となっており、小学校時に不登校になった子供よりも、中学校期に不登校になった子供の方

事前 現在 変化量 事前 現在 変化量 事前 現在 変化量
平均値 1.53 2.63 1.09 1.73 2.56 0.83 1.45 2.45 1.00
標準偏差 0.72 1.12 0.95 0.73 0.72 0.64 0.38 0.72 0.82
t値 - - 4.59 - - 5.15 - - 4.58
p値（両側） - - 0.000 - - 0.000 - - 0.001
サンプルサイズ

最初期アウトカム 初期アウトカム 中間アウトカム

16 16 14

事前 現在 変化量 事前 現在 変化量
平均値 1.93 3.32 1.39 2.14 3.86 1.71
標準偏差 0.58 0.75 0.68 1.29 0.53 1.27
t値 - - 7.61 - - 5.06
p値（両側） - - 0.000 - - 0.000
サンプルサイズ 14 14

初期アウトカム 中間アウトカム
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がアウトカムが上昇しやすいことが分かる。また、高校や専門学校を卒業しているとアウトカムが上昇

しやすいことも分かる。 

就労支援については、個人属性変数は全体としてほとんど統計的に有意になっていないが、両親 DV・

虐待・ネグレクトダミーは初期アウトカムの変化量に対してマイナスの影響を与えている。支援開始時

年齢については、中間アウトカムの変化量に対してプラスで有意になっており、支援開始時の年齢が高

かったとしても中間アウトカムは上昇しやすいことが分かる。 

図表 177 最初期・初期・中間アウトカムの変化量に与える影響分析 

 

最初期・初期・中間アウトカムが最終アウトカムに与える影響分析 

居場所支援における最初期・初期・中間アウトカムが、就職活動の開始状況や就職できたかどうかに

どういった影響を与えているかを分析したものが図表 178である。 

居場所支援についてみると、中間アウトカムが高いほど就職につながりやすいことが分かる。具体的

には、中間アウトカムが平均して 1 高い若者の場合、就職につながる可能性が 40％以上も高まる傾向

がある。一方で、各アウトカムと就職活動を開始しているかどうかについては、明確な関係性は確認で

きない。以上から、中間アウトカムを高めるような支援を行うことは、かなり大きなマグニチュードで

就職に寄与するものと考えられる。 

一方就労支援については、全ての若者が就職活動自体は開始しているため、分析は就職できたかどう

かに限定される。初期・中間アウトカムと就職の間の関係性についてみると、中間アウトカムの係数は

プラスになっているものの、統計的に有意な関係は確認できない。これは調査対象者数が少なすぎるた

めに、有意な効果を検出できなかった可能性がある。 

最初期
アウトカム

初期
アウトカム

中間
アウトカム

初期
アウトカム

中間
アウトカム

女性ダミー 0.296 0.658 0.0701 1.287 -0.127

(0.580) (0.458) (0.932) (0.753) (1.502)

支援開始時年齢 -0.208** -0.179** -0.131 -0.143 0.550*

(0.0787) (0.0621) (0.107) (0.129) (0.258)

中学校不登校ダミー 1.695** 0.994* 0.925 0.0684 4.799

(0.662) (0.523) (1.058) (1.228) (2.450)

高校不登校ダミー 0.0775 -0.166 0.126 0.300 0.141

(0.420) (0.331) (0.736) (0.870) (1.735)

高校・専門学校卒業ダミー 0.920* 1.155** 1.091 1.292 1.744

(0.437) (0.345) (0.611) (1.099) (2.193)

ひきこもり年数 0.145 0.168 0.288 0.0495 -0.313

(0.145) (0.115) (0.193) (0.0873) (0.174)

両親離婚ダミー -0.0430 -0.172 -0.434 0.397 -1.305

(0.372) (0.294) (0.617) (0.472) (0.942)

両親DV・虐待・ネグレクトダミー 0.126 0.0101 -0.523 -1.117* 1.363

(0.441) (0.348) (0.653) (0.450) (0.898)

定数項 3.713** 2.996** 2.119 3.851 -11.97

(1.258) (0.993) (1.852) (3.141) (6.266)

観測数 16 16 14 14 14

決定係数 0.809 0.740 0.626 0.728 0.684

自由度修正済み決定係数 0.591 0.442 0.0266 0.292 0.178

居場所支援 就労支援
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図表 178 最初期・初期・中間アウトカムが最終アウトカムに与える影響分析 

 

因果関係分析の成果と課題 

本章では、高校生レストラン事業とブリュッケ事業について、収取したデータを活用した因果関係分

析を行った。分析から、いくつか興味深い結果が得られているが、因果関係を精緻に分析していくため

には以下のような課題や注意点があると考えられる。 

サンプルサイズの小ささ 

本章の分析に用いたデータは、高校生レストラン事業のアンケートデータが 108人、ルーブリックで

40人であり、ブリュッケ事業のルーブリックついては居場所支援事業で 16人、アウトリーチ就労支援

事業で 14人である。サンプルサイズが小さいと推定値の誤差が大きくなってしまうため、統計的に有

意な結果が得にくかったり、数人の結果が変わるだけで全体の傾向にも大きな影響が出てしまったりす

る可能性がある。そのため、因果関係分析を精緻に行っていくためには、可能な限りサンプルサイズを

確保していくことが必要となる。 

サンプルサイズを大きくするためには、第一に継続的な調査を行う方法が考えられる。パネル調査と

して継続的に調査することができれば、同じ人であっても複数時点でデータを収集することができるた

め、サンプルサイズを大きくすることができる。 

第二の方法は、調査項目をそろえて複数の取組を評価することである。例えばブリュッケの事業は就

労支援だが、ブリュッケ事業で作成したルーブリックを他地域の就労支援事業でも用いることができれ

ば、共通のフォーマットでデータを収集することができるため、サンプルサイズを大きくすることがが

できる。 

対照群データの把握 

因果関係を分析するためには、施策の対象となっていない人（対照群）のデータを把握し、施策の対

象となった人（処置群）と比較することが望ましい。高校生レストラン事業では、調理クラブに加入し

ていない人のデータを取得することができたため、処置群と対照群のアウトカム比較が可能になってお

り、より精緻な因果関係分析が可能となった。そのため、取組の効果を測定するためには、対照群のデ

就労支援
就職活動
開始

就職 就職

最初期アウトカム（現在） 0.0492 0.155

(0.229) (0.157)

初期アウトカム（現在） 0.139 -0.461 0.0994

(0.399) (0.273) (0.176)

中間アウトカム（現在） 0.340 0.422** 0.341

(0.208) (0.142) (0.247)

定数項 -0.856 0.00571 -0.930

(0.774) (0.530) (0.955)

観測数 14 14 14

決定係数 0.377 0.567 0.215

自由度修正済み決定係数 0.190 0.437 0.0723

カッコ内は標準誤差

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1

居場所支援



第５章 取組と効果の因果関係の分析  

 

155 

ータをどのように把握するのかをリサーチデザイン設計の段階から検討しておくことが重要である。 

しかしながら、対照群のデータの把握が様々な問題で難しいケースも多い。特にブリュッケの事業の

ように、取組の対象者が不登校やひきこもりである場合、そうした人たちのデータを詳細に把握するこ

とは簡単ではない。また教育分野で比較対照実験を行うためには、人権や倫理的側面に十分に配慮する

ことも不可欠である。 

対照群のデータを取ることが難しい場合は、次善の策として 2つの方法が考えられる。第一は、処置

群のなかで施策への積極的に参加した人と、そうでない人を比較する方法である。ブリュッケ事業を例

に取れば、年間の活動日数が多い人と少ない人のアウトカムを比較することによって、事業の効果を測

定することが可能となる。第二は、対照群のデータが取れない場合でも、できるだけ多くの個人属性を

把握することである。本章におけるブリュッケ事業の分析はまさにそうした方法に立脚しているが、多

様な個人属性を把握することによってバイアス等を補正していける可能性がある。 

振り返り調査への留意 

高校生レストラン事業では、高校に入学した時点のアウトカムと現在のアウトカムを比較分析してい

る。高校入学時点でのデータは、回顧的に（過去を思い出してもらう形で）調査を行っている。しかし

こうした方法では、過去を美化してしまう危険性があり、高校入学時点の正確な情報を得られない可能

性がある。こうしたいわゆる「思い出補正」が働く可能性があるため、時系列的にデータを把握する場

合は、できる限り時点ごとに調査を行うことが望ましい。 
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第６章 実証研究の成果を予算要求や各種報告に組み込む実践 

実践内容 

対象 

静岡市子ども未来局こども家庭課が実施する「静岡市生活困窮世帯、ひとり親家庭等の子どもへの学

習・生活支援事業」について、昨年度実施された文部科学省調査「平成 27年度 地域政策等に関する調

査研究」のなかで整理された効果検証の結果を平成 29年度の予算要求に活用する実践を行った。 

実践方法 

 予算要求資料への添付 

「静岡市生活困窮世帯、ひとり親家庭等の子どもへの学習・生活支援事業」は事業 2年度目を迎えて

いるが、事業初年度である昨年度（平成 27年度）も、文部科学省の委託事業において、静岡市子ども支

援コンソーシアムを組成する、一般社団法人てのひらの取組の効果検証がなされている。 

そこで、平成 29年度分の、「静岡市生活困窮世帯、ひとり親家庭等の子どもへの学習・生活支援事業」

の予算要求のために、静岡市役所子ども未来局子ども家庭課から予算要求資料の参考添付資料として、

昨年度調査のなかで整理された、一般社団法人てのひらの効果検証結果資料を静岡市の財務部局に、平

成 28年 10月末に提出した。 

 予算要求結果 

平成 28年 11月～平成 29年 1月にかけて、静岡市役所内で、担当課と財務部門の調整が重ねられ、結

果として、今年度と同額で学習支援事業が実施されることとなった。なお、学習支援事業と並行して行

われていた生活支援事業については、平成 28年度事業の２か所（葵区、駿河区）から３か所（清水区を

追加）に拡大され、その分予算が拡大している。 

予算増額の背景には、清水区にも支援が必要な子供・家庭があることがスクールソーシャルワーカー

へのヒアリングや学校関係者からの情報等で確認されたことが大きな要因となっているとのことであっ

た。 

実践から得られた示唆 

既知のとおり、行政評価の世界では、平成 13年の第一次小泉内閣による改革とそれに伴う「行政機関

が行う政策の評価に関する法律」の施行等により、何をどれだけやったかというアウトプットによる評

価よりも、やった結果どうなったのかというアウトカムを重視した評価が重要であるという流れがある。

総務省「地方公共団体における行政評価の取組状況等に関する調査」では、都道府県及び特例市以上の

市における行政評価の導入率はほぼ 100％となっている。そして、行政評価を導入している自治体の約

７割が評価結果を予算要求等に反映しており、そのうち９割が予算査定等においても評価結果を活用し
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ている43。ただし、担当部局と財政部局は独立したセクションであり、担当部局の評価に財務部局が拘

束されることは現実的ではないため、評価結果は予算要求の際に考慮されるというレベルにとどまざる

を得ないという事情がある。このことを踏まえつつも、静岡市において実践したプロセスをもとに、効

果測定の結果が予算要求に活きてくる場面について下記にまとめる。 

効果測定結果の予算要求の際の活用場面 

 最終場面での活用が有効 

今回の実践を通して、当該資料は財務部局が予算要求の最終場面の参考資料として使えるという手応

えがあった。最終場面としたのは、予算要求の最初の場面ではアウトプットに着目した説明が求められ

ているためである。静岡市における実践においては、まずは取組について予算規模に見合う程度のサー

ビス提供者がいるのかという観点で、財務部局からアウトプット（静岡市の事例の場合、「事業による支

援対象者の確保・拡大」が該当）に着目した説明、つまり、しっかりと人数が集まる見込みがあるのか

どうか、支援対象とする子供が利用するのか、という点での説明が求められた。静岡市子ども家庭課の

場合、これまでの事業実績、スクールソーシャルワーカーへのヒアリング結果等を用いて、確実に利用

者が確保できること、積算面での妥当性をまずは説明した。もし、この時点で、数人しか利用者が集ま

っていないという状況の場合は、どれほど教育的な効果・価値・意義がある取組だとしても、予算規模

に見合う程度の行政サービスを受ける人数がいなければ意味が無いと判断されてしまうおそれがあると

のことである。 

そして、アウトプット面の要件が満たされた後に、今回提出した実証研究資料が検討の材料として俎

上に上がることになる。静岡市子ども家庭課担当者は、「こうした資料が考慮されるタイミングを見極め

ることが重要である」と振り返っていた。特に、財務部門とのやり取りを複数回重ねていく中で、財務

部門側の担当者も、やり取りの後半局面になるほど、決定権者へと変わっていく傾向があるため、「『ダ

メ押し資料』として機能する可能性が高い」とのことであった。 

 予算が削減されそうな場合での活用が有効 

静岡市以外の事例担当者の話のなかでは、通常は予算を維持する際には多くの説明は求められないが、

予算にシーリングがかけられ一律カットされそうな場合に定量的な評価があると、予算の維持に有効で

あるという意見があった。実際、第３章でみた豊島区における SROIの活用事例においても、厚生労働省

の補助金が一律カットされることを見据えて予算を維持できるように定量的な評価がなされていた。 

手法別の活用可能性 

実証研究でみたとおり、効果測定の結果は予算要求にとどまらず、取組の改善点を把握するためにも

活用できるものである。下記では、静岡市を含めた４自治体の担当者に効果検証結果の使い道について

インタビューをした結果や委員会で有識者から得た意見をもとに、取組の改善点を把握すること以外の

各手法の活用可能性についてまとめる。 

                                                   
43

総務省「地方公共団体における行政評価の取組状況等に関する調査結果」（平成 26 年３月 25 日）なお、本調査は、平成 25 年 10 月１

日時点の状況を示しているもので、行政評価については「政策、施策及び事務事業について、事前、事中、事後を問わず、一定の基準、

指標をもって、妥当性、達成度や成果を判定するもの」と定義されている。 
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 ロジックモデル 

新規事業・施策の立ち上げを目的とした活用 

新規事業の狙いを説明する際に有効 

静岡市における実践では、ロジックモデルは、継続事業の予算要求の際よりも、「新規事業を立ち上げ

るとき・新規計画策定のとき」に有効であるという意見を得た。新規で事業を立ち上げる際、事業目的

やスキームを所定の様式に沿い文章で説明するが、その効果までを分かりやすく伝えることはどうして

も難しい。その際に、例えばロジックモデルを示すことができれば、当該事業ではどのような主体が関

わり、最終的に何を目指しているのかを簡潔なキーワードでまとめているため、財務部門にとっても理

解しやすく、担当課としても説明がしやすくなるとのことであった。静岡市では、新規事業を立ち上げ

る際は、他地域の事例（静岡市の場合は他政令指定都市の状況などもしばしば参照）を示すことが説得

力向上につながるという認識があるとのことであったが、今回の実践を通して、実証研究資料の提出に

ついて一定の意義を見出したと振り返っていた。 

既存の事業でカバーできていない領域を見つける際に有効 

また、施策単位でロジックモデルを作成すれば、施策の展開により解決したい地域課題について、既

存の事業ではどの部分がカバーできていないかを可視化でき、新規の事業提案につながる。 

外部資金の呼び込みを目的とした活用 

共感者と取組のビジョンを共有する際に有効 

近年、ふるさと納税やクラウドファウンディングなどにより民間資金を調達して地域課題を解決しよ

うという取組が広がっている。また、ソーシャル・インパクト・ボンド44という、官民連携の新しい投

資スキームも生まれてきている。このような共感投資を呼び込むためには、共感者と取組のビジョンを

共有することが必要であり、そのコミュニケーションツールとしてロジックモデルが活用できる。 

市民協働の推進を目的とした活用 

教育実践主体と目的を共有した状態で事業の展開が可能 

習志野市の事例では、教育実践主体と協働で施策体系を考える際にロジックモデルを活用することで、

課題解決に向けた道筋を共有することが可能となり、ロジックモデルの作成プロセスが協働の土壌を築

くプロセスになっていた。 

また、教育実践主体に委託をする際も、ロジックモデルを活用することで、委託事業者と事業の目的

や目指すところについて認識を共有した上で、事業の遂行が可能となる点も期待される効果と考えられ

る。さらに、指標に係るデータの収集も委託事業者と協働で行うことも可能となり、取組の進捗把握や

効率的な効果測定が可能となる。 

                                                   
44 投資家（篤志家、財団等）から調達する資金をもとに、行政から委託を受けた民間事業者が行政サービスを提供し、事

業の成果に応じて行政が投資家に資金を償還する仕組み。http://socialimpactbond.jp/sib/に詳しい。 

http://socialimpactbond.jp/sib/
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財政的補助をする際に、資金を拠出する判断材料となる 

教育実践主体の取組について補助を出す際などは、埼玉県の事例のように教育実践主体からロジック

モデルの提案を求めることで、どの実践主体に資金を拠出すべきかの判断材料となる。加えて、申請段

階からロジックモデルを共有することで、自治体と教育実践主体の間で取組が目指す成果について共通

認識が持てるうえ、成果を意識した取組の実行や教育実践主体側のエンパワーメントが可能となる。 

予算獲得を目的とした活用 

自課が取り組むことの意味を示す際に有効 

静岡市における実践では、財務部門から、「教育委員会ではなく、なぜ子ども家庭課が本事業を実施す

るのか（学習支援事業であれば、教育委員会に任せれば良いのではないか）」という質問があったが、学

習支援事業と銘打っているものの、子供の貧困は単に学校教育内で解決できる問題ではなく、福祉的な

側面から家庭を巻き込んだ支援も重要であるということを説明する際に、ロジックモデル等の資料があ

ることで説明がしやすくなったと振り返っていた。このように、ほかの所管課でも類似の取組がなされ

ている／可能な事業、あるいは複数課で所管する事業について予算を要求する際には、他課の取組との

違いや複数課で取り組む意味を示す際にロジックモデルが有効であると思慮される。 

取組によってレバレッジが効いた部分を示すことで、取組を拡大させる際に有効 

委員会では、ロジックモデルを用いて効果検証をする際には、取組によってレバレッジが効いた部分

を評価することが重要であるという意見があった。例えば、子供を対象とした取組の場合、取組の枠を

超えて、地域にどのような効果があったのか、先生の意識はどのように変わったのか、教育カリキュラ

ムはどのように変化したかという部分を示すことで、取組を梃にした効果を示すことができ、取組を拡

大するための説明がしやすくなる。 

首長への説明の際に有効 

静岡市以外の事例担当者の話のなかでは、ロジックモデルは、金額よりは中身、ビジョンを持って相

談する相手に有効であるという意見が挙げられた。ロジックモデルは、ビジョンを示すための簡潔でロ

ジカルな説明が求められるシーンにおいて活用可能性が高いと思慮される。 

 ルーブリック 

取組の進捗管理を目的とした活用 

教育関係者への説明ツール、教育実践主体が自前で使えるマネジメントツールになりうる 

ルーブリックについては、教育に携わっている人以外には、その言葉自体があまり知られていなかっ

た。また、評価者による主観的な評価になる点、評価者によって評価点が異なる点も問題点として指摘

された。 

一方で、高校生レストラン事業の取組主体である相可高校へのヒアリングのなかでは、ルーブリック

という言葉は新しいものではあるが、教育現場では今回の実証研究のようなパフォーマンス評価は日常
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的に行っているため、教育現場で活用するのであれば専門家がいなくても自前で使えるツールだろうと

いう意見があった。また、ルーブリックは学校や保護者への説明資料としては有効だろうという意見も

あった。また、どのような状況が望ましいのかを複数者で共有するツールとしても有効という意見もあ

った。 

ルーブリックについては、教育関係者に取組の効果を説明するツールとして、あるいは取組主体が取

組を自己評価し取組の改善につなげるためのマネジメントツールとしての活用可能性が高いと思慮され

る。 

 SROI 

SROI の分析過程では、ロジックモデルと類似のインパクトマップの作成が含まれることから、ロジ

ックモデルの項目で整理した事項は全て SROIにも当てはまる。ここでは、それ以外の活用可能性につ

いて言及する。 

予算獲得を目的とした活用 

中長期に見た取組の投資対効果を説明する際に有効 

静岡市以外の事例担当者の話のなかでは、新規事業を立案する際には経済的側面からの説明は必須で

あるが、継続事業においてはさほどそのような説明は求められないという意見もあった。 

SROI は、単年度で SROI 値が１を超えることが求められる単年度事業ではなく複数年度の事業を立案

する際に、予測型を利用できる可能性が高いと思慮される。 

財務部局や議会への説明に有効 

静岡市以外の事例担当者の話のなかでは、SROIは、投入予算と取組によってもたらされた効果の関係

を分かりやすく示せるツールであり、財政部局や議会への説明資料として分かりやすいだろうという話

があった。ただし、単年度事業の場合は、単年度で SROIが１を超えていることが求められ、長期的には

１を超えるというシミュレーションがあったとしてもそれは参考資料に過ぎないという意見もあった。 

SROIは、取組の効果を財務部局や議会へ分かりやすく説明できるツールではあるが、予算要求に活用

する場合は SROI値のみに注目が集まり、その値で予算の維持・削減等が判断されてしまうおそれがある

ことに留意が必要である。そのため、SROI 値だけでなく SROI レポート全体をレクチャーできる機会に

おける説明資料としての利用可能性が高いと思慮される。 
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図表 179 従来の事務事業評価・施策評価とは異なる、各手法の主な活用可能性 

活用場面 手法 主な活用可能性 

取組の改善点

の把握 

ロジックモデル ・取組は課題解決に寄与しているかを把握するのに有効 

ルーブリック 
・子供達にどのような環境を用意すれば、課題解決につながるかを把握する

のに有効 

SROI ・社会的価値を最大化するために資源配分を考える際に有効 

新規事業・施策

の立ち上げ 
ロジックモデル 

・事業の狙いを説明する際に有効 

・既存の事業でカバーできていない領域を見つける際に有効 

外部資金の呼

び込み 
ロジックモデル ・共感者と取組のビジョンを共有する際に有効 

市民協働 ロジックモデル 
・教育実践主体と目的を共有した状態で事業展開が可能 

・教育実践主体に財政的補助をする際に、資金を拠出する判断材料となる 

予算獲得 

ロジックモデル 

・自課が取り組むことの意味を示す際に有効 

・取組によってレバレッジが効いた部分を示す際に有効 

・首長への説明に有効 

SROI 
・財務部局や議会への説明に有効 

・中長期に見た投資対効果を説明する際に有効 

（注）SROIの分析過程にはインパクトマップの作成が含まれることから、ロジックモデルの項目で整理した事項は全て SROIにも

当てはまるが、図ではそれ以外の活用可能性について整理している。 
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第７章 地域振興に有効な教育活動を普及させ、持続的・発展的な取組にする

ための方策 

実証研究事例に共通した成功要因の整理 

地域と教育実践現場を繋ぐ人の存在 

本調査研究においては、地域振興に有効な教育活動について４つの実践例を見てきたが、取組が成果

を挙げている背景には、地域と教育実践現場を繋ぐ人の存在が挙げられる。 

多気町の事例においては取組の立ち上げ人である岸川氏と村林氏が、川崎市の事例においては地域の

経営者が、静岡市の事業においてはスクールソーシャルワーカーが、女川町の事例においてはティーム・

ティーチングスタッフの存在が、地域と教育実践現場を繋いでいた。 

彼らの存在があることで、静岡市や女川町の事例においては取組対象者の適切な選定や対象者の状況

を学校と共有することができていた。多気町や川崎市の事例においては、取組対象者に地域で活躍でき

る場や地域の人と交流・協働できる場が提供されていた。 

子供たちが地域で活躍できる場の創出 

多気町や川崎市の事例においては、食事の提供や就業などの形で子供たちが地域で活躍できる場が創

出され、そのような場を通じて子供たちは社会において自分が活躍できる自信や、活躍しようという意

欲を高めていた。また、静岡市や女川町の事例においては、子供たちが地域の人とかかわることにより、

学校でも家庭でもない地域という居場所を認識したり、身近な人との関わりから将来のことが考えられ

るようになったりしていた。 

子供が地域で活躍できる場を持つことや地域の人とかかわる場を持つことは、最終的には、子供の自

己肯定感を高め、子供が自分らしい生き方を実現していくことに繋がっていくと思慮される。 

学校、家庭以外の子供の状況を把握できる場の創出 

静岡市や女川町の事例においては、取組を通じて、学校が学校以外の、家庭が家庭以外の子供の状況

を把握する機会ができたことで、教師や保護者と子供とのよりよい関係の構築につながっていた。 

学校や家庭がそれ以外における子供の状況を把握できる場を持つことは、子供との関係改善を通じて、

学校においては効率的・効果的な指導の実現に、家庭においては家庭の安定に繋がっていくと思慮され

る。さらに、家庭においては、保護者が子供と離れた時間を持つことで、就労の実現や就労時間の拡大

という効果も見込まれる。 

子供たちが地域の人と交流できる機会の創出 

多気町や川崎市の事例においては、子供たちが地域の人と交流をする機会が増えることで、近くにあ

れどあまり知らなかった学校の活動や、身近にいるものの知らなかった不登校や引きこもり、ニート状

況にある子供の存在・実態への地域の人の関心・理解が深まっていた。また、女川町においても、現時

点では向学館事業への地域住民の関わり合いはあまりないものの、将来的には地域住民に関わってもら

うことで、教育への関心を高め、地域としての教育力の向上につながることが目指されていた。 
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さらに、多気町では、子供たちと地域が関わり合いを持つことで、子供たちの地域への関心・愛着が

深まるという成果が出ていた。地方部においては、進学を契機に地域から若者が流出してしまうことは

避けがたく、大学進学者のうち８～９割が県外の大学に進学する都道府県もある45。しかし、彼らが一

度地域から出てしまったとしても、地域への愛着があれば大人になって戻ってこようと思うことも期待

されるし、戻ってこようと思った時に頼ることができる関係性が地域の人と構築されていると、長期的

にみると地域を支える人材の確保につながることも期待される。 

このように、地域振興に有効な教育活動には４つの共通した成功要因があった。これをロジックモデ

ルの形に整理したものが下図である。 

地域振興に有効な教育活動を持続的・発展的な取組にするためには、これらの４つの活動（アクティ

ビティ）が含まれる設計とし、ロジックモデルで整理した成果に係るデータを収集・分析して取組が図

の右側で整理している最終成果につながっているかを検証し、改善につなげることが有効である。 

図表 180 事例に共通した成功要因と、その要因によって期待される成果の整理 

 

                                                   
45喜多下 悠貴（2016）「三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング㈱サーチナウレポート 地方創生のための教育について考

える（前編）」（http://www.murc.jp/thinktank/rc/column/search_now/sn160119） 

http://www.murc.jp/thinktank/rc/column/search_now/sn160119
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地域振興に有効な教育実践活動において PDCAサイクルを回すための方策 

実証研究における PDCA各段階の課題と気づき 

 Plan（計画）段階 

課題 

使用する言語の不一致 

自治体と教育実践主体では、十分にコミュニケーションが図られていないために、異なる事柄を同一

の言葉を用いているケースがある。例えば、「子供の成長」という言葉を、自治体では学業面での向上と

捉えている一方、教育実践主体では感情面での安定と捉えているため、事業で目指す成果が乖離してし

まうことなどが挙げられる。また、類似する事柄を双方が別の言葉で表現しているケースも想定される。 

教育政策では、人の多面的な成長を期待して実践されることが多いがゆえに、このような意思疎通上

の齟齬が生じやすいと言える。教育実践活動の PDCAサイクルにおいてこうしたミスコミュニケーション

を解消するためには、自治体と教育実践主体の両者が、評価を軸としながら概念を言葉に整理し共有す

るプロセスが必要だが、双方に手間と時間が生じることから評価自体が浸透していない上に、意思疎通

も不十分である。 

取組成果を捉える指標の不一致 

教育実践主体からは、どれほど教育的な効果や社会的価値がある取組（アウトカムが得られる取組）

であっても、自治体内ではアウトカムが予算獲得には直結せず、アウトプットへ着目されてしまいがち

であるとの指摘があった。また、成果を明確にしようとしすぎるあまり、自治体に取組が持っている多

面的なアウトカムを適切に反映してもらえていないとの意見もあった。 

ただし、自治体の観点からすれば、それまで定量化された指標が得られていなかった場合に、どのよ

うなアウトカムを可視化できるかが分からないため、アウトプットのみを指標とせざるを得ないケース

もあると推察される。教育実践主体の側からも、どのような指標設定が望ましいかを自治体に提案する

ことが求められる。 

気づき 

取組意図・内容を図示化、言語化することの有用性 

実証研究では、ロジックモデルを作成して取組の意図や内容を図示化したり、ルーブリックの作成を

通じて課題解決の段階を言語化したりする方法を用いた。これらは、自治体と教育実践主体の双方が作

成段階からかかわることで理解の醸成につながるだけでなく、どちらかの担当者が異動になっても、こ

れまで事業をどのようなねらいで進めてきたのか、達成状況はどうなっているか、といった担当者同士

で共有してきたことが説明しやすいことがメリットになっていた。 

例えば多気町の事例では、取組を立ち上げた人の間では暗黙の了解ができていたことについて、新し

く参画する教師や担当者と方向感を共有するためには事業の目的やねらいを紙に落とす必要性が感じ

られていた。 
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事前評価としての有効性 

評価が地域内外であらかじめ行われている場合や、参考となる先行研究がある場合、事業実施前から

効果をある程度推測したり説明したりすることができる、いわゆる事前評価としての活用が可能となる。 

川崎市からは、行政が計画策定段階で長期的な検討を行う際、ひきこもり支援のように施策の効果が

短期的には示しづらい場合に、同一または類似分野での分析例があると、計画段階で有用であるとの意

見があった。 

対話の機会の創出 

効果測定は、得てして測定結果を出すことに限定して捉えられがちだが、PDCAサイクルとして捉える

べきものであり、プロセス自体にも大きな価値がある。特に今回の実証研究の中では、効果測定を通じ

て自治体や教育実践主体、その他関係者との対話の機会として有効であるとのコメントが得られた。 

多気町の事例では、教育実践主体は行政の最終目標が当初の農業振興から途中で観光振興に重きが変

わったと認識されていたが、ロジックモデルの作成は、今でも行政が農業振興に重きを置いて取組をし

ているということを確認する機会となった。 

川崎市の事例では、市の担当者と教育実践主体の担当者とが同席する形でロジックモデルを作成する

過程で、市の担当者は教育実践主体の取組がどのような狙いでなされているか、どのような段階を経て

就労に繋がっていくのかについての理解を深めていった。 

静岡市の事例では、コンソーシアムを構成する３団体間での対話も創出された。学習支援事業という

名称で行われている事業ではあるが、目指している目標は学力の向上ではなく、居場所ができることで

あり、子供たちに自己肯定感がつくことなどであるということをロジックモデルを作成する過程で団体

間、さらに市とも確認しあえた。 

女川町の事例では、女川町と向学館の間で目的意識のすり合わせはできていたが、成果の測定方法の

すり合せは厳密にはしてきていなかったということだった。女川向学館の話では、これまでは子供の保

護者からのフィードバック以外に改善への動機づけが得づらく、行政のために自分たちが何をすべきか

を自分たちで考えなければいけないと感じていたが、今回の効果測定によってやりがいや努力しようと

いう気持ちが高まったということだった。 

 Do（実行）段階 

課題 

データ収集に係る負担感 

評価の実践の中では、特にアウトカムを把握しようとした場合に、事業の実績把握とは別に、アンケ

ートやインタビュー等を通じた追加的な情報収集を行うことになる。しかし、教育実践主体からは、取

組のテーマによっては、対象者に様々な事項を尋ねる必要があり、そのような負荷を掛けてデータを収

集することに対して抵抗感があるとのコメントもあった。 

また、取組成果を確認するために事業実施後にアンケート調査を行っても、事業開始前の状況がわか

らないため前後比較ができないことも、教育実践主体の抵抗感の背景にある。 
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効果測定へのインセンティブが不明確 

ある教育実践主体では、限られた人員で事業を回している現状で、他業務に割けるほど余裕がない中

で効果測定をする場合は、業務が圧迫され取組に集中できなくなることへの懸念が示された。また、そ

のような状況で実施する効果測定はおざなりなものとなりかねず、測定自体が目的化・形骸化する可能

性があることも指摘された。 

ほかの教育実践主体からも、労力を費やして効果測定を行っても、誰もそのレポートを呼んでくれな

いのであれば、現状ではあえて測定を積極的に行う理由が見当たらない、といったコメントがあった。 

人員体制の構築については、評価を行うインセンティブとも密接に結び付いた課題であると考えられる。 

気づき 

双方が保有しているデータや成果の把握 

自治体と教育実践主体がよりよい評価のあり方（例：アウトカムの把握方法、比較対象群の設定）を

模索する中で、互いが持つデータについて意見交換を行い、新たな発見につながる場合がある。また、

取組の成果を捉える視点が異なることについての気づきを得て、よりよい評価設計につながる可能性も

想定される。例えば、事業に参加していない子供の生活状況について知りたいと考えていた教育実践主

体が、自治体担当者から参考となる統計について教えてもらったり、あるいは自治体担当者が教育実践

主体から先行研究について紹介を受けたりするケースも想定される。 

 Check（分析）段階 

課題 

比較対象のデータを収集することの難しさ 

第６章でみてきたように、取組の効果に関する因果関係を分析するためには、比較対象とする対照群

のデータを取得し、実施している事業の利用者との比較が重要となる。ただし、取組に参加していない

個人のデータを取得するには様々な課題が想定される。 

本事業の実証研究では、高校生レストラン事業については取組に参加していない生徒のデータを活用

することができたが、ブリュッケについてはそのようなデータがなかったため、性別、支援開始年齢、

不登校の状況など、個人属性を分析軸とすることで、利用者内であっても取組による成果が出やすい子

供と出にくい子供がどういう属性かを分析する工夫を加えている。 

サンプル数の制約 

実証研究の対象とした４事例は、参加している子供の人数が 100 人前後、ないしはそれより少なく、

定量的な評価を加える際には慎重な解釈が求められた。多くの教育実践活動では、今回と同様に、個々

の取組の単位は比較的小規模であることが想定される。 

そのため、同一の取組を実施している他地域との連携によってサンプル数の制約を乗り越える努力も

検討に値するものと考えられる。 
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気づき 

分析手法に対する認識の深まり 

自治体でも教育実践主体でも、実証研究で実施したような分析手法を知らないためにこれまでは評価

を行ってこなかったが、分析手法を知ることで、新たなアウトカムの設定や事業の改善など、評価を通

じた PDCAサイクルを回すことにつながる可能性が示された。例えばブリュッケでは、ルーブリックの上

昇が就労につながりやすいことが因果関係分析で示された結果、居場所事業の効果の表現を修正しよう

という動機づけにつながっていた。 

認識との整合性に関する検討・議論の喚起 

特に取組主体においては、取組の成果を分析する中で、自分たちが事業の中で日常的に感じている実

感値と整合しているか、ズレがあるとすればどのような点かに気づき、そのことが評価基準の再設定や

事業内容の改善など、次の Action（活用）を実践する動機づけともなっていた。 

例えば、相可高校では測定結果が実感と合ったものであり、自分たちの事業の方針と合致しているこ

とに自信を持てたとのコメントがあった。他方、ブリュッケでは、居場所支援によって日常生活の様々

な面が改善している点を今後の評価に反映させるため、就労体験活動の成果に関するルーブリックの作

成を検討していた。静岡子ども支援コンソーシアムからは、自分たちが取り組んでいることが、断片的

であれ数値として示されることが重要であるほか、１つだけでなく複数の指標をみることで改善点も分

かってくる、とのコメントがあった。 

 Action（活用）段階 

課題 

単年度事業で測定結果を予算要求の根拠とすることの時間的制約 

静岡市での予算要求に活用する実践から、事業の評価結果は、予算要求過程の最終場面で効果的であ

るとの示唆が得られた。なお、自治体の予算編成スケジュール上、翌年度の予算要求が秋口から開始さ

れるため、新規事業の場合は、現実的には入手可能なデータに多くの制約が課せられることとなる。 

単年度事業であるがゆえの時間的制約については、PDCAサイクルを継続反復する重要性は論を待たな

いが、そのほかにも、ロジックモデル上で最終アウトカムにつながる中間アウトカムの設定や、その中

間アウトカムにつながるアウトプットの明示など、指標の設定における工夫が考えられる。静岡市の事

例でも、予算要求過程の当初はアウトプットが重視されるため、徐々に評価結果の段階を高める手法が

有用だと考えられる。 

気づき 

スケールアウトへの活用 

評価の直接的な当事者だけでなく、評価結果が間接的にも第三者にとっての貴重な資料として活用さ

れる可能性も重要である。好事例のヨコ展開を促す効果も期待できることから、特に国や都道府県にお

けるモデル事業等のスケールアウトを目的とした事業では、事業のアウトプットを示すだけでなく、ア
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ウトカムも含めた多角的な評価を実施することが望まれる。 

高校生レストラン事業を実施している相可高校では、評価結果を他地域の関心を持った人が見て「自

分の地域でもできるかもしれない」と思わせる効果があるのではないか、との意見があった。 

地域振興施策と教育施策との連携強化 

本事業は、地域振興に有効な教育実践をテーマとしたものであるが、その前提として、教育施策は地

域づくりそのものでもあり、自治体からの独立性を保ちながらも、教育実践に携わる主体や取組は、単

独では成り立ちえない点は改めて認識したい。教育と地域の連携、特に教育が地域を盛り上げ、地域も

また教育を盛り上げる関係性を、評価を通じて強固なものとできる可能性がある。 

実証研究を実施した地域の中には、評価を通じて地域単位での小さな変革をより大きな地域変革につ

なげていきたいとの意見もあった。そのために、教育を担う主体と地域の多様な主体とが、同じ尺度で

物事を見る機会として、評価をさらに活用することが望まれる。 

図表 181 PDCAの各段階における気付き 

段階 各段階における気付き 

P（計画） ・取組の意図・内容を図示化、言語化することは、自治体・教育実践主体間の共通理解を醸成

するのみならず、どちらの担当者が移動になった際に引き継いだ人とも認識を共有するため

のツールとなる。 

・先行事例における効果測定結果は、取組の立案段階で周囲を説得するための材料になりうる 

・効果をどのように測定するかという議論や効果測定のプロセスは、自治体・教育実践主体間

の対話の機会を創出する。 

D（実行） ・効果測定を協働して行うことで、自治体・教育実践主体がお互いにどのようなデータを持っ

ているのかを把握することができる。 

C（分析） ・測定手法を知ること、測定結果を解釈できるようになることで、新たなアウトカムの設定や

取組の見直しにつながる。 

・測定結果と日常の認識のずれを認識することで、取組の見直しにつながる。 

A（活用） ・取組をスケールアウトする際に効果測定は有効である。 

・効果測定を踏まえて取組の改善点等を協働で議論することで、教育が地域を盛り上げ、地域

も教育を盛り上げる、自治体と教育実践主体の関係性が構築される。 

PDCAサイクルを回すための方策 

 行政が教育実践主体と連携して人的・金銭的資源の獲得を目指す 

本調査研究を通じて、自治体内ではアウトカムよりアウトプットがよく用いられている、評価を行っ

てもその結果に関心を持ってくれる主体がいない、よい結果が得られても次のアクションにつながらな

いなど、多くの自治体において効果測定のインセンティブとなる要因が乏しいことは否めない。しかし

ながら、新たな補助金や民間投資の獲得に成功している自治体では、自主的に自己評価を行うことで取

組の効果を外部に説明できる状態としており、そのような努力の結果として新たな人的・金銭的な資源

を得て教育政策の充実を図っているが、その際に現場の教育実践主体が主導的な役割を果たしているこ

とも多い。 

昨今の社会環境を鑑みるに、取組の評価（PDCA サイクル）をしていないこと自体が「（負の意味で）
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評価される」ことを、特に行政では強く認識すべきである。この点において、教育実践主体はボランテ

ィアや助成金を獲得するために効果測定や評価の必要性を自治体以上に感じており、一定のノウハウも

有していることから、地域の教育政策の充実に向けて協働するパートナーとして連携を図ることが効果

的であると考えられる。また、国としても、よりよい教育実践を広く普及させ、また教育実践への資金

拠出が未来投資に実際につながることを示すため、自治体を対象として効果測定のインセンティブ付与

を進める政策の実行が期待される。 

 自治体と教育実践主体が事業改善を通じて効果や成果を最大化する 

自治体担当者や教育実践主体からは、効果測定や評価を通じて「どの程度うまくいっているか」だけ

でなく、「どのような点がうまくいっているか」「今後どうすればさらにうまくいくか」といった、事業

の改善に関する気付きが得られたとの意見があった。定められた予算で事業の効果や成果を最大化する

には、教育実践を絶えず振り返ることが重要であり、効果測定や評価はそのためのツールそのものであ

る。 

また、自治体内では新規予算獲得を目指す場合に限って評価の有用性が感じられているが、必ずしも

予算要求に活用しなくても、取組の継続的な改善を図ることは行政としての説明責任の向上にも寄与す

る。事業の継続的な改善も、PDCAサイクルを回すことで得られる主要な成果だと、改めて認識すること

が求められる。 

 自治体と教育実践主体が事業開始前にゴールを共有する 

実証研究の中では、自治体と教育実践主体との間で事業内容に対する認識にズレがあり、効果測定前

の段階ではゴールが明確に設定されていなかったが、ロジックモデルの作成を通じて認識のズレが徐々

に修正されたことでゴールを共有できたケースがあった。効果測定や評価方法の計画以前（PDCAの P）

に、事業を通じてどのような効果や成果を目指すかを、自治体と教育実践主体の双方で複数回に渡って

対話するプロセスが必要である。 

また、ゴールの共有の過程は、本来であれば事業開始前に完了しておく必要があるが、PDCAサイクル

が回り始めることでズレが生じることも想定される。途中段階でゴールを振り返られるよう、ロジック

モデル等でゴールを分かりやすく共有できる言葉で明示しておくことが望まれる。 

 自治体と教育実践主体が取組開始前に効果測定の計画について合意する 

効果測定を実践する中では、時間的制約やデータ収集上の制約など様々な課題が生じるため、途中で

頓挫してしまうリスクがある。ただし、その多くは事前に想定できるものであり、幾つかのコツを押さ

えれば円滑に実施できる可能性が高まる。中でも特に重要なこととして、計画段階（PDCAサイクルの P）

で、自治体と教育実践主体が十分に計画について合意しておくことが肝要である。 

計画では、ロジックモデル等で目的と手段を可視化しておくこと、指標や測定方法について議論する

機会を設けること、単年度事業であっても翌年度以降の活用方法をすり合せておくこと、事業レベルで

はなく個別の施策レベルで効果測定を行うこと、などが想定される。また、特に行政側で事業者の公募

を行うケースでは、公募段階で効果測定の計画についても事業者に提案させるよう、仕様に盛り込むこ

とが可能である。 

 国・都道府県が効果測定に必要なデータの活用環境を整備する 

地域振興に有効な教育実践活動について考えた場合、関係者が幅広く、様々なアウトカムやアウトプ
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ットの設定がなされる可能性がある。自治体もしくは取組主体が事業実施の際に独自にデータ収集を行

うことで、目的に合致したデータを得ることが可能ではあるものの、調査実施者にとっても回答者にと

っても負荷が生じることは否めない。そのため、汎用性の高い指標については、国や都道府県がデータ

活用環境を整備することが、PDCAサイクルを回すことに大きく寄与すると考えられる。 

実証研究を行った地域では、取組主体において自主的に成果指標に関するデータを蓄積しており、こ

れが今回の実証研究の効果測定における作業負荷軽減に役立ったとのことであった。行政での統計整備

やオープンデータの推進によって、さらに評価における負荷軽減が図られることが期待される。 

 官民が一体となって効果測定を支援する人材を育成する 

効果測定を進める際、一義的には取組にかかわる自治体や教育実践主体など、その取組をより効果的

なものとしたいと考える主体が責任を持って効果測定を行うことが求められるが、効果測定は経験や知

識の蓄積も重要であり、PDCAサイクルの各段階で必要な助言が得られることがよりよい実践につながる

ことは明らかである。 

その際、自治体や教育実践主体の「伴走者」として効果の測定を推進してくれる人材が身近にいるこ

とが望ましい。また、近年、社会的インパクトの測定や評価の担い手の養成や、オンライン上で活用で

きるツールの開発が様々なところで進められているため、これらの動向を注視し、積極的に活用を検討

すべきである。 
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参考資料：自己評価シート 

ロジックモデル 

ステップ ステップごとの確認項目 

１ 事業の目標と受益者

の特定 

□どの取組を対象にロジックモデルを作るか 

□対象となる取組は誰にどのような成果をもたらすことを目的としているか 

□誰と協働してどのようなスケジュールでロジックモデルを作るか 

２ アウトカムの設定 □取組を通じてもたらしたい長期、中期、短期のアウトカムは何か 

□アウトカムは具体的か 

□アウトカムは将来実現したい望ましい状態を表しているか 

□測定可能な成果にこだわらずにアウトカムを設定できているか 

３ アウトプット、活動、

インプットの設定 

□アウトカムを実現させるための適切なアウトプット、アクティビティ、イン

プットが設定できているか 

□それぞれの要素のつながりには整合性と合理性があるか 

４ 最終確認 

 

□ロジックモデルの各要素に関係のない項目はないか 

□重複している箇所はないか 

□作成したロジックモデルは、現実的に実行可能なものか 

□設定したアウトカムを起点とした時、インプット、活動、アウトプットの各

要素が論理的につながるか 

 

＜基本タイプ＞ 

インプット  アクティビティ  アウトプット  初期アウトカム 中間アウトカム 最終アウトカム 

取組の投入要

素は何か 

 
誰を対象に何

をする取組か 
 

目標を達成する

ために何をどれ

だけ実施するか 

 
取組の初期の成

果は何か 

取組の中間的な

成果は何か 

取組の最終的な

成果は何か 

 

 

        

 

  

＜関係者別にアウトカムを整理したタイプ＞ 

関係者 インプット  アクティビテ

ィ 

 アウトプット  初期アウトカム 中間アウトカム 最終アウトカム 

取組により影響

を受ける人は誰

か 

取組の投入

要素は何か 
 

誰を対象に

何をする取

組か 

 

目標を達成す

るために何を

どれだけ実施

するか 

 

取組の初期

の成果は何

か 

取組の中間

的な成果は

何か 

取組の最終

的な成果は

何か 

【関係者①】  

 

        

【関係者②】 
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ルーブリック 

 

 当該教育実践の目標・子供たちがどのような状態になることを目指しているのかを評価者内で認識の共

有を図り、指標レベルまで落とし込む（ロジックモデルの作成と並行） 

① 教育実践の目標を指標レベルまで落とし込んだ後、数値化が難しい指標（例えばコミュニケーション能

力が身につくなど）について、整理し、表側に設定する 

② それぞれの評価指標について、各評価者（当該教育実践者）別にいくつかの段階別に（最初は４段階で

考えてみることを推奨） 該当する振る舞いやパフォーマンスについて、記述語を埋めていく。この際、

抽象的な表現には止めず、関係者間で共有できる「具体的な状況・動作」まで掘り下げた表現にするこ

とが極めて重要となる 

③ 評価者（当該教育実践者）同士でお互いの記述語を共有し、それぞれの指標について段階の摺り合わせ

を行う 

 

 

  

1 2 3 4

評価の指標（１）

評価の指標（２）

評価の指標（３）

数値化が難しい指標（例えばコミュニケーション能力
が身につくなど）について、整理し、表側に設定

各評価者別に、段階別に該当する振る舞いや
パフォーマンスについて、記述語を埋めていく

評価者同士でお互いの記述語を共有し、それぞれの
指標について段階の摺り合わせを行う

指標数の上限は特にない
（少なすぎると、捉えるべき指標が掬い切れない可能

性が高まり信頼性が落ちる要因になる）

段階数に決まりはないが、
４段階で作成している例が多い

①

②

③

抽象的な表現には止めず、関係者間で共
有できる「具体的な状況・動作」まで掘り
下げた表現にすることが極めて重要

1 2 3 4

評価の指標（１）

評価の指標（２）

評価の指標（３）
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SROI 

ステップ ステップごとの確認項目 

１ スコープ（分析範囲）

とキーとなる関係者

の特定 

●事前準備項目 

□何を目的として SROIを用いた効果測定を行うか 

□効果測定結果を誰に知ってもらいたいか 

□効果測定結果を、何に活用するか 

●分析範囲を決めるための検討項目 

□予測型（将来において想定した成果が実現した場合の社会的価値を予測する）

にするか、分析型（過去に起きた事象の社会的価値を測定する）にするか 

□どの取組を分析対象とするか 

□分析対象期間はどう設定するか 

□分析対象とする取組には誰がどのように関わっていて、そのなかで分析対象と

すべきキーとなる関係者は誰か 

２ アウトカムのマッピ

ング 

□関係者と分析の進め方を共有したか 

□インプット、アウトプット、アウトカムの分類は適切か 

□関係者別のインプット、アウトプット、アウトカムについて関係者間で合意で

きているか 

３ アウトカムの実証と

その価値評価 

□アウトカムを測定するための指標設定は適切か 

□指標のデータのうち、既存データが使えるものは何か 

□指標のデータのうち、新たにデータを取集するものはどのようにして収集する

か 

□金銭価値換算するアウトカムは何か 

□金銭価値換算するための指標の設定は適切か、その情報源は何か 

４ 活動によるインパク

トの確認 

□死荷重、転移率、寄与率、逓減率についてのデータは収集できているか 

□外部要因を調べるなかで、分析対象とすべきなのに見落としていた関係者はい

ないか 

５ SROI値の算出 □社会的価値の総計や、それを構成する関係者別の内訳は、関係者の実感にあっ

ているか 

６ SROI 分析の報告なら

びに組織への定着 

□ステップ１における事前準備で検討したとおり、分析結果は活用できたか 
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＜インプットの整理＞ 

関係者 項目 価格（円） 情報源 

  
 
 

  
 
 

合計 ※A 
  

 

＜インパクトマップ＞ 

関係者 

アウトカム アウトカムの金銭価値換算 

項目 指標 
単価・数

量 
情報源 

アウトカムを

金銭価値換算

するための代

理指標 

単価・数量 情報源 1年目 ２年目・・・ 合計 

インパクト

の修正割合

（逓減率

等） 

その根

拠 

インパクト 

（円） 

取組によ

り影響を

受ける人

は誰か 

どのような変

化があらわれ

るか 

どのよう

に測定す

るのか 

どれだ

けの変

化か 

どこで情報を

入手したか 

いくらの価値

に換算できる

か 

どれだけ

の変化か 

どこで

情報を

入手し

たか 

変化の価値 変化の価値 
変化の価

値の総額 

死荷重、転

移率、寄与

率、逓減率

はいくらか 

その根

拠は何

か 

取組による

社会的価値

はいくらか 

 

 
        

     

 

 
        

     

 

 
        

     

 

 

インパク

トの合計

※B 

 

 

＜SROI（B／A）の算出＞ 

SROI＝  
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